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編集方針

編集方針
三菱ケミカルグループ㈱は企業活動の進捗や見通しのう

ち、重要性が高いと考える事項に基づき、過去・現在・未来の
財務情報と非財務情報を価値創造ストーリーとして統合的に
わかりやすくまとめた統合報告書「KAITEKIレポート」を発行
しています。作成にあたっては、国際統合報告評議会の「国際
統合報告フレームワーク」を参照しています。
2023年版では、2023年2月に発表した新グループ理念

について掲載するとともに、経営方針「Forging the future 
未来を拓く」の実行計画について、各担当役員のコミットメン
トと詳細な戦略、進捗や今後の計画を報告しています。
より詳細な情報は、当社のウェブサイトにて報告しています
ので、併せてご覧ください。また、詳細な財務情報については、
金融庁に提出した有価証券報告書にて、詳細なガバナンス情
報については、東京証券取引所に提出したコーポレートガバ
ナンス報告書にてそれぞれご覧いただけます。

報告対象期間
2022年度（2022年4月-2023年3月）、一部2023年度の内
容も含んでいます。

報告範囲
当社および当社グループを報告範囲としています。報告範
囲が異なる事項については、対象となる報告範囲を明記し
ています。

会計基準
当社は、2017年3月期の第1四半期より指定国際会計基
準（IFRS）を任意適用しています。本レポートでの2017年
3月期以降はIFRSに基づき、その他数値は、特に記載がな
い限り日本基準に基づくものです。

情報開示体系

インタラクティブPDFの使い方
章別インデックス
各章の該当ページに移動します。

直前に見ていた
ページに戻ります。

印刷用PDF掲載
ページへのリンクです。

インデックス
各章の扉に移動します。

財務情報 非財務情報

統合報告書 「KAITEKI REPORT」

本報告書では、以下のルールで社名を記載しています。

三菱ケミカルグループ株式会社単体を指す場合
「三菱ケミカルグループ㈱」、もしくは「MCG」、「当社」

三菱ケミカルグループ株式会社とそのグループ会社を総称する場合
「三菱ケミカルグループ」、もしくは「MCGグループ」、「当社グループ」

社名表記について

事業報告書・株主通信「WE WILL」

IR情報サイト

有価証券報告書

非財務データ集

サステナビリティサイト

コーポレート
ガバナンス報告書

目次
P.1目次に移動します。

PDF内リンク
本PDF内の関連ページに移動します。

▶P.00

外部リンク
本PDF外のウェブページが開きます。

リンク先タイトルなど
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社長メッセージ

新グループ理念を指針に、
世界をリードするスペシャリティマテリアルグループに
向けて改革を進めていきます

代表執行役社長
ジョンマーク・ギルソン

私がCEOに就任してから、三菱ケミカルグループは

「Forging the future 未来を拓く」という新たなグループ

マネジメント戦略を掲げました。私たちは、より多くの持続

可能な製品を社会に提供する「スペシャリティマテリアル

グループ」という将来像へ向かって、一歩ずつ歩んでいま

す。2023年2月には、経営方針の最終年度である2025

年度に向けて、必要な戦略の見直しやポートフォリオの再

構成、注力市場の選定などのアップデートを発表し、現在

はその実行フェーズに移行しています。

この発表に先立つ2023年1月、私たちは、2011年から

掲げてきた「KAITEKI」の理念を再定義し、Purpose、

Slogan、Our Wayで構成される新たなグループ理念を

発表しました。

新たなグループ理念の策定で
「Forging the future」の実行を加速

日本語の「快適」で表現される意味を超えて、アルファ

ベットの「KAITEKI」には、人々の心地よさや地球の持続可

能性への思いが込められています。グループ理念の策定

にあたり、この「KAITEKI」の位置付けについて、改めて世

界各国で活動する多くの従業員に意見を聞いてみました。

その結果明らかになったのは、人々の生活や地球環境に

貢献したいという従業員の強い思いは変わらないこと、一

方で、事業活動を通じてステークホルダーに「価値」を提

供するという企業本来の使命をもう一度強調する必要が

あるということでした。

上記を念頭に多くの議論を重ね、「人、社会、そして地球

の心地よさが続いていく」KAITEKIの実現をPurposeとし

て掲げるとともに、Purposeの本質を端的に表現する新た

なSlogan、〈Science. Value. Life.〉を作成しました。

Scienceは、まず私たちは技術のイノベーターであり、

サイエンスのDNAを持つこと、次に、Valueという言葉を

Sloganの中央に位置付け、サイエンスに基づくソリュー

ションにより社会課題を解決することで、全てのステーク

ホルダーに価値を提供することを示しました。最後のLife

は、人々が日々を過ごし働くこの地球環境の持続性、人々

の持続可能なwell-beingを意味しています。

Purpose達成に向け当社グループ全員が大切にすべき

心構えであるOur Wayは、<誠実、尊重、果敢、共創、完

遂>と定めました。

この新しいグループ理念は、ステークホルダーの皆さま

へ向けた価値の創造、それによる企業価値の向上と従業員

の成長、そしてサステナビリティに向けた私たちのひたむき

な努力を将来にわたって支えていくものと確信しています。

化学産業にとって、2022年度はここ20～30年で最大

と言ってもよい試練の年でした。年度当初の需要は堅調で

したが、ロシアによるウクライナ侵攻はエネルギー価格を押

し上げ、原材料費の高騰を招きました。これらにインフレや

世界的な経済の減速が追い打ちをかけ、化学産業をはじ

めさまざまな産業に大きな影響を与えることになりました。

しかし、私たちは、このような環境下においても必要な

対策をとり、影響を最小限に留めると同時に将来への布石

を打ちました。

まずは経営方針「Forging the future 未来を拓く」で

発表した通り、事業再編、サプライチェーンの最適化、グ

ループ会社の統合などのコスト構造改革を進めました。カ

ナダにおける新型コロナウイルスワクチン開発の中止や英

国・キャッセル工場におけるMMAの製造停止などはその

一例で、2022年度においては320億円のコスト削減目標

に対して500億円の削減を達成し、2023年度はさらに

800億円の削減を見込んでいます。

2022年度は、価格のあり方について真摯に考え、積極

的に価格転嫁に取り組んだ年でもありました。また、運転

資本管理を厳格化して1,000億円のフリー・キャッシュ・フ

ローも創出しました。

私たちの取り組みの成果は着実に出てきており、厳しい

事業環境の中でも2022年度の売上収益は過去最高の4

兆6,000億円を記録し、コア営業利益は、仲裁手続き中で

あった多発性硬化症治療剤「ジレニア」からのロイヤリティ

収入1,259億円の認識を含め、総計3,256億円となりま

した。

2023年度以降、外部環境が好転した際には、上記の取

り組みはさらに大きなリターンとして顕現するものと確信

しています。

経営方針で掲げる5つの重要施策は、その全てにおいて

前進しています。戦略的なコスト構造改革を行うとともに、

スリムでデジタル化され、多様な従業員が力を発揮できる

組織への変革に取り組んでいます。また、成長、パフォー

マンス、サステナビリティを追求しながら事業撤退と戦略

的なキャピタル・アロケーションを進めています。

私たち経営陣は、従業員一人ひとりが成長戦略を理解

して実践できるよう、あらゆる機会を利用して対話を重ね

てきました。重要施策の進展は、経営方針が指し示す当社

グループのあるべき姿をめざして、従業員が自律的に取り

組んだ結果が実を結んだものと実感しています。多くの中

間層や法人が存在し複雑化していた当社グループの組織

を、シンプルな「One Company, One Team」へ変革す

る作業はその90％が完了しました。私たちは今、経営陣と

従業員が一丸となって、目の前にある挑戦と向き合う準備

ができているのです。

汎用品を扱う多くの製造業がそうであるように、当社グ

ループは従来プロダクトアウト型、つまり、製造者側の意

向や技術を優先して製品開発を行い、できた製品を販売

するということを行ってきました。事業買収などにより会社

のポートフォリオが変化し、スペシャリティ事業の比率が

増加しても、この大きな傾向は変わっていませんでした。

私たちは、スペシャリティマテリアルグループとして、こ

のフローを逆転させます。勝者を決めるのは市場です。徹

底した市場調査によってビジネスチャンスを探り出し、目に

見えるお客さまの課題を解決しながら、潜在的な市場の

需要を満足させるイノベーションを生み出していくことが

必要です。このマーケット志向型アプローチでは、営業・

マーケティング部門が主導権を握り、製造するべき製品、

数量および供給とそのタイミングを判断していきます。

汎用品の製造者は、一般的にグローバルを単一の市場

として見る傾向があります。しかし、私たちはスペシャリティ

マテリアルグループとして、ローカル市場の特性やその市

場における個別の成長企業にも目を凝らし、常に機会をう

かがう必要があります。この戦略には、マーケット的側面

とプロダクト的側面があります。その成功を左右する鍵は

チャネルマネジメント、つまり、市場細分化と顧客細分化、

そして適切な価格設定にあります。

成長には一般的に3つの方法があります。既存製品の

増販、地域的な拡販、そしてイノベーションです。これらを

進めていくためには、営業・マーケティング部門が研究開

発部門と緊密に連携しながら、当社の新しいガイドライン

を遵守して、マーケット志向型のイノベーションを実現して

いくことが必要です。地理的な側面については、日本以外

の売上は現在、販売全体の約半分を占めています。この海

外売上比率を増大させるには、スピードが鍵になります。

グループの未来を握るスペシャリティマテリアルズ
私たちは、ポートフォリオの最適化に向けて、市場の成

長、競争優位性、サステナビリティを判断軸としています。

石化・炭素事業については、将来的に分離・独立化するこ

とを公表しましたが、当社グループの将来像をより明確に

描くため、私は各ビジネスグループに対して、重点市場に

おける成長の観点で各々のポートフォリオを精査するよう

に指示しました。重要な要素は2つ、ローカル市場への適

合性とビジネス部門間のシナジー創出の可能性です。

私たちはコスト削減とノンコア資産、ノンコア事業の売

却により、フォーカスすべき成長分野に資源を集中させて

いきます。石化事業については、同じ志を持つパートナー

とジョイントベンチャーを実現し、安定的に収益を上げる

とともにカーボンニュートラルへ向けて必要な投資を行っ

ていく体制への道筋を正しく描いていく方針です。

スペシャリティマテリアルズは、当社グループを成長さ

せる原動力です。私たちは、EV／モビリティ、デジタル、食

品、メディカルという4つの魅力的な市場にフォーカスし、

事業を展開していきます。一方で、産業ガスは幅広い業種

を支える原料になっています。ヘルスケアでは、プレシ

ジョンメディシンとアンメット・メディカル・ニーズに応える

イノベーションに注力しています。MMAに関しては、私た

ちが世界的にコスト優位性を持つ新エチレン法（アルファ

法）に注力することで、お客さまが求めるサステナブルで幅

広い製品提供を実現し、さらに充実させていきます。

経営方針に定めた施策を実現することで、私たちは

2025年度に、さらなる飛躍の基盤となる財務目標を達成

できると確信しています。創出された資本はオーガニック

グロースの原資になり、株主の皆さまへの還元を増大さ

せ、活力のある健全な財務を反映したバランスシートを実

現することでしょう。

先進的DXを取り入れたケミカルカンパニーになるために
DXの導入は、「One Company, One Team」のカル

チャーをグループ全体に浸透させ、さまざまなITシステム

を統合して皆が共通の言語・共通のデータをもとに話せる

ようになるために非常に重要です。DX活用の巧拙は、経

営のスピードと敏捷性を高めるシームレスな効率性と無駄

のない機能性を発揮する鍵であると、私は確信しています。

これは従業員の生産性向上と人事管理の効率化にとっ

ても不可欠です。スマートな人事システムのアプリとツー

ルは、グループ全体の情報の円滑な共有を可能とします。

また、リアルタイムのデータを取得し、分析することで、エ

ビデンスベースの意志決定を迅速に行うことができます。

そしてこれは、お客さまとシームレスに協業できるツールに

もなります。

インフラからUX（ユーザーエクスペリエンス）まで、世界

レベルのプラットフォームを導入することは、従業員たちが

能力を最大に発揮できる、未来のデジタルケミカルカンパ

ニーを作りだすことに通じています。

サステナビリティには、2つの側面があります。一つは

カーボンフットプリントを削減すること。もう一つは、サス

テナブルであるだけではなく優れた機能を併せ持つ製品

の、注力市場に向けた開発です。

まず、CO2排出を削減するために、私たちは2030年ま

でに約1,000億円を投じて事業所におけるすべての石炭

火力発電を停止します。この投資によって得られるものは、

当社グループと社会のサステナブルな未来そのものです。

実現までにはしばらく時間がかかりますが、社会の一員と

して必達の目標だと考えています。

持続可能で優れた性能を併せ持つ製品が
手に届く未来に向けて
サステナビリティのもうひとつの側面は、私たちのサー

キュラーエコノミーへのコミットメントです。バイオ由来の

原材料など、サステナブルな素材を使用するところから始

め、プロダクトラインの20％をサステナブルにする目標を

掲げています。

そのためには、お客さまの参加も必要です。サステナブ

ルな製品は、技術的にも実用的にも優位性がなければな

りません。石油化学製品を代替するには持続可能かつ高

性能で手頃な価格帯の製品でなければ、市場には受け入

れられないでしょう。

企業の価値創造における成功は、製品そのものだけで

はなく、それが企業イメージと最終利益にどう貢献するか

にかかっています。持続可能性と高性能をともに実現する

製品が、それを可能にするのです。

当社グループには、素晴らしい能力を備えた人材が多

数います。才能のある人材を採用するだけではなく、肝心

なことは、従業員の優れた才能を引き出すために、組織と

文化が変わることだと考えています。エンパワーメントと

は、従業員の意欲を高め、ポテンシャルを引き出し、一人ひ

とりのキャリアを形成していくことです。それを実現するの

は、誰もが積極的に発言して貢献することを奨励する組織

文化です。企業の業績は、個々人の働きに支えられていま

す。年功序列や制度的な弊害が個人の能力発揮を妨げて

いるのであれば、企業としての成長は見込めません。

ガバナンスの強化に関しては、持株会社と事業会社を中

心とした法人ベースの体制を、グループ全体をOne

Companyと見なし、ビジネスグループおよび各機能部門

でコントロールする体制へ移行していくことで、責任の所

在を明確にしました。600以上あったグループ会社数を

削減し、「One Team」の体制でオペレーションを行ってい

きます。このスリムでフラットな組織体制が、迅速な意志

決定と効果的な戦略の実施を可能にします。

世界がカーボンニュートラルへ移行していくためには、

多種多様な化学製品が必要です。化学技術こそはすべて

の基盤、例えばEVはその典型的な例でしょう。製品の製

造や供給の方法が変わることはあっても、その点は変わり

ません。

知的財産権は私たちにとって成長の大きな推進力であ

り、このような時代において当社グループは大きなインパ

クトを与えることができます。当社グループの従業員は、

複雑な科学的課題を解決していくことに大きな社会的意

義とやりがいを感じています。

従業員に、大きな目標を達成するために能力を発揮して

もらい、支持されているということを実感してもらうため、私

はいつもオープンなコミュニケーションを心掛けています。

スペシャリティマテリアルズのグローバルリーダーとな

るという目標を掲げ、そこへ向けて歩みを進めていることを

実感しています。持続的に社会に貢献するためには、将来

への投資が必要になります。そのためには価値ある製品を

提供し、常に収益性を向上していかなければなりません。

私は、株主の皆さまへのリターンを増大し、全てのステー

クホルダーの皆さまに価値を提供するとともに、人 と々地

球のサステナビリティとwell-beingの向上にコミットし続

けます。

1
章
　
M
C
G
グ
ル
ー
プ
が
め
ざ
す
姿

2
章
　
持
続
的
な
成
長
戦
略

3
章
　
E
S
G
の
強
化

4
章
　
財
務
・
非
財
務
情
報

目次

直前に見ていたページに戻る

3

4

9

1 1

13

15

18

20

22

56

95

１章　MCGグループがめざす姿
社長メッセージ

グループ理念

価値創造モデル

KAITEKI実現に向けたアプローチ
  Science
  Value

  Life
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私がCEOに就任してから、三菱ケミカルグループは

「Forging the future 未来を拓く」という新たなグループ

マネジメント戦略を掲げました。私たちは、より多くの持続

可能な製品を社会に提供する「スペシャリティマテリアル

グループ」という将来像へ向かって、一歩ずつ歩んでいま

す。2023年2月には、経営方針の最終年度である2025

年度に向けて、必要な戦略の見直しやポートフォリオの再

構成、注力市場の選定などのアップデートを発表し、現在

はその実行フェーズに移行しています。

この発表に先立つ2023年1月、私たちは、2011年から

掲げてきた「KAITEKI」の理念を再定義し、Purpose、

Slogan、Our Wayで構成される新たなグループ理念を

発表しました。

日本語の「快適」で表現される意味を超えて、アルファ

ベットの「KAITEKI」には、人々の心地よさや地球の持続可

能性への思いが込められています。グループ理念の策定

にあたり、この「KAITEKI」の位置付けについて、改めて世

界各国で活動する多くの従業員に意見を聞いてみました。

その結果明らかになったのは、人々の生活や地球環境に

貢献したいという従業員の強い思いは変わらないこと、一

方で、事業活動を通じてステークホルダーに「価値」を提

供するという企業本来の使命をもう一度強調する必要が

あるということでした。

上記を念頭に多くの議論を重ね、「人、社会、そして地球

の心地よさが続いていく」KAITEKIの実現をPurposeとし

て掲げるとともに、Purposeの本質を端的に表現する新た

なSlogan、〈Science. Value. Life.〉を作成しました。

Scienceは、まず私たちは技術のイノベーターであり、

サイエンスのDNAを持つこと、次に、Valueという言葉を

Sloganの中央に位置付け、サイエンスに基づくソリュー

ションにより社会課題を解決することで、全てのステーク

ホルダーに価値を提供することを示しました。最後のLife

は、人々が日々を過ごし働くこの地球環境の持続性、人々

の持続可能なwell-beingを意味しています。

Purpose達成に向け当社グループ全員が大切にすべき

心構えであるOur Wayは、<誠実、尊重、果敢、共創、完

遂>と定めました。

この新しいグループ理念は、ステークホルダーの皆さま

へ向けた価値の創造、それによる企業価値の向上と従業員

の成長、そしてサステナビリティに向けた私たちのひたむき

な努力を将来にわたって支えていくものと確信しています。

化学産業にとって、2022年度はここ20～30年で最大

と言ってもよい試練の年でした。年度当初の需要は堅調で

したが、ロシアによるウクライナ侵攻はエネルギー価格を押

し上げ、原材料費の高騰を招きました。これらにインフレや

世界的な経済の減速が追い打ちをかけ、化学産業をはじ

めさまざまな産業に大きな影響を与えることになりました。

しかし、私たちは、このような環境下においても必要な

対策をとり、影響を最小限に留めると同時に将来への布石

を打ちました。

まずは経営方針「Forging the future 未来を拓く」で

発表した通り、事業再編、サプライチェーンの最適化、グ

ループ会社の統合などのコスト構造改革を進めました。カ

ナダにおける新型コロナウイルスワクチン開発の中止や英

国・キャッセル工場におけるMMAの製造停止などはその

一例で、2022年度においては320億円のコスト削減目標

に対して500億円の削減を達成し、2023年度はさらに

800億円の削減を見込んでいます。

2022年度は、価格のあり方について真摯に考え、積極

的に価格転嫁に取り組んだ年でもありました。また、運転

資本管理を厳格化して1,000億円のフリー・キャッシュ・フ

ローも創出しました。

私たちの取り組みの成果は着実に出てきており、厳しい

事業環境の中でも2022年度の売上収益は過去最高の4

兆6,000億円を記録し、コア営業利益は、仲裁手続き中で

あった多発性硬化症治療剤「ジレニア」からのロイヤリティ

収入1,259億円の認識を含め、総計3,256億円となりま

した。

2023年度以降、外部環境が好転した際には、上記の取

り組みはさらに大きなリターンとして顕現するものと確信

しています。

経営方針で掲げる5つの重要施策は、その全てにおいて
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前進しています。戦略的なコスト構造改革を行うとともに、

スリムでデジタル化され、多様な従業員が力を発揮できる

組織への変革に取り組んでいます。また、成長、パフォー

マンス、サステナビリティを追求しながら事業撤退と戦略

的なキャピタル・アロケーションを進めています。

私たち経営陣は、従業員一人ひとりが成長戦略を理解

して実践できるよう、あらゆる機会を利用して対話を重ね

てきました。重要施策の進展は、経営方針が指し示す当社

グループのあるべき姿をめざして、従業員が自律的に取り

組んだ結果が実を結んだものと実感しています。多くの中

間層や法人が存在し複雑化していた当社グループの組織

を、シンプルな「One Company, One Team」へ変革す

る作業はその90％が完了しました。私たちは今、経営陣と

従業員が一丸となって、目の前にある挑戦と向き合う準備

ができているのです。

汎用品を扱う多くの製造業がそうであるように、当社グ

ループは従来プロダクトアウト型、つまり、製造者側の意

向や技術を優先して製品開発を行い、できた製品を販売

するということを行ってきました。事業買収などにより会社

のポートフォリオが変化し、スペシャリティ事業の比率が

増加しても、この大きな傾向は変わっていませんでした。

私たちは、スペシャリティマテリアルグループとして、こ

のフローを逆転させます。勝者を決めるのは市場です。徹

底した市場調査によってビジネスチャンスを探り出し、目に

見えるお客さまの課題を解決しながら、潜在的な市場の

需要を満足させるイノベーションを生み出していくことが

必要です。このマーケット志向型アプローチでは、営業・

マーケティング部門が主導権を握り、製造するべき製品、

数量および供給とそのタイミングを判断していきます。

汎用品の製造者は、一般的にグローバルを単一の市場

として見る傾向があります。しかし、私たちはスペシャリティ

マテリアルグループとして、ローカル市場の特性やその市

場における個別の成長企業にも目を凝らし、常に機会をう

かがう必要があります。この戦略には、マーケット的側面

とプロダクト的側面があります。その成功を左右する鍵は

チャネルマネジメント、つまり、市場細分化と顧客細分化、

そして適切な価格設定にあります。

成長には一般的に3つの方法があります。既存製品の

増販、地域的な拡販、そしてイノベーションです。これらを

進めていくためには、営業・マーケティング部門が研究開

発部門と緊密に連携しながら、当社の新しいガイドライン

を遵守して、マーケット志向型のイノベーションを実現して

いくことが必要です。地理的な側面については、日本以外

の売上は現在、販売全体の約半分を占めています。この海

外売上比率を増大させるには、スピードが鍵になります。

グループの未来を握るスペシャリティマテリアルズ
私たちは、ポートフォリオの最適化に向けて、市場の成

長、競争優位性、サステナビリティを判断軸としています。

石化・炭素事業については、将来的に分離・独立化するこ

とを公表しましたが、当社グループの将来像をより明確に

描くため、私は各ビジネスグループに対して、重点市場に

おける成長の観点で各々のポートフォリオを精査するよう

に指示しました。重要な要素は2つ、ローカル市場への適

合性とビジネス部門間のシナジー創出の可能性です。

私たちはコスト削減とノンコア資産、ノンコア事業の売

却により、フォーカスすべき成長分野に資源を集中させて

いきます。石化事業については、同じ志を持つパートナー

とジョイントベンチャーを実現し、安定的に収益を上げる

とともにカーボンニュートラルへ向けて必要な投資を行っ

ていく体制への道筋を正しく描いていく方針です。

スペシャリティマテリアルズは、当社グループを成長さ

せる原動力です。私たちは、EV／モビリティ、デジタル、食

品、メディカルという4つの魅力的な市場にフォーカスし、

事業を展開していきます。一方で、産業ガスは幅広い業種

を支える原料になっています。ヘルスケアでは、プレシ

ジョンメディシンとアンメット・メディカル・ニーズに応える

イノベーションに注力しています。MMAに関しては、私た

ちが世界的にコスト優位性を持つ新エチレン法（アルファ

法）に注力することで、お客さまが求めるサステナブルで幅

広い製品提供を実現し、さらに充実させていきます。

経営方針に定めた施策を実現することで、私たちは

2025年度に、さらなる飛躍の基盤となる財務目標を達成

できると確信しています。創出された資本はオーガニック

グロースの原資になり、株主の皆さまへの還元を増大さ

せ、活力のある健全な財務を反映したバランスシートを実

現することでしょう。

先進的DXを取り入れたケミカルカンパニーになるために
DXの導入は、「One Company, One Team」のカル

チャーをグループ全体に浸透させ、さまざまなITシステム

を統合して皆が共通の言語・共通のデータをもとに話せる

ようになるために非常に重要です。DX活用の巧拙は、経

営のスピードと敏捷性を高めるシームレスな効率性と無駄

のない機能性を発揮する鍵であると、私は確信しています。

これは従業員の生産性向上と人事管理の効率化にとっ

ても不可欠です。スマートな人事システムのアプリとツー

ルは、グループ全体の情報の円滑な共有を可能とします。

また、リアルタイムのデータを取得し、分析することで、エ

ビデンスベースの意志決定を迅速に行うことができます。

そしてこれは、お客さまとシームレスに協業できるツールに

もなります。

インフラからUX（ユーザーエクスペリエンス）まで、世界

レベルのプラットフォームを導入することは、従業員たちが

能力を最大に発揮できる、未来のデジタルケミカルカンパ

ニーを作りだすことに通じています。

サステナビリティには、2つの側面があります。一つは

カーボンフットプリントを削減すること。もう一つは、サス

テナブルであるだけではなく優れた機能を併せ持つ製品

の、注力市場に向けた開発です。

まず、CO2排出を削減するために、私たちは2030年ま

でに約1,000億円を投じて事業所におけるすべての石炭

火力発電を停止します。この投資によって得られるものは、

当社グループと社会のサステナブルな未来そのものです。

実現までにはしばらく時間がかかりますが、社会の一員と

して必達の目標だと考えています。

持続可能で優れた性能を併せ持つ製品が
手に届く未来に向けて
サステナビリティのもうひとつの側面は、私たちのサー

キュラーエコノミーへのコミットメントです。バイオ由来の

原材料など、サステナブルな素材を使用するところから始

め、プロダクトラインの20％をサステナブルにする目標を

掲げています。

そのためには、お客さまの参加も必要です。サステナブ

ルな製品は、技術的にも実用的にも優位性がなければな

りません。石油化学製品を代替するには持続可能かつ高

性能で手頃な価格帯の製品でなければ、市場には受け入

れられないでしょう。

企業の価値創造における成功は、製品そのものだけで

はなく、それが企業イメージと最終利益にどう貢献するか

にかかっています。持続可能性と高性能をともに実現する

製品が、それを可能にするのです。

当社グループには、素晴らしい能力を備えた人材が多

数います。才能のある人材を採用するだけではなく、肝心

なことは、従業員の優れた才能を引き出すために、組織と

文化が変わることだと考えています。エンパワーメントと

は、従業員の意欲を高め、ポテンシャルを引き出し、一人ひ

とりのキャリアを形成していくことです。それを実現するの

は、誰もが積極的に発言して貢献することを奨励する組織

文化です。企業の業績は、個々人の働きに支えられていま

す。年功序列や制度的な弊害が個人の能力発揮を妨げて

いるのであれば、企業としての成長は見込めません。

ガバナンスの強化に関しては、持株会社と事業会社を中

心とした法人ベースの体制を、グループ全体をOne 

Companyと見なし、ビジネスグループおよび各機能部門

でコントロールする体制へ移行していくことで、責任の所

在を明確にしました。600以上あったグループ会社数を

削減し、「One Team」の体制でオペレーションを行ってい

きます。このスリムでフラットな組織体制が、迅速な意志

決定と効果的な戦略の実施を可能にします。

世界がカーボンニュートラルへ移行していくためには、

多種多様な化学製品が必要です。化学技術こそはすべて

の基盤、例えばEVはその典型的な例でしょう。製品の製

造や供給の方法が変わることはあっても、その点は変わり

ません。

知的財産権は私たちにとって成長の大きな推進力であ

り、このような時代において当社グループは大きなインパ

クトを与えることができます。当社グループの従業員は、

複雑な科学的課題を解決していくことに大きな社会的意

義とやりがいを感じています。

従業員に、大きな目標を達成するために能力を発揮して

もらい、支持されているということを実感してもらうため、私

はいつもオープンなコミュニケーションを心掛けています。

スペシャリティマテリアルズのグローバルリーダーとな

るという目標を掲げ、そこへ向けて歩みを進めていることを

実感しています。持続的に社会に貢献するためには、将来

への投資が必要になります。そのためには価値ある製品を

提供し、常に収益性を向上していかなければなりません。

私は、株主の皆さまへのリターンを増大し、全てのステー

クホルダーの皆さまに価値を提供するとともに、人 と々地

球のサステナビリティとwell-beingの向上にコミットし続

けます。

厳しい事業環境からの回復力

「Forging the future 未来を拓く」が
「One Company, One Team」の
基盤をつくる
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私がCEOに就任してから、三菱ケミカルグループは

「Forging the future 未来を拓く」という新たなグループ

マネジメント戦略を掲げました。私たちは、より多くの持続

可能な製品を社会に提供する「スペシャリティマテリアル

グループ」という将来像へ向かって、一歩ずつ歩んでいま

す。2023年2月には、経営方針の最終年度である2025

年度に向けて、必要な戦略の見直しやポートフォリオの再

構成、注力市場の選定などのアップデートを発表し、現在

はその実行フェーズに移行しています。

この発表に先立つ2023年1月、私たちは、2011年から

掲げてきた「KAITEKI」の理念を再定義し、Purpose、

Slogan、Our Wayで構成される新たなグループ理念を

発表しました。

日本語の「快適」で表現される意味を超えて、アルファ

ベットの「KAITEKI」には、人々の心地よさや地球の持続可

能性への思いが込められています。グループ理念の策定

にあたり、この「KAITEKI」の位置付けについて、改めて世

界各国で活動する多くの従業員に意見を聞いてみました。

その結果明らかになったのは、人々の生活や地球環境に

貢献したいという従業員の強い思いは変わらないこと、一

方で、事業活動を通じてステークホルダーに「価値」を提

供するという企業本来の使命をもう一度強調する必要が

あるということでした。

上記を念頭に多くの議論を重ね、「人、社会、そして地球

の心地よさが続いていく」KAITEKIの実現をPurposeとし

て掲げるとともに、Purposeの本質を端的に表現する新た

なSlogan、〈Science. Value. Life.〉を作成しました。

Scienceは、まず私たちは技術のイノベーターであり、

サイエンスのDNAを持つこと、次に、Valueという言葉を

Sloganの中央に位置付け、サイエンスに基づくソリュー

ションにより社会課題を解決することで、全てのステーク

ホルダーに価値を提供することを示しました。最後のLife

は、人々が日々を過ごし働くこの地球環境の持続性、人々

の持続可能なwell-beingを意味しています。

Purpose達成に向け当社グループ全員が大切にすべき

心構えであるOur Wayは、<誠実、尊重、果敢、共創、完

遂>と定めました。

この新しいグループ理念は、ステークホルダーの皆さま

へ向けた価値の創造、それによる企業価値の向上と従業員

の成長、そしてサステナビリティに向けた私たちのひたむき

な努力を将来にわたって支えていくものと確信しています。

化学産業にとって、2022年度はここ20～30年で最大

と言ってもよい試練の年でした。年度当初の需要は堅調で

したが、ロシアによるウクライナ侵攻はエネルギー価格を押

し上げ、原材料費の高騰を招きました。これらにインフレや

世界的な経済の減速が追い打ちをかけ、化学産業をはじ

めさまざまな産業に大きな影響を与えることになりました。

しかし、私たちは、このような環境下においても必要な

対策をとり、影響を最小限に留めると同時に将来への布石

を打ちました。

まずは経営方針「Forging the future 未来を拓く」で

発表した通り、事業再編、サプライチェーンの最適化、グ

ループ会社の統合などのコスト構造改革を進めました。カ

ナダにおける新型コロナウイルスワクチン開発の中止や英

国・キャッセル工場におけるMMAの製造停止などはその

一例で、2022年度においては320億円のコスト削減目標

に対して500億円の削減を達成し、2023年度はさらに

800億円の削減を見込んでいます。

2022年度は、価格のあり方について真摯に考え、積極

的に価格転嫁に取り組んだ年でもありました。また、運転

資本管理を厳格化して1,000億円のフリー・キャッシュ・フ

ローも創出しました。

私たちの取り組みの成果は着実に出てきており、厳しい

事業環境の中でも2022年度の売上収益は過去最高の4

兆6,000億円を記録し、コア営業利益は、仲裁手続き中で

あった多発性硬化症治療剤「ジレニア」からのロイヤリティ

収入1,259億円の認識を含め、総計3,256億円となりま

した。

2023年度以降、外部環境が好転した際には、上記の取

り組みはさらに大きなリターンとして顕現するものと確信

しています。

経営方針で掲げる5つの重要施策は、その全てにおいて

前進しています。戦略的なコスト構造改革を行うとともに、

スリムでデジタル化され、多様な従業員が力を発揮できる

組織への変革に取り組んでいます。また、成長、パフォー

マンス、サステナビリティを追求しながら事業撤退と戦略

的なキャピタル・アロケーションを進めています。

私たち経営陣は、従業員一人ひとりが成長戦略を理解

して実践できるよう、あらゆる機会を利用して対話を重ね

てきました。重要施策の進展は、経営方針が指し示す当社

グループのあるべき姿をめざして、従業員が自律的に取り

組んだ結果が実を結んだものと実感しています。多くの中

間層や法人が存在し複雑化していた当社グループの組織

を、シンプルな「One Company, One Team」へ変革す

る作業はその90％が完了しました。私たちは今、経営陣と

従業員が一丸となって、目の前にある挑戦と向き合う準備

ができているのです。

汎用品を扱う多くの製造業がそうであるように、当社グ

ループは従来プロダクトアウト型、つまり、製造者側の意

向や技術を優先して製品開発を行い、できた製品を販売

するということを行ってきました。事業買収などにより会社

のポートフォリオが変化し、スペシャリティ事業の比率が

増加しても、この大きな傾向は変わっていませんでした。

私たちは、スペシャリティマテリアルグループとして、こ

のフローを逆転させます。勝者を決めるのは市場です。徹

底した市場調査によってビジネスチャンスを探り出し、目に

見えるお客さまの課題を解決しながら、潜在的な市場の

需要を満足させるイノベーションを生み出していくことが

必要です。このマーケット志向型アプローチでは、営業・

マーケティング部門が主導権を握り、製造するべき製品、

数量および供給とそのタイミングを判断していきます。

汎用品の製造者は、一般的にグローバルを単一の市場

として見る傾向があります。しかし、私たちはスペシャリティ

マテリアルグループとして、ローカル市場の特性やその市

場における個別の成長企業にも目を凝らし、常に機会をう

かがう必要があります。この戦略には、マーケット的側面

とプロダクト的側面があります。その成功を左右する鍵は

チャネルマネジメント、つまり、市場細分化と顧客細分化、

そして適切な価格設定にあります。

成長には一般的に3つの方法があります。既存製品の

増販、地域的な拡販、そしてイノベーションです。これらを

進めていくためには、営業・マーケティング部門が研究開

発部門と緊密に連携しながら、当社の新しいガイドライン

を遵守して、マーケット志向型のイノベーションを実現して

いくことが必要です。地理的な側面については、日本以外

の売上は現在、販売全体の約半分を占めています。この海

外売上比率を増大させるには、スピードが鍵になります。

グループの未来を握るスペシャリティマテリアルズ
私たちは、ポートフォリオの最適化に向けて、市場の成

長、競争優位性、サステナビリティを判断軸としています。

石化・炭素事業については、将来的に分離・独立化するこ

とを公表しましたが、当社グループの将来像をより明確に

描くため、私は各ビジネスグループに対して、重点市場に

おける成長の観点で各々のポートフォリオを精査するよう

に指示しました。重要な要素は2つ、ローカル市場への適

合性とビジネス部門間のシナジー創出の可能性です。

私たちはコスト削減とノンコア資産、ノンコア事業の売

却により、フォーカスすべき成長分野に資源を集中させて

いきます。石化事業については、同じ志を持つパートナー

とジョイントベンチャーを実現し、安定的に収益を上げる

とともにカーボンニュートラルへ向けて必要な投資を行っ

ていく体制への道筋を正しく描いていく方針です。

スペシャリティマテリアルズは、当社グループを成長さ

せる原動力です。私たちは、EV／モビリティ、デジタル、食

品、メディカルという4つの魅力的な市場にフォーカスし、

事業を展開していきます。一方で、産業ガスは幅広い業種

を支える原料になっています。ヘルスケアでは、プレシ

ジョンメディシンとアンメット・メディカル・ニーズに応える

イノベーションに注力しています。MMAに関しては、私た

ちが世界的にコスト優位性を持つ新エチレン法（アルファ

法）に注力することで、お客さまが求めるサステナブルで幅

広い製品提供を実現し、さらに充実させていきます。

経営方針に定めた施策を実現することで、私たちは

2025年度に、さらなる飛躍の基盤となる財務目標を達成

できると確信しています。創出された資本はオーガニック

グロースの原資になり、株主の皆さまへの還元を増大さ

せ、活力のある健全な財務を反映したバランスシートを実

現することでしょう。

先進的DXを取り入れたケミカルカンパニーになるために
DXの導入は、「One Company, One Team」のカル

チャーをグループ全体に浸透させ、さまざまなITシステム

を統合して皆が共通の言語・共通のデータをもとに話せる

ようになるために非常に重要です。DX活用の巧拙は、経

営のスピードと敏捷性を高めるシームレスな効率性と無駄

のない機能性を発揮する鍵であると、私は確信しています。

これは従業員の生産性向上と人事管理の効率化にとっ

ても不可欠です。スマートな人事システムのアプリとツー

ルは、グループ全体の情報の円滑な共有を可能とします。

また、リアルタイムのデータを取得し、分析することで、エ

ビデンスベースの意志決定を迅速に行うことができます。

そしてこれは、お客さまとシームレスに協業できるツールに

もなります。

インフラからUX（ユーザーエクスペリエンス）まで、世界

レベルのプラットフォームを導入することは、従業員たちが

能力を最大に発揮できる、未来のデジタルケミカルカンパ

ニーを作りだすことに通じています。

サステナビリティには、2つの側面があります。一つは

カーボンフットプリントを削減すること。もう一つは、サス

テナブルであるだけではなく優れた機能を併せ持つ製品

の、注力市場に向けた開発です。

まず、CO2排出を削減するために、私たちは2030年ま

でに約1,000億円を投じて事業所におけるすべての石炭

火力発電を停止します。この投資によって得られるものは、

当社グループと社会のサステナブルな未来そのものです。

実現までにはしばらく時間がかかりますが、社会の一員と

して必達の目標だと考えています。

持続可能で優れた性能を併せ持つ製品が
手に届く未来に向けて
サステナビリティのもうひとつの側面は、私たちのサー

キュラーエコノミーへのコミットメントです。バイオ由来の

原材料など、サステナブルな素材を使用するところから始

め、プロダクトラインの20％をサステナブルにする目標を

掲げています。

そのためには、お客さまの参加も必要です。サステナブ

ルな製品は、技術的にも実用的にも優位性がなければな

りません。石油化学製品を代替するには持続可能かつ高

性能で手頃な価格帯の製品でなければ、市場には受け入

れられないでしょう。

企業の価値創造における成功は、製品そのものだけで

はなく、それが企業イメージと最終利益にどう貢献するか

にかかっています。持続可能性と高性能をともに実現する

製品が、それを可能にするのです。

当社グループには、素晴らしい能力を備えた人材が多

数います。才能のある人材を採用するだけではなく、肝心

なことは、従業員の優れた才能を引き出すために、組織と

文化が変わることだと考えています。エンパワーメントと

は、従業員の意欲を高め、ポテンシャルを引き出し、一人ひ

とりのキャリアを形成していくことです。それを実現するの

は、誰もが積極的に発言して貢献することを奨励する組織

文化です。企業の業績は、個々人の働きに支えられていま

す。年功序列や制度的な弊害が個人の能力発揮を妨げて

いるのであれば、企業としての成長は見込めません。

ガバナンスの強化に関しては、持株会社と事業会社を中

心とした法人ベースの体制を、グループ全体をOne 

Companyと見なし、ビジネスグループおよび各機能部門

でコントロールする体制へ移行していくことで、責任の所

在を明確にしました。600以上あったグループ会社数を

削減し、「One Team」の体制でオペレーションを行ってい

きます。このスリムでフラットな組織体制が、迅速な意志

決定と効果的な戦略の実施を可能にします。

世界がカーボンニュートラルへ移行していくためには、

多種多様な化学製品が必要です。化学技術こそはすべて

の基盤、例えばEVはその典型的な例でしょう。製品の製

造や供給の方法が変わることはあっても、その点は変わり

ません。

知的財産権は私たちにとって成長の大きな推進力であ

り、このような時代において当社グループは大きなインパ

クトを与えることができます。当社グループの従業員は、

複雑な科学的課題を解決していくことに大きな社会的意

義とやりがいを感じています。

従業員に、大きな目標を達成するために能力を発揮して

もらい、支持されているということを実感してもらうため、私

はいつもオープンなコミュニケーションを心掛けています。

スペシャリティマテリアルズのグローバルリーダーとな

るという目標を掲げ、そこへ向けて歩みを進めていることを

実感しています。持続的に社会に貢献するためには、将来

への投資が必要になります。そのためには価値ある製品を

提供し、常に収益性を向上していかなければなりません。

私は、株主の皆さまへのリターンを増大し、全てのステー

クホルダーの皆さまに価値を提供するとともに、人 と々地

球のサステナビリティとwell-beingの向上にコミットし続

けます。

マーケット志向型の成長に向けた
事業体制の再構築
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私がCEOに就任してから、三菱ケミカルグループは

「Forging the future 未来を拓く」という新たなグループ

マネジメント戦略を掲げました。私たちは、より多くの持続

可能な製品を社会に提供する「スペシャリティマテリアル

グループ」という将来像へ向かって、一歩ずつ歩んでいま

す。2023年2月には、経営方針の最終年度である2025

年度に向けて、必要な戦略の見直しやポートフォリオの再

構成、注力市場の選定などのアップデートを発表し、現在

はその実行フェーズに移行しています。

この発表に先立つ2023年1月、私たちは、2011年から

掲げてきた「KAITEKI」の理念を再定義し、Purpose、

Slogan、Our Wayで構成される新たなグループ理念を

発表しました。

日本語の「快適」で表現される意味を超えて、アルファ

ベットの「KAITEKI」には、人々の心地よさや地球の持続可

能性への思いが込められています。グループ理念の策定

にあたり、この「KAITEKI」の位置付けについて、改めて世

界各国で活動する多くの従業員に意見を聞いてみました。

その結果明らかになったのは、人々の生活や地球環境に

貢献したいという従業員の強い思いは変わらないこと、一

方で、事業活動を通じてステークホルダーに「価値」を提

供するという企業本来の使命をもう一度強調する必要が

あるということでした。

上記を念頭に多くの議論を重ね、「人、社会、そして地球

の心地よさが続いていく」KAITEKIの実現をPurposeとし

て掲げるとともに、Purposeの本質を端的に表現する新た

なSlogan、〈Science. Value. Life.〉を作成しました。

Scienceは、まず私たちは技術のイノベーターであり、

サイエンスのDNAを持つこと、次に、Valueという言葉を

Sloganの中央に位置付け、サイエンスに基づくソリュー

ションにより社会課題を解決することで、全てのステーク

ホルダーに価値を提供することを示しました。最後のLife

は、人々が日々を過ごし働くこの地球環境の持続性、人々

の持続可能なwell-beingを意味しています。

Purpose達成に向け当社グループ全員が大切にすべき

心構えであるOur Wayは、<誠実、尊重、果敢、共創、完

遂>と定めました。

この新しいグループ理念は、ステークホルダーの皆さま

へ向けた価値の創造、それによる企業価値の向上と従業員

の成長、そしてサステナビリティに向けた私たちのひたむき

な努力を将来にわたって支えていくものと確信しています。

化学産業にとって、2022年度はここ20～30年で最大

と言ってもよい試練の年でした。年度当初の需要は堅調で

したが、ロシアによるウクライナ侵攻はエネルギー価格を押

し上げ、原材料費の高騰を招きました。これらにインフレや

世界的な経済の減速が追い打ちをかけ、化学産業をはじ

めさまざまな産業に大きな影響を与えることになりました。

しかし、私たちは、このような環境下においても必要な

対策をとり、影響を最小限に留めると同時に将来への布石

を打ちました。

まずは経営方針「Forging the future 未来を拓く」で

発表した通り、事業再編、サプライチェーンの最適化、グ

ループ会社の統合などのコスト構造改革を進めました。カ

ナダにおける新型コロナウイルスワクチン開発の中止や英

国・キャッセル工場におけるMMAの製造停止などはその

一例で、2022年度においては320億円のコスト削減目標

に対して500億円の削減を達成し、2023年度はさらに

800億円の削減を見込んでいます。

2022年度は、価格のあり方について真摯に考え、積極

的に価格転嫁に取り組んだ年でもありました。また、運転

資本管理を厳格化して1,000億円のフリー・キャッシュ・フ

ローも創出しました。

私たちの取り組みの成果は着実に出てきており、厳しい

事業環境の中でも2022年度の売上収益は過去最高の4

兆6,000億円を記録し、コア営業利益は、仲裁手続き中で

あった多発性硬化症治療剤「ジレニア」からのロイヤリティ

収入1,259億円の認識を含め、総計3,256億円となりま

した。

2023年度以降、外部環境が好転した際には、上記の取

り組みはさらに大きなリターンとして顕現するものと確信

しています。

経営方針で掲げる5つの重要施策は、その全てにおいて

前進しています。戦略的なコスト構造改革を行うとともに、

スリムでデジタル化され、多様な従業員が力を発揮できる

組織への変革に取り組んでいます。また、成長、パフォー

マンス、サステナビリティを追求しながら事業撤退と戦略

的なキャピタル・アロケーションを進めています。

私たち経営陣は、従業員一人ひとりが成長戦略を理解

して実践できるよう、あらゆる機会を利用して対話を重ね

てきました。重要施策の進展は、経営方針が指し示す当社

グループのあるべき姿をめざして、従業員が自律的に取り

組んだ結果が実を結んだものと実感しています。多くの中

間層や法人が存在し複雑化していた当社グループの組織

を、シンプルな「One Company, One Team」へ変革す

る作業はその90％が完了しました。私たちは今、経営陣と

従業員が一丸となって、目の前にある挑戦と向き合う準備

ができているのです。

汎用品を扱う多くの製造業がそうであるように、当社グ

ループは従来プロダクトアウト型、つまり、製造者側の意

向や技術を優先して製品開発を行い、できた製品を販売

するということを行ってきました。事業買収などにより会社

のポートフォリオが変化し、スペシャリティ事業の比率が

増加しても、この大きな傾向は変わっていませんでした。

私たちは、スペシャリティマテリアルグループとして、こ

のフローを逆転させます。勝者を決めるのは市場です。徹

底した市場調査によってビジネスチャンスを探り出し、目に

見えるお客さまの課題を解決しながら、潜在的な市場の

需要を満足させるイノベーションを生み出していくことが

必要です。このマーケット志向型アプローチでは、営業・

マーケティング部門が主導権を握り、製造するべき製品、

数量および供給とそのタイミングを判断していきます。

汎用品の製造者は、一般的にグローバルを単一の市場

として見る傾向があります。しかし、私たちはスペシャリティ

マテリアルグループとして、ローカル市場の特性やその市

場における個別の成長企業にも目を凝らし、常に機会をう

かがう必要があります。この戦略には、マーケット的側面

とプロダクト的側面があります。その成功を左右する鍵は

チャネルマネジメント、つまり、市場細分化と顧客細分化、

そして適切な価格設定にあります。

成長には一般的に3つの方法があります。既存製品の

増販、地域的な拡販、そしてイノベーションです。これらを

進めていくためには、営業・マーケティング部門が研究開

発部門と緊密に連携しながら、当社の新しいガイドライン

を遵守して、マーケット志向型のイノベーションを実現して

いくことが必要です。地理的な側面については、日本以外

の売上は現在、販売全体の約半分を占めています。この海

外売上比率を増大させるには、スピードが鍵になります。

グループの未来を握るスペシャリティマテリアルズ
私たちは、ポートフォリオの最適化に向けて、市場の成

長、競争優位性、サステナビリティを判断軸としています。

石化・炭素事業については、将来的に分離・独立化するこ

とを公表しましたが、当社グループの将来像をより明確に

描くため、私は各ビジネスグループに対して、重点市場に

おける成長の観点で各々のポートフォリオを精査するよう

に指示しました。重要な要素は2つ、ローカル市場への適

合性とビジネス部門間のシナジー創出の可能性です。

私たちはコスト削減とノンコア資産、ノンコア事業の売

却により、フォーカスすべき成長分野に資源を集中させて

いきます。石化事業については、同じ志を持つパートナー

とジョイントベンチャーを実現し、安定的に収益を上げる

とともにカーボンニュートラルへ向けて必要な投資を行っ

ていく体制への道筋を正しく描いていく方針です。

スペシャリティマテリアルズは、当社グループを成長さ

せる原動力です。私たちは、EV／モビリティ、デジタル、食

品、メディカルという4つの魅力的な市場にフォーカスし、

事業を展開していきます。一方で、産業ガスは幅広い業種

を支える原料になっています。ヘルスケアでは、プレシ

ジョンメディシンとアンメット・メディカル・ニーズに応える

イノベーションに注力しています。MMAに関しては、私た

ちが世界的にコスト優位性を持つ新エチレン法（アルファ

法）に注力することで、お客さまが求めるサステナブルで幅

広い製品提供を実現し、さらに充実させていきます。

経営方針に定めた施策を実現することで、私たちは

2025年度に、さらなる飛躍の基盤となる財務目標を達成

できると確信しています。創出された資本はオーガニック

グロースの原資になり、株主の皆さまへの還元を増大さ

せ、活力のある健全な財務を反映したバランスシートを実

現することでしょう。

先進的DXを取り入れたケミカルカンパニーになるために
DXの導入は、「One Company, One Team」のカル

チャーをグループ全体に浸透させ、さまざまなITシステム

を統合して皆が共通の言語・共通のデータをもとに話せる

ようになるために非常に重要です。DX活用の巧拙は、経

営のスピードと敏捷性を高めるシームレスな効率性と無駄

のない機能性を発揮する鍵であると、私は確信しています。

これは従業員の生産性向上と人事管理の効率化にとっ

ても不可欠です。スマートな人事システムのアプリとツー

ルは、グループ全体の情報の円滑な共有を可能とします。

また、リアルタイムのデータを取得し、分析することで、エ

ビデンスベースの意志決定を迅速に行うことができます。

そしてこれは、お客さまとシームレスに協業できるツールに

もなります。

インフラからUX（ユーザーエクスペリエンス）まで、世界

レベルのプラットフォームを導入することは、従業員たちが

能力を最大に発揮できる、未来のデジタルケミカルカンパ

ニーを作りだすことに通じています。

サステナビリティには、2つの側面があります。一つは

カーボンフットプリントを削減すること。もう一つは、サス

テナブルであるだけではなく優れた機能を併せ持つ製品

の、注力市場に向けた開発です。

まず、CO2排出を削減するために、私たちは2030年ま

でに約1,000億円を投じて事業所におけるすべての石炭

火力発電を停止します。この投資によって得られるものは、

当社グループと社会のサステナブルな未来そのものです。

実現までにはしばらく時間がかかりますが、社会の一員と

して必達の目標だと考えています。

持続可能で優れた性能を併せ持つ製品が
手に届く未来に向けて
サステナビリティのもうひとつの側面は、私たちのサー

キュラーエコノミーへのコミットメントです。バイオ由来の

原材料など、サステナブルな素材を使用するところから始

め、プロダクトラインの20％をサステナブルにする目標を

掲げています。

そのためには、お客さまの参加も必要です。サステナブ

ルな製品は、技術的にも実用的にも優位性がなければな

りません。石油化学製品を代替するには持続可能かつ高

性能で手頃な価格帯の製品でなければ、市場には受け入

れられないでしょう。

企業の価値創造における成功は、製品そのものだけで

はなく、それが企業イメージと最終利益にどう貢献するか

にかかっています。持続可能性と高性能をともに実現する

製品が、それを可能にするのです。

当社グループには、素晴らしい能力を備えた人材が多

数います。才能のある人材を採用するだけではなく、肝心

なことは、従業員の優れた才能を引き出すために、組織と

文化が変わることだと考えています。エンパワーメントと

は、従業員の意欲を高め、ポテンシャルを引き出し、一人ひ

とりのキャリアを形成していくことです。それを実現するの

は、誰もが積極的に発言して貢献することを奨励する組織

文化です。企業の業績は、個々人の働きに支えられていま

す。年功序列や制度的な弊害が個人の能力発揮を妨げて

いるのであれば、企業としての成長は見込めません。

ガバナンスの強化に関しては、持株会社と事業会社を中

心とした法人ベースの体制を、グループ全体をOne 

Companyと見なし、ビジネスグループおよび各機能部門

でコントロールする体制へ移行していくことで、責任の所

在を明確にしました。600以上あったグループ会社数を

削減し、「One Team」の体制でオペレーションを行ってい

きます。このスリムでフラットな組織体制が、迅速な意志

決定と効果的な戦略の実施を可能にします。

世界がカーボンニュートラルへ移行していくためには、

多種多様な化学製品が必要です。化学技術こそはすべて

の基盤、例えばEVはその典型的な例でしょう。製品の製

造や供給の方法が変わることはあっても、その点は変わり

ません。

知的財産権は私たちにとって成長の大きな推進力であ

り、このような時代において当社グループは大きなインパ

クトを与えることができます。当社グループの従業員は、

複雑な科学的課題を解決していくことに大きな社会的意

義とやりがいを感じています。

従業員に、大きな目標を達成するために能力を発揮して

もらい、支持されているということを実感してもらうため、私

はいつもオープンなコミュニケーションを心掛けています。

スペシャリティマテリアルズのグローバルリーダーとな

るという目標を掲げ、そこへ向けて歩みを進めていることを

実感しています。持続的に社会に貢献するためには、将来

への投資が必要になります。そのためには価値ある製品を

提供し、常に収益性を向上していかなければなりません。

私は、株主の皆さまへのリターンを増大し、全てのステー

クホルダーの皆さまに価値を提供するとともに、人 と々地

球のサステナビリティとwell-beingの向上にコミットし続

けます。

カーボンフットプリントの削減と、
サステナブルな資源活用による
スペシャリティマテリアルズの製造
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私がCEOに就任してから、三菱ケミカルグループは

「Forging the future 未来を拓く」という新たなグループ

マネジメント戦略を掲げました。私たちは、より多くの持続

可能な製品を社会に提供する「スペシャリティマテリアル

グループ」という将来像へ向かって、一歩ずつ歩んでいま

す。2023年2月には、経営方針の最終年度である2025

年度に向けて、必要な戦略の見直しやポートフォリオの再

構成、注力市場の選定などのアップデートを発表し、現在

はその実行フェーズに移行しています。

この発表に先立つ2023年1月、私たちは、2011年から

掲げてきた「KAITEKI」の理念を再定義し、Purpose、

Slogan、Our Wayで構成される新たなグループ理念を

発表しました。

日本語の「快適」で表現される意味を超えて、アルファ

ベットの「KAITEKI」には、人々の心地よさや地球の持続可

能性への思いが込められています。グループ理念の策定

にあたり、この「KAITEKI」の位置付けについて、改めて世

界各国で活動する多くの従業員に意見を聞いてみました。

その結果明らかになったのは、人々の生活や地球環境に

貢献したいという従業員の強い思いは変わらないこと、一

方で、事業活動を通じてステークホルダーに「価値」を提

供するという企業本来の使命をもう一度強調する必要が

あるということでした。

上記を念頭に多くの議論を重ね、「人、社会、そして地球

の心地よさが続いていく」KAITEKIの実現をPurposeとし

て掲げるとともに、Purposeの本質を端的に表現する新た

なSlogan、〈Science. Value. Life.〉を作成しました。

Scienceは、まず私たちは技術のイノベーターであり、

サイエンスのDNAを持つこと、次に、Valueという言葉を

Sloganの中央に位置付け、サイエンスに基づくソリュー

ションにより社会課題を解決することで、全てのステーク

ホルダーに価値を提供することを示しました。最後のLife

は、人々が日々を過ごし働くこの地球環境の持続性、人々

の持続可能なwell-beingを意味しています。

Purpose達成に向け当社グループ全員が大切にすべき

心構えであるOur Wayは、<誠実、尊重、果敢、共創、完

遂>と定めました。

この新しいグループ理念は、ステークホルダーの皆さま

へ向けた価値の創造、それによる企業価値の向上と従業員

の成長、そしてサステナビリティに向けた私たちのひたむき

な努力を将来にわたって支えていくものと確信しています。

化学産業にとって、2022年度はここ20～30年で最大

と言ってもよい試練の年でした。年度当初の需要は堅調で

したが、ロシアによるウクライナ侵攻はエネルギー価格を押

し上げ、原材料費の高騰を招きました。これらにインフレや

世界的な経済の減速が追い打ちをかけ、化学産業をはじ

めさまざまな産業に大きな影響を与えることになりました。

しかし、私たちは、このような環境下においても必要な

対策をとり、影響を最小限に留めると同時に将来への布石

を打ちました。

まずは経営方針「Forging the future 未来を拓く」で

発表した通り、事業再編、サプライチェーンの最適化、グ

ループ会社の統合などのコスト構造改革を進めました。カ

ナダにおける新型コロナウイルスワクチン開発の中止や英

国・キャッセル工場におけるMMAの製造停止などはその

一例で、2022年度においては320億円のコスト削減目標

に対して500億円の削減を達成し、2023年度はさらに

800億円の削減を見込んでいます。

2022年度は、価格のあり方について真摯に考え、積極

的に価格転嫁に取り組んだ年でもありました。また、運転

資本管理を厳格化して1,000億円のフリー・キャッシュ・フ

ローも創出しました。

私たちの取り組みの成果は着実に出てきており、厳しい

事業環境の中でも2022年度の売上収益は過去最高の4

兆6,000億円を記録し、コア営業利益は、仲裁手続き中で

あった多発性硬化症治療剤「ジレニア」からのロイヤリティ

収入1,259億円の認識を含め、総計3,256億円となりま

した。

2023年度以降、外部環境が好転した際には、上記の取

り組みはさらに大きなリターンとして顕現するものと確信

しています。

経営方針で掲げる5つの重要施策は、その全てにおいて

前進しています。戦略的なコスト構造改革を行うとともに、

スリムでデジタル化され、多様な従業員が力を発揮できる

組織への変革に取り組んでいます。また、成長、パフォー

マンス、サステナビリティを追求しながら事業撤退と戦略

的なキャピタル・アロケーションを進めています。

私たち経営陣は、従業員一人ひとりが成長戦略を理解

して実践できるよう、あらゆる機会を利用して対話を重ね

てきました。重要施策の進展は、経営方針が指し示す当社

グループのあるべき姿をめざして、従業員が自律的に取り

組んだ結果が実を結んだものと実感しています。多くの中

間層や法人が存在し複雑化していた当社グループの組織

を、シンプルな「One Company, One Team」へ変革す

る作業はその90％が完了しました。私たちは今、経営陣と

従業員が一丸となって、目の前にある挑戦と向き合う準備

ができているのです。

汎用品を扱う多くの製造業がそうであるように、当社グ

ループは従来プロダクトアウト型、つまり、製造者側の意

向や技術を優先して製品開発を行い、できた製品を販売

するということを行ってきました。事業買収などにより会社

のポートフォリオが変化し、スペシャリティ事業の比率が

増加しても、この大きな傾向は変わっていませんでした。

私たちは、スペシャリティマテリアルグループとして、こ

のフローを逆転させます。勝者を決めるのは市場です。徹

底した市場調査によってビジネスチャンスを探り出し、目に

見えるお客さまの課題を解決しながら、潜在的な市場の

需要を満足させるイノベーションを生み出していくことが

必要です。このマーケット志向型アプローチでは、営業・

マーケティング部門が主導権を握り、製造するべき製品、

数量および供給とそのタイミングを判断していきます。

汎用品の製造者は、一般的にグローバルを単一の市場

として見る傾向があります。しかし、私たちはスペシャリティ

マテリアルグループとして、ローカル市場の特性やその市

場における個別の成長企業にも目を凝らし、常に機会をう

かがう必要があります。この戦略には、マーケット的側面

とプロダクト的側面があります。その成功を左右する鍵は

チャネルマネジメント、つまり、市場細分化と顧客細分化、

そして適切な価格設定にあります。

成長には一般的に3つの方法があります。既存製品の

増販、地域的な拡販、そしてイノベーションです。これらを

進めていくためには、営業・マーケティング部門が研究開

発部門と緊密に連携しながら、当社の新しいガイドライン

を遵守して、マーケット志向型のイノベーションを実現して

いくことが必要です。地理的な側面については、日本以外

の売上は現在、販売全体の約半分を占めています。この海

外売上比率を増大させるには、スピードが鍵になります。

グループの未来を握るスペシャリティマテリアルズ
私たちは、ポートフォリオの最適化に向けて、市場の成

長、競争優位性、サステナビリティを判断軸としています。

石化・炭素事業については、将来的に分離・独立化するこ

とを公表しましたが、当社グループの将来像をより明確に

描くため、私は各ビジネスグループに対して、重点市場に

おける成長の観点で各々のポートフォリオを精査するよう

に指示しました。重要な要素は2つ、ローカル市場への適

合性とビジネス部門間のシナジー創出の可能性です。

私たちはコスト削減とノンコア資産、ノンコア事業の売

却により、フォーカスすべき成長分野に資源を集中させて

いきます。石化事業については、同じ志を持つパートナー

とジョイントベンチャーを実現し、安定的に収益を上げる

とともにカーボンニュートラルへ向けて必要な投資を行っ

ていく体制への道筋を正しく描いていく方針です。

スペシャリティマテリアルズは、当社グループを成長さ

せる原動力です。私たちは、EV／モビリティ、デジタル、食

品、メディカルという4つの魅力的な市場にフォーカスし、

事業を展開していきます。一方で、産業ガスは幅広い業種

を支える原料になっています。ヘルスケアでは、プレシ

ジョンメディシンとアンメット・メディカル・ニーズに応える

イノベーションに注力しています。MMAに関しては、私た

ちが世界的にコスト優位性を持つ新エチレン法（アルファ

法）に注力することで、お客さまが求めるサステナブルで幅

広い製品提供を実現し、さらに充実させていきます。

経営方針に定めた施策を実現することで、私たちは

2025年度に、さらなる飛躍の基盤となる財務目標を達成

できると確信しています。創出された資本はオーガニック

グロースの原資になり、株主の皆さまへの還元を増大さ

せ、活力のある健全な財務を反映したバランスシートを実

現することでしょう。

先進的DXを取り入れたケミカルカンパニーになるために
DXの導入は、「One Company, One Team」のカル

チャーをグループ全体に浸透させ、さまざまなITシステム

を統合して皆が共通の言語・共通のデータをもとに話せる

ようになるために非常に重要です。DX活用の巧拙は、経

営のスピードと敏捷性を高めるシームレスな効率性と無駄

のない機能性を発揮する鍵であると、私は確信しています。

これは従業員の生産性向上と人事管理の効率化にとっ

ても不可欠です。スマートな人事システムのアプリとツー

ルは、グループ全体の情報の円滑な共有を可能とします。

また、リアルタイムのデータを取得し、分析することで、エ

ビデンスベースの意志決定を迅速に行うことができます。

そしてこれは、お客さまとシームレスに協業できるツールに

もなります。

インフラからUX（ユーザーエクスペリエンス）まで、世界

レベルのプラットフォームを導入することは、従業員たちが

能力を最大に発揮できる、未来のデジタルケミカルカンパ

ニーを作りだすことに通じています。

サステナビリティには、2つの側面があります。一つは

カーボンフットプリントを削減すること。もう一つは、サス

テナブルであるだけではなく優れた機能を併せ持つ製品

の、注力市場に向けた開発です。

まず、CO2排出を削減するために、私たちは2030年ま

でに約1,000億円を投じて事業所におけるすべての石炭

火力発電を停止します。この投資によって得られるものは、

当社グループと社会のサステナブルな未来そのものです。

実現までにはしばらく時間がかかりますが、社会の一員と

して必達の目標だと考えています。

持続可能で優れた性能を併せ持つ製品が
手に届く未来に向けて
サステナビリティのもうひとつの側面は、私たちのサー

キュラーエコノミーへのコミットメントです。バイオ由来の

原材料など、サステナブルな素材を使用するところから始

め、プロダクトラインの20％をサステナブルにする目標を

掲げています。

そのためには、お客さまの参加も必要です。サステナブ

ルな製品は、技術的にも実用的にも優位性がなければな

りません。石油化学製品を代替するには持続可能かつ高

性能で手頃な価格帯の製品でなければ、市場には受け入

れられないでしょう。

企業の価値創造における成功は、製品そのものだけで

はなく、それが企業イメージと最終利益にどう貢献するか

にかかっています。持続可能性と高性能をともに実現する

製品が、それを可能にするのです。

当社グループには、素晴らしい能力を備えた人材が多

数います。才能のある人材を採用するだけではなく、肝心

なことは、従業員の優れた才能を引き出すために、組織と

文化が変わることだと考えています。エンパワーメントと

は、従業員の意欲を高め、ポテンシャルを引き出し、一人ひ

とりのキャリアを形成していくことです。それを実現するの

は、誰もが積極的に発言して貢献することを奨励する組織

文化です。企業の業績は、個々人の働きに支えられていま

す。年功序列や制度的な弊害が個人の能力発揮を妨げて

いるのであれば、企業としての成長は見込めません。

ガバナンスの強化に関しては、持株会社と事業会社を中

心とした法人ベースの体制を、グループ全体をOne 

Companyと見なし、ビジネスグループおよび各機能部門

でコントロールする体制へ移行していくことで、責任の所

在を明確にしました。600以上あったグループ会社数を

削減し、「One Team」の体制でオペレーションを行ってい

きます。このスリムでフラットな組織体制が、迅速な意志

決定と効果的な戦略の実施を可能にします。

世界がカーボンニュートラルへ移行していくためには、

多種多様な化学製品が必要です。化学技術こそはすべて

の基盤、例えばEVはその典型的な例でしょう。製品の製

造や供給の方法が変わることはあっても、その点は変わり

ません。

知的財産権は私たちにとって成長の大きな推進力であ

り、このような時代において当社グループは大きなインパ

クトを与えることができます。当社グループの従業員は、

複雑な科学的課題を解決していくことに大きな社会的意

義とやりがいを感じています。

従業員に、大きな目標を達成するために能力を発揮して

もらい、支持されているということを実感してもらうため、私

はいつもオープンなコミュニケーションを心掛けています。

スペシャリティマテリアルズのグローバルリーダーとな

るという目標を掲げ、そこへ向けて歩みを進めていることを

実感しています。持続的に社会に貢献するためには、将来

への投資が必要になります。そのためには価値ある製品を

提供し、常に収益性を向上していかなければなりません。

私は、株主の皆さまへのリターンを増大し、全てのステー

クホルダーの皆さまに価値を提供するとともに、人 と々地

球のサステナビリティとwell-beingの向上にコミットし続

けます。

従業員のエンパワーメントと
ガバナンスの強化による成長

スペシャリティマテリアルズの
グローバルリーダーをめざして
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三菱ケミカルグループがこれまで「北極星」として掲げてきた
KAITEKIを実現する革新的なソリューションは、イノベー
ションの創出、経済性の追求、サステナビリティの向上の3つ
の軸が織りなす企業活動を通じて生み出されます。これこそ
私たちが育んできた独自の哲学であり、Purpose実践のアプ
ローチです。この価値創造の考え方をシンプルかつ明快な
「Science. Value. Life.」という３ワードで表現し、グループ
のSloganとしました。
このグループ理念のもとで成長し、企業価値を向上させるこ
とで、全てのステークホルダーへ貢献していきます。

MCGグループが何をめざし、ステークホルダーに対

してどのように貢献するのかを示しています。

Purposeは当社グループが何をめざし、なぜ存在するのかを示したものです。
2011年から当社グループを導く「北極星」として掲げ続けてきたKAITEKIの実現に向けた
力強く前向きな意志と、ステークホルダーに対する私たちの約束を表しています。

Purpose

Purposeの実現に向けて、どのようにアプローチし

ていくかを明快に表現したものです。

Slogan

MCGグループの一人ひとりが Purposeを実現する

ために大切にすべき心構えです。

Our Way

私たちは、革新的なソリューションで、

人、社会、そして地球の心地よさが続いていく

KAITEKIの実現をリードしていきます。

SloganはPurpose実現に向けて当社グループが実践すべきManagement of Technology（価値あるイノベーション
の創出。MOT）、Management of Economics（経済的付加価値と株主還元の向上。MOE）、Management of 
Sustainability（持続可能な未来への貢献。MOS）の３軸を、「Science. Value. Life.」と端的に表現したものです。当社
グループはよりよいイノベーションによって（Science）、全てのステークホルダーへ価値を提供し（Value）、人々の健康な
暮らしや社会と地球の持続可能性に貢献して（Life）、KAITEKIの実現をリードしていきます。

Slogan
グループ理念体系

グループ理念

Purpose

2023年2月、新しいグループ理念として
Purpose、Slogan、Our Wayを策定しました
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誠 実　Integrity

尊 重　Respect

果 敢　Bravery

共 創　Collaboration

完 遂　Persistence

・ 安全を最優先する
・ 正しさを貫く
・ 誇れる仕事をする

・ 感謝の心を示す
・ 互いの違いを認め合う
・ 人と社会、地球を思いやる

・ 柔軟に発想する
・ 決断し、迅速に動く
・ 失敗を恐れず、挑戦を楽しむ

・ 強みをかけ合わせる
・ 信頼を築き上げる
・ チームワークを称える

・ 自分自身がやりとげる
・ ステークホルダーに新しい価値を提供する
・ 未来に責任を持つ

Our Way

グループ理念

当社グループがどのような企業であり、どうありたいかを示す
新たな理念体系の策定プロセスには、国内外の多くの従業員
がさまざまな形で参画し、その思いや考えが反映されました。
たくさんの議論を経て策定したグループ理念を、グローバル
に共有、浸透していくことで従業員エンゲージメントを向上
し、当社グループのPurpose実現を推進します。

グループ理念の従業員への共有・浸透

従業員主導でのOur Way（大切にすべき心構え）の策定 ▶P.73

Our WayはPurpose実現に向けて当社グループ全員が大切にすべき心構えで、日々の業務遂行や意思決定にあたって常
に意識し実践します。一人ひとりの誠実な姿勢と、他者を尊重する行動を基盤として、果敢な挑戦と多様な共創を通じて、
ステークホルダーとの約束を完遂するというストーリーを、５つの心構えとそれぞれ3つの具体的な行動で示しています。
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能な未来への貢献

価
値
あ
る
イノベ

ー
ションの創出

MOS
Life

MOTScience
MOE

Value

・カーボンニュートラルへの施策
・サステナビリティマネジメント
（マテリアリティへの対応）

経営基盤と競争力の源泉

価値創造を支える多様な人材
人的資本

ビジネスモデル変革を推進するナレッジ・技術基盤
知的資本

強固な財務基盤
財務資本

ステークホルダーとのエンゲージメント
社会関係資本

環境インパクト削減のためのサステナビリティマネジメント
自然資本

多様なソリューションを実現するグローバルネットワーク
製造資本

食品

デジタル

EV／モビリティ

消費財

産業

建設・インフラ

メディカル

・ポートフォリオ管理
・戦略的な
キャピタル・アロケーション

経営方針
Forging the future 未来を拓く

・統合イノベーション戦略

P.62
TCFD提言に基づく報告

P.59
サステナビリティ指標

P.17

価値創造を支える経営資源 P.12

7つの注力市場

P.24

経営方針「Forging the future 
未来を拓く」に基づく実行計画 P.45

イノベーション戦略MOE 
Management of Economics

全ての資本と人材を効率的に活用し、経済的付加価値と株主還元の
向上を追求する経営基軸です。

3つの基軸

革新的な
ソリューションで、
人、社会、そして
地球の心地よさが
続いていく

KAITEKIを実現

革新的な
ソリューションで、
人、社会、そして
地球の心地よさが
続いていく

KAITEKIを実現

MOS   
Management of Sustainability より良い持続可能な未来の創造に貢献する経営基軸です。

MOT 
Management of Technology

差別化技術をタイムリーに開発・発展させていくことで、お客さまに
役立つ、価値あるイノベーションの創出をめざす経営基軸です。

三菱ケミカルグループの価値創造
三菱ケミカルグループは2011年から当社グループを導く「北極星」として掲げ続けてきた

KAITEKIの実現をめざし、新しく定義したグループ理念のもと、MOT・MOE・MOSの3軸による
経営を加速していきます。これからもよりよいイノベーションによって（MOT：Science）、全ての
ステークホルダーへ価値を提供し（MOE：Value）、人々の健康な暮らしや社会と地球の持続可
能性に貢献し（MOS：Life）、KAITEKIの実現をリードしていきます。

価値創造モデル
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強固な財務基盤は、持続的成長のベースです。「株
主への配当」「財務体質の改善」「成長事業への投
資」のバランスを図り、企業価値向上に取り組んで
いきます。

MOS
Life

MOTScience
MOE

Value KAITEKIの実現KAITEKIの実現

価値創造を支える経営資源（INPUT） 創造する価値（OUTCOME）アプローチ

人材は、価値創造を担う重要な経営資源です。人事
施策を通じて、創造性と生産性の向上、働きがいの
充実を図り、企業理念を求心力として多様な価値観
と高度な専門性を備えた人材が活躍できる場を実
現します。

広範な事業領域で培ってきたナレッジとコア技術は
ビジネスモデル変革を支える無形資産です。グルー
プの総合力を発揮して社会ニーズの変化に柔軟か
つ迅速に対応し、社会システム全体の最適化に貢
献する新たな事業を創出します。

ステークホルダーと積極的かつ建設的に対話を行
い、期待や要請を把握し、応えることで強固な信頼
関係を築いていきます。また、持続可能なサプライ
チェーンの構築や、より良い社会の実現に向けたコ
ミュニティ貢献、ブランド価値の向上に努めます。

ステークホルダーとのエンゲージメント
社会関係資本

ステークホルダーとのコミュニケーション 
コーポレートベンチャー活動の強化

P.33
P.45

指標による進捗管理

連結従業員数

68,639 名

価値創造を支える多様な人材
人的資本

強固な財務基盤
財務資本

資産合計

5兆7,739 億円

ビジネスモデル変革を推進するナレッジ・
技術基盤

知的資本

研究開発費

1,495 億円

グローバルに広がるネットワークにより、地域ごとの
ニーズや社会課題に対して迅速にソリューションを
提供できます。また、デジタルを活用した製品開発
やプラント最適化を進め、価値創造基盤を強化して
います。

多様なソリューションを実現する
グローバルネットワーク

製造資本

グループ拠点 （所在国・地域数）

45 カ国・地域

設備投資

2,822 億円

従業員エンゲージメント

68 %
ウェルネス意識

77 %

創造性と生産性の向上
顧客満足度

82ポイント

海外事業の展開加速

サーキュラーエコノミーおよび気候変動対策に
貢献する製品の売上収益割合

10% P.59
サステナブル製品の拡大

イノベーションの高度化

事業の拡大

P.20

イノベーションのアウトプット（O）指標群

85%

海外売上収益比率

50.0%

サーキュラーエコノミーの推進

気候変動への対応

環境インパクトの削減貢献
GHG排出量削減率（2019年度比）

14% P.20

売上収益

4兆6,345 億円
コア営業利益

3,256 億円

経済価値の向上

財務／非財務ハイライト　 P.97

サステナビリティ指標　 P.59

気候変動や水問題の解決、循環型社会の実現、生
物多様性の保全に向けて、サステナビリティマネジ
メントの徹底が不可欠です。GHG低減・有効活用、
サーキュラーエコノミーの推進により環境インパクト
の削減をめざします。

環境インパクト削減のための
サステナビリティマネジメント

自然資本

エネルギー消費量

43.2 TWh
財務／非財務ハイライト　 P.99

価値創造モデル

価値創造の原動力の強化
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　2000年代から長寿命・高出力な車載用電池の開
発に取り組み、従来の常識であった、電解液の組成
変更ではなく、電解液にわずかな添加剤（ジフルオロ
リン酸リチウム）を加えて電極表面の電気抵抗を減ら
すことで大幅に出力を向上する手法を発明しました。
それにより、従来トレードオフであった長寿命化と高
性能化の両立が可能になりました。
　この発明は学術面においても大きな影響を与え、
これ以降、電極表面改質技術に関する議論が、産業
界のみならず学術界でも活発に行われるようになり
ました。

Science

Science & Innovation Centerに新研究棟を開設
©GRAFILM

デジタル戦略

私たちの競争力は、Science。
創造的なソリューションをもたらす最先端のテクノロジー
三菱ケミカルグループのサステナブルな成長を支える原動力として、社会に価値をもたらすイノベーション
を追求した経営（Management of Technology）を推進しています。基礎研究から生産技術に至るまでの
高い技術力、豊富な知的財産、そして時代の新潮流を取り入れるオープンイノベーションにより、革新的な
ソリューションの創出を加速していきます。加えて、デジタル技術を活かすことで、研究開発の加速、バリュー
チェーンの最適化・効率化などを進め、経営効率の抜本的な改善を図っています。 イノベーション戦略 ▶P.45

▶P.49

リチウムイオン電池（LIB）用電解液の
Science

電極表面の性質を変化させる
発明で、長寿命・高性能化を実現

Science. Value. Life.
KAITEKI実現に向けたアプローチ
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光学用ポリエステルフィルム
世界シェア

約20%
培ってきた技術力を活かし、
ディスプレイ用部材を多数開発しています
三菱ケミカルグループは、広範な事業領域で基盤技術

と独自技術を培ってきました。中でも光学用ポリエステル
フィルムは、世界トップシェアの約20%を有し、グローバ
ルに拡大する市場に対する供給能力の確保と高度化する
ニーズへのソリューション提供に迅速に対応し、さまざま
な工業製品の進化を支えています。
そのほか、偏光板用基材フィルムや導光板、光学用粘
着シート、反射フィルムなど、ディスプレイに適した機能
部材を幅広く展開しています。

主なディスプレイ用部材
偏光板の基材として使われる光学用PVOH（ポ

リビニルアルコール）フィルムです。このフィルムを
使うことで、鮮やかに映像や文字を表示できます。

将来に向けた開発品

ARグラス導光板材料(xR関連光学材料)
「ARグラス」は、スマートフォンに続くイ
ノベーションとして期待され、今後の市場
の急拡大が見込まれます。MCGグループ
では、導光板に用いる樹脂版の開発に注力
しています。光学制御技術のケイパビリティ
を活かし、成長市場であるARグラスで事業
拡大をめざします。

「OPLフィルム」

タッチパネルなどの各種ディスプレイの層間を
充填する透明粘着シートです。ディスプレイ内の
空隙に充填することで二重写りを防止し、コント
ラストも向上します。

「クリアフィット」

看板やディスプレイ、大型水槽、導光板などさま
ざまな分野に使用されているアクリル樹脂板であ
り、導光板グレードは表面品質に優れ、さまざまな
光源において明るく均一な照明を実現します。

「アクリライト」

ARグラス画像投影基本原理

導光板(基板)

マイクロ
プロジェクター

ARグラス

投影する情報

実際の風景

光回折部材

Mt.＊＊＊＊ 1600mm

10min.traill
7:15

ARグラスを
通して
見える映像

Mt.＊＊＊＊ 1600mm

10min.traill
7:15

Science. Value. Life.
KAITEKI実現に向けたアプローチ

1
章
　
M
C
G
グ
ル
ー
プ
が
め
ざ
す
姿

2
章
　
持
続
的
な
成
長
戦
略

3
章
　
E
S
G
の
強
化

4
章
　
財
務
・
非
財
務
情
報

目次

直前に見ていたページに戻る

3

4

9

1 1

13

15

18

20

22

56

95

１章　MCGグループがめざす姿
社長メッセージ

グループ理念

価値創造モデル

KAITEKI実現に向けたアプローチ
  Science
  Value

  Life

2022年度活動報告

２章　持続的な成長戦略

３章　ESGの強化

４章　財務・非財務情報

三菱ケミカルグループ KAITEKI REPORT 2023 14



（億円）
5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

2017 2018 2019 2020 20252016 2021

売上高（収益）（左軸）　　　（コア）営業利益（右軸）

2006 2007 2008 2009 2011 2013 20152014

1,305
1,656

3,075

3,805
3,172

1,948 1,747

663

2,264

1,104902
81

1,285

2005 2010 2012

（億円）
50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0
（年度）

1,336

32,575

39,769

1,250

2,800 2,7232,723

2022

46,345

3,2563,256

約33,750
約3,650約3,650

M&A・統合による企業規模の追求、不採算事業の構造改革
効率性を追求した事業運営と事業の成長力を
引き出す明確な戦略のもと、全てのステーク
ホルダーにとっての価値の最大化をめざす

機能商品、素材、ヘルスケア分野の
事業を通じて、高成長・高収益型の
企業グループをめざす

英国

日本

中国 米国

2022年度 2025年度

63kｔ/ｙ

Science. Value. Life.
KAITEKI実現に向けたアプローチ

事業戦略 ▶P.34

売上高（収益）（コア）営業利益の推移

私たちの生み出すものは、Value。
たゆまぬポートフォリオ改革で、
全てのステークホルダーに価値を提供
顧客や株主をはじめとする全てのステークホルダーにとっての価値最大化
をめざし、経済効率性を重視した経営（Management of Economics：
MOE）を推進しています。たゆまぬポートフォリオ改革により健全な財務
基盤を構築するとともに、グローバルな主要トレンドを踏まえた成長性の
高い市場に経営資源を集中し、合理的な判断に基づく事業運営の実行に
より収益力を強化していきます。

　目まぐるしく変化を続けるLIB市場の中で、車載用
途を中心とした市場をターゲットと定め、2025年度
までにマーケット全体のシェア25％獲得をめざして
います。シェア獲得のため、急拡大する需要に対応可
能な生産体制づくりと安定した原料調達をグローバ
ルで進めていきます。

LIB市場成長に伴う生産能力拡大

Value
リチウムイオン電池（LIB）用電解液の
Value
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2008～2010年度
APTSIS 10

2011～2015年度
APTSIS 15

2016～2020年度
APTSIS 20

2021～2025年度
経営方針

「Forging the 
future 未来を拓く」

営業利益
1,400億円以上
1,250億円

目標

実績

営業利益
2,800億円
2,800億円

目標

実績

コア営業利益
4,100億円
1,747億円

目標

実績

EBITDA
約6,000億円目標

コア営業利益
約3,650億円目標

営業利益
1,900億円
2,264億円

目標

実績

革新-Phase2

中期経営計画とポートフォリオ改革

医薬事業の比率を高め、
景気変動に左右されにくい
収益構造へ

● 三菱ケミカルホールディングス設立（2005年）
● 田辺三菱製薬発足（2007年）

● 成長施策　▲ 構造改革

機能商品 33％
素材 18％
ヘルスケア 46％
その他 3％

● 三菱樹脂、三菱化学の機能材料事業・
 関連会社（3社）を統合（2008年）
● 高機能エンジニアリングプラスチック事業の
 Quadrant AG 連結子会社化（2009年）
● 三菱レイヨン連結子会社化（2010年）
▲ ナイロンチェーン事業撤退（2010年）
▲ 塩ビチェーン・SM チェーン事業撤退（2011年）

● ポリオレフィン生産最適化（2014～2015年）
● 大陽日酸連結子会社化（2014年）
▲ 鹿島（現茨城）ナフサクラッカー1基化（2014年）
▲ 水島（現岡山）ナフサクラッカー JV共同運営化（2016年）
▲ テレフタル酸インド・中国事業株式譲渡を決定（2016年）

● 三菱ケミカル発足（化学系３事業会社統合 2017年）
● 中東MMA新プラント本格稼働（2018年）
● M&Aによる産業ガスのグローバルシェア拡大（2018～2019年）
● 田辺三菱製薬完全子会社化（2020年）
▲ LSIメディエンス株式交換による
 PHCホールディングス㈱との戦略的資本提携（2019年）
▲ 記録メディア事業撤退（2019年）

▲ アルミナ繊維事業の譲渡（2022年）
● 三菱ケミカルグループへ商号変更（2022年）
▲ 英国におけるMMA生産終了（2023年）
▲ Muse細胞を用いた再生医療等製品の開発中止（2023年）
▲ Medicago Inc.事業撤退（2023年）

機能商品分野の拡大
高付加価値事業に
ポートフォリオをシフト

素材分野の構造改革、
産業ガス事業連結化による
収益安定化

機能商品分野の成長加速
事業再構築による
基盤強化と成長分野への投資

企業価値最大化に向けた
「選択と集中」―
市場の成長性、競争力、
サステナビリティにフォーカスした
ポートフォリオへ

2007
年度

2010
年度

2015
年度

2020
年度

2025
年度目標

機能商品 16％
素材 47％
ヘルスケア 37％

機能商品 27％
素材 36％
ヘルスケア 37％

機能商品 35％
素材 57％
ヘルスケア 10％
その他 △２％

スペシャリティ
マテリアルズ 39％
産業ガス 41％
ヘルスケア 10％
MMA 10％

（コア）営業利益内訳実績

EBITDA目標内訳

2005～2007年度

Science. Value. Life.
KAITEKI実現に向けたアプローチ

たゆまぬポートフォリオ改革を推進し、
持続的に企業価値を向上していきます
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注力市場

主要
トレンド

EV／モビリティ 消費財 産業デジタル 食品 メディカル 建設・インフラ

● 電気自動車
● 自動運転

● 半導体
● 高速通信

● 水資源の保全と
食品ロス削減

●リサイクル
可能な包装

● 医療費増大
● 高齢化

● 人口増加
● エネルギー効率化

● 中間層の拡大
● 製品寿命の延長

● サーキュラー
エコノミー

● 二酸化炭素回収・
利用・貯留（CCUS）

Science. Value. Life.
KAITEKI実現に向けたアプローチ

サステナビリティをキーワードに
グローバルな主要トレンドを踏まえた7市場に経営資源を集中します
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ALS患者さんに、新たな選択肢を

水素を供給するHyCOプラント

Science. Value. Life.
KAITEKI実現に向けたアプローチ

▶P.40

▶P.39

環境問題や社会課題への対応を必須の経営テーマと捉え、サステナビリティ経営（Management of Sustainability）を推進していま
す。経済成長と環境保全のバランスを取りながら、再生可能エネルギーの利用、LCA（ライフサイクル・アセスメント）の活用による環境
負荷の低い製品の開発などを通じて、サーキュラーエコノミーを実現していきます。また、社会課題である持続可能なサプライチェーン
の構築、人権の尊重、ダイバーシティ＆インクルージョンの促進などに取り組み、サステナビリティを追求していきます。

カーボンニュートラル／サーキュラーエコノミーの推進 ▶P.64 人材戦略 ▶P.67 持続可能なサプライチェーンの構築 ▶P.72サステナビリティ推進 ▶P.58

私たちがめざすのは、Lifeへの貢献。 
人、社会、そして地球のあらゆるもののために

リチウムイオン電池（LIB）用電解液の
Life

EVの高性能化による環境負荷
低減に加え、スマート社会の実現
にも貢献
　当社が開発した電解液は、エネルギー損失の抑制
につながることから、環境負荷低減に貢献できる製品
として、今後ますます存在感が高まると考えています。
また、EV、HEVの普及を通してCO2やその他の排気
ガス抑制にも貢献します。
　さらに、新たな移動サービスであるグリーンスロー
モビリティーの低コスト化や高機能化をめざすMaaS
（Mobility as a Service）への親和性が高いほか、ス
マートグリッド向け蓄電池にも好適と考えられ、ス
マート社会の実現に貢献する製品として期待されて
います。

Life

1
章
　
M
C
G
グ
ル
ー
プ
が
め
ざ
す
姿

2
章
　
持
続
的
な
成
長
戦
略

3
章
　
E
S
G
の
強
化

4
章
　
財
務
・
非
財
務
情
報

目次

直前に見ていたページに戻る

3

4

9

1 1

13

15

18

20

22

56

95

１章　MCGグループがめざす姿
社長メッセージ

グループ理念

価値創造モデル

KAITEKI実現に向けたアプローチ
  Science
  Value

  Life

2022年度活動報告

２章　持続的な成長戦略

３章　ESGの強化

４章　財務・非財務情報

三菱ケミカルグループ KAITEKI REPORT 2023 18



プラスチック循環

バイオプラスチック活用

炭素・水素の活用

● バイオマスへの原料転換
● 生分解による炭素循環

LCAの活用事例 ▶P.60

LCAの活用

AEPW, ICCA, VBA, WEF-LCET, GCNJ, CGC, 
CLOMA, J4CE, カーボンリサイクルファンド, 
ほか

バリューチェーン全体で環境負荷削減へ貢献する
製品サービスの強化

オープンイノベーション、
ステークホルダーとの連携

カーボンニュートラル／サーキュラーエコノミーの推進 ▶P.64

TCFD提言に基づく報告 ▶P.62

カーボンニュートラル／サーキュラーエコノミーの推進 ▶P.64

　喫緊の課題である環境問題への対応として、GHG排出量
削減、環境負荷の少ない製品の拡大、廃棄物・水資源マネ
ジメントなどを推進し、2050年までにカーボンニュートラ
ルを実現します。
　例えば三菱ケミカルでは、プラスチック循環を中心とした

取り組みを加速しており、さまざまな特性を持つ製品の開発
やステークホルダーとの連携による循環システムの構築な
どを通じ、事業の成長を図りながら、より快適で安心な暮ら
しと地球環境に資する取り組みを推進しています。

カーボンニュートラルの実現に向けて

欧米の事業所におけるグリーン電力への転換など積極的な再生
可能エネルギーの活用により、GHG 排出量の削減に大きな成果
を上げています。また、化学産業、アカデミア、地域などさまざま
なパートナーとの連携により、循環型社会の実現に向け幅広く
取り組んでいます。

三菱ケミカルのプラスチック循環への取り組み

サステナビリティへの挑戦と貢献を、
グループのさらなる成長につなげます

Science. Value. Life.
KAITEKI実現に向けたアプローチ

1
章
　
M
C
G
グ
ル
ー
プ
が
め
ざ
す
姿

2
章
　
持
続
的
な
成
長
戦
略

3
章
　
E
S
G
の
強
化

4
章
　
財
務
・
非
財
務
情
報

目次

直前に見ていたページに戻る

3

4

9

1 1

13

15

18

20

22

56

95

１章　MCGグループがめざす姿
社長メッセージ

グループ理念

価値創造モデル

KAITEKI実現に向けたアプローチ
  Science
  Value

  Life

2022年度活動報告

２章　持続的な成長戦略

３章　ESGの強化

４章　財務・非財務情報

三菱ケミカルグループ KAITEKI REPORT 2023 19



2022年度活動報告

GHG排出量推移（Scope１＋Scope 2）

MOT指標推移

売上収益（億円）

コア営業利益（億円）

EBITDA（億円）

コア営業利益率（%）

EBITDAマージン（%）

約 33,750

約 3,650

約 6,000

約11

約18

2025
目標

46,345 

3,256 

5,833 

7.0 

12.6

2022
実績

45,550 

2,500 

5,138 

5.5 

11.3 

2023
期初予想

39,769

2,723

5,024

6.8

12.6

2021
実績

32,575

1,747

4,056

5.4

12.5

2020
実績

（年度）

（億円）
8,000

6,000

4,000

2,000

0

5,833 
5,138 

約6,000

MMA550550
ヘルスケア550550

産業ガス

スペシャリティ
マテリアルズ

5,024

EBITDA推移

4,056

厳しい環境下でも増収増益を達成
三菱ケミカルグループの2022年度の事業環境は、経済
社会活動の正常化が進む中で、世界経済全体では緩やか
な持ち直しの動きが継続しましたが、原燃料価格の上昇や
サプライチェーンの混乱、各国のインフレ抑制のための金
融引き締めなどにより景気減速のリスクが高まりました。
このような状況下、価格転嫁活動を継続し売上収益は前
年度比17％増収。コア営業利益は、機能商品におけるディ

スプレイや半導体市場での各製品の調整局面やMMA・石
化・炭素製品の需要減退の影響を受けたものの、産業ガス
が堅調に推移したことに加え、ヘルスケアにおいて多発性
硬化症治療剤「ジレニア」のロイヤリティに係る仲裁判断の
結果を受けて収益を認識したことに伴い前年度比20％増
益になりました。

サステナビリティやイノベーションの取り組みも進捗
目標として掲げている2050年のカーボンニュートラル実
現と2030年度までの削減目標（2019年度比29％削減）に
対し、2022年度はGHG排出量を約14％削減しました。
技術力やイノベーションの力を可視化するMOT指標の達
成率は、前年度に引き続き、約80％と高い水準を維持しまし
た。技術力やイノベーションの価値をさらに高めていくために、
MOTによるマネジメントの方法も議論を継続しています。

（年度）

（千t-CO2e）
20,000

10,000

0

16,629 15,325 16,079

20222021※1 （年度）

（%）
100

50

0

2022202120202019

I指標群　　P指標群　　O指標群

引き続きROIC向上や、財務体質改善に注力
ROICは5.7％となり、またネットD/Eレシオは前年度末の
1.40から0.07ポイント改善し1.33倍となりました。
構造改革をはじめとする重要施策の着実な実行とコスト
削減などにより財務目標達成をめざすとともに、カーボン
ニュートラルに向けたロードマップに沿ってこれからも活動
していきます。

250250その他

777782

14,369

2030
目標

29%
削減

87 85857474

2,4002,400

2,2502,250

MOE 財務実績と目標 MOS サステナビリティ実績と目標

MOT イノベーション実績

指標名※2 計測対象の例
I指標群
P指標群
O指標群

売上高研究開発費率
重点R&DテーマやＤＸの進捗度
新製品売上、特許出願件数、特許価値

※2 イノベーションの過程をインプット（I）、プロセス（P）、アウトプット（O）に区分した指標
群から構成

※1 部分的に更新した2022年度 MOTと比較可能とするため、2022年版レポートでの公
表数値から一部変更
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厳しい環境下でも増収増益を達成
三菱ケミカルグループの2022年度の事業環境は、経済
社会活動の正常化が進む中で、世界経済全体では緩やか
な持ち直しの動きが継続しましたが、原燃料価格の上昇や
サプライチェーンの混乱、各国のインフレ抑制のための金
融引き締めなどにより景気減速のリスクが高まりました。
このような状況下、価格転嫁活動を継続し売上収益は前
年度比17％増収。コア営業利益は、機能商品におけるディ

スプレイや半導体市場での各製品の調整局面やMMA・石
化・炭素製品の需要減退の影響を受けたものの、産業ガス
が堅調に推移したことに加え、ヘルスケアにおいて多発性
硬化症治療剤「ジレニア」のロイヤリティに係る仲裁判断の
結果を受けて収益を認識したことに伴い前年度比20％増
益になりました。

サステナビリティやイノベーションの取り組みも進捗
目標として掲げている2050年のカーボンニュートラル実
現と2030年度までの削減目標（2019年度比29％削減）に
対し、2022年度はGHG排出量を約14％削減しました。
技術力やイノベーションの力を可視化するMOT指標の達
成率は、前年度に引き続き、約80％と高い水準を維持しまし
た。技術力やイノベーションの価値をさらに高めていくために、
MOTによるマネジメントの方法も議論を継続しています。

2022年度活動報告

ヘルスケア

ROE、ROIC、EPS推移

2022年度の主な活動

米国において「ラジカヴァORS」を新発売

ネット有利子負債/EBITDA、ネットD/Eレシオ

（年度）

（円） （%）
150

100

50

0

15

10

5

0
67.667.6

2025
目標

68.268.2

2023
期初予想

2022
実績

2021
実績

2020
実績

引き続きROIC向上や、財務体質改善に注力
ROICは5.7％となり、またネットD/Eレシオは前年度末の
1.40から0.07ポイント改善し1.33倍となりました。
構造改革をはじめとする重要施策の着実な実行とコスト
削減などにより財務目標達成をめざすとともに、カーボン
ニュートラルに向けたロードマップに沿ってこれからも活動
していきます。

筋萎縮性側索硬化症（ALS）治療薬であるエダ
ラボン（米国名「ラジカヴァ」）の経口懸濁剤「ラ
ジカヴァORS」を米国において発売開始

中国において天然系負極材の能力増強を決定
リチウムイオン電池向け負極材の旺盛な需要に
対応するため、中国拠点において生産能力増強
を決定（稼働目標：2023年度前半、中国生産
能力：2,000トン／年→12,000トン／年）

南米ペルーにおいてHyCO案件を獲得

米国においてHyCO案件を獲得

南米、米国に次いで、インドにおいてもHyCO
案件を獲得、グローバルで水素製造能力を強化

機能商品

機能商品

機能商品

エチレン・ビニルアルコール共重合樹脂
「ソアノール」の能力増強を決定
食品包装材の世界的な需要拡大に対応するため、
英国拠点において生産能力増強を決定（稼働目
標：2025年秋、英国生産能力：18,000トン／年
→39,000トン／年）

産業ガス

産業ガス

産業ガス

アクリル繊維事業からの撤退を決定
広島事業所で製造しているアクリル繊維「ボンネ
ル」・「ボンネルM.V.P」の事業から撤退すること
を決定（販売終了予定：2023年中）

経営方針「Forging the future 未来を拓く」の実行計画と財務目標アップデート
新グループ理念（Purpose、Slogan、Our Way）を発表

ヘルスケア

Medicago Inc.の清算を決定
新型コロナウイルス感染症の予防等を適応とし
て開発を進めてきた植物由来のワクチンを含む
カナダのMedicago Inc.の全事業から撤退し、
Medicago Inc.の清算を進めることを決定
ケミカルズ

英国におけるMMA関連製品の生産終了
MMA事業の競争力の強化と供給体制の最適
化を図るため、英国拠点におけるMMA関連製
品の生産を2023年２月に終了

ヘルスケア

Muse細胞を用いた再生医療等製品
「CL2020」の開発中止を決定

（年度）

（倍）
6

4

2

0

2025
目標

2023
期初予想

2022
実績

2021
実績

2020
実績

EPS（左軸） ROE ROIC（右軸） ネットD/Eレシオネット有利子負債/EBITDA

約143.0約143.0 1.0倍未満
1.33 1.281.73

1.40

3.6
4.1

3.0倍未満

4.1

5.3

-5.3

5.75.7 4.14.1

約7.0

4.94.93.3

6.46.4 6.06.0

約11.0

-0.6

13.2

124.7124.7124.7124.7

2Q1Q 3Q 4Q

成長施策

構造改革
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2章 持続的な成長戦略
執行役・執行役員一覧

経営方針「Forging the future 未来を拓く」
に基づく実行計画

CFOメッセージ
事業戦略
　ビジネスグループ所管メッセージ
　スペシャリティマテリアルズ
　産業ガス
　ヘルスケア
　MMA
　石化・炭素

チーフサプライチェーンオフィサーメッセージ

23

24

31

34

35

39

40

41

42

43

Innovation
　CTOメッセージ
　イノベーション戦略
　知的財産戦略

デジタル
　CDOメッセージ
　デジタル戦略

チーフストラテジーオフィサーメッセージ

経営方針の社内浸透

44

45

47

48

49

52

53
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代表執行役社長
ジョンマーク・ギルソン

代表執行役シニアバイスプレジデント
チーフサプライチェーンオフィサー
江口 幸治

執行役エグゼクティブバイスプレジデント
最高財務責任者
ファイナンス・コミュニケーション・IR所管
中平 優子

執行役エグゼクティブバイスプレジデント
コンプライアンス推進統括執行役
ゼネラルカウンシル
法務・内部統制・総務・渉外所管
藤原 謙

執行役エグゼクティブバイスプレジデント
スペシャリティマテリアルズ所管
フランク・ランドール（ランディ）・クイーン

執行役エグゼクティブバイスプレジデント
ポリマーズ&コンパウンズ／MMA所管
佐々木 等

執行役エグゼクティブバイスプレジデント
ベーシックマテリアルズ所管
筑本 学

執行役エグゼクティブバイスプレジデント
ファーマ所管
辻村 明広

執行役シニアバイスプレジデント
チーフテクノロジーオフィサー
ラリー・マイクスナー

執行役シニアバイスプレジデント
監査所管
飯田 仁

執行役シニアバイスプレジデント
チーフデジタルオフィサー
市村 雄二

執行役シニアバイスプレジデント
渉外所管
羽深 成樹

執行役シニアバイスプレジデント
チーフヒューマンリソースオフィサー
平岡 朋代
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5
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2

2

3

3

執行役員
チーフストラテジーオフィサー
ジョセフ・リナルディ

執行役員
経営企画部長
矢部 尚登

執行役・執行役員一覧
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●　グローバルに収益性の高い市場に注力
●　特定のアプリケーション（用途）に注力
●　サステナビリティ製品のリーダーとなる

市場の成長性、競争力、サステナビリティに
フォーカスしたポートフォリオ

●　ヘルスケアの事業再構築
●　オペレーショナル・エクセレンスの実現
●　サプライチェーン・調達の最適化に注力

グループ全体におけるコスト構造改革

●　石化、炭素事業からエグジット分離・再編し、独立化を進める事業

●　スリム化、デジタル化、活性化された組織・人材へのシフトスリム化、デジタル化、エンパワーメント
（旧名称「戦略遂行のためのスリムな組織」）

●　オーガニックグロースを加速
●　将来の成長資金調達に向けバランスシートを改善戦略的なキャピタル・アロケーション

市場の成長性、競争力、サ
ステナビリティにフォーカ
スしたポートフォリオ

EBITDAマージン

EBITDA増減要因（億円）

5,024

約6,000

約-1,100約1,350

約700

18％13％

「Forging the future 未来を拓く」
当初の目標:1,000億円から増加

グループ全体に
おけるコスト構
造改革

分離・再編し、
独立化を進め
る事業

2021 2025 （年度）

５つの重要施策 企業価値の最大化に向けて

主要３施策によりEBITDAマージンを13％から18％に改善

経営方針「Forging the future 未来を拓く」に基づく実行計画

5つの重要施策でEBITDAマージンを改善

三菱ケミカルグループは、2023年2月24日の「インベス
ターデイ2023」（株主・投資家とのコミュニケーション実績
▶P.33）にて、2021年度から2025年度までの経営方針
「Forging the future 未来を拓く」（2021年12月1日公表）
に基づく詳細な実行計画と併せて2025年度における財務目
標のアップデートを発表しました。効率性を追求した事業運
営と事業の成長力を引き出す明確な戦略のもと、（1）市場の
成長性、競争力、サステナビリティにフォーカスしたポートフォ
リオ、（2）グループ全体におけるコスト構造改革、（3）分離・
再編し、独立化を進める事業、（4）スリム化、デジタル化、エン
パワーメント、（5）戦略的なキャピタル・アロケーションの5つ
を重要施策として、全てのステークホルダーにとっての価値の
最大化をめざして各種施策に取り組んでいます。これら5つの
重要施策を通じて、2021年度から2025年度までに
EBITDA約1,000億円の成長、EBITDAマージン13％から
18％への改善を実現します。
中でも（１）～（３）の主要3施策においては、（1）による事業
成長を通じてEBITDAを約700億円拡大し、（2）のコスト構
造改革では当初の目標1,000億円に対して約1,350億円とさ
らなる削減効果がある一方で、（3）の石化、炭素事業からの
エグジットによりEBITDAが約1,100億円減少する見込みで
す。2025年度の目標達成に向けて、各々の実現可能性の高
い計画に基づく取り組みを進めていきます。

（注）経営方針「Forging the future 未来を拓く」に基づく実行計画に関する
ページ（P.24～42）については、2025年度の目標値に向けて、2021年
度の実績をベースとして掲載しています。
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約6,000
5,024

年率＋11%※2

18％13％

7％5％

非財務目標※4財務目標

GHG削減
Scope1＋Scope2
▶P.63

29% 2030年度目標
（対2019年度比）

2025年度目標
（対2019年度比）廃棄物削減※5 50%

顧客満足度※6 6pts

従業員
エンゲージメント※7 15pts

経営層の
ダイバーシティ※8 7pts

2025年度目標
（対2020年度比）

※4 石化／炭素を含む
※5 2025年度までの産業廃棄物埋立量の削減率
※6 毎年実施している顧客アンケートに基づく満足度水準
※7 従業員意識調査における設定項目への好意的回答者の割合
※8 役員のうち多様性属性を有する者の割合。目標 40%

EBITDA（億円）

売上収益（億円）

※1 石化／炭素を除外した 2021年度 EBITDA
※2 石化／炭素を除外した EBITDA オーガニックグロース
※3 基本的１株当たり当期利益

39,769 約33,750

3,943※1

EBITDAマージン

コア営業利益（億円） 2,723 約3,650

ROIC

EPS※3（円） 125 約143

2021年度 2025年度

ロードマップ
フェーズ1: 計画 フェーズ2: 実行 フェーズ3: 加速 フェーズ4

5つの重要施策 2021～2022年度 2023～2025年度 2025年度以降
市場の成長性、競争力、
サステナビリティにフォー
カスしたポートフォリオ

よりフォーカスされた
ポートフォリオへの道筋の明確化

注力市場、グローバル展開、
コマーシャライゼーション・エクセレンス

グループ全体における
コスト構造改革

2022年度は計画通りの
コスト削減を実現し、
さらなる施策を実施

調達最適化、
オペレーショナル・エクセレンス、
一般管理費改善

分離・再編し、
独立化を進める事業

複数の事業売却や石化事業の
財務的カーブアウト

炭素事業の売却、
石化事業のJV設立

スリム化、デジタル化、
エンパワーメント

構造の簡素化や企業文化の
変革を実施中

グローバル展開、デジタルEnd-to-
endプロセス、拠点数削減、
多様性がありインクルーシブな職場

戦略的なキャピタル・
アロケーション ネット D/Eレシオの改善

成長、配当、バランスシートの健全化
を促進するキャピタル・アロケーション

変革のインパクトを
掴み取る
ポジション確保

経営方針「Forging the future 未来を拓く」に基づく実行計画

財務・非財務目標を達成し、
2025年度以降のさらなる成長へ

財務目標としては、2025年度に向けた着実な利益成長の
実現をめざし、EBITDA、EBITDAマージンをはじめとする収
益性の向上に取り組みます。非財務目標では、化学業界とし
てGHG排出量の削減は必須であり、2030年度までに29%
の削減（対2019年度比）を掲げています。廃棄物削減に関す
る目標に対しても、これまで以上に集中的に取り組んでいきま
す。顧客満足度はすでに高い水準にありますが、さらなる向
上に努めていきます。また、従業員エンゲージメントや経営層
のダイバーシティにおいても高い目標を設定しています。
経営方針「Forging the future 未来を拓く」は、私たちの
将来像に向けた核となる戦略であり、2025年度に向けて5つ
の重要施策を加速させ強化していきます。そして、2025年度
以降は、スペシャリティマテリアルグループへの変革を進め、
さらなる成長をめざしていきます。
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※1 その他ビジネスグループのEBITDA: 2021年度107億円、2025年度約250億円
※2 日本酸素ホールディングスの中期経営計画で開示されている幅の中間値を切り上げ
※3 米国プラントの大型投資影響を含む。当該投資を除いたROICは9%
※4 JVのコア営業利益は約400億円、当期純利益は約200億円、出資比率は50％と想定

スペシャリティマテリアルズ 産業ガス ヘルスケア MMA 石化・炭素

当社ビジネスの成長目標と成長戦略（2021～2025年度）

ビジネス
グループ※1

EBITDA
（億円）

EBITDA
マージン

成長戦略

1,339

2,250

1,900

2,400※2

513 550

1,081

n/a

84

550

●全ての製品ポートフォリ
オをグローバルに展開

●マーケット志向型の組
織に転換

●世界No.1の地位を確
立

●新エチレン法（アルファ
法）の展開拡大

●世界4極での成長拡大
●競争力のさらなる強化

●日米を中心とした重点
製品の価値最大化

● 開発・販売における
パートナーシップ強化と
アライアンス構築

12％ 16％ 20％ 24％ 2％ 15％ 17％ 15％

コア
営業利益率 7％ 11％ 10％ 13％ （2％） 10％ 11％ 11％

ROIC 6％ 10％ 4％ >6％ （1％） 3％ 7％ 7％※3

11％ n/a

7％ n/a

11％ n/a

2025年度には売
却もしくは非連結化
JV持分からの利益
約100億円※4

5つの重要施策

経営方針「Forging the future 未来を拓く」に基づく実行計画

ビジネスグループごとにROIC向上をめざす
「市場の成長性、競争力、サステナビリティにフォーカスした
ポートフォリオ」構築による700億円のEBITDA増加に向け、
各ビジネスグループにおいて成長戦略を設定し、目標達成をめ
ざします。
まずスペシャリティマテリアルズは、マーケット志向型の組織
へ転換し、全ての製品ポートフォリオをグローバルに展開しま
す。次に産業ガスでは、大型プロジェクト獲得による世界4極
での成長拡大と競争力のさらなる強化を進めます。またヘルス
ケアでは、日本・米国市場を核とした重点製品の価値を最大化
するとともに、コア領域に集中した開発・販売のパートナーシッ
プ強化とアライアンスの構築を図ります。MMAでは世界ナン
バーワンの地位を確立するとともに新エチレン法（アルファ法）
の展開を拡大し、オペレーションコストのさらなる低減をめざし
ます。そして、石化・炭素については、2025年度までの非連結
化もしくは事業売却に向けて進めています。

市場の成長性、競争力、サステナビリティにフォーカスしたポートフォリオ
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2050年までに達成

※1 サステナビリティに資する製品、特に気候変動、サーキュラーエコノミー、食糧供給、水資源保全など
※2 対2019年度比
※3 対2019年度比
（注）各目標値に石化／炭素を含む

Now

サステナビリティのトレンドを踏まえた成長を果たしつつ、さらに持続可能なオペレーションを実現

MCGグループの成長力とサステナビリティを支えるイノベーション
新しい指針

（例）EV／モビリティ（車載用リチウムイオン電池材料）簡易ロードマップ

エンドマーケットへの
フォーカス 新しいデジタル技術の活用 プロセスの効率化 新規事業分野の開拓

Tomorrow Day after tomorrow

より高いエネルギー密
度を実現する新規の
固体電解質

容量と安全性の両立
をめざした半固体電
解質の検討

電池性能を向上させ
る、独自の電解液用添
加剤

2025年度までに、
売上収益の20%に

サステナビリティ関連製品※1

GHG排出量削減 カーボンニュートラル

廃棄物・水資源マネジメント

2030年度までにScope1および
Scope2の排出量を29%削減※3

2025年度までに、
埋立廃棄物を50%削減※2

2025年度 2030年度 2050年

5つの重要施策

経営方針「Forging the future 未来を拓く」に基づく実行計画

市場に即したイノベーションを強化し、
サステナビリティ関連製品の拡大に取り組む
サステナビリティ関連の目標であるGHG排出量削減、廃棄
物・水資源マネジメントはいずれも当社にとって重要です。同
時に、サステナビリティの実現に資する製品──特に気候変
動、サーキュラーエコノミー、食糧供給、水資源保全などの課
題について──の拡大にも取り組んでいます。財務目標に
沿って収益を拡大するだけでなく、全てのサステナビリティの
目標達成をめざします。
長期的に成長を続けるには、強靭なイノベーションが必要で

す。成長力とサステナビリティを支える新しい能力獲得のため、
デジタル、インフラ、人材などについて継続的な投資を行って
います。注力市場に向けた取り組みの例として、当社はEV／
モビリティ向けの電解液では世界におけるリーダーの1社で
あり、高い技術力を持っていますが、短・中・長期的視点から
考え、市場の動きに合わせた次世代技術として、半固体電解
質の検討、さらにその先の固体電解質への移行も見据えた研
究開発を行っています。

イノベーション戦略 ▶P.45

サステナビリティ推進 ▶P.58

市場の成長性、競争力、サステナビリティにフォーカスしたポートフォリオ
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2025年度のコスト削減に向けた取り組み（億円） 主要施策

ヘルスケアの事業再構築

生産の効率化・
サプライチェーン最適化

調達最適化

業務プロセス変革とERP統合

一般管理費

合計（2025年度）

●高コスト工場の閉鎖

●End-to-endプロセス：間接部門の最適化

●調達：間接購買基盤の統合（出張管理、社有車リース、
分析/ITツール、グローバル保険プログラム、マーケ
ティング・販売代理店など）

石化・炭素事業の出口戦略とスケジュール

戦略
（2021年度策定）

2022年度
詳細計画立案

2023年度
カーブアウト

2024年度
JV化／エグジット

石化

炭素

2023年度末までに合計
800億円超のコスト削減を実現 約1,350

●全社および北米の組織再編
●オフィスの統合：縮小、再配置

●メディカゴ社の事業撤退など、一部事業の再編
●効率的な研究開発投資

JVパートナー候補の特定
財務的カーブアウト

財務的カーブアウトと
独立した財務報告
パートナー探索

エグジットの準備・実行
パートナー探索
潜在的パートナーとの
積極的な議論

パートナーとのJV設立、
事業改善、カーブアウト

事業売却

経営方針「Forging the future 未来を拓く」に基づく実行計画

当初の目標を上回り、
2023年度までに過半を達成する見込み
当社グループではコスト構造改革を加速化させ、ヘルスケ

ア事業の再構築や採算性の低い事業からのエグジットの実
施、調達における間接購買基盤（出張管理、社有車リース、分
析／ITツール等）の統合などを行っていきます。また、米国に
おいて取り組んでいる業務プロセスの変革を欧州にも拡大さ
せます。加えて、グループ法人の統合や業務のアウトソーシン
グも進めます。
これらの取り組みを踏まえて、2023年度末までに800億
円超のコスト削減を実現し、2025年度には約1,350億円の
削減効果を見込んでいます。

当社グループがめざす成長とサステナビリティの期待に
合致しない事業からのエグジットにコミット
石化・炭素事業について、2022年度に詳細な計画立案を

行いました。石化事業については2023年度に財務的カーブ
アウトを行い、2024年度はJVを設立し早期の独立をめざし
ます。
また、炭素事業は事業売却に向けて2023年度中に準備・
実行の予定です。

5つの重要施策

グループ全体におけるコスト構造改革

5つの重要施策

分離・再編し、独立化を進める事業
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スリム化した組織体制の確立

技術、データ、ビジネスモデルのさらなるデジタル化 従業員へのエンパワーメントを通じた変革の進行

企業文化の変革

グループ会社数※

組織の簡素化

●持株会社体制から「One Company」
体制への移行

●意思決定の迅速化
●新しいマネジメントチーム

従業員への
エンパワーメント

● 次世代リーダー層の育成
● 企業文化の変革と価値創造マインドの醸
成促進

● 人材戦略としてのDE&I（ダイバーシティ・
エクイティ&インクルージョン）の推進

● 働きやすい環境の整備
● 全体最適実現のためのグローバル一体運
営体制の構築

● グローバルでの人事ガバナンス強化

健康・安全
● 適切なオペレーションと設備安全性の確保
● 人権侵害やハイリスクな状況のモニタリン
グと未然防止

●グローバルに拠点を集約、最適化
●拠点の閉鎖と統合

●自然減と人事諸施策
●従業員の再配置とリスキリング

従業員数

業界ベンチマークを大幅に上回る
複雑な現状プロセス

2021年度 2025年度 2021年度 2025年度

※ 日本酸素ホールディングス傘下のグループ会社を除く

グループ会社・拠点の最適化新しい経営体制とガバナンス

-25％ -10％

● グローバルな
End-to-end
プロセスの自動化：
・90%：標準化
・10%：競争力の
 ための差異化

● 業界標準を活用し
た次世代型アーキ
テクチャ

● 全業務の基幹となる
ERPシステム統合

● データガバナンス
とデータ品質水準
の一元化

● 事実に基づく迅速
な意思決定のため
のアジャイルな
データ可用性

● 訓練され資格を
有する従業員

● ナレッジをグロー
バルで共有

End-to-end
プロセス システム

データ 従業員

5つの重要施策

経営方針「Forging the future 未来を拓く」に基づく実行計画

引き続きスリムで効率的な体制づくりに取り組み、
さらなる「One Company」化を推進
スリム化については、組織体制の変更により経営判断のス

ピードを向上し、構造改革を加速させています。また、事業拡
大の責任を各リージョンに移譲するとともに、2025年度まで
にグループ会社数をグローバルで25%減少させ、従業員数
は自然減やアウトソーシングなどの削減策を合わせて、10%
減を見込んでいます。
デジタル化は、受注、出荷などのサプライチェーンや研究開
発、人事など、全ての領域において進めます。今後はビジネス
プロセスの標準化、システム統合とクラウドへのデータ移行、
データ管理ストラクチャーの社内構築、デジタル時代に活躍
できる人材の採用・育成の4つの取り組みを進め、より迅速な
ビジネスの意思決定をサポートできるようにします。
そして、従業員のエンパワーメントとしては、次世代リー
ダー層の育成、年功序列からの脱却、リーダー層のダイバー
シティの加速化、価値創造マインドの促進に取り組みます。
併せて、そのために必要な安全で健康的な職場を実現してい
きます。

スリム化、デジタル化、エンパワーメント
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事業別設備投資

●能力増強等の成長投資
（例：「ソアノール」、エポキシ樹脂、電解液、乳化剤）
●投資利益率を重視

その他 スペシャリティ
マテリアルズ

キャピタル・
アロケーションの原資

約2兆1,450億円※

設備投資
約1兆400億円

資本配分
2023年度～2025年度

方針

●事業インセンティブに沿った研究開発
●研究開発費目標は売上収益の約3.5%

研究開発
約3,800億円

●ネット有利子負債/EBITDA目標: 3.0倍未満
●ネットD/Eレシオ目標: 1.0倍未満

負債削減
約2,700億円

●前年度比で配当増加
●2025年度の配当性向35%

配当
約2,050億円

●成長加速のためのM&A
●自社株買いを含むその他の企業価値向上の施策

戦略的資本枠の増加
約2,500億円

48％

18％

13％

9％

12％

※ 営業キャッシュ・フロー＋
研究開発費＋
事業売却による収入 投資方針を厳格に管理することで、M&A、自社株買い、

その他の成長・企業価値向上の機会に活用できる資本とレバレッジ余力を確保

MMA

産業ガス

キャピタル・アロケーション

約1兆400億円
の内訳

経営方針「Forging the future 未来を拓く」に基づく実行計画

キャピタル・アロケーションの原資をオーガニックグロースへ
の投資、株主還元の拡充、健全なバランスシート実現に配分
2025年度に向けて事業の収益性を回復し、キャッシュ・フ

ローの創出を実現していく中で、約2兆1,450億円の原資の
うち、約1兆400億円を設備投資に資本配分します。中でも
スペシャリティマテリアルズ、産業ガスへの能力増強等の成長
投資に注力していきます。研究開発費は18%に当たる約
3,800億円でその大半をヘルスケアに投入します。
経営方針「Forging the future 未来を拓く」発表当時か

らの2つの大きな課題は、収益性の向上と負債の削減です。
そのために、負債削減には約2,700億円を配分し、ネット有
利子負債/EBITDAは3.0倍未満、ネットD/Eレシオは1.0倍
未満を目標としています。配当は前年度比で増加させ、配当
性向は2025年までに現在の30%から35%へと引き上げま
す。これらを実現しながら、約2,500億円の戦略的資本枠と
して、M&A、自社株買いなどに活用できる資本とレバレッジ
余力の確保を図ります。

5つの重要施策

戦略的なキャピタル・アロケーション
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厳しい事業環境下でも全方位・最大限の施策を実行
2022年度は、原燃料価格の上昇や需要の低下により、非常

に厳しい事業環境でしたが、2021年度に策定した経営方針
「Forging the future 未来を拓く」の実行に向けて、まずは足
元のビジネスを守ることを第一に全社で価格転嫁、コスト削減
を進めました。加えて、2022年度第1四半期決算においてフ
リー・キャッシュ・フローがマイナスであったことに強い危機感
を抱き、運転資金の削減にも注力しました。
一方、市場の成長性、競争力、サステナビリティにフォーカス

した事業のポートフォリオ改革として、溶融繊維やアクリル繊
維事業からの撤退、MMAの英国工場閉鎖、新型コロナウイル
スワクチンを開発していたMedicago Inc.の清算、Muse細胞
を用いた再生医療等製品の開発中止といった、さまざまな困難
かつ重要な意思決定を行いました。「One Company, One 
Team」として、全てのファンクションにおいてグローバルな組
織とオペレーション機能の一本化を図り、全てのビジネスを対
象にビジネスレビューを共通化（▶P.51）しました。加えて、ス
リム化した組織体制の確立に向けて関係会社を625社から
593社へと32社削減しました。
最終的な業績は、多発性硬化症治療剤「ジレニア」のロイヤ

コスト構造改革については、2021年度に発表した経営方針
において、2025年度までのコスト削減目標として1,000億円

務関連への投資も強化します。
ポートフォリオ改革においては、今後の収益成長への貢献が
見込めない事業や当社がベストオーナーでない事業の進退を
判断し、その実行の優先度は実際にそこから得られるインパク
トと、実現容易性などを考慮して決定していきます。
実行計画では注力する7市場を特定しましたが、中でもEV／

モビリティ、デジタル、食品、メディカルに注力していきます。そ
こでさらに、市場の魅力度、競合優位性、サステナビリティとい
う3つの観点で注力事業を絞り込みますが、市場の魅力度の判
断においては成長性に加えて技術的な強みがあることも重視
します。達成目標を定め、それに向けて明確にビジネスのロー
ドマップを描き、短期的な利益創出だけでなく、その先につな
がる将来的な活動を計画していきます。

リティに係る仲裁判断の結果を受けて収益を認識したことに伴
い、コア営業利益が3,256億円、親会社の所有者に帰属する
当期利益が961億円、フリー・キャッシュ・フローも期末では
1,076億円とプラスで終えることができました。一方で、設備
投資には例年並みの2,800億円以上を計上しており、研究開
発費も1,500億円規模を維持するなど成長に必要な投資も実
行できています。
このようにグループ全体で全方位的に施策を実行し、ネット
D/Eレシオも1.33倍と有利子負債比率を減らすことができまし
た。2022年度の配当については前年度と同額の30円となり、
厳しい環境下ではありましたが、来たる需要回復期にさらなる
パフォーマンスをしっかりと発揮できるよう備えました。

経営方針に基づく実行計画の達成に向けて
コスト削減を積み増し、ROIC向上をめざす
三菱ケミカルグループの現状のROICは5％強と、私たちが

めざす世界をリードするスペシャリティマテリアルグループとし
てはまだまだ低い水準にあります。当社グループとして2025
年度にROIC約7％の達成を目標としていますが、この目標はあ
くまで通過点です。次の通過点は10％へと、さらに投下資本効
率を高めていきます。
2023年2月に発表した経営方針に基づく実行計画では、各

ビジネスグループのビジネスモデルと優先課題を考慮しなが
ら、ビジネスグループ別のROIC目標を設定しました。ROICの
さらなる向上に向けては、コーポレート部門からデータを示し
ながら、積極的にビジネスグループに働きかけて各種施策を遂
行し、生み出した貴重な資本は将来を牽引する事業に投資して
いかなければなりません。また、人的資本をはじめとする非財

CFOメッセージ

成長投資と負債の削減、株主還元をバランスよく行い、
グループ一丸となって計画を達成します

執行役エグゼクティブバイスプレジデント
最高財務責任者（CFO）
中平 優子

び2025年度の配当性向35%を目標としています。この方針に
基づき、2023年度は中間および期末で各1円を増配する予定
ですが、TSRを最大化させることが最も重要であると考えてい
ます。
資本コストや資本収益性を意識した経営の実現に向け、今

後も経営方針の進捗や結果をしっかりと発信し、株主・投資家
の皆さまと対話を深めることにより、持続的な成長と中長期的
な企業価値の向上をめざします。

を掲げました。2023年度末までにヘルスケアの事業再構築、
生産の効率化とサプライチェーンの最適化、調達の最適化など
によって800億円超の削減を計画しており、2025年度には当
初目標を上回る約1,350億円の削減効果を上げられると考え
ています。
キャピタル・アロケーションの原資は、2023年度から2025
年度の3年間において、2兆1,450億円と見積もります。経営
方針の主要施策であるポートフォリオ改革、コスト構造改革、
石化・炭素事業のカーブアウト、これら全てを着実に実行する
ことにより原資を稼ぎ出し、オーガニックグロースへの投資に
充てるとともに、2021年度と比較して2025年度のEBITDA
マージンを13％から18％に改善していきます。

投資家とのコミュニケーションを重視しTSRを最大化
当社は、企業価値の向上を通して株主価値の向上を図るこ

とを株主還元の基本方針としています。配当については、経営
方針に基づく実行計画において、前年度比での配当増加およ
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厳しい事業環境下でも全方位・最大限の施策を実行
2022年度は、原燃料価格の上昇や需要の低下により、非常

に厳しい事業環境でしたが、2021年度に策定した経営方針
「Forging the future 未来を拓く」の実行に向けて、まずは足
元のビジネスを守ることを第一に全社で価格転嫁、コスト削減
を進めました。加えて、2022年度第1四半期決算においてフ
リー・キャッシュ・フローがマイナスであったことに強い危機感
を抱き、運転資金の削減にも注力しました。
一方、市場の成長性、競争力、サステナビリティにフォーカス

した事業のポートフォリオ改革として、溶融繊維やアクリル繊
維事業からの撤退、MMAの英国工場閉鎖、新型コロナウイル
スワクチンを開発していたMedicago Inc.の清算、Muse細胞
を用いた再生医療等製品の開発中止といった、さまざまな困難
かつ重要な意思決定を行いました。「One Company, One 
Team」として、全てのファンクションにおいてグローバルな組
織とオペレーション機能の一本化を図り、全てのビジネスを対
象にビジネスレビューを共通化（▶P.51）しました。加えて、ス
リム化した組織体制の確立に向けて関係会社を625社から
593社へと32社削減しました。
最終的な業績は、多発性硬化症治療剤「ジレニア」のロイヤ

コスト構造改革については、2021年度に発表した経営方針
において、2025年度までのコスト削減目標として1,000億円

務関連への投資も強化します。
ポートフォリオ改革においては、今後の収益成長への貢献が
見込めない事業や当社がベストオーナーでない事業の進退を
判断し、その実行の優先度は実際にそこから得られるインパク
トと、実現容易性などを考慮して決定していきます。
実行計画では注力する7市場を特定しましたが、中でもEV／

モビリティ、デジタル、食品、メディカルに注力していきます。そ
こでさらに、市場の魅力度、競合優位性、サステナビリティとい
う3つの観点で注力事業を絞り込みますが、市場の魅力度の判
断においては成長性に加えて技術的な強みがあることも重視
します。達成目標を定め、それに向けて明確にビジネスのロー
ドマップを描き、短期的な利益創出だけでなく、その先につな
がる将来的な活動を計画していきます。

リティに係る仲裁判断の結果を受けて収益を認識したことに伴
い、コア営業利益が3,256億円、親会社の所有者に帰属する
当期利益が961億円、フリー・キャッシュ・フローも期末では
1,076億円とプラスで終えることができました。一方で、設備
投資には例年並みの2,800億円以上を計上しており、研究開
発費も1,500億円規模を維持するなど成長に必要な投資も実
行できています。
このようにグループ全体で全方位的に施策を実行し、ネット
D/Eレシオも1.33倍と有利子負債比率を減らすことができまし
た。2022年度の配当については前年度と同額の30円となり、
厳しい環境下ではありましたが、来たる需要回復期にさらなる
パフォーマンスをしっかりと発揮できるよう備えました。

経営方針に基づく実行計画の達成に向けて
コスト削減を積み増し、ROIC向上をめざす
三菱ケミカルグループの現状のROICは5％強と、私たちが

めざす世界をリードするスペシャリティマテリアルグループとし
てはまだまだ低い水準にあります。当社グループとして2025
年度にROIC約7％の達成を目標としていますが、この目標はあ
くまで通過点です。次の通過点は10％へと、さらに投下資本効
率を高めていきます。
2023年2月に発表した経営方針に基づく実行計画では、各

ビジネスグループのビジネスモデルと優先課題を考慮しなが
ら、ビジネスグループ別のROIC目標を設定しました。ROICの
さらなる向上に向けては、コーポレート部門からデータを示し
ながら、積極的にビジネスグループに働きかけて各種施策を遂
行し、生み出した貴重な資本は将来を牽引する事業に投資して
いかなければなりません。また、人的資本をはじめとする非財

CFOメッセージ

び2025年度の配当性向35%を目標としています。この方針に
基づき、2023年度は中間および期末で各1円を増配する予定
ですが、TSRを最大化させることが最も重要であると考えてい
ます。
資本コストや資本収益性を意識した経営の実現に向け、今

後も経営方針の進捗や結果をしっかりと発信し、株主・投資家
の皆さまと対話を深めることにより、持続的な成長と中長期的
な企業価値の向上をめざします。

を掲げました。2023年度末までにヘルスケアの事業再構築、
生産の効率化とサプライチェーンの最適化、調達の最適化など
によって800億円超の削減を計画しており、2025年度には当
初目標を上回る約1,350億円の削減効果を上げられると考え
ています。
キャピタル・アロケーションの原資は、2023年度から2025
年度の3年間において、2兆1,450億円と見積もります。経営
方針の主要施策であるポートフォリオ改革、コスト構造改革、
石化・炭素事業のカーブアウト、これら全てを着実に実行する
ことにより原資を稼ぎ出し、オーガニックグロースへの投資に
充てるとともに、2021年度と比較して2025年度のEBITDA
マージンを13％から18％に改善していきます。

投資家とのコミュニケーションを重視しTSRを最大化
当社は、企業価値の向上を通して株主価値の向上を図るこ

とを株主還元の基本方針としています。配当については、経営
方針に基づく実行計画において、前年度比での配当増加およ

売上収益
コア営業利益
コア営業利益率
EBITDA

EBITDAマージン
EPS

財務レバレッジ（ネット有利子負債/ EBITDA）
ROE
ROIC

スペシャリティマテリアルズ 産業ガス ヘルスケア MMA

2,250億円
16%
10%

3兆9,769億円
2,723億円
6.8％

5,024億円
12.6%
124.7円
4.1ｘ
13.2%
4.9%

4兆6,345億円
3,256億円
7.0%

5,833億円
12.6%
67.6円
3.6ｘ
6.4%
5.7%

4兆5,550億円
2,500億円
5.5%

5,138億円
11.3％
68.2円
4.1ｘ
6.0％
4.1%

約3兆3,750億円
約3,650億円
約11％

約6,000億円
約18％
約143円
＜3.0ｘ
約11％
約7％

2021実績 2022実績 2023期初予想 2025目標

2,400億円※1

24%
＞6％

550億円
15%
3%

550億円
15%
7%※2

EBITDA
EBITDAマージン

ROIC

2025年度に向けた財務目標

グループ目標 （年度）

ビジネスグループ別主要目標

※1 日本酸素ホールディングスの中期経営計画で開示されている幅の中間値を切り上げ
※2 米国プラントの大型投資影響を含む。当該投資を除いたROICは9%
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厳しい事業環境下でも全方位・最大限の施策を実行
2022年度は、原燃料価格の上昇や需要の低下により、非常

に厳しい事業環境でしたが、2021年度に策定した経営方針
「Forging the future 未来を拓く」の実行に向けて、まずは足
元のビジネスを守ることを第一に全社で価格転嫁、コスト削減
を進めました。加えて、2022年度第1四半期決算においてフ
リー・キャッシュ・フローがマイナスであったことに強い危機感
を抱き、運転資金の削減にも注力しました。
一方、市場の成長性、競争力、サステナビリティにフォーカス

した事業のポートフォリオ改革として、溶融繊維やアクリル繊
維事業からの撤退、MMAの英国工場閉鎖、新型コロナウイル
スワクチンを開発していたMedicago Inc.の清算、Muse細胞
を用いた再生医療等製品の開発中止といった、さまざまな困難
かつ重要な意思決定を行いました。「One Company, One
Team」として、全てのファンクションにおいてグローバルな組
織とオペレーション機能の一本化を図り、全てのビジネスを対
象にビジネスレビューを共通化（▶P.51）しました。加えて、ス
リム化した組織体制の確立に向けて関係会社を625社から
593社へと32社削減しました。
最終的な業績は、多発性硬化症治療剤「ジレニア」のロイヤ

コスト構造改革については、2021年度に発表した経営方針
において、2025年度までのコスト削減目標として1,000億円

務関連への投資も強化します。
ポートフォリオ改革においては、今後の収益成長への貢献が
見込めない事業や当社がベストオーナーでない事業の進退を
判断し、その実行の優先度は実際にそこから得られるインパク
トと、実現容易性などを考慮して決定していきます。
実行計画では注力する7市場を特定しましたが、中でもEV／

モビリティ、デジタル、食品、メディカルに注力していきます。そ
こでさらに、市場の魅力度、競合優位性、サステナビリティとい
う3つの観点で注力事業を絞り込みますが、市場の魅力度の判
断においては成長性に加えて技術的な強みがあることも重視
します。達成目標を定め、それに向けて明確にビジネスのロー
ドマップを描き、短期的な利益創出だけでなく、その先につな
がる将来的な活動を計画していきます。

リティに係る仲裁判断の結果を受けて収益を認識したことに伴
い、コア営業利益が3,256億円、親会社の所有者に帰属する
当期利益が961億円、フリー・キャッシュ・フローも期末では
1,076億円とプラスで終えることができました。一方で、設備
投資には例年並みの2,800億円以上を計上しており、研究開
発費も1,500億円規模を維持するなど成長に必要な投資も実
行できています。
このようにグループ全体で全方位的に施策を実行し、ネット
D/Eレシオも1.33倍と有利子負債比率を減らすことができまし
た。2022年度の配当については前年度と同額の30円となり、
厳しい環境下ではありましたが、来たる需要回復期にさらなる
パフォーマンスをしっかりと発揮できるよう備えました。

経営方針に基づく実行計画の達成に向けて
コスト削減を積み増し、ROIC向上をめざす
三菱ケミカルグループの現状のROICは5％強と、私たちが

めざす世界をリードするスペシャリティマテリアルグループとし
てはまだまだ低い水準にあります。当社グループとして2025
年度にROIC約7％の達成を目標としていますが、この目標はあ
くまで通過点です。次の通過点は10％へと、さらに投下資本効
率を高めていきます。
2023年2月に発表した経営方針に基づく実行計画では、各

ビジネスグループのビジネスモデルと優先課題を考慮しなが
ら、ビジネスグループ別のROIC目標を設定しました。ROICの
さらなる向上に向けては、コーポレート部門からデータを示し
ながら、積極的にビジネスグループに働きかけて各種施策を遂
行し、生み出した貴重な資本は将来を牽引する事業に投資して
いかなければなりません。また、人的資本をはじめとする非財

CFOメッセージ

び2025年度の配当性向35%を目標としています。この方針に
基づき、2023年度は中間および期末で各1円を増配する予定
ですが、TSRを最大化させることが最も重要であると考えてい
ます。
資本コストや資本収益性を意識した経営の実現に向け、今

後も経営方針の進捗や結果をしっかりと発信し、株主・投資家
の皆さまと対話を深めることにより、持続的な成長と中長期的
な企業価値の向上をめざします。

を掲げました。2023年度末までにヘルスケアの事業再構築、
生産の効率化とサプライチェーンの最適化、調達の最適化など
によって800億円超の削減を計画しており、2025年度には当
初目標を上回る約1,350億円の削減効果を上げられると考え
ています。
キャピタル・アロケーションの原資は、2023年度から2025
年度の3年間において、2兆1,450億円と見積もります。経営
方針の主要施策であるポートフォリオ改革、コスト構造改革、
石化・炭素事業のカーブアウト、これら全てを着実に実行する
ことにより原資を稼ぎ出し、オーガニックグロースへの投資に
充てるとともに、2021年度と比較して2025年度のEBITDA
マージンを13％から18％に改善していきます。

投資家とのコミュニケーションを重視しTSRを最大化
当社は、企業価値の向上を通して株主価値の向上を図るこ

とを株主還元の基本方針としています。配当については、経営
方針に基づく実行計画において、前年度比での配当増加およ

IR活動方針
MCGでは、国内外の株主・投資家の皆さまとのコミュニケーションにおいて当社を信頼いただき、長期にわたって株式を保有し
ていただけるよう、適切な情報開示に努めるとともに、積極的な対話における建設的な意見を経営陣にフィードバックし経営戦
略に反映することで、企業活動に活かしていきます。

★印のイベントに参加された株主・投資家の皆さまからは、アンケートで「評価する」「やや評価する」の回答を多くいただきました。

基本的1株当たり当期利益と1株当たり配当金 ▶P.98

戦略的なキャピタル・アロケーション ▶P.30

グループ全体におけるコスト構造改革 ▶P.28

キャピタル・アロケーション

研究開発

配当

戦略的資本枠の増加

48％

18％

13％

12％

9％

約2兆1,450億円
（2023～2025年度）

設備投資

負債削減

IRイベント 対象者 対応者
決算発表時のネットカンファレンス
四半期ごとにCEOが毎回出席し、経営方針の着実な進捗をタイムリーに報告

個別面談

証券会社主催カンファレンス

機能商品戦略説明会（IR Day 2022）★
機能商品の将来成長の実現に向けた事業戦略（製品概要や成長戦略）を株主・投資
家の皆さまからのご意見を踏まえて、目標数値とともに事業の責任者が直接説明

国内外機関投資家・
アナリスト

個人投資家

個人株主、法人株主

法人株主（議決権行使担
当、責任投資・ESG担当）

CFO、コーポレートコミュニケーション
本部長

CEO、コーポレート・セクレタリー担当

SR担当、IR担当、サステナビリティ推
進担当

インベスターデイ2023★
経営方針「Forging the future 未来を拓く」に基づく成長や利益率拡大に向けた
実行計画と2025年度における財務目標のアップデートを説明

トップマネジメントとのスモールミーティング

社外取締役とのスモールミーティング★
筆頭社外取締役と機関投資家との対話機会を創出し、マネジメントレベルでの意思
統一を確認していただく機会とした

サステナビリティに関するスモールミーティング

CEO、CFO

CEO、CFO、IR担当

CFO、IR担当

CEO、EVP（機能商品所管）

CEO、CFO

CEO、CFO

筆頭社外取締役

サステナビリティ推進担当

個人投資家説明会

株主総会

SR対話

株主・投資家とのコミュニケーション実績（2022年度）
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ビジネスグループ所管メッセージ

1989年Verbatim Americas, LLC入社。2021年三菱ケミカルアメリカ
CEO兼社長を経て2023年から現職。

プロフィール

執行役エグゼクティブ
バイスプレジデント
ファーマ所管

1992年ニチメン㈱（現 双日㈱）入社。2004年参天製薬㈱入社、2017年同
社取締役専務執行役員。2018年サンバイオ㈱入社、2021年同社代表取締
役副社長を経て2023年から現職兼田辺三菱製薬㈱代表取締役。

プロフィール

執行役エグゼクティブ
バイスプレジデント
スペシャリティマテリアルズ所管※

1983年三菱レイヨン㈱（現 三菱ケミカル㈱）入社。2019年同社取締役常務
執行役員／MMA部門長／三菱ケミカル・ルーサイトグループ取締役社長を
経て2022年から現職。

プロフィール

執行役エグゼクティブ
バイスプレジデント
ベーシックマテリアルズ所管

1988年三菱化成㈱（現 三菱ケミカル㈱）入社。2015年MCC PTAアジアパ
シフィック取締役社長を経て2023年から現職兼三菱ケミカル㈱代表取締役
／石化事業本部長。

プロフィール

日本酸素ホールディングス株式会社
代表取締役社長CEO

1981年日本酸素㈱（現 日本酸素ホールディングス㈱）入社。2021年同社代
表取締役社長CEO。

プロフィール

執行役エグゼクティブ
バイスプレジデント
ポリマーズ＆コンパウンズ／MMA所管

三菱ケミカルグループの一員として長年過ごしてきた中で、今
が最もエキサイティングな時だと考えています。経営方針
「Forging the future 未来を拓く」は、当社グループがスペ
シャリティマテリアルグループへ変革する為の指針です。私た
ちの製品を通じて環境・社会等の複雑な課題を解決し、革新
的なソリューションを提供するリーディングカンパニーへの変
革に向けて、全力を注いでいきます。

ファーマ事業では、経営方針「Forging the future 未来を拓
く」の目標を達成するとともに、さらにその先の中長期的な成
長の実現に向けて取り組んでいきます。パイプラインを強化し、
日本の事業基盤を維持しながら、米国をはじめ海外市場での
プレゼンスを拡大させることで海外売上高比率を高め、世界中
の病と向き合う方 に々希望ある選択肢をお届けします。

私が所管するポリマーズ＆コンパウンズ／MMAでは、フード
ロス削減やGHG低減に寄与するサステナビリティ関連素材
の生産能力増強や、MMAのケミカルリサイクル設備を進めて
います。さらに石化由来の原料の転換に向けた製品開発、製
造プロセス開発など、ＧＸの実現につながる中長期的な課題
に取り組み、目標達成に向けて貢献していきます。

私たちの石化・炭素事業は、あらゆる産業への安定的で高品
質な製品の供給を通じて社会基盤や人々の暮らしを支えてい
ます。炭素事業においては、ベストオーナーのもとでさらなる
事業の発展をめざし、石化事業においては、業界再編の主導
的役割を担い、カーボンニュートラルや循環型社会の実現に
邁進していきます。 

2022年5月に発表した日本酸素ホールディングスグループ
の 中期経営計画「NS Vision 2026」で掲げる５つの重点戦
略（①サステナビリティ経営の推進②カーボンニュートラル社
会に向けた新事業の探求③エレクトロニクス事業の拡大 ④
オペレーショナル・エクセレンスの追求⑤新しい価値創出へと
つながるDX戦略）に取り組み、MCGグループ全体の企業価
値向上に努めてまいります。

事業戦略

フランク・ランドール（ランディ）・
クイーン

濱田 敏彦
辻村 明広

筑本 学佐々木 等

※ フィルムズ＆モールディングマテリアルズ、アドバンストソリューションズが含
まれます。
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SWOT分析

2021年度実績 2025年度目標 2021年度実績 2025年度目標 2021年度実績 2025年度目標

150

310

160

350

200

390

● EV／モビリティ
高機能エンジニアリングプラスチック：素材から成型
加工までの事業群におけるグローバルネットワーク
電解液：電池の高性能を可能にする機能性添加剤の
開発力

● デジタル
EL薬品：高純度化と微小異物をコントロールする
品質管理技術

● 食品
高機能フィルム：バリア性、多孔化、
多層化等の機能付加技術

● EV／モビリティ
高機能エンジニアリングプラスチック：
軽量化需要の増加
電解液：EV普及による需要の増加

● デジタル
EL薬品：急速な市場拡大と半導体回線幅の微細化、
積層化に伴う新素材への需要

● 食品
高機能フィルム：海外市場での需要の増加

● EV／モビリティ
高機能エンジニアリングプラスチック：
グローバルでの経済、為替リスク
電解液：原料サプライチェーンの中国依存

● デジタル
ＥＬ薬品：原料供給懸念
● 食品
高機能フィルム：国内中心の事業展開

● デジタル
EL薬品：地産地消の進展

● 食品
高機能フィルム：
中長期的な国内需要の減少

弱み

機会 脅威

強み

S W

0 T

（億円） （億円） （億円）

CAGR
+20%

CAGR
+22%

CAGR
+18%

2021年度実績
売上収益
11,400億円

産業財、
メディカル、
消費財、
建設等
5,200
(38%)

2025年度目標
売上収益
13,700億円

ポートフォリオ変化

11%
EBITDAマージン EBITDAマージン

16%

最重要戦略市場
■EV／モビリティ　■デジタル：半導体　■デジタル：エレクトロニクス
■食品　■産業財、メディカル、消費財、建設等　　　撤退候補

撤退候補
1,000

ROIC 6％ 10％

コア営業利益率 7％ 11％

EBITDAマージン 12％ 16％

EBITDA
（億円）

1,339

2,250
2025年度目標2021年度実績

1,700
(15%)

1,000
(9%)

1,500
(13%)

1,700
(15%)

5,500
(48%)

EV／モビリティ
2,800 (20%)

デジタル：半導体
1,500 (11%)

デジタル：
エレクトロニクス
2,000 (15%)

食品
2,200 (16%)

● EV／モビリティ
高機能エンジニアリングプラスチック：
新技術普及による既存市場の縮小
電解液：原材料価格の高騰による損益圧迫

MCGグループの利益成長を実現する原動力に
スペシャリティマテリアルズでは2025年度に向けて、市場の成長性、競争力、サステナビリティ
にフォーカスしたポートフォリオ変革と3つの重点戦略の遂行により、売上成長、利益率の向上を
実現します。注力市場の中でも高い成長率が見込まれるEV／モビリティ、デジタル、食品市場を
最重要戦略市場と定め、市場の成長スピードに見合った成長率をめざします。成長が見込まれる
市場においてプレゼンスのある製品のポジションを強化し、グローバルに展開するとともに、サステ
ナビリティ課題の解決に向けてイノベーションも強化することで、スペシャリティマテリアルグルー
プへの変革を達成します。

EBITDA目標

EV／モビリティ デジタル（半導体） 食品

重点戦略
● 製品重視型組織からマーケット志向
型組織への移行

● 既存製品のグローバルな成長
● サステナビリティのリーダーポジ
ションの確立

※ ポリマーズ＆コンパウンズ、フィルムズ＆モールディングマテリアルズ、アドバンストソリューションズが含まれます。
 

事業戦略

スペシャリティマテリアルズ※
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EV／モビリティ

市場成長率※1 :

>14%/年

売上成長予測※2 :

13%/年

●電解液
●繊維強化プラスチッ
ク・複合材料

食品

市場成長率※1 :

>7%/年

売上成長予測※2 :

7%/年

●乳化剤
●包装フィルム、
包装材料

デジタル

市場成長率※1 :

>10%/年

売上成長予測※2 :

7-11%/年

●半導体洗浄サービス
●エポキシ樹脂
●半導体装置パーツ

※1 EV、電池、モビリティにおいて当社がスコープとする製品の市場成長率
※2 特定用途での2025年度までの売上成長率

スペシャリティマテリアルズの売上比率
2021年度 2025年度

注力する市場の成長率と売上成長予測 グローバルでの売上比率目標

●ポリカーボネートとPMMAの優れた特性を併せ持つ植物由来のエンジ
ニアリングプラスチック

●優れた耐久性、透明性、意匠性を必要とする用途に対応

製品 物質名
タイプ

バイオ由来 生分解性 リサイクル性

「BioPBS」

「デュラビオ」

「ソアノール」 EVOH※1

BVOH※2

PVOH※3「ゴーセノール」

「ニチゴー
Gポリマー」

ポリブチレン
サクシネート
イソソルバイド系
ポリカーボネート

「デュラビオ」 ： 革新的な植物由来のエンジニアリングプラスチック

代表的な採用例
グリーンモビリティの内装材

トヨタ自動車㈱の燃料電池自動車
新型「MIRAI」のリアヒーター
コントロールパネルに採用

サステナビリティ製品例

※1 エチレン・ビニルアルコール共重合体　※2 ブテンジオール・ビニルアルコール共重合体
※3 ポリビニルアルコール

欧州
16% 22%

日本
47% 37%

その他アジア・
オセアニア

20% 22%

北米
16% 19%

注力市場の中でも、特にEV／モビリティ、デジタル、食品
市場は高い成長率が見込まれます。三菱ケミカルグループの
スペシャリティマテリアルズにおいてはこれらの市場に提供で
きる多くの製品や、技術力、スキルを有していますが、今後は
これら市場の成長率に見合った事業成長率を実現するため、
プロダクトベースの組織ではなく、グローバルな市場ベース
の組織への移行を推進します。
これまでのように各製品について個別にマーケットへアプ
ローチするのではなく、エリアベースの組織で、当社の全ての
製品ポートフォリオを通じて、顧客にアプローチしていきます。

重点戦略 1

製品重視型組織からマーケット志向型組織への移行

拡大する海外市場を成長の糧としていくためには、当社グ
ループの全ての製品ポートフォリオをグローバルに展開する
必要があります。グローバル市場に製品を展開するため、各
地域へ大幅に権限を移譲し、現地に根差した販売活動を展
開していきます。
さらに、世界で高成長を遂げる顧客企業と一体となって成
長していけるよう、キー・アカウント・マネジメント（顧客窓口
一本化）も進めています。

マーケット志向型への転換を推進

重点戦略 2
既存製品のグローバルな成長

全ての製品ポートフォリオをグローバルに展開

重点戦略 3
サステナビリティのリーダーポジションの確立

サステナビリティにおけるポジションをさらに拡大

市場の成長性、競争力、サステナビリティにフォーカスした
ポートフォリオ改革の中で、サステナビリティ製品が急成長を
遂げています。当社グループには優れた物性とサステナビリ
ティ性の両面が評価されている製品が多数あり、これら製品の
販売拡大を通じて市場でのポジションを強固にしていきます。

事業戦略

スペシャリティマテリアルズ
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電解液のグローバルシェア内訳

EV／モビリティ事業における
製品別売上収益

MCGグループの強み

2021 2025

（注）ライセンス・委託製造分を含む

■MCGグループ
■競合他社

2025年に
全体マーケットシェア
25%まで成長をめざす

● 強い特許網を有する高性能添加剤

● イノベーションサイクルを掴む顧客との関係

● 多様な原材料を組み合わせた電解液の設計能力を保有し、
顧客の求める電池特性を実現

13％
25％

バッテリー
35%

軽量化材料
24%

その他
41%

2021年度
売上収益
1,700億円

車両の要求特性
●高エネルギー密度
●急速充電
●低コスト

電池の要求特性
●Hi-Ni正極
●Si負極
●高電圧設計

電解液の開発
●顧客ニーズに合う
製品を先行開発

自動車メーカー 電池メーカー MCGグループ

開発段階からニーズの先取り

正極・負極材メーカー
とのコラボレーション

製品トピックス

EV／モビリティへの製品提供と電解液の拡大戦略

電解液の拡大戦略
当社グループのリチウムイオン電池（LIB）用電解液は、独自の添加剤技術で電極の副反応を
抑えることで、高い出力性と優れた耐久性、安全性を両立した商品のため、車載用途への採用が
拡大しています。現在、世界4カ国に製造・販売拠点を持ち、xEV（電動車）需要の拡大に合わせて
生産能力を増強していますが、さらなる成長に向けてライセンス供与・製造委託も検討しています。
LIBは、世界的な環境意識の高まりから、EVを中心とした車載用途での需要が急速に拡大し

ています。車載用途品の世界市場は年平均で30％近い成長が見込まれています。米国では部
材・主原料の現地調達化を図る各メーカーの動きが活発化しており、当社もサプライチェーン強
化に取り組んでいます。また新興国でもxEV拡大の動きがあり、例えばインドでは2030年に乗
用車の新車販売数の30％をEVとする政策を掲げ、国外からの技術支援や企業誘致を進めてい
ます。当社グループでもこうした需要に応えるため、インドでは、リチウム関連製品に強みを持つ
化学メーカーであるNeogen Chemical Limitedへ電解液の製造技術を供与し、同国内での
LIB用電解液の供給体制を強化しています。引き続きEV／モビリティを注力市場と位置付け、グ
ローバルな供給体制を強化するとともに、環境負荷低減に貢献する製品でカーボンニュートラル
社会の実現に貢献します。

自動車市場での注力製品

炭素繊維複合材料SMC
短時間で複雑な形状に成形が可能で、
量産車への炭素繊維の採用を実現

エンジニアリングプラスチック
高耐熱性、耐衝撃性に優れ、ヘッドランプレンズ等
に使われるPC※1樹脂、耐薬品性、電気特性に優れ
電装部品に使われるPBT※2樹脂等を幅広く展開

エアバッグカバー用
熱可塑エラストマー
高温強度と低温衝撃性に優れ、
自動車の安全性向上に貢献

バイオエンプラ
植物由来原料を使用した「デュ
ラビオ」は透明性・耐久性・衝撃
特性を備え、内外装部品に採用

リチウムイオン電池材料
電解液だけでなく、電池パック
全体の性能向上に貢献できる
素材をラインナップ

電解液
• 高い出力性
• 耐久性・長寿命・高安全
• 電極での副反応の制御

負極材
• 高容量、長寿命
• 安定供給
• 環境負荷の低い材料

※1 ポリカーボネート
※2 ポリブチレンテレフタレート

事業戦略

スペシャリティマテリアルズ
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●意匠性、バリア性、ピンホール特
性等の各種機能を付与

●独自技術で層厚み比設定に自由
度があり、各層厚みを変えること
が可能（A、B、C）

封止材のトッププレイヤーと
強い顧客関係を構築

エポキシ樹脂  最先端ICトレンドへの高い適合性、高市場シェアを堅持

A社

D社

C社

B社

E社
F社
G社

その他

当社
顧客

封止材マーケットにおける
当社シェア 食品包装材  多層フィルム国内No.1の実績をもって今後需要拡大が見込まれるアジア諸国の食ニーズへ訴求

食品包装材の
グローバル市場動向

顧客ニーズMCGグループの強み

MCGグループの強み アジア地域への展開

バリアフィルム市場
（金額ベース）

次世代素子や高集積化に伴う
発熱増大への対応

● 耐熱性

部材薄肉化における
成形性向上に寄与

● 低粘度

基板接続面との
堅持性・信頼性維持

● 低反り
フードロス低減・
QOL（生活の質）向上
ニーズの高まりで、

今後は特にアジアで伸長

● 設計・成膜技術

● 高品質・安定供給

● 深絞包装用
共押出フィルム国内シェアNo.1

A B C
2021年 2025年

CAGR
+6%

当社グループ「ダイアミロン」共押出技術

約65%半導体チップの
構造複雑化に伴う、
より高機能な
ニーズに対応

タイを中心とした
アジア特有の

顧客ニーズへ対応

製品トピックス

デジタル　エポキシ樹脂の拡大戦略

エポキシ樹脂は塗料や接着剤、半導体封止材など幅広い用途で使用されている材料です。当
社の特殊エポキシ樹脂は、高耐熱、低溶融粘度、低吸水などの特性に優れ、半導体封止材用途
のデファクトスタンダードとして世界中で採用されています。
半導体市場は今後も著しい成長が見込まれています。当社は従来、東海事業所でエポキシ樹
脂を生産してきましたが、旺盛な需要への対応とサプライチェーン強化を目的に、九州事業所に
おいて半導体封止材・電子材料向け特殊エポキシ樹脂の新たな生産設備を建設し、2023年4
月から稼働しています。これにより、生産能力は、従来比で約3割の増強となりました。引き続き、
さらなる需要の拡大に向けた能力増強を検討していきます。

「ソアノール」は高いガスバリア性を有する素材で、食品包装材として用いることで、食品の風
味や品質を長持ちさせ、食品廃棄物の削減に貢献できます。また、「ソアノール」に当社グループ
のリサイクル助剤「ソアレジン」を添加した多層フィルムは、リサイクル性においても高い評価を受
けています。
環境配慮型製品のニーズの高まりを受けて「ソアノール」の需要は世界的に拡大しており、今
後も堅調な伸びが見込まれます。このような需要拡大に応えるため、英国での生産ライン増設な
どを進めており、これにより21,000トン／年の能力増強が実現する見込みです。新ラインは
2025年秋頃の稼働を予定しています。また、ソアノールを使用した食品包装用フィルム、ダイア
ミロンについても国内No.1の実績と技術を活かして、タイを中心としたアジア地域への展開を図
ります。当社グループは、食品市場を最重要戦略市場と位置付けており、食品包装材をはじめと
した高機能素材を開発・普及していくことでさらなる事業成長を図るとともに、持続可能な食品
供給に貢献していきます。

事業戦略

食品　「ソアノール」の拡大戦略
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新設HyCOプラントにおける水素製造フロー

SWOT分析

● 電力コストの影響による収益変動

● 欧米ガスメジャーによる
グローバル市場の寡占化

弱み

機会 脅威

強み

S W

0 T
ROIC 4％ >6％

コア営業利益率 10％ 13％

EBITDAマージン 20％ 24％

EBITDA
（億円）

1,900

2025年度目標
2,400※

高成長市場に対応するアプリケーション

半導体産業に高純度窒素を供給する
ASU（空気分離装置）

水素を供給するHyCO※プラント CO2排出量削減に貢献する
酸素富化バーナー

事業展開地域

事業別売上
収益比率
2022年度

※ 日本酸素ホールディングスの中期経営計画で開示されている
幅の中間値を切り上げ。

蒸気

天然ガス
（プラント運転開始時／
バックアップ用） 再生可能ディーゼル

再生可能原料（植物油等）

水素

再生可能炭化水素燃料

新設HyCOプラント 製油プラント

産業ガス
79%

エレクトロニクス
18%

サーモス
3%

● 日本国内シェアNo.1のマーケットポジ
ションとグローバル市場をカバーする
供給体制

● 海外での投資機会増大とエレクトロニク
ス、レジリエントマーケット（ヘルスケア、
食品、飲料等）での底堅い需要

グローバルでの成長拡大と総合力の強化を推進
産業ガス分野は2025年度へ向けて、グロー

バルで成長機会を着実に獲得し、世界4極（日
本、米国、欧州、アジア・オセアニア）での成長を
続けます。日本では事業ポートフォリオの見直し、
海外では収益性のさらなる向上をめざし、生産
性向上に向けた活動や、医療向けのガス・機器、
半導体産業向け電子材料ガスの事業に注力しま
す。また、研究開発、デジタル技術活用の面で、
シナジーを追求し、グループ全体の企業価値向
上に取り組んでいきます。

● 世界4極での成長拡大（日本、米国、欧州、アジア・オセアニア）
● 収益性の向上
● MCGグループと日本酸素ホールディングス（NSHD）グループとの連携強化

2021年度実績

重点戦略

再生可能燃料を原料としたHyCO事業の促進
NSHDグループの米国事業会社である Matheson Tri-Gas, Inc.（以下Matheson）は、
Vertex Energy（以下Vertex）がアラバマ州モービルに保有する生産量7万5千バレル／日の製
油所向けに、既存の水素供給に加え、新たに再生可能燃料を原料とした水素を長期供給する契約
を締結しました。新設するHyCO設備は30mmscfpd（百万立方フィート／日）以上の水素製造能
力を有し、同社が製造する再生可能ディーゼルから副生される再生可能炭化水素燃料（バイオナ
フサやその他バイオ由来燃料などを含む）も原料にできます。
今回の契約は、NSHDグループのカーボンニュートラルへのコミットメント「経済合理性を踏ま

えた水素ガス供給の提案」の実践例であり、当社グループのグローバル HyCO 事業のフットプリン
ト拡大に向けても重要な意味を持ちます。引き続き、対象となる顧客やプロジェクトを積極的に探
索・精査し、さらなる事業成長とカーボンニュートラルな社会の実現に取り組んでいきます。

事業戦略

※ 水素（H2）と一酸化炭素（CO）及びその合成ガスの名称で、天然ガスから
水蒸気改質装置(SMR)で分離して製造します。石油精製・石油化学産業
にパイプラインを通じて大規模供給する事業です。

産業ガス
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免疫炎症

糖尿病・腎

がん

中枢神経

販売

開発

開発・販売 ALS
遅発性ジスキネジア

希少がん

炎症性腸疾患
赤芽球性プロトポルフィリン症

2型糖尿病
2型糖尿病を合併する慢性腎臓病

注力活動領域 対象疾患 主な市場 MCGグループの
主な成長製品

ラジカヴァ
ジスバル

ステラーラ
MT-7117

MT-2111

マンジャロ
カナグル

開発・販売

日本

米国、日本

米国、日本

米国、日本

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期以降
主な開発パイプラインの上市計画

MT-5199 遅発性ジスキネジア（日本）

MP-513 2型糖尿病（中国）

MT-0551 重症筋無力症（日本）

MT-0551 lgG4関連疾患（日本）

MT-2111 再発又は難治性びまん性
大細胞型B細胞リンパ腫（日本）

※1 2型糖尿病を合併する慢性腎臓病 ただし、末期腎不全又は透析施行中の患者を除く
※2 スイスで承認取得

グローバル（米国上市年度） 日本・中国上市済み

ND0612 パーキンソン病（グローバル）

TA-7284 2型糖尿病を合併する
慢性腎臓病※1（日本）

TA-7284 OD錠　2型糖尿病、2型糖
尿病合併する慢性腎臓病※1（日本）

MT-1186
ALS（経口懸濁剤）（米国、カナダ）

ROIC （1％） 3％

コア営業利益率 （2％） 10％

EBITDAマージン 2％ 15％

EBITDA
（億円）

EBITDA増減要因
（億円）

84

2025年度目標
550

84

550

2021年度実績

成長

事業再構築

コスト構造改革

薬価改定

2025年度目標

2021年度実績

MT-1186 ALS（経口懸濁剤）（日本）※2

EPP、XLP（グローバル）MT-7117

SWOT分析

● 医薬品事業における新薬創出力
● 中枢神経、免疫炎症、糖尿病・腎など
重点領域でのプレゼンス

● 多様なヘルスケアソリューションの提供
● 技術進展による創薬の多様化
● アンメット・メディカル・ニーズの存在

● グローバル展開の遅延

● 創薬成功確率の低下
● 研究開発費の増加

弱み

機会 脅威

強み

S W

0 T
● 医療費抑制策、ジェネリック医薬品の市場参入

パイプラインの強化と製品の価値最大化へ
2025年度目標の達成に向け「日米を中心とした重点製品の価値最大化」「開発・販売における

パートナーシップ強化とアライアンス構築」に注力します。2022年度は新型コロナウイルスワクチン
などを開発していたMedicago Inc.の事業から撤退するなど、事業を再構築しました。中枢神経、免
疫炎症、がん領域に研究開発費を集中し、パイプラインの強化と製品の価値最大化をめざします。

ALS患者さんに新たな選択肢を
筋萎縮性側索硬化症（ALS）を適応症とするエダラボン経口懸濁剤が、2022年5月に米国、11

月にカナダ、12月に日本、2023年5月にスイスで承認されました。
エダラボン経口懸濁剤は、エダラボン点滴静注製剤「ラジカット」（米国名：「ラジカヴァ」）と同一の
有効成分を含む製剤です。注射による痛みや投与のための通院など、ALS
患者さんの負担を軽減するため開発を進めてきました。これまで、投与経
路は点滴静注に限られていましたが、新たな選択肢が加わりました。

● 革新的な研究開発プロセスによるプレシジョンメディシンの実現
● 希少疾患に特化したイノベーション開発と新たなパイプラインへの継続的な投資
● 開発・販売におけるパートナーシップの活用

重点戦略

事業戦略
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SWOT分析

● 主要３製法を保有（うち、新エチレン法
（アルファ法）は世界唯一保有）
● 世界シェア約30%のNo.1
マーケットポジション

● グローバルでの需要拡大に対応可能な
事業ネットワーク

● 海外市況による収益変動

　● 原料動向による収益変動

　　● 他素材との競合

　● 競争力の高い新製法の台頭

弱み

機会 脅威

強み

S W

0 T

サステナビリティ関連製品をさらに強化

MMAのグローバルな市場概況と当社グループの製造拠点

■サウジアラビア

▲中国（恵州）

●中国（上海）

▲韓国（大山・麗水）
●台湾（高雄）

■シンガポール

●米国（メンフィス）

▲タイ（ラヨン）
●ACH法
▲直酸法
■新エチレン法（アルファ法）

ROIC 7％ 7％※

コア営業利益率 11％ 11％

EBITDAマージン 17％ 15％

EBITDA
（億円）

513 550

2025年度目標2021年度実績

※ 米国プラントの大型投資影響を含む。当該投資を除いたROICは9%。

※ 上記文章の（2）を指します

●▲日本（広島）

2022年
用途別割合
（アジア、推定）

2022年
地域別
市場規模
（億円）

2021年 2030年

PMMA成形材料
25％

その他
14％

アジア
4,931

米国
2,049

欧州
2,263

PMMAシート
20％

MBS・ACR
10％

塗料
21％

透明ABS・MS
11％

PMMAリサイクルプラント
のパイロット操業

最初のPMMAリサイクル
プラントの規模拡大

第2のリサイクル
プラント稼働

植物由来MMA製造技術の実証 植物由来MMA製造技術の
実機実装

ケミカル
リサイクル

植物由来
MMA※

世界No.1の地位を確固たるものに
MMAは自動車、建材、ディスプレイ、透明シート、コーティングなどあらゆる用途で使用され、各国
GDＰ並みに需要の拡大が見込まれる素材です。三菱ケミカルグループは新エチレン法（アルファ法）
という最もコスト競争力の高い技術を含む主要3製法を保持し、世界最大の生産能力を有する当社
のポテンシャルを活かし、世界No.1の地位を確固たるものにします。同時にPMMAリサイクル技術
の開発や植物由来MMAモノマーの開発にも取り組み、サーキュラーエコノミーの実現に貢献します。

重点戦略

「サステイナブルMMA」ポートフォリオの拡大
当社グループは（1）使用済みのアクリル樹脂を回収、分解して再利用するケミカルリサイクル、

（2）既存のMMAモノマー製造プロセスに植物由来原料を適用する新規製造技術、（3）植物由来
原料から発酵法により直接MMAモノマーを製造する新規製造技術、により製造するMMAモノ
マーを「サステイナブルMMA」と定義し、製造技術の開発に取り組んでいます。
（1）については、2021年6月に日本国内で実証設備を建設し、事業化に向けた試験を進めてい
ます。（2）の技術開発についても進展があり、新たにパイロットプラントの設計を開始しました。
2023年度に稼働させ、品質および技術の実証を経て、2026年には既存の商業規模プラントへの
適用をめざします。サプライチェーン全体で環境負荷を低減することを通じて、サーキュラーエコノ
ミー実現を積極的にリードしていきます。

● 生産性の向上、原材料へのアクセスの
改善、最適な新拠点構築によるNo.1
技術の活用

● 米国における需要安定性の享受
● 既存PMMAリサイクル技術や植物由
来MMAによるサステナビリティ強化

事業戦略

MMA
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● 石化
海外市況、原料動向による収益変動
　　● 炭素

海外市況、原料動向（原料炭価格など）
による収益変動

SWOT分析

● 石化
クラッカーから誘導品までのプロダクトチェーンを
構築する中で蓄積した技術

● 炭素
原料炭配合技術とコークス
品質管理技術

弱み

機会 脅威

強み

S W

0 T（注）ジョイントベンチャーのコア営業利益
は約400億円、当期純利益は約200
億円、出資比率は50％と想定

ROIC 11％

コア営業利益率 7％

EBITDAマージン 11％

EBITDA
（億円）

1,081

2021年度実績

ポリマー

化学品

クラッカー石油精製原油 加工

廃棄ガソリン

鹿島石油㈱（ENEOSグループ）との連携 リファインバース㈱との提携

廃プラスチック一次処理

各種
プラスチック製品

油化設備海外輸出展開型へのビジネスモデル変革

鹿島臨海工業地帯におけるカーボンニュートラルへの取り組み

国内鉄鋼業界における構造変革の動向
●2023年までに国内高炉25基のうち5基を休止
（900万トン／年の粗鋼生産減に伴う400万トン／
年のコークス需要減）

当社グループコークス事業の構造改革
●香川事業所コークス炉323門を250門に縮小、
最適運転体制へ

●輸出出荷設備を1ラインから2ラインへ増強

● 石化
海外成長地域でのナレッジビジネス
（技術ライセンス、触媒）
● 炭素
拡大するインドなど新興国の粗鋼生産と
コークス需要

● 石化
日本市場への米国シェールベース
製品の流入。中国、韓国での大増設

● 炭素
鉄鋼業への低炭素技術の普及

事業基盤の強化とカーブアウトのプロセスを推進
三菱ケミカルグループの事業のうち、現状、多量のCO2を
排出しているのが石化・炭素事業です。これらの事業にはカー
ボンニュートラル達成に向けて、将来的に大規模な環境投資
が必要と考えています。また、国内の石化・炭素需要が減少
し、中国企業の台頭もある中、供給過多の状況が続いていま
す。このような環境下で、サーキュラーエコノミーや競争力強
化のためにビジネスモデル変革の取り組みをそれぞれの事業
で進めています。同時に、2023年度以降のカーブアウトに向
けたプロセスも進行中です。

カーボンニュートラル達成のため、石油精製産業や近隣地域の連携を強化
当社グループでは、2050年のカーボンニュートラル達成をめざし、国内事業所・工場における

エネルギー転換や、植物由来原料を用いた基礎化学品（エチレン、プロピレンなど）の事業化検討
などを進めています。茨城事業所では、ＥＮＥＯＳ㈱と共同で国内最大規模となる年間2万トンの
処理能力を備えた廃プラスチックの油化を行うケミカルリサイクル設備を建設中で、2023年度中
の稼働開始をめざしています。
茨城県内に位置する鹿島臨海工業地帯は、石油精製、石油化学、鉄鋼の基礎素材産業を中心

とした国内有数の産業集積拠点です。この工業地帯を中心に、今後、茨城県と当社グループがよ
り密接に連携・協力し、競争力とカーボンニュートラルを両立した産業拠点の創出をめざします。

● 迅速かつ集中的な意思決定
● シナジー効果によるコスト構造改善とマージン拡大
● 事業ポートフォリオと資産の評価・最適化
● GX（グリーン・トランスフォーメーション）とサーキュラーエコノミーに向けた新技術に
  よる成長
● 収益化に向けた価値向上と健全なポジションの確立

石化事業のジョイントベンチャー化による事業価値向上

炭素事業のビジネスモデル変革
鉄鋼業界の構造変化に伴い当社グループの香川事業所における高炉向けコークス事業につ

いて、これまでに生産・販売体制の最適化に向け以下の構造改革を実施してきました。当社の
コークスは、その品質の均一性・安定性の高さから「SAKAIDE COKE」として海外の顧客にも高
く評価されています。今後も高品質なコークスの安定供給に努めていきます。

事業戦略

石化・炭素
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チーフサプライチェーンオフィサーメッセージ

サプライチェーンを取り巻く事業環境に柔軟に対応し、
世界最高レベルの組織をめざします

代表執行役シニアバイスプレジデント
チーフサプライチェーンオフィサー

江口 幸治

生産性向上に向けて3つの重要項目を設定
2023年4月からサプライチェーンを担当することになりま

した。これまでスペシャリティマテリアルズのビジネスを担当
していた経験を活かし、双方の連携をより強化した、新しいサ
プライチェーンの姿を構築したいと思います。
近年、世界的なカーボンニュートラルの加速や、地政学的

リスクなどによるエネルギーコストの増加など、三菱ケミカル
グループを取り巻く事業環境は大きく変化しています。特に
原材料費用の高騰、物流コストや金利の上昇は、当社グルー
プの財務状況の回復を妨げる大きな要因となっています。ま
た、これらの事業環境は一過性のものではなく、今後ますます
厳しい方向へ変動する可能性を有しています。このような状
況を考慮し、当社の掲げる経営方針「Forging the future 
未来を拓く」を実現するためには、徹底した生産性向上が急
がれます。生産性向上を達成するために、３つの重要項目を
定め実現していきます。

保有技術と最新技術を組み合わせ、
グローバルでの組織改革などに挑戦
3つの重要項目の実現には、サプライチェーンマネジメント

の大胆な改革が必要です。特に重要なのは、環境変化に柔軟
に対応できるフラットで標準化された組織マネジメントの確
立と、卓越した技術を有した専門家の育成の2つです。

グローバルにこれらを実現するために、日本での改善活動
や生産革新活動で育んできた世界最高レベルのカスタマイズ
技術と、ＤＸなどの最新技術を駆使した標準化とを組み合わ
せ、独自の新たな挑戦を開始します。
また、サステナビリティへの取り組みとしては、従来主軸と

してきたエネルギー使用時のＧＨＧ排出量削減や原料のリサ
イクル化などに加えて、プロセス改善によるエネルギー効率の
向上や生産配置の最適化などにも取り組んでいきます。
困難な道のりではありますが、この不明確な未来を切り拓

くために、従業員一丸となって果敢に新たな一歩を踏み出し、
世界に類を見ない卓越した組織の実現をめざします。

高いコスト競争力と技術力に基づくオペレーショナル・
エクセレンスを実現する。

２．競争力のさらなる強化

2050年のカーボンニュートラルを実現するためのＧＸ
戦略、サーキュラ―エコノミー政策を策定する。

３．持続可能な施策の実現

3つの重要項目

生産活動において高い安全性を確保、調達・物流にお
いては人権デューデリジェンスを徹底し、社会から信
頼される高い品質を実現する。

１．世界最高レベルの信頼性の実現

持続可能なサプライチェーンの構築 ▶P.72
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CTOメッセージ

市場志向のイノベーションを通じて
グループの豊かな新時代を実現します

ビジョン達成に向け、市場志向の研究開発を加速
MCGグループは、スペシャリティマテリアルズとソリュー

ションを提供する、世界をリードする企業への転換期を迎え
ています。ビジョンの達成に向け、いま私たちはイノベーション
と研究開発における取り組みを転換しています。
まず初めに、イノベーションの枠組みを変え、経営方針

「Forging the future 未来を拓く」の企業戦略における主
要市場を中心とした市場志向のアプローチを強化していま
す。後期段階にある研究開発については、事業グループに権
限を移しました。同時に、社内のリソースとグローバルなオー
プン・イノベーション・パートナーとの連携を活用し、事業化
への道筋を強固にする長期的・統合的なイノベーション戦略
を展開します。当社グループのテクノロジー・プラットフォー
ムは、こうした施策を支え、さまざまな市場での成長を可能に
する長期的なコア・コンピタンスとなります。
イノベーション・パイプラインの「中身」を整えるだけでなく、

「スピード」の最大化も重要です。市場志向のアプローチに移
行すると、研究開発のあらゆる段階で、シームレスな情報共
有とコラボレーションがさらに不可欠となります。そこで、デー
タインフラの整備を加速し、また、高度なモデリング、シミュ
レーション、自動化技術を導入して新たな知識の獲得も加速
させています。

スペシャリティマテリアルズにおけるイノベーションでは、こ
れまでの研究開発スタイルからの脱却が必須です。全く新し
い価値を生み出すことに重点を移し、新しいことに積極的に
挑戦して失敗から迅速に学ばねばなりません。グローバルな
オープン・イノベーションの拡大も必要です。中核分野である
ケミカル・サイエンスに加え、業界を変革する可能性のある新
技術、特にバイオと情報科学における戦略的地位を強化して
いきます。

変革に不可欠なイノベーションの強化
イノベーションは「KAITEKI」へのコミットメントを果たす上

でも重要です。サステナビリティの課題はグローバルな課題
であり、取り組むには国を超えたリソース活用が不可欠です。
私たちは国を問わず優秀な人材の招致を積極的に模索して
おり、世界最高水準の専門家が集まる場で私たちのイノベー
ションの存在感を築くアプローチも検討しています。
新たなコーポレート・スローガンは「Science.」から始まり

ます。変革の成功にイノベーションほど重要な要素はないと
いう事実を反映したものです。私は、グループの豊かな新時
代を実現するために、イノベーション力の最大化に尽力してい
きます。

執行役シニアバイスプレジデント
チーフテクノロジーオフィサー（CTO）

ラリー・マイクスナー
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イノベーション戦略
Innovation

社内の研究開発とオープンイノベーションを組み合わせ、成長を加速
MCGグループは、強力な研究開発力を基盤としておりますが、イノベーションは社内だけにとど

まりません。大学、スタートアップ企業、企業パートナー、政府機関などと連携をとりながら、社内
の研究開発とオープンイノベーションを戦略的に組み合わせ、イノベーションを推進していきます。
私たちは、イノベーションの質とスピードをさらに向上させるために、4つのポイントに重点を

おいています。

イノベーション加速を目的としたスタートアップ企業との戦略的パートナーシップ
MCGグループでは有望なスタートアップ企業との戦略的パートナーシップを通して、グルー

プ全体の事業成長の機会を創出しています。

エンドマーケットへのフォーカス 新しいデジタル技術の活用

● 大規模かつ高効率なシミュレーションを
  可能にする、次世代コンピューティング技術
● 新素材や新製品の導入を加速する
  マテリアルズインフォマティクス
● 情報中心の化学産業を実現する
  量子コンピュータとAI技術

● 高収益かつ高成長の次世代事業群の
 体系的な創出
● 既存事業の枠を超えた新しいアイデアの
  有効性を迅速に検証する
  「イノベーション・サンドボックス制度」

新規事業分野の開拓

● 注力市場において、自社研究開発と
  オープンイノベーションを最適なバランスで
  組み合わせる統合イノベーション戦略を推進
● エンドカスタマーと連携したアジャイルな
  製品開発により、スピード感を持って
  価値を提供
● 足もとから未来へと変化する
  主要市場ニーズへの対応

● 長期視点の基盤研究から
  後期製品開発へシームレスに移行
● 地理的な制約を超え、バーチャルな研究組織を
  構築するための実験データプラットフォーム

プロセスの効率化

強みと協業内容スタートアップ企業

強み：  3Dプリンティングと射出成型を融合した特殊部品のアジャイルな生産技術
協業内容： 3Dプリンティング用材料の共同開発（Nexa3Dによる買収完了）

強み：  従来の食品を代替する植物性タンパク質由来食品
協業内容： 代替肉用素材の開発

強み：  次世代の拡張現実 (AR)/仮想現実 (VR) デバイス向けホログラフィック技術
協業内容： AR/VRデバイス向けプラスチック導光板の開発

強み：   低消費電力および周波数帯域の高効率的な利用を窒化ガリウム半導体で
 実現した5G無線通信用入出力プロセッサーの開発
協業内容： 窒化ガリウム基板の5G通信向け用途開拓

強み：   製造・研究での反応系の連続的なモニタリングと最適化
協業内容： 研究開発の効率化と継続的なプロセス改善（横河電機による買収完了）

強み：   フィルムおよびプラスチックを代替する水溶性のバイオ由来生分解性ポリマー材料
協業内容： 顧客のニーズに適合したグリーンマテリアル (環境に優しい材料) の開発

強み：   自動車・産業用木材に代わる植物由来の持続可能な複合材および材料
協業内容： バイオベースの複合材料の開発

強み：   製薬、再生医療、食品用途向けの特殊無血清細胞培地
協業内容： 細胞培養関連市場向け培地、材料の開発

強み：   従来の肉製品に代わる麹菌由来の代替食品
協業内容： 代替肉用素材の開発と事業範囲の地理的拡大

AddiFab ApS

イノベーションの指針 出資先スタートアップ企業との協業一覧
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主なトレンド

EV／モビリティ

● 電化

● 軽量化部材

● 現代的なデザイン

デジタル

● スピードと複雑性

● 小型化

● スマートホームと
  アプリケーション

食品

● 栄養と健康

● 食品ロス削減

● 加工性

メディカル

● 長寿命

● QOLの重視

● オーダーメイドの
  インプラント

消費財

● パーソナライゼーション

● サステナビリティ

● 再生可能な資源

● エネルギー効率

● モジュール工法

● 断熱

建設・インフラ

● スマート素材

● 遠隔操作

● ロボティクスと自動化

産業

MCGグループ
の技術・製品

● バッテリー材料

● 複合材料

● 機能性高分子と化合物

● 乳化剤

● ビタミン剤および
  ニュートリション

● ガスバリアフィルム

● プロバイオティクス

● AIやインフォマティクス
  を駆使した創薬技術

● バイオモダリティ
  関連技術

● 生体適合性材料

● 工業用加工フィルムと
  分離膜

● 酸素燃焼技術

● 付加製造技術

● 炭素繊維複合材

● 水溶性ポリマー

● 高性能浄水装置

● 建築資材

● 接着および
  コーティングの添加剤

● ファサードデザイン素材

● 半導体材料、
  装置、部品

● 半導体洗浄サービス

● ディスプレイ用の
  フィルムと材料

イノベーション戦略

注力市場に対応するMCGグループの技術・製品

注力市場における技術的優位性の活用
私たちは、長年にわたり技術ポートフォリオの構築に取り組んでおり、その結果得られた知的

資本は当社の重要な推進力となっています。
当社がスペシャリティマテリアルズとソリューションを提供する、世界をリードする企業へと変
貌を遂げるにあたり、技術的な強みもそれに応じて集中させています。

こうした長期的な強みを持つ技術プラットフォームに加え、経営方針「Forging the future 
未来を拓く」の各注力市場を強化するために必要な新しい技術を現存の製品・技術を超えて創
出していきます。
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知財管理体制

知財戦略

各製品ごとに固有の知財戦略を推進

グループ会社
A

グループ会社
B

グループ会社
C

知財の共同防御

事業目標

事業目標達成に
向けた
知財戦略

共通の
知財ポリシー

知財の
相互活用

現状
（市場状況、技術動向、

知財状況等）

オフェンス
● 権利取得（出願戦略）
● 権利活用（模倣品対応含む）
● ブランド戦略　等

ディフェンス
● 回避、ライセンス、無効化等
● その他

知的財産戦略
Innovation

知財管理体制
三菱ケミカルグループでは、「One Company, One Team」

に則って、下図のような知財管理体制の整備を進めています。
まずは三菱ケミカルグループが保有する知的財産の価値最
大化を図るため、三菱ケミカルグループに属する会社間で保
有する知的財産を相互に活用するとともに、他者の知的財産
に対抗するために協力する仕組み・ルールを策定しています。
さらに、国内外のグループ会社で共通に適用される知的財
産ポリシーを策定し、共通の考え方のもとでグローバルな知
財活動を行っています。

基本方針
三菱ケミカルグループは、特許、商標、著作権、ノウハウ、

データなどの知的財産を重要な経営資産の一つと位置付け
ています。競争優位確保を中心に、他社との協業やライセン
スなどにこれらの知的財産を有効活用することにより、企業価
値の向上をめざしています。
当社の知的財産権を侵害する行為に対しては看過せず適
切な対応を取ることとしています。さらには、他者の知的財産
権を尊重し、有効な他者知的財産権を侵害しないよう対応し
ています。

知的財産戦略
汎用的な素材から特定用途向けの高付加価値製品まで極

めて多様な製品を有する当社では、製品ごとに置かれた環境
が全く異なります。これを踏まえ、製品ごとに固有の知財戦略
を練り上げることを戦略における大きな特徴としています。
具体的には、知財部門が事業やR&Dと一体となって、その
製品の事業目標を明確化したうえで、市場環境・技術動向・知
財環境を正確に認識し、それらを元に知財面の施策を決定し、
知財戦略として明文化、実行します。また、その進捗を定期的
に関係者で確認しPDCAサイクルを回しています。
このような知財戦略に基づく活動推進の成果は、例えば、
LexisNexis®Intellectual Property Solutions発 行の”グ
ローバルなサステナブルイノベーションのランドスケープを探
る：トップ100社”に選ばれたこと（89位）にも表れています。

競争優位性確保、他社との協業･ライセンス等

‐第三者が当社の知的財産権を侵害した場
合の適切な対応

‐第三者が有する有効な知的財産権の尊重

基本方針

‐知的財産の有効活用による企業価値向上

成長を支える知的財産戦略
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CDOメッセージ
デジタル

デジタル技術とデジタルビジネスモデルを活用し、
スマート人材の育成も含めた価値向上に貢献することで、
「デジタルケミカルカンパニー」をめざします

デジタル戦略を再定義し、
グローバルなエクセレントカンパニーへ
当社は2023年2月に、経営方針「Forging the future 未
来を拓く」にもとづく詳細な実行計画と、財務目標のアップ
デートを発表しました。この策定過程でデジタル戦略を再定
義し、当社のあるべき姿を、変化し続ける市場に適応していく
ことが可能な「デジタルケミカルカンパニー」と定めました。デ
ジタル技術やデジタルビジネスモデルを活用し、当社の業績
改善に向けたプロセス変革とそのマネジメントを行っていくこ
とで、当社がグローバルなエクセレントカンパニーになること
をめざしています。
具体的には、（1）社内外の環境変化やお客様の状況をリア

ルタイムで深く理解し（Hyper Awareness）、（2）データと情
報を分析してエビデンスに基づいた意思決定や慣習議論を行
うことで（Informed Decision making）、（3）迅速に行動へ
移し、継続的なレビューと改善につなげる（Fast Execution）、
というサイクルを回していきます。そのためには一人ひとりの
従業員が、従来の思考・慣習を変える勇気をもって行動する
必要があります。従業員が行動できる環境や制度の整備は、
我 リ々ーダーシップチームの役割だと考えています。
デジタル部門に期待される役割はIT環境の整備だけでなく、
他部門とともに新たな価値を創出したり、変革を先導したりす

執行役シニアバイスプレジデント
チーフデジタルオフィサー（CDO）

市村 雄二

ることへと重点が移ってきています。このような期待に応えるべ
く、2023年4月にデジタル部門の組織改編を行い、期待され
る役割に即したKPIを各組織に対して定めることで、社内外と
の連携を強化して取り組みを推進する体制を構築しています。

「現場×デジタル」の革新で、新たな価値を創出していく
デジタルケミカルカンパニーは、「経営×事業×現場×デジ

タル」といった掛け算で実現すると考えています。当社の強み
は真摯に課題に取り組む優秀な従業員が多いことです。現場
の従業員一人ひとりが、デジタル技術やデジタルビジネスモ
デルを活用した働き方を実現する「スマート人材」となってい
くことで、非常に大きな価値が創出できると確信しています。
そのための教育体系の整備も進めています。
現在、トップダウンとボトムアップの両方で多数のデジタル

関連プロジェクトを同時進行しています。私はCDOの立場で
各現場のキーパーソンとコミュニケーションを深め、これらの
活動の推進に注力していきます。
さまざまな製品を供給する私たちが、社会のニーズをリアル
タイムに汲み取り、即座に変革へ取り組んでいくことは、当社
がスペシャリティマテリアルグループとなるうえで不可欠なだ
けでなく、日本の製造業全体のトランスフォーメーションにも
つながっていくと考えています。
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デジタルビジネス・
アジリティ

スマート人材

スマート人材

Hyper 
Awareness
リアルタイムでの
深い理解

Informed
Decision Making
エビデンスに基づく

意思決定

Fast Execution
迅速な行動・
継続レビュー

グローバルエクセレントカンパニー

デジタルケミカルカンパニー

最適化された
情報・リソースの提供
スリム化、デジタル化、

エンパワーメント

それぞれの
業務領域における貢献
従業員エンゲージメント

デジタルケミカルカンパニーとスマート人材の関係性
デジタルケミカルカンパニー実現には
従業員のよりスマートな働き方実現が重要

主なキープロジェクト デジタルケミカルカンパニーへの道筋

【経営】業績の可視化を通じたデータドリブンな意思決定の実現
【製造】プラントのリモート運転実現のための、

オペレーションデータ連携基盤の導入
【人材】スマート人材育成、リバースITメンター制度の実施

【販売】ダイナミック・プライシングによるコマーシャルケイパビリティの向上
【GX】デジタルを活用したLCA実施体制強化
【人材】グローバル人事管理システムの導入

【調達】調達機能の変革
【R&D】顧客へのソリューション提案を加速する独自のデータ活用

アプリケーションの開発・適用
【インフラストラクチャー】ERPシステムのグローバル統合
【インフラストラクチャー】ローコード開発ツールによる市民開発の推進
【物流】化学業界における物流共同化

Trusted Operator

Change Instigator

Business Creator/Co-creator

デジタル技術を使いこなす環境を整備する

新たな価値を創造・共創する

変革をリードする

それぞれの業務で、「よりよい」働き方を実現するために
● グローバルでの組織・人材情報の可視化
異なる価値観を持つ従業員同士がつながり、コラボレーションに
より新たな知見を得る

● 次世代リーダー層／変革のための人材育成、能力開発推奨
自ら情報にアクセスし、考え、学ぶ

①基盤変革：
End-to-endコアプ
ロセスの標準化と
簡素化（90%：標準
化）

②個別プロセス変革：
競争優位性実現のた
めの個別プロセス強
化（10%：競争力の
ための差異化）

③全社変革：
End-to-endプロセ
ス起点の組織・企業
運営の加速、実現

⓪戦術的改善：
ビジネスグループ、ファンクション
ユニットとの協業・改善推進で潜
在的価値の早期実現

勇気

※ デロイト トーマツ グループ『2020 Global Technology Leadership Study』を基に当社作成

業績改善やスマート人材の育成をめざすデジタル戦略が着
実に前進しています。デジタルケミカルカンパニーの実現に
向け、デジタル技術やデジタルビジネスモデルを活用して他
部門と協働して新たな価値創出を進めるとともに、社内外の
変革をリードすることで、当社グループの競争優位性を確か
なものにしていきます。

デジタルケミカルカンパニーをめざし、
End-to-endプロセス全体でデジタル変革を推進
デジタル部門が果たす役割として、（1）Trusted Operator

（デジタル技術を使いこなす環境の整備）、（2）Business 
Creator/Co-creator（新たな価値の創造・共創）、（3）
Change Instigator（変革のリード）、の3つの軸を設定して
います※。デジタルケミカルカンパニーへの道筋においてさま
ざまなプロジェクトを実施していますが、それらについて3軸
のどの軸で対応するかを明確化し、KPIを設定して進捗状況を
モニタリングすることで、確実に実行しています。近年、デジタ
ル部門に対してはBusiness Creator/Co-creator、Change 
Instigatorとしての期待が大きいことから、それらに該当するプ
ロジェクトに注力しています。
プロジェクトの実施にあたっては、上記に加えて、時間軸や
効果の大きさも考慮しています。「戦術的改善」として潜在的な
価値を早期に創出していく取り組みと並行して、「基盤変革」か
ら始まり「全社変革」に向けて複数のプロジェクトを段階的に実
施していくことで、中・長期的に大きなインパクトを生み出して
いきます。
これらの活動を通じて、当社グループにおけるEnd-to-end
プロセスを起点とした組織・企業運営を実現していきます。

デジタル戦略
デジタル
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材料・業務の専門知識
を持つ研究者

実験データ

データサイエンティスト

データ処理
機械学習
アルゴリズム

MCG
Intelligence
Bridge

データ活用
アプリケーション
MI Bridge

業務効率化

新しい
付加価値提供

データ活用 ハブ 幹線輸送

共同輸送の概念図MI Bridgeの運用イメージ

サプライチェーンを通じたデジタル変革の推進

【R＆D】効率的な材料開発に貢献する機械学習を用いた
データ活用アプリケーションの開発・適用
材料の専門知識や事業を熟知した研究者とデータサイ

エンティストの共創を支援することで、新たな価値創出につな
げるデータ活用アプリケーション「MCG Intelligence 
Bridge(以下MI Bridge)」を構築しました。
データサイエンティストがMI Bridge上に適切なデータ処
理および機械学習アルゴリズムを組み込むことで、研究者は実
験データの登録や検索、機械学習を用いた推論や逆解析を容
易に実施できるようになります。MI Bridgeを通して研究者の
経験や暗黙知を共有することで、知見を繋ぎあわせた材料設
計が可能となります。これにより材料開発期間が短縮されると
ともに、新しい付加価値を創出することができ、ソリューション
提案のスピードアップを通じた顧客の競争力強化に貢献でき
ます。今後も、より迅速で効果的なソリューションを顧客に提
供するべく、MI Bridgeの展開と機能強化の推進に取り組ん
でいきます。

【製造】プラントのリモート運転実現のための、オペレーショ
ンデータ連携基盤の導入
少子化や雇用流動化により、経験豊富な人材の減少が見
込まれるなか、ベテラン運転員やスタッフが遠隔地からプラン
トを監視・操作するリモート運転技術を確立するため、各種シ
ステムに格納された製造・保全情報を、機器番号をキーに、
遠隔地からでもミスなく網羅的に、正確・迅速に検索できるオ
ペレーションデータ連携基盤の導入・検証を進めています。
これにより、正しい情報に基づく的確な意思決定と確実な
運転操作を遠隔から支援でき、万一のトラブル発生時はその
影響の極小化や早期復帰に寄与できることが期待されます。

【販売】ダイナミック・プライシングによるコマーシャルケイ
パビリティの向上
ダイナミック・プライシング・プログラムの導入を通じて業
界最高クラスの最新の価格管理プロセスをグローバルで確立
することにより、利益改善を構造的に推進する能力を確立する
ことをめざしています。コストや利益のきめ細かいデータを見
られるツールを用いて、データに基づく価格決定を行い、そこ
で導出されたインサイトや価格提案に基づいて、営業組織は
顧客に対して説得力のある交渉ができるようになります。
このようなアプローチを複数事業で開始しており、厳しい市
場環境にも関わらず利益を大幅に改善することに成功してい
ます。このプログラムを第一歩として、業界最高クラスのコ
マーシャル組織の構築をめざしています。

Trusted Operator

Change Instigator
Change Instigator

Business Creator/Co-creator

【物流】化学業界における物流共同化
近年、物流業界では、小口貨物を中心とする消費財
物流が増加する一方で、ドライバーや船員の高齢化、
人手不足を背景に、労働力が逼迫した状況が続いて
います。化学業界の物流分野においても、将来におけ
る物流の輸送・保管能力不足は、事業運営上、極めて
重要な課題の一つとなっています。
このような背景のもと、当社は、化学業界の同業他
社とともに、会社の枠を超えた物流共同化の取り組み
に着手しました。その施策の一つとして、輸送効率を
上げるための貨物と車両を最適に組み合わせつつ、輸
送ルートを集約するデジタル基盤の構築を他社と共
同検討中です。将来的には多数企業との共同化へ展
開して行く予定です。こうした取り組みが、効率的で
安定した物流を確保するだけでなく、GHG削減にも
つながることを期待しています。

デジタル戦略
デジタル

事業者横断による貨物・車両の組み合わせ、
ルート集約による積載効率向上
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● 知識がなくても直感的にアプリ開発ができる環境を提供
● 市民開発されたアプリは誰もが利用できるよう、アプリカタログを提供

アプリカタログ

アプリ開発の強化

・データ分析、データ可視化、RPA
・デザイン思考、アジャイル、データの利活用・取扱
・情報セキュリティ、チェンジマネジメント

全従業員対象

・デジタル技術の活用、社内外のDX事例
・DXフォローアップ

マネジメント対象

・デジタルリテラシー基礎 
・DX基礎

入社時

主な研修一覧

ユーザー 市民開発者 デジタル部門

開発できる人（エンジニア）の拡大

・アプリカタログで役立つ
アプリを検索・活用

・ローコード開発ツールに
より知識がなくても開発
可能
・アプリカタログに投稿

・市民開発支援
・複雑なアプリの開発

デジタルを活用した組織基盤改革

【インフラストラクチャー】ローコード開発ツールによる市民
開発の推進
アプリ開発は、これまで技術的なハードルが高く、専門知識
を持たない従業員には難しいとみなされてきました。そこで当
社は、プログラミングの知識がなくても直感的に操作でき、誰
でも簡単にアプリを作成できるツールを導入。また、従業員が
自ら作成したアプリケーションを投稿できるアプリカタログも
構築しました。
これにより、従業員が作成したアプリケーションを他のメン
バーと共有、活用できるようになりました。アイデアや成果物
をシェアすることで、業務の自動化や情報の可視化などにつ
ながる、効果的なソリューションを迅速に実現できる可能性
が広がっています。
引き続き市民開発環境を整えるとともに、従業員同士のコ
ミュニケーションを後押しすることで、イノベーションを促進
し、組織全体の能力向上につなげることをめざしていきます。

Change Instigator

【経営】業績の可視化を通じたデータドリブンな意思
決定の実現
経営方針「Forging the future 未来を拓く」を実
現するための重要な要素の1つが、グループ全体の業
績を、統一的なルールに基づいて見える化することで
す。従来、グループ会社間では業績の定義が標準化
されておらず、データ集計も手作業で行われていたこ
とから、リアルタイムでの業績の把握が困難でした。
そこで、組織横断的なチームを結成し、グループ会
社の業績データをリアルタイムで自動的に反映する統
一的なダッシュボードを開発しました。ダッシュボー
ドには財務管理のための経営指標が登録されており、
各部門のリーダーが、業績情報や目標に対する進捗
状況をいつでも確認できます。標準化された経営指
標と構造化されたデータプロセスに基づくアウトプッ
トを活用することで、タイミングを問わず、適切なデー
タに基づく意思決定が可能となりました。
ダッシュボードの使用を義務化したことで、データの
信頼性を最大限に高めつつ、データを準備するための
手作業も大幅に削減できました。これにより、各組織
が目標に対する進捗状況の把握に注力することが可能
となりました。今後はダッシュボードに財務・非財務指
標を追加し、エンタープライズ・バリュー・ドライバー・
ツリーをベースにしたコンセプトを拡張していきます。

【人材】スマート人材育成プログラムの構築
当社グループは、グループの全従業員が「スマート人
材」となることをめざしています。「スマート人材」とはデ
ジタル技術およびデジタルビジネスモデルを活用し、
日々の業務改善からビジネスの変革、価値創造に至る
までのさまざまな変革を自ら実践し、より効果的・効率
的な働き方ができる人材です。このスマート人材の育
成は、デジタルケミカルカンパニーをめざす当社グルー
プにとって不可欠であり、全社の重点テーマと位置付
けて取り組んでいます。
2022年度、めざすべきスマート人材像を明確化す

るとともに、「One Company, One Team」としてのス
マート人材育成体系を整理しました。新入社員、マネ
ジメント、全従業員など、それぞれの対象に向けたプロ
グラムを充実させ、計画的に育成を推進していきます。

デジタル戦略

Trusted Operator Trusted Operator

デジタル
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チーフストラテジーオフィサーメッセージ

あらゆるステークホルダーにとっての包括的な価値創造に取り組みます

「イノベーション」「環境への貢献」「市場での価値創造」に
焦点を当てて目標達成をめざす
三菱ケミカルグループの変革をめざす経営方針「Forging 
the future 未来を拓く」は、世界の化学業界が直面するダイ
ナミックな変化と課題に対応していくために策定されました。
競争の激化、また顧客のニーズや規制の変化に対応するため

には、大胆な意思決定、変革の加速、能力の強化、そして重点
施策の選定が必要であると認識しています。
2023年2月の「インベスターデイ2023」では、当社グルー

プの業績向上の可能性を解き放つ、経営方針の多面的な実
行計画を示しました。これに基づき、市場や顧客へのアプロー
チ、業務コストの効率化、人材開発、環境責任、規律ある資本
配分を中心に、実行計画の核となる施策を定めています。
まず、マーケット志向型への転換に向けて、「カスタマー・

ファースト」を徹底します。すなわち、市場ニーズへの深い理
解に基づくイノベーションにより、優れたソリューションの提
供に努めます。そして、顧客やパートナーとの密接な関係を
育み、持続可能な成長を最優先に、個々の顧客ニーズに最適
な提案をしていきます。これは新興市場への進出や既存市場
におけるプレゼンスの強化においても同様です。さまざまな地
域への展開を加速し、ポートフォリオ改革を進めることにより、
真のグローバルなスペシャリティマテリアルグループを実現
するという将来像の実現に邁進します。優先順位の明確化と
体系的なアプローチに基づいて製品ポートフォリオを再編成
し、持続的に高成長が見込まれる市場領域に焦点を当て、安
定的に収益の見込める事業にフォーカスしていきます。
また、DXへの計画的な投資などにより、2025年度までに
約1,350億円のコスト削減をめざします。データ分析を活用
したグローバルなプロセスの確立や自動化を進めることで、

業務の効率化、意思決定の強化およびコスト削減を実現し、
より付加価値の高い活動へリソースを配分します。同様に、
弾力的でコスト効率に優れたサプライチェーン、運転資本管
理の改善、業務の合理化・効率化などにもつなげていきます。
さらに人材開発においては、クロススキル※の開発を含むス
キルアップを重視し、ビジネスや環境の変化に合わせて従業
員が成長、進化できるようにしていきます。また、一人ひとり
のイノベーション、リスクテイク、価値創造を認め、それに応
える企業文化も育んでいきます。目標の達成にはサステナビ
リティへの投資も不可欠です。再生可能エネルギーなどク
リーンな技術に投資し、サーキュラーエコノミーへの参画を
図るとともに、顧客のサステナビリティへの取り組みをサポー
トする製品の開発を進めます。
財務面ではROICの向上を目標とします。多様なポートフォ

リオの全ての領域にわたり、資本を戦略的・効率的に運用し、
綿密な精査のもと、高い成長と力強いリターンが期待できる
投資を行い、株主の皆さまに最高の価値を提供していきます。
今後もイノベーション、環境への貢献、そして市場における
価値創造に焦点を当てることにより、財務および非財務の目
標を達成し、化学業界のグローバルリーダーとしての地位を
揺るぎないものにしていきます。
※ 異なるビジネス上の機能に適用できるスキル

執行役員
チーフストラテジーオフィサー
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肥後　「One Company, One Team」のもと、より一つの会
社組織になってきたことを実感しています。例えば、人材研
修を受ける際にも、私が所属する田辺三菱製薬の従業員だ
けでなく、さまざまなグループ会社の従業員が一堂に会する
ようになりました。
　研究開発ではレポートラインが短縮されているのを感じま

す。ダイレクトに三菱ケミカルグループの執行役に情報や提
案が届くようになり、三菱ケミカルグループの経営層との距
離が縮まったと思います。
堀　グループ全体で一つの目標に向かうという意識が非常
に強くなりましたよね。以前は会社ごとに別々の目標を立て
ていたのが、今は共通の目標を立てている。その議論の場に
参加する機会もあり、会社を超えて目標を共有できるように
なりました。私はそれを自社グループに伝えていく立場でも

あるので、これまでやってきた取り組みにフィットさせて伝え

会社の変化を前向きに捉え、スペシャリティマテリアルグループに向けて
チーム一丸となって取り組む

デジタルストラテジック
プランニング本部
データサイエンス部
伊藤 優

創薬本部
オンコロジー創薬ユニット
肥後 拓也

日本酸素ホールディングス
サステナビリティ推進部
堀 円花

三菱ケミカル中国
SMBG戦略市場部
張 穎佳

滋賀事業所
ＰＭ製造部　ＤＭ１課
二階堂 祐至

るように心掛けています。
二階堂　生産現場では劇的に変わったことはまだありま
せん。ですが、会社の組織や人材育成のあり方などが急速に
変わっていることは肌で感じていて、私たちも変革にチャレン
ジしていかなくてはという意識を持つようになりました。周り
の従業員にも、「今まで通りやっていればOK」ではないことを
意識的に伝達するようにしています。
張　空気が変わった実感があるのはわかります。「One 
Company, One Team」のコンセプトは、中国の私たちの
ところまで明確に波及しています。事務所が同じ場所になっ
たこともあって、ほかのグループ会社の人と接する機会が増
え、今では一緒にお客さまを訪問することもあります。
日本の研究開発部門や工場との連携も深まりました。海
外出張も再開され、日本から来た開発、生産担当者と一緒
にお客さまを訪問しています。直接お客さまの生の声を聞い
てもらい、開発や生産業務にスピーディに反映できるように
なったので、お客さまも非常に喜んでいます。
肥後　確かに、私たち研究開発部門から見ても、会社をまた
いで“共創”するハードルは下がっていると感じます。
伊藤　デジタル部門としては、グループ全体をデジタル技術
で標準化していこうという意識の高まりもひしひしと感じてい

ます。部門内だけでも、数あるデジタルプロジェクトを、いかに
グループ全体でドライブさせていくかを議論するようになりま
した。何をやるにしても、私たちの部門だけでなく、さまざまな
部門を巻き込んでいく。どうせやるなら、グループでなにか大
きなものをつくり上げようという機運が、かつてないほど高まっ
ています。

堀　先日参加したタウンホールミーティングでも、与えられ
たものに対処していくのではなく、自分たちの方からビジネス
チャンスをきちんとつかみ取っていく意識が必要、というメッ
セージが感じられました。
二階堂　そうですね。一方で経営方針については、コスト削減
と利益追求、つまりは全体的な最適化を徹底していきましょう、
というメッセージを第一に感じました。不安がないわけではあ
りませんが、実行計画を受けて、その不安を払拭できるように
現場へ働きかけていこう、との意識を持つようになりました。
張　マルチ・ステークホルダーへの価値提供が強調されてい
た点が、私としては印象的です。これまではお客さまや従業
員以外のステークホルダーに対する意識がそこまで強くはあ
りませんでした。だからこそ、今後はそこにもしっかり意識を
向けていかなくてはと考えさせられました。
また、これまではこういった方針の資料は日本語版と英語
版しかなかったのですが、今回は中国語版も公開され、より内
容が理解しやすくなりました。タウンホールミーティングの機
会も増えて、私の周りのメンバーも積極的に参加しています。
堀　対ステークホルダーの観点から言えば、サステナビリ

ティへの取り組み内容を対外的にアピールすることも不可欠
ですよね。今の経営方針をしっかり発信していくことで、投資
家はもちろん、あらゆるステークホルダーに当社のことをしっ
かりアピールできるはずだと思っています。
伊藤　デジタル戦略の部分では、「文書化されていない80％
のナレッジの有効活用」というメッセージを強く感じました。
正直に言えば、「本当にそんなことができるの？」というの

が、私も含めた周りの多くの率直な感想だったのですが、タ
ウンホールミーティングなどで一元化や標準化へのプロジェ
クト進捗が共有され、何かしらのマイルストーンを達成するご
とに、計画が着実に進んでいることを実感するようになりまし

た。今ではこのまま一歩一歩進んでいけば、あの大きな目標
が本当に達成できるのではないか、と期待感を持っています。
肥後　明確な道筋が示されることは大事ですよね。ヘルスケ
ア部門では、特にコロナ禍の前後で医薬品を取り巻く外部環
境が変わり、今後どこに向かうのかを多くの従業員が気にし
ていたので、実行計画で注力市場や研究開発の重点分野に
関しての方針が適宜発表されたことは良かったです。
　グループ理念に関しては、わかりやすくていいなと感じまし
た。とくにOur Way（▶P.73）は、社長が常に発信している
「安全を最優先」「ステークホルダーへの価値提供」「他者へ
のリスペクト」といったメッセージが入っていますし、私自身も
心から大切にしたいと思える価値観が多く含まれています。
二階堂　私にとっても、Our Wayは、自分の“ありたい姿”が
全て言語化されている感覚があって、とても共感できました。
張　私は、Our Way策定のワークショップに参加していたの
ですが、内容だけでなく、この言葉は中国語で伝わるか、と
いった観点からもディスカッションできたのがよかったです。
最終版は非常にわかりやすくなっていて感動しました。
伊藤　Our Wayはコミュニケーションツールとしても役立っ
ていますよ。例えば、ひとくちに相手を尊重するといっても人
によって解釈は違います。Our Wayを起点に議論すると、相
手とコミュニケーションを深めるいいきっかけになるんです。

張　私たちは今、EVを主戦場としてビジネスを展開していま
すが、EVにおける最大のマーケットである中国で強い競争力
を示すには、まだ準備が足りないと感じています。それを満

たすには、開発、生産、営業の各部門が連携しながら、より競
争力の高い製品を生み出す必要があります。
併せて重要になるのがスピードです。現状では、私たちが

お客さまのニーズを聞き取って、それを開発部門にフィード
バックしています。でも、中国での開発力を高めて、開発・製
品化・販売のサイクルを中国内で完結させられれば、動きの
早い市場のニーズにより的確に応えられます。
二階堂　体制面や環境面の見直しはこれからも必要ですよ
ね。私はいきいき・わくわくした気持ちで働ける環境づくりに
もっと注力したいです。もちろん、安全・安定操業でお客さま
に価値を提供し続けることが生産部門の最優先事項ではあり
ますが、そのためにもやりがいは大切ですから。まずはその人
にどんな能力があるかを知り、その能力を引き出す。そうする
ことで従業員エンゲージメントも高まっていくと考えています。
堀　システム面も改善の余地が残っていると思います。これ
まで財務面や法律面でのデータ共有が進んできた一方で、今
お話に出た人材活用やマーケットなどの非財務的データに関
しては、まだ共有が不足していると感じます。そこを全グルー
プで速やかに情報伝達できるようにして、One Companyの
利点を最大化することが今後は必須ではないでしょうか。
伊藤　耳の痛い話ですが、おっしゃる通りです。会社が本当

に一つになるために、基盤となるシステムがどうあるべきかと
いう考えを、全社レベルで深めていく必要があります。
その上で標準化を進め、グループの各事業が最適化される

フェーズに早くもっていかなければなりません。それには、標
準化によって、長期的にはグループに利益がもたらされること
をきちんと示しながら進めることが重要だと考えています。
堀　サステナビリティの最大のテーマであるカーボンニュート
ラルも、個社だけで簡単にできるものではないですね。グルー
プ内はもちろん、サプライヤーやお客さまとともに変わっていく
ことが大切になります。社外のステークホルダーやマーケット
も巻き込みながら、ぜひ皆さんとともに前向きに変わっていけ
るよう、さまざまなアプローチを取っていきたいです。
肥後　内外を巻き込んだアプローチは研究開発としても重
視していきたいところです。グループや外部の新しい技術と、
田辺三菱製薬の長い創薬の歴史で培ったコアケイパビリティ
を結び付けて、三菱ケミカルグループならではの価値を生ん
でいけたらと思っています。技術をもとに、医療現場でどのよ
うな価値が生み出せるかを議論し、ビジネスとしての魅力度
も見極めていきながら、成長エンジンとなるプロジェクトを生
み出していきたいです。

経営方針「Forging the future 未来を拓く」

肌で感じる「会社の変化」

私たちは、今、組織や事業ポートフォリオの改革などさまざまな挑戦を続けています。
未来を担う若手メンバーが、今の改革をどう捉えているのか、また会社の今後についてざっくばらんに語りました。

創薬研究職で入社。2年間の
米国留学を通して社外から見
た自社技術力を実感。製品戦
略部にて事業価値を志向した
R&D戦 略 策 定を経 験し、
2023年4月から現職で研究
現場のマネジメントに携わる。

肥後 拓也
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経営方針の社内浸透

肥後　「One Company, One Team」のもと、より一つの会
社組織になってきたことを実感しています。例えば、人材研
修を受ける際にも、私が所属する田辺三菱製薬の従業員だ
けでなく、さまざまなグループ会社の従業員が一堂に会する
ようになりました。
　研究開発ではレポートラインが短縮されているのを感じま

す。ダイレクトに三菱ケミカルグループの執行役に情報や提
案が届くようになり、三菱ケミカルグループの経営層との距
離が縮まったと思います。
堀　グループ全体で一つの目標に向かうという意識が非常
に強くなりましたよね。以前は会社ごとに別々の目標を立て
ていたのが、今は共通の目標を立てている。その議論の場に
参加する機会もあり、会社を超えて目標を共有できるように
なりました。私はそれを自社グループに伝えていく立場でも

あるので、これまでやってきた取り組みにフィットさせて伝え

るように心掛けています。
二階堂　生産現場では劇的に変わったことはまだありま
せん。ですが、会社の組織や人材育成のあり方などが急速に
変わっていることは肌で感じていて、私たちも変革にチャレン
ジしていかなくてはという意識を持つようになりました。周り
の従業員にも、「今まで通りやっていればOK」ではないことを
意識的に伝達するようにしています。
張　空気が変わった実感があるのはわかります。「One 
Company, One Team」のコンセプトは、中国の私たちの
ところまで明確に波及しています。事務所が同じ場所になっ
たこともあって、ほかのグループ会社の人と接する機会が増
え、今では一緒にお客さまを訪問することもあります。
日本の研究開発部門や工場との連携も深まりました。海
外出張も再開され、日本から来た開発、生産担当者と一緒
にお客さまを訪問しています。直接お客さまの生の声を聞い
てもらい、開発や生産業務にスピーディに反映できるように
なったので、お客さまも非常に喜んでいます。
肥後　確かに、私たち研究開発部門から見ても、会社をまた
いで“共創”するハードルは下がっていると感じます。
伊藤　デジタル部門としては、グループ全体をデジタル技術
で標準化していこうという意識の高まりもひしひしと感じてい

ます。部門内だけでも、数あるデジタルプロジェクトを、いかに
グループ全体でドライブさせていくかを議論するようになりま
した。何をやるにしても、私たちの部門だけでなく、さまざまな
部門を巻き込んでいく。どうせやるなら、グループでなにか大
きなものをつくり上げようという機運が、かつてないほど高まっ
ています。

堀　先日参加したタウンホールミーティングでも、与えられ
たものに対処していくのではなく、自分たちの方からビジネス
チャンスをきちんとつかみ取っていく意識が必要、というメッ
セージが感じられました。
二階堂　そうですね。一方で経営方針については、コスト削減
と利益追求、つまりは全体的な最適化を徹底していきましょう、
というメッセージを第一に感じました。不安がないわけではあ
りませんが、実行計画を受けて、その不安を払拭できるように
現場へ働きかけていこう、との意識を持つようになりました。
張　マルチ・ステークホルダーへの価値提供が強調されてい
た点が、私としては印象的です。これまではお客さまや従業
員以外のステークホルダーに対する意識がそこまで強くはあ
りませんでした。だからこそ、今後はそこにもしっかり意識を
向けていかなくてはと考えさせられました。
また、これまではこういった方針の資料は日本語版と英語
版しかなかったのですが、今回は中国語版も公開され、より内
容が理解しやすくなりました。タウンホールミーティングの機
会も増えて、私の周りのメンバーも積極的に参加しています。
堀　対ステークホルダーの観点から言えば、サステナビリ

ティへの取り組み内容を対外的にアピールすることも不可欠
ですよね。今の経営方針をしっかり発信していくことで、投資
家はもちろん、あらゆるステークホルダーに当社のことをしっ
かりアピールできるはずだと思っています。
伊藤　デジタル戦略の部分では、「文書化されていない80％
のナレッジの有効活用」というメッセージを強く感じました。
正直に言えば、「本当にそんなことができるの？」というの

が、私も含めた周りの多くの率直な感想だったのですが、タ
ウンホールミーティングなどで一元化や標準化へのプロジェ
クト進捗が共有され、何かしらのマイルストーンを達成するご
とに、計画が着実に進んでいることを実感するようになりまし

経営方針の実行、新グループ理念

目標に向けて、グループ全体で取り組むことが明確に

た。今ではこのまま一歩一歩進んでいけば、あの大きな目標
が本当に達成できるのではないか、と期待感を持っています。
肥後　明確な道筋が示されることは大事ですよね。ヘルスケ
ア部門では、特にコロナ禍の前後で医薬品を取り巻く外部環
境が変わり、今後どこに向かうのかを多くの従業員が気にし
ていたので、実行計画で注力市場や研究開発の重点分野に
関しての方針が適宜発表されたことは良かったです。
　グループ理念に関しては、わかりやすくていいなと感じまし
た。とくにOur Way（▶P.73）は、社長が常に発信している
「安全を最優先」「ステークホルダーへの価値提供」「他者へ
のリスペクト」といったメッセージが入っていますし、私自身も
心から大切にしたいと思える価値観が多く含まれています。
二階堂　私にとっても、Our Wayは、自分の“ありたい姿”が
全て言語化されている感覚があって、とても共感できました。
張　私は、Our Way策定のワークショップに参加していたの
ですが、内容だけでなく、この言葉は中国語で伝わるか、と
いった観点からもディスカッションできたのがよかったです。
最終版は非常にわかりやすくなっていて感動しました。
伊藤　Our Wayはコミュニケーションツールとしても役立っ
ていますよ。例えば、ひとくちに相手を尊重するといっても人
によって解釈は違います。Our Wayを起点に議論すると、相
手とコミュニケーションを深めるいいきっかけになるんです。

張　私たちは今、EVを主戦場としてビジネスを展開していま
すが、EVにおける最大のマーケットである中国で強い競争力
を示すには、まだ準備が足りないと感じています。それを満

たすには、開発、生産、営業の各部門が連携しながら、より競
争力の高い製品を生み出す必要があります。
併せて重要になるのがスピードです。現状では、私たちが

お客さまのニーズを聞き取って、それを開発部門にフィード
バックしています。でも、中国での開発力を高めて、開発・製
品化・販売のサイクルを中国内で完結させられれば、動きの
早い市場のニーズにより的確に応えられます。
二階堂　体制面や環境面の見直しはこれからも必要ですよ
ね。私はいきいき・わくわくした気持ちで働ける環境づくりに
もっと注力したいです。もちろん、安全・安定操業でお客さま
に価値を提供し続けることが生産部門の最優先事項ではあり
ますが、そのためにもやりがいは大切ですから。まずはその人
にどんな能力があるかを知り、その能力を引き出す。そうする
ことで従業員エンゲージメントも高まっていくと考えています。
堀　システム面も改善の余地が残っていると思います。これ
まで財務面や法律面でのデータ共有が進んできた一方で、今
お話に出た人材活用やマーケットなどの非財務的データに関
しては、まだ共有が不足していると感じます。そこを全グルー
プで速やかに情報伝達できるようにして、One Companyの
利点を最大化することが今後は必須ではないでしょうか。
伊藤　耳の痛い話ですが、おっしゃる通りです。会社が本当

に一つになるために、基盤となるシステムがどうあるべきかと
いう考えを、全社レベルで深めていく必要があります。
その上で標準化を進め、グループの各事業が最適化される

フェーズに早くもっていかなければなりません。それには、標
準化によって、長期的にはグループに利益がもたらされること
をきちんと示しながら進めることが重要だと考えています。
堀　サステナビリティの最大のテーマであるカーボンニュート
ラルも、個社だけで簡単にできるものではないですね。グルー
プ内はもちろん、サプライヤーやお客さまとともに変わっていく
ことが大切になります。社外のステークホルダーやマーケット
も巻き込みながら、ぜひ皆さんとともに前向きに変わっていけ
るよう、さまざまなアプローチを取っていきたいです。
肥後　内外を巻き込んだアプローチは研究開発としても重
視していきたいところです。グループや外部の新しい技術と、
田辺三菱製薬の長い創薬の歴史で培ったコアケイパビリティ
を結び付けて、三菱ケミカルグループならではの価値を生ん
でいけたらと思っています。技術をもとに、医療現場でどのよ
うな価値が生み出せるかを議論し、ビジネスとしての魅力度
も見極めていきながら、成長エンジンとなるプロジェクトを生
み出していきたいです。

2021年度に開始した経営と従業員の対話の場「タウンホールミーティング」には
オンライン参加も含めこれまでに延べ約2万名の国内外グループ従業員が参加。
経営方針や事業計画、会社の状況などに関し双方向の対話で議論を深めている

戦略市場部に所属し、自動車
関連材料をエンドユーザーに
提案。展示会の企画も行う。
EV／モビリティは注力分野の
一つとなっているため、やりが
いと同時にプレッシャーも感じ
ている。

張 穎佳

データサイエンティストとして
中途入社。自身で解析もする
が、主にはデータサイエンスプ
ロジェクトの立ち上げと、その
担い手との交流による技術の
底上げに注力している。

伊藤 優
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肥後　「One Company, One Team」のもと、より一つの会
社組織になってきたことを実感しています。例えば、人材研
修を受ける際にも、私が所属する田辺三菱製薬の従業員だ
けでなく、さまざまなグループ会社の従業員が一堂に会する
ようになりました。
　研究開発ではレポートラインが短縮されているのを感じま

す。ダイレクトに三菱ケミカルグループの執行役に情報や提
案が届くようになり、三菱ケミカルグループの経営層との距
離が縮まったと思います。
堀　グループ全体で一つの目標に向かうという意識が非常
に強くなりましたよね。以前は会社ごとに別々の目標を立て
ていたのが、今は共通の目標を立てている。その議論の場に
参加する機会もあり、会社を超えて目標を共有できるように
なりました。私はそれを自社グループに伝えていく立場でも

あるので、これまでやってきた取り組みにフィットさせて伝え

るように心掛けています。
二階堂　生産現場では劇的に変わったことはまだありま
せん。ですが、会社の組織や人材育成のあり方などが急速に
変わっていることは肌で感じていて、私たちも変革にチャレン
ジしていかなくてはという意識を持つようになりました。周り
の従業員にも、「今まで通りやっていればOK」ではないことを
意識的に伝達するようにしています。
張　空気が変わった実感があるのはわかります。「One 
Company, One Team」のコンセプトは、中国の私たちの
ところまで明確に波及しています。事務所が同じ場所になっ
たこともあって、ほかのグループ会社の人と接する機会が増
え、今では一緒にお客さまを訪問することもあります。
日本の研究開発部門や工場との連携も深まりました。海
外出張も再開され、日本から来た開発、生産担当者と一緒
にお客さまを訪問しています。直接お客さまの生の声を聞い
てもらい、開発や生産業務にスピーディに反映できるように
なったので、お客さまも非常に喜んでいます。
肥後　確かに、私たち研究開発部門から見ても、会社をまた
いで“共創”するハードルは下がっていると感じます。
伊藤　デジタル部門としては、グループ全体をデジタル技術
で標準化していこうという意識の高まりもひしひしと感じてい

ます。部門内だけでも、数あるデジタルプロジェクトを、いかに
グループ全体でドライブさせていくかを議論するようになりま
した。何をやるにしても、私たちの部門だけでなく、さまざまな
部門を巻き込んでいく。どうせやるなら、グループでなにか大
きなものをつくり上げようという機運が、かつてないほど高まっ
ています。

堀　先日参加したタウンホールミーティングでも、与えられ
たものに対処していくのではなく、自分たちの方からビジネス
チャンスをきちんとつかみ取っていく意識が必要、というメッ
セージが感じられました。
二階堂　そうですね。一方で経営方針については、コスト削減
と利益追求、つまりは全体的な最適化を徹底していきましょう、
というメッセージを第一に感じました。不安がないわけではあ
りませんが、実行計画を受けて、その不安を払拭できるように
現場へ働きかけていこう、との意識を持つようになりました。
張　マルチ・ステークホルダーへの価値提供が強調されてい
た点が、私としては印象的です。これまではお客さまや従業
員以外のステークホルダーに対する意識がそこまで強くはあ
りませんでした。だからこそ、今後はそこにもしっかり意識を
向けていかなくてはと考えさせられました。
また、これまではこういった方針の資料は日本語版と英語
版しかなかったのですが、今回は中国語版も公開され、より内
容が理解しやすくなりました。タウンホールミーティングの機
会も増えて、私の周りのメンバーも積極的に参加しています。
堀　対ステークホルダーの観点から言えば、サステナビリ

ティへの取り組み内容を対外的にアピールすることも不可欠
ですよね。今の経営方針をしっかり発信していくことで、投資
家はもちろん、あらゆるステークホルダーに当社のことをしっ
かりアピールできるはずだと思っています。
伊藤　デジタル戦略の部分では、「文書化されていない80％
のナレッジの有効活用」というメッセージを強く感じました。
正直に言えば、「本当にそんなことができるの？」というの

が、私も含めた周りの多くの率直な感想だったのですが、タ
ウンホールミーティングなどで一元化や標準化へのプロジェ
クト進捗が共有され、何かしらのマイルストーンを達成するご
とに、計画が着実に進んでいることを実感するようになりまし

経営方針の社内浸透

た。今ではこのまま一歩一歩進んでいけば、あの大きな目標
が本当に達成できるのではないか、と期待感を持っています。
肥後　明確な道筋が示されることは大事ですよね。ヘルスケ
ア部門では、特にコロナ禍の前後で医薬品を取り巻く外部環
境が変わり、今後どこに向かうのかを多くの従業員が気にし
ていたので、実行計画で注力市場や研究開発の重点分野に
関しての方針が適宜発表されたことは良かったです。
　グループ理念に関しては、わかりやすくていいなと感じまし
た。とくにOur Way（▶P.73）は、社長が常に発信している
「安全を最優先」「ステークホルダーへの価値提供」「他者へ
のリスペクト」といったメッセージが入っていますし、私自身も
心から大切にしたいと思える価値観が多く含まれています。
二階堂　私にとっても、Our Wayは、自分の“ありたい姿”が
全て言語化されている感覚があって、とても共感できました。
張　私は、Our Way策定のワークショップに参加していたの
ですが、内容だけでなく、この言葉は中国語で伝わるか、と
いった観点からもディスカッションできたのがよかったです。
最終版は非常にわかりやすくなっていて感動しました。
伊藤　Our Wayはコミュニケーションツールとしても役立っ
ていますよ。例えば、ひとくちに相手を尊重するといっても人
によって解釈は違います。Our Wayを起点に議論すると、相
手とコミュニケーションを深めるいいきっかけになるんです。

張　私たちは今、EVを主戦場としてビジネスを展開していま
すが、EVにおける最大のマーケットである中国で強い競争力
を示すには、まだ準備が足りないと感じています。それを満

たすには、開発、生産、営業の各部門が連携しながら、より競
争力の高い製品を生み出す必要があります。
併せて重要になるのがスピードです。現状では、私たちが

お客さまのニーズを聞き取って、それを開発部門にフィード
バックしています。でも、中国での開発力を高めて、開発・製
品化・販売のサイクルを中国内で完結させられれば、動きの
早い市場のニーズにより的確に応えられます。
二階堂　体制面や環境面の見直しはこれからも必要ですよ
ね。私はいきいき・わくわくした気持ちで働ける環境づくりに
もっと注力したいです。もちろん、安全・安定操業でお客さま
に価値を提供し続けることが生産部門の最優先事項ではあり
ますが、そのためにもやりがいは大切ですから。まずはその人
にどんな能力があるかを知り、その能力を引き出す。そうする
ことで従業員エンゲージメントも高まっていくと考えています。
堀　システム面も改善の余地が残っていると思います。これ
まで財務面や法律面でのデータ共有が進んできた一方で、今
お話に出た人材活用やマーケットなどの非財務的データに関
しては、まだ共有が不足していると感じます。そこを全グルー
プで速やかに情報伝達できるようにして、One Companyの
利点を最大化することが今後は必須ではないでしょうか。
伊藤　耳の痛い話ですが、おっしゃる通りです。会社が本当

に一つになるために、基盤となるシステムがどうあるべきかと
いう考えを、全社レベルで深めていく必要があります。
その上で標準化を進め、グループの各事業が最適化される

フェーズに早くもっていかなければなりません。それには、標
準化によって、長期的にはグループに利益がもたらされること
をきちんと示しながら進めることが重要だと考えています。
堀　サステナビリティの最大のテーマであるカーボンニュート
ラルも、個社だけで簡単にできるものではないですね。グルー
プ内はもちろん、サプライヤーやお客さまとともに変わっていく
ことが大切になります。社外のステークホルダーやマーケット
も巻き込みながら、ぜひ皆さんとともに前向きに変わっていけ
るよう、さまざまなアプローチを取っていきたいです。
肥後　内外を巻き込んだアプローチは研究開発としても重
視していきたいところです。グループや外部の新しい技術と、
田辺三菱製薬の長い創薬の歴史で培ったコアケイパビリティ
を結び付けて、三菱ケミカルグループならではの価値を生ん
でいけたらと思っています。技術をもとに、医療現場でどのよ
うな価値が生み出せるかを議論し、ビジネスとしての魅力度
も見極めていきながら、成長エンジンとなるプロジェクトを生
み出していきたいです。

入社以来滋賀事業所に勤務。
食品包装用フィルム「ダイアミ
ロン」を製造している。主な業
務は運転・品質管理と新技術
の検討、運転員の育成と安全・
環境管理推進。

二階堂 祐至

会社の将来・方向性についての想い

私たちの成長と変化が、より良い社会を築く原動力に

堀 円花

現職の前は経営企画部に在籍
し、経営理念の従業員教育に
携わる。事業所からキャリアを
スタートした経験をもとに、抽
象的な概念を現場や海外の従
業員に伝える方法を模索中。
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サステナビリティ担当役員メッセージ

KAITEKIに対する揺るぎないコミットメントのもと、
ステークホルダーの皆さまに持続的な成長をお届けします

私たちのサステナビリティへのコミットメント
三菱ケミカルグループは2011年にKAITEKIのコンセプトを
掲げて以来、サステナビリティを事業活動の礎としてきました。
2023年の年初には、人、社会、そして地球の心地よさが続

いていくKAITEKIの実現をリードしていくことをPurposeとし
た新たなグループ理念を発表しました。また、新しいSlogan
である「Science. Value. Life.」は、KAITEKIに対する私たち

の揺るぎないコミットメントを示したものです。これらは、明確
で具体的な当社グループのめざすべき方向を示し、日々の業
務遂行と意思決定の基盤となります。当社グループでは、こ
のKAITEKIのコンセプト「Management of Sustainability、
MOS」「Management of Technology、MOT」「Manage-
ment of Economics、MOE」を、事業活動のあらゆる側面
に一貫して取り入れています。
経営方針「Forging the future 未来を拓く」の実行計画

も、環境・社会・ガバナンス（ESG）の要素を重視し、サステナ
ビリティへの姿勢を強く反映したものです。財務目標を達成
するには非財務価値の追求が不可欠であるとの認識のもと、
GHG排出量や廃棄物の削減、従業員エンゲージメントや顧
客満足度の向上、ダイバーシティの確保など、積極的な環境
や社会に対する取り組み目標を設定しています。加えて、変
化する顧客ニーズに応える革新的なソリューションを提供す
ることで、今後数年間で、サステナビリティ関連製品の割合を
大幅に増やすことをめざしています。

実績と今後に向けて
これらの施策を着実に実行してきたことで、近い将来に大
きな飛躍を遂げる準備が整いました。直近1年の成果をいく
つか挙げます。
当社グループは、2030年と2050年のGHG排出量削減目
標を達成するため、包括的なエネルギー転換プログラムを立

ち上げました。再生可能エネルギーへの転換や、欧州・米州
におけるパフォーマンスポリマーズ事業およびアドバンストマ
テリアルズ事業の生産拠点においてさまざまな対策を講じるこ
とで、グループ全体のGHG排出量削減に大きく貢献しました。
サーキュラーエコノミーを推進する革新的なソリューション

も発表しました。例えば、欧州・米州では、熱可塑性プラスチッ
ク中間材料を用いたサステナブル・ブランドの開発から廃棄
物回収までを含む総合的なプログラムを推進し、日本では、
ペットボトル用ラベルの再生や、使用済み自動車からのアクリ
ル樹脂回収やケミカルリサイクル手法の開発など、リサイクル
への取り組みを強化するために他社と連携しています。
これらの成果は、サステナビリティへの確固たる貢献と、サ
ステナビリティの実践を事業全体に取り入れるという当社の
姿勢を明確に示すものです。取り組みはまだ始まったばかり
ですから、今後数年間、積極的な目標を掲げていきます。環
境への影響を最小限に抑えるために、業界パートナー、研究
機関などと協力することをめざします。また、こうした取り組み
の進捗状況やコミットメントを、ステークホルダーに正確に発
信していきます。
当社グループは、培った経験と革新的な技術を駆使しなが

ら、環境への責任を果たし、健全な社会を実現し、そして経済
の発展へとつながる道を切り拓いていきます。

執行役員
チーフストラテジーオフィサー

ジョセフ・リナルディ
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マテリアリティ
● 保安安全　　● コンプライアンス　　● ガバナンス

MOS指標
● 重大コンプライアンス違反件数
● 事故件数（保安事故、環境事故）

取締役会

執行役会議

コーポレート機能部門 各事業部門

事務局：サステナビリティ部門

マテリアリティの一覧とサステナビリティ指標（MOS指標）

サステナビリティ推進体制図

マテリアリティ特定までのステップ

Step 4
決定・承認

Step 3
目標と指標の設定

Step 2
重要課題の議論と整理

ステークホルダー視点での確認

Step 1
重要課題候補の選定

ポートフォリオ
改革に反映

リスクの
認識・対処

原動力・加速・生産性向上

事業ポートフォリオ戦略として重要な課題

マテリアリティ
● GHG低減
● 持続可能な資源管理
● 持続可能な食糧・水供給
● 健康でいきいきとした暮らし
● 安全・安心で快適な暮らし
● 通信・デジタル処理技術の
高度化

MOS指標
● 成長事業領域
（社会課題解決型事業）
の売上収益割合

存立に関わる重要課題

環境や社会への影響として重要な課題

マテリアリティ
● 環境インパクトの削減
● サーキュラーエコノミー
● LCA（ライフサイクル・
アセスメント）

● コミュニティ貢献
● 生物多様性の保全

MOS指標
● サーキュラーエコノミーおよび
気候変動対策に貢献する
製品の売上収益割合

● GHG排出量の削減率
● COD
● LCA活動の進捗度
● 廃棄物最終処分量の削減率

事業基盤として重要な課題

マテリアリティ
● ビジネスモデル変革
● プロダクト・スチュワードシップ
● DXの深化
● 働く環境の整備と健康経営
● 人材の育成・開発
● ダイバーシティと
インクルージョン

● ステークホルダーとの
エンゲージメント

MOS指標
● 従業員エンゲージメント
● 経営層のダイバーシティ
● ウェルネス意識
● 休業度数率
● 顧客満足度
● ESG株式指数に関する評価

リスク管理上、重要な課題

マテリアリティ
● 情報セキュリティ・
サイバーセキュリティ

● 持続可能な
サプライチェーン

● 人権

MOS指標
● 情報セキュリティ
研修受講率

※ 必要に応じて

サステナビリティ委員会
委員長：執行役社長
委員：執行役等

重要事項の
審議の付議※

報告

協議

三菱ケミカルグループは、革新的なソリューションで、人、社
会、そして地球の心地よさが続いていくKAITEKIの実現を
リードしていくというPurposeを掲げ、サステナビリティを経
営の中核の一つに据えた企業活動を行っています。当社執行
役社長をはじめとした経営陣のリーダーシップのもと、重要課
題（マテリアリティ）に対して設定した目標達成に取り組み、持
続的な成長をめざしています。

サステナビリティ推進体制
当社グループのサステナビリティに関する方針や関連事項

の審議および、諸活動の進捗モニタリング、統括を行う機関と
して、当社執行役社長を委員長とし、当社の執行役等から構
成するサステナビリティ委員会を設置しています。

サステナビリティ推進

特定プロセス詳細

マテリアリティの特定プロセス
当社グループの中長期の方向性を踏まえ、ステークホル
ダーの視点を取り入れながら、マテリアリティを特定していま
す。特定したマテリアリティには、目標と、その進捗を測る指

標としてサステナビリティ指標を設定し、サステナビリティ委
員会にて定期的にモニタリングすることで、マテリアリティへ
の取り組みを着実に推進しています。

▶P.59 ▶P.59、60

▶P.59、61

▶P.61

▶P.61
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成長事業領域（社会課題解決型事業）の売上収益割合／
サーキュラーエコノミーおよび気候変動対策に貢献する
製品※の売上収益割合

（％）
40

30

20

10

0
（年度）2022

実績
2021
実績

2022
目標

2121

1010

2424

1212

3030303030

1212121212

成長事業領域（社会課題解決型事業）の売上収益割合
サーキュラーエコノミーおよび気候変動対策に貢献する製品の売上収益割合

顧客満足度
（ポイント）

100

90

80

70

60

50

40
（年度）2022

実績
2021
実績

2025
目標

8282
7777 8080

従業員エンゲージメント※／ウェルネス意識※
従業員エンゲージメント　　　ウェルネス意識

（%）
100

80

60

40

20

6868 6868

7575 7777

（年度）2022
実績

2021
実績

2025
目標

8585（ウェルネス意識）

8080（従業員エン ゲージメント）

サステナビリティ指標

対象事業領域の売上収益は堅調に推移したものの、目標
達成には至りませんでした。引き続き、EV普及に貢献する製
品、バイオプラスチックといった注力市場において、当社グ
ループが強みとする製品の販売拡大に注力します。2025年
度には、サステナビリティ関連製品※の売上収益を20％まで
拡大することをめざします。

指標 指標 指標

当社グループは、お客さまをはじめとするステークホルダー
と、さまざまな機会を通じて、積極的かつ建設的に対話し、
KAITEKIの実現に向け、協働していきたいと考えています。ま
た、お客さまの声を重視し、より良いサービスの提供とお客さ
まの満足度向上に活用するため、毎年、お客さまに対しアン
ケートを実施しています。アンケートでは、製品やサービスへ
の満足度のほか、当社が実施しているサステナビリティへの
取り組みの認知度なども含め、グループへの評価を多角的に
確認しています。その結果をもとに顧客満足度を把握し、お
客さまとの関係をより強いものとし、持続可能な成長につなげ
ていきます。

事業ポートフォリオ戦略として重要な課題／環境や社会への影響として重要な課題／事業基盤として重要な課題

当社グループは、従業員エンゲージメントとウェルネス意
識を向上させることで、従業員がポテンシャルを最大限発揮
し、より高い創造性や生産性をめざします。

経営人材の多様化により、幅広い経験を有する人材が経営
判断をするべく、経営層のダイバーシティを指標としています
が、今後は国際性とジェンダーに重きを置いた定義に改定を
して管理します。2022年度はこの2要素のいずれかを有する
経営層の割合が24％でしたが、2025年度は40％を目標に
各種施策を実行していきます。 経営層のダイバーシティ ▶P.69

※ 成長事業領域（社会課題解決型事業）のうち、GHG低減と炭素循環の事業領域

※ 従業員意識調査における設定項目の好意的回答者の割合

経営層のダイバーシティ
指標

三菱ケミカルグループで特定したマテリアリティに対する目標と、その進捗を測る指標として「MOS（Management of Sustainability）指標」を設定し、
運用しています。それぞれの指標について毎年の進捗をモニタリングすることで、マテリアリティへの取り組みを着実に推進しています。

※ サステナビリティに資する製品、特に気候変動、サーキュラーエコノミー、食
糧供給、水資源保全など
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ホットスポット分析

原材料AのGHG排出量内訳
顧客製品のGHG排出量

原料1原料2 製造 輸送 廃棄

廃棄物最終処分量※の削減率（2019年度比、国内）
（%）
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GHG排出量の削減率（2013年度比、国内）
（%）

50

40

30

20

10

0

1717

2626

1515

（年度）2022
実績

2021
実績

2025
目標

COD（国内）
（t）

2,000

1,500

1,000

500

0
（年度）2022

実績
2021
実績

2025
目標※

1,4651,465
1,6001,6001,6001,6001,600
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原料A原料B原料C 製造 輸送 廃棄

サステナビリティ指標

環境や社会への影響として重要な課題

環境インパクト削減、気候変動や水資源問題の解決、循環型社会形成に向け、GHG排出量、水使用や廃棄物による環境負荷削
減を測る指標に対し目標を設定しています。
GHGの国内排出量は、生産効率の向上や設備改善に加え、主要事業所での生産量減少により、2013年度比で26％削減しまし

た。目標に対する進捗に課題のあった廃棄物については、最終処分量の多い事業所での原因調査を行っています。引き続き歩留ま
り改善やリサイクル率向上の取り組みによる削減を進めます。
また、当社グループでは、環境インパクトやカーボンフットプリント（CFP）の定量評価のため、LCA（ライフサイクル・アセスメント）
の活用を進めています。マネジメントツールとして活用する取り組みなどを目標に設定し、LCA活用の進捗度100%をめざします（右
記参照）。

指標

指標

※ 自社の定常的な生産・物流活動において定常的に発生する産業廃棄物の埋立量

※ 2025年度の目標は2019年度の水準（1,600t）を維持

指標

指標

LCAの活用事例
当社グループでは、LCAをカーボンニュートラル
実現に向けたツールとしても活用しています。具体的
にはこれをR&D、製造、製品提案などさまざまな場
面で活用し、GHG削減の取り組みにつなげています。
今後は、そのノウハウを蓄積しながら、活用領域を拡
大していきます。

活用実績
● R&Dの検討初期段階にて、バイオマス原料への切
り替えによるGHG削減効果を確認

● 製造工程で発生する副生品をリサイクルし、有効活
用することによる製品CFPの削減量を確認

● 製品のホットスポット分析に基づき、改良策の実現
可能性とCFPへの影響の両面からGHG削減案を
検討し、お客さまにCFP低減計画を提案

製品の環境負荷の内訳をライフサイクルの構成要素ごとに
確認し、負荷の高い部分を特定することで環境負荷を下げ
るための検討が可能に
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情報セキュリティ研修受講率
（%）
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サステナビリティ指標

安全の確保は企業の社会的責任であるとの認識のもと、事
故の発生は未然に防止し、安定操業を継続していきます。リ
スクアセスメントや研修、マネジメントからの定期的な情報発
信、各事業・地域で相互啓発型の安全活動を強化することで、
従業員により深く安全意識を浸透させ、休業度数率と事故件
数を改善していきます。

全従業員が情報資産保護の重要性と責任を認識できるよ
う、毎年、情報セキュリティ研修を実施しています。未受講者
には繰り返し受講を呼びかけ、重要性を伝えることで、年々受
講率は拡大しています。今後もさらなる向上を図り、従業員の
情報セキュリティに対する意識向上を促します。

重大コンプライアンス違反件数
2022年度は、目標の0件に対して、1件発生しました。発
生した違反に対しては、事実を重く受け止め、適切な措置を
取るとともに、チーフコンプライアンスオフィサーの指揮と監
督のもと、再発防止策を講じていきます。また、グローバル共
通で定めたグローバル・コンプライアンス推進プログラムのも
と、全従業員に対して教育と研修を定期的に実施し、コンプラ
イアンス意識のさらなる浸透を促していきます。

指標

コンプライアンス ▶P.88

指標指標

事業基盤として重要な課題／存立に関わる重要課題／リスク管理上、重要な課題

違反内容の詳細

ESG株式指数に関する評価
当社グループの取り組みが評価され、以下のような
ESG株式指数に継続的に組み入れられています
（2023年6月末時点）。
今後も、評価結果から得られた視点や課題を検討

し、関連する諸活動の一層の強化につなげていきます。

※ 三菱ケミカルグループのMSCI指数への組み入れ、および本ペー
ジにおけるMSCIのロゴ、トレードマーク、サービスマーク、指数名
称の使用は、MSCIやその関係会社による当社の後援、推薦あるい
はプロモーションではありません。MSCI指数はMSCIの独占的財
産であり、MSCIおよびその指数の名称とロゴは、MSCIやその関
係会社のトレードマークもしくはサービスマークです。

指標

Dow Jones Sustainability Indices MSCI ジャパンESGセレクト・リーダーズ指数※

MSCI日本株女性活躍指数※

FTSE4Good Index Series FTSE Blossom Japan Index

指標
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シナリオに基づくリスクの概要（特にインパクトの大きいリスク）

シナリオ※1に基づくリスクの概要認識するリスク 当社への影響

＋＋

＋

＋

＋

1.5℃～2℃

1.5℃～2℃

1.5℃～2℃

4℃

インパクト※2 影響への対応状況

機関投資家が気候変動を重視する中、不
十分な対応により時価総額が低下

プラスチック回収率が上昇することで石油
化学製品のバージン需要減少

石油化学製品の需要減少

炭素税が上昇することによる操業コスト
増加

操業コストの上昇炭素価格上昇

プラスチック製品の
使用方法の規制

株式市場での気候
変動対応の高まり

異常気象による操業
ロス

時価総額の減少

市場

政策／規制

レピュテーション

カテゴリー

物理 アジアでの洪水リスクが上昇することで工
場の操業への影響が増大

沿岸地域の工場が災害により操業停止、その結果、
売上減少、資産（生産設備や在庫）の棄損

気候変動などサステナビリティ情報の
開示やエンゲージメントの充実化

カーボンニュートラル実現に貢献する
事業への注力

カーボンニュートラル実現に向けた基
本方針にそったGHG排出量の低減

大規模自然災害に備えた、被害の最小
化と事業継続性の確保の推進

※1 1.5℃～2℃については、WEO SDSシナリオなど、 4℃については、IPCC RCP8.5シナリオなどをそれぞれ参照。
SDSシナリオは、国際エネルギー機関（IEA）による、世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べ２℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求するパリ協定目標と整合的なシナリオ。
RCP8.5シナリオは、気候変動に対する追加的な緩和策が取られず、21世紀末の世界の平均気温が、産業革命以前と比べて約4℃上昇する可能性が高いという、IPCCによるシナリオ。

※2 「当社への影響」によるインパクトについて、定量評価結果を大：++、中：+と表示。

TCFD提言に基づく報告

三菱ケミカルグループは、環境負荷削減や省エネルギー活
動の推進、再生可能エネルギー利用の推進、GHG排出削減
に貢献する製品群の拡充など、気候変動関連の施策を充実
化するとともに、情報開示を段階的に拡充し、企業価値向上
に努めていきます。

ガバナンス
当社グループは、取り組む重要課題（マテリアリティ）

（▶P.58）に、「GHG低減」「環境インパクトの削減」「サーキュ
ラーエコノミー」といった気候変動に関連する課題を定め、その
進捗を測る経営指標と目標（▶P.59～61）を設定しています。
目標に対する進捗は、当社執行役社長を委員長とし、当社
の執行役等から構成するサステナビリティ委員会にて、定期
的にモニタリングし、関連施策を着実に推進しています。

役員報酬
当社は、執行役の報酬を構成する業績連動報酬を、年度ご

との目標値の達成状況の結果に応じて決定し、支払っていま
す。評価は、経済効率性やイノベーションに加え、サステナビ
リティの向上に係る指標を用いるKAITEKI価値評価および個
人評価にて決定しています。
2022年度の業績連動報酬の評価指標のうちサステナビリ

ティに関するものは、GHG排出量削減を含む、KAITEKI価値
評価の中で執行役が特に注力すべきものを選定しました。詳
細は、コーポレート・ガバナンス：役員報酬（▶P.85）を参照く
ださい。

戦略・リスク管理
気候変動に関連するリスク
当社グループは、シナリオ分析の考え方に基づき、2030年

にかけて直面する気候変動による影響のインパクトを評価し
ています。
移行リスクは、国際エネルギー機関（IEA）のSDSシナリオ

などに基づき、評価した結果、特にインパクトが大きいリスク
として、炭素税負担の増加や、株式市場での気候変動対応の
高まりなどを認識しています。
また、物理リスクは、気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）のRCP8.5シナリオ等に基づき、評価した結果、異常
気象による操業ロスを認識しています。
これらのリスクに対しては、適切な対応を講じていくととも
に、継続的に状況を把握していきます。

Environment
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当社グループGHG排出量（Scope1+Scope2）

-29％

2030年度2019年度

購入電力
購入電力
排出係数
改善

燃料転換
プロセス
合理化

事業成長

購入電力
排出係数
ゼロ

自社発電

プロセス

他

主要施策

自社発電用燃料の転換（LNG → H2, NH3）

バイオマス原料の活用

製造プロセスの改善

新技術の研究開発（人工光合成、 CCUS等）

再生可能資源への投資を通じたオフセット

2050年カーボンニュートラルに向けたロードマップ

16.6 百万t-CO2e

11.8 百万t-CO2e

0 百万t-CO2e
2050年

移行計画
当社グループは、GHG排出量を2030年度に29%削減

（2019年度比）、2050年に実質ゼロとするカーボンニュート
ラル達成をめざすという目標を設定し、ロードマップに沿って
削減策を実行していきます。
製造プロセスの合理化や、エネルギー転換を進めるととも

に、今後のポートフォリオ運営にカーボンニュートラルの視点
を盛り込み、カーボンニュートラルに移行する社会でも競争
力のある企業をめざします。

気候変動に関連する事業機会
経営方針「Forging the future 未来を拓く」で公表した、
市場の成長性、競争力、サステナビリティにフォーカスした
ポートフォリオ運営に基づき、カーボンニュートラル実現に貢
献する事業へ注力します。
気候変動に関連する事業機会として、具体的には、モビリ

ティ軽量化材料、車載用電池材料、バイオプラスチック、炭素
繊維複合材料などの注力事業について、段階的に事業規模
の拡大、収益力を強化していきます。
2023年2月に公表した経営方針の実行計画では、気候変
動対策に貢献する製品を含め、サステナビリティ関連製品を
2025年度までに売上収益の20%にすることをめざします。

リスクを識別、評価、管理するプロセス
ポートフォリオマネジメント
経営方針で公表している通り、注力事業の選別基準の一つ

に「カーボンニュートラル」を設定しています。カーボンニュー
トラルの視点も加味した上で、今後、競争優位性を有する成長
市場にフォーカスしたポートフォリオ運営を推進します。

リスク管理
当社グループは、2022年度より「One Company, One 
Team」の考え方のもと、グループ全体を一体的に運営する体
制に移行し、それに伴い、当社グループの事業活動に関わるリ
スクを統合的に管理するスキームとして、ERM（Enterprise 
Risk Management）を導入しました（▶P.86）。
今後は、マテリアリティの視点で抽出された重要課題に関
連する、当社グループの事業活動に関わるリスクを統合的に
管理し、全社的な観点から損失の最小化と適切なリスクテイ
クを促していきます。

指標と目標
マテリアリティの進捗を測る経営指標（MOS指標）の中に、
GHG排出量の削減率を設定し、中期目標を掲げ、毎年進捗
を評価していきます。

Scope1～ 3のGHG排出量
2022年度の実績は、非財務ハイライトのGHG排出量

（▶P.99）を参照ください。なお、GHG排出量は第三者保証を
受けており、信頼性の高い情報の開示に努めています。

TCFD提言に基づく報告
Environment

TCFD提言に基づく報告
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三菱ケミカルグループは、2050年のカーボンニュートラル
達成に向けて、独自の技術開発や再生可能エネルギーの活
用、さまざまなパートナーとの連携を強化し、GHG排出量の
削減と、持続的な資源・エネルギーの循環に資する取り組み
を推進しています。

社内での取り組み
GHG削減の取り組み
パフォーマンスポリマーズ事業では、欧州において2022
年度のGHG排出量（Scope1+Scope2）を2019年度比で
44%削減するという著しい成果を達成しました。これは、戦
略的な再配置施策とグリーン電力への転換によって実現した
ものです。今後、再生可能エネルギーで稼働する拠点をさら
に拡大していく予定です。
また、エンジニアリング・シェイプス・アンド・ソリューション
ズ（ES&S）事業では、再生可能エネルギーの利用や設備の電
化、主要設備を集約することで、2019年度比で50％の
CO2e削減に貢献しました。欧州では9拠点のうち8拠点が、
米州では全拠点が再生可能エネルギーへの転換を実現し、
中でも米国のスクラントンにある製造拠点では、製造における
主要工程の電力にMCGグループで開発したテクノロジーを
活用することでCO2e削減に貢献しています。
アルポリック事業については、ドイツのヴィースバーデンの
製造拠点でアルポリック複合パネル1m2当たりのGHG排出
量を2017年度比で20％削減しました。これは製造設備の効
率化や製造工程における温度管理の最適化などを組み合わ
せたことによるものです。

カーボンニュートラル／サーキュラーエコノミーの推進

サーキュラーエコノミー実現に向けた取り組み
パフォーマンスポリマーズ事業では、リサイクル材料やバイ
オマス原料を用いたグレードを開発・販売し、フランスの生産
拠点でISCC PLUS認証を取得しました。同様に3Dプリン
ター用樹脂にもリサイクル材料やバイオマス原料を展開して
います。また、当社グループの製品である再生可能な材料の
みを使用したPVCコンパウンド製サッカーボールはフランス・
1部リーグの全サッカークラブショップで販売されています。
一方、当社の「ソアノール」にリサイクル助剤「ソアレジン」を
添加した多層フィルムはリサイクル性において高い評価を受
けており、ドイツのリサイクル認証機関であるInstitute 
cyclos-HTP GmbHによるリサイクル認証を取得しました。
加えてES&S事業では、2022年度に欧州と米国でサーキュ
ラーエコノミーを推進する、持続可能なブランドプログラムを
立ち上げました。このプログラムは、持続可能な製品の開発・
販売だけでなく、定量化されたライフサイクル・アセスメント
データの活用や規制遵守のための文書整備、廃棄物引き取り
制度、欧州と北米の顧客向けのカーボンフットプリント計算
ツールなどを包括しています。
さらにアルポリック事業では、再生アルミニウムを75％含
む特殊グレードを導入し、サーキュラーエコノミーに貢献して
います。
また当社グループは持続可能な社会の実現に関する研究
を行うため、米国・アリゾナ州立大学と共同で、2019年4月1
日に同大学内に「The Global KAITEKI Center」を開設して
おり、自動車産業におけるサーキュラーエコノミーに関するプ
ロジェクト等で協力し、研究を進めています。

サステナビリティに関する受賞や実績
当社のサステナビリティに関する取り組みが評価され、権
威ある賞の受賞や実績につながりました。これはGHG排出量
削減と業界内のエコソリューション推進に対する当社グルー
プのコミットメントを示すものです。

社外とのコラボレーション
世界経済フォーラムの
プラスチックリサイクル共同研究開発プロジェクト
当社グループは2023年4月、「R&D Hub for Plastic 
Waste Processing（R&D Hub）」の本格始動に向け、日本
で唯一の設立メンバーとして、オランダの独立研究機関TNO
と研究開発の連携協定を締結しました。
R&D Hubは、世界経済フォーラムの低炭素排出技術イニ

シアチブ：Low-Carbon Emitting Technologies initiative
（LCET）から発足したプラスチックリサイクル共同研究開発プ
ロジェクトです。LCETの会員企業である世界的な化学メー
カー7社（当社グループ、BASF、Covestro、Dow、SABIC、
Solvay、LyondellBasell）とTNOが参加しています。
循環型社会の実現と低炭素化・カーボンニュートラル達成

という目標に向けて業界全体で連携し、さらには共同での技
術開発まで行う試みは、化学業界においてはこのLCETおよ
びR&D Hubが世界で初めてです。この画期的な取り組みへ
の参画を通じて、将来の循環型・低炭素型事業に寄与する技

術を獲得し、KAITEKIの実現に向けた当社の姿勢を国内外に
示していきます。

グローバル・コモンズの保全に向けた共同研究
三菱ケミカルは、国立大学法人東京大学が設立したグロー

バル・コモンズ・センターと、資源の循環・有効活用の観点で
化学産業がめざすべきビジネスモデルなどについての共同研
究を2021年4月から進めています。
2022年9月には、グローバル・コモンズ（人類の持続的発
展の共通基盤である地球環境システム）を守るための化学産
業の役割に関する共同研究の成果として、「プラネット・ポジ
ティブ・ケミカルズレポート」を公開しました。本レポートは、
プラネタリー・バウンダリー（人類の生存領域）の範囲内での
サステナブルな社会・経済の成立をめざして、環境負荷低減
のみならず、ほかの産業や消費者のために化学産業が果たす
べき役割、解決すべき課題を検討したものです。
また、カーボンニュートラルの実現に向けて、化学製品の需
要をシステム全体で捉え、バリューチェーン全体における化
学産業のGHG排出量を検討、将来への道筋も詳細に示して
います。この研究成果を社会と広く共有し、幅広いパートナー
と協力関係を築きながらサステナブルな化学産業のあり方を
追求していきます。

「脱炭素×復興まちづくりプラットフォーム」への参画
当社グループは、環境省を事務局として2023年3月に設
立された「脱炭素×復興まちづくりプラットフォーム」に参画し
ています。東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）と福島第

一原子力発電所の事故によって被災した福島県の12市町村
で、脱炭素化と地域の復興・再生を両立するまちづくり、地域
資源を最大限活用して環境・経済・社会の好循環を実現する
特色ある地域循環共生圏を形成することを目的としています。
地域内外の民間企業などが共通の目標や認識のもとで長期
にわたり連携していくことをめざしています。
カーボンニュートラルの実現には、地方自治体との連携が
不可欠です。本プラットフォームへの参画を通して、各都道府
県、各市町村との連携モデルをつくり上げるとともに、工場・
事業所・研究所等のGHG排出低減や、農林畜産業等におけ
る資源循環モデルの構築をめざします。

Environment

受賞内容／実績 事業や製品など

"Oscar Dell'Imballaggio "（イ
タリア）の最優秀パッケージング
賞を受賞

当社が製品を供給している
taghleef industries llc

NRG Energy, Inc.の持続可能
性部門優秀エネルギー賞を受賞

Plastics Recycling  Awards 
Europe 2023のファイナリスト
に選出

ES&S事業（米国）

ES&S事業（欧州）

Texas Chemistry Councilの
Sustained Excel lence in 
Caring賞を受賞

「ソアノール」

レスポンシブル・ケア®マネジメン
トシステムおよびRC14001:
2015の第三者認証を取得

米国におけるES&S事業、PC/
MMA事業、「ソアノール」、
Gelest, Inc.、ポリエステルフィ
ルム事業など

「Crystal Cabin Awards」の
「サステイナブル・キャビン」部門
で最終選考に選出（3社のうちの
1社）

CARBON FIBER事業の「バイ
オプレグ」素材

主な受賞や実績
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三菱ケミカルグループは、2050年のカーボンニュートラル
達成に向けて、独自の技術開発や再生可能エネルギーの活
用、さまざまなパートナーとの連携を強化し、GHG排出量の
削減と、持続的な資源・エネルギーの循環に資する取り組み
を推進しています。

社内での取り組み
GHG削減の取り組み
パフォーマンスポリマーズ事業では、欧州において2022
年度のGHG排出量（Scope1+Scope2）を2019年度比で
44%削減するという著しい成果を達成しました。これは、戦
略的な再配置施策とグリーン電力への転換によって実現した
ものです。今後、再生可能エネルギーで稼働する拠点をさら
に拡大していく予定です。
また、エンジニアリング・シェイプス・アンド・ソリューション
ズ（ES&S）事業では、再生可能エネルギーの利用や設備の電
化、主要設備を集約することで、2019年度比で50％の
CO2e削減に貢献しました。欧州では9拠点のうち8拠点が、
米州では全拠点が再生可能エネルギーへの転換を実現し、
中でも米国のスクラントンにある製造拠点では、製造における
主要工程の電力にMCGグループで開発したテクノロジーを
活用することでCO2e削減に貢献しています。
アルポリック事業については、ドイツのヴィースバーデンの
製造拠点でアルポリック複合パネル1m2当たりのGHG排出
量を2017年度比で20％削減しました。これは製造設備の効
率化や製造工程における温度管理の最適化などを組み合わ
せたことによるものです。

サーキュラーエコノミー実現に向けた取り組み
パフォーマンスポリマーズ事業では、リサイクル材料やバイ
オマス原料を用いたグレードを開発・販売し、フランスの生産
拠点でISCC PLUS認証を取得しました。同様に3Dプリン
ター用樹脂にもリサイクル材料やバイオマス原料を展開して
います。また、当社グループの製品である再生可能な材料の
みを使用したPVCコンパウンド製サッカーボールはフランス・
1部リーグの全サッカークラブショップで販売されています。
一方、当社の「ソアノール」にリサイクル助剤「ソアレジン」を
添加した多層フィルムはリサイクル性において高い評価を受
けており、ドイツのリサイクル認証機関であるInstitute 
cyclos-HTP GmbHによるリサイクル認証を取得しました。
加えてES&S事業では、2022年度に欧州と米国でサーキュ
ラーエコノミーを推進する、持続可能なブランドプログラムを
立ち上げました。このプログラムは、持続可能な製品の開発・
販売だけでなく、定量化されたライフサイクル・アセスメント
データの活用や規制遵守のための文書整備、廃棄物引き取り
制度、欧州と北米の顧客向けのカーボンフットプリント計算
ツールなどを包括しています。
さらにアルポリック事業では、再生アルミニウムを75％含
む特殊グレードを導入し、サーキュラーエコノミーに貢献して
います。
また当社グループは持続可能な社会の実現に関する研究
を行うため、米国・アリゾナ州立大学と共同で、2019年4月1
日に同大学内に「The Global KAITEKI Center」を開設して
おり、自動車産業におけるサーキュラーエコノミーに関するプ
ロジェクト等で協力し、研究を進めています。

サステナビリティに関する受賞や実績
当社のサステナビリティに関する取り組みが評価され、権
威ある賞の受賞や実績につながりました。これはGHG排出量
削減と業界内のエコソリューション推進に対する当社グルー
プのコミットメントを示すものです。

社外とのコラボレーション
世界経済フォーラムの
プラスチックリサイクル共同研究開発プロジェクト
当社グループは2023年4月、「R&D Hub for Plastic 
Waste Processing（R&D Hub）」の本格始動に向け、日本
で唯一の設立メンバーとして、オランダの独立研究機関TNO
と研究開発の連携協定を締結しました。
R&D Hubは、世界経済フォーラムの低炭素排出技術イニ

シアチブ：Low-Carbon Emitting Technologies initiative
（LCET）から発足したプラスチックリサイクル共同研究開発プ
ロジェクトです。LCETの会員企業である世界的な化学メー
カー7社（当社グループ、BASF、Covestro、Dow、SABIC、
Solvay、LyondellBasell）とTNOが参加しています。
循環型社会の実現と低炭素化・カーボンニュートラル達成

という目標に向けて業界全体で連携し、さらには共同での技
術開発まで行う試みは、化学業界においてはこのLCETおよ
びR&D Hubが世界で初めてです。この画期的な取り組みへ
の参画を通じて、将来の循環型・低炭素型事業に寄与する技

術を獲得し、KAITEKIの実現に向けた当社の姿勢を国内外に
示していきます。

グローバル・コモンズの保全に向けた共同研究
三菱ケミカルは、国立大学法人東京大学が設立したグロー

バル・コモンズ・センターと、資源の循環・有効活用の観点で
化学産業がめざすべきビジネスモデルなどについての共同研
究を2021年4月から進めています。
2022年9月には、グローバル・コモンズ（人類の持続的発
展の共通基盤である地球環境システム）を守るための化学産
業の役割に関する共同研究の成果として、「プラネット・ポジ
ティブ・ケミカルズレポート」を公開しました。本レポートは、
プラネタリー・バウンダリー（人類の生存領域）の範囲内での
サステナブルな社会・経済の成立をめざして、環境負荷低減
のみならず、ほかの産業や消費者のために化学産業が果たす
べき役割、解決すべき課題を検討したものです。
また、カーボンニュートラルの実現に向けて、化学製品の需
要をシステム全体で捉え、バリューチェーン全体における化
学産業のGHG排出量を検討、将来への道筋も詳細に示して
います。この研究成果を社会と広く共有し、幅広いパートナー
と協力関係を築きながらサステナブルな化学産業のあり方を
追求していきます。

「脱炭素×復興まちづくりプラットフォーム」への参画
当社グループは、環境省を事務局として2023年3月に設
立された「脱炭素×復興まちづくりプラットフォーム」に参画し
ています。東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）と福島第

一原子力発電所の事故によって被災した福島県の12市町村
で、脱炭素化と地域の復興・再生を両立するまちづくり、地域
資源を最大限活用して環境・経済・社会の好循環を実現する
特色ある地域循環共生圏を形成することを目的としています。
地域内外の民間企業などが共通の目標や認識のもとで長期
にわたり連携していくことをめざしています。
カーボンニュートラルの実現には、地方自治体との連携が
不可欠です。本プラットフォームへの参画を通して、各都道府
県、各市町村との連携モデルをつくり上げるとともに、工場・
事業所・研究所等のGHG排出低減や、農林畜産業等におけ
る資源循環モデルの構築をめざします。

設立メンバー 7社とTNOとの契約締結後の集合写真
（2023年4月、ベルギー・アントワープ）

カーボンニュートラル／サーキュラーエコノミーの推進

グローバル・コモンズの保全に向けた東京大学との共同研究の成果について

Environment
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Society
CHROメッセージ

従業員一人ひとりがそのポテンシャルを開花できるよう、
環境の整備を通じて、
グループ全体の人的資本を最大化していきます

企業の成長とPurpose実現に向けた人的資本戦略
三菱ケミカルグループにとって、人材は価値創造の源泉であ

り、企業としての成長やPurpose実現の原動力そのものです。
従業員一人ひとりの可能性は無限大です。そのポテンシャ

ルを最大限発揮でき、意欲のある人材がより活躍できる環境
をつくることが私のミッションといえます。
当社グループが経営方針「Forging the future 未来を拓

く」に掲げたスペシャリティマテリアルグループとなるために
は、従来の製品重視型組織からマーケット志向型組織への変
革が不可欠です。人的資本戦略においては、この変革を牽引
する次世代リーダーの育成が非常に重要となります。課題を
自ら進んで発見し、既存の価値観にとらわれずに柔軟かつ迅
速に意思決定できる人材が必要であり、現在はこうした人材
の育成に向けたプログラムの実施と、人材登用プロセスの構
築に注力しています。
さらに、Purpose実現に向けては、絶え間ないイノベー

ションを生み出していく必要があります。そのためには、単に
性別や国籍といった「属性の多様化」ではなく、「Diversity of 
Thought（思考の多様性）」を担保することが重要であると考
えています。このためにも、属性によらず、さまざまな考えや特
性を持った人材がそれぞれの強みを活かしてチャレンジでき
るような仕組みやカルチャーの実現と、多様な思考を最大限

に活かせる環境の整備を進めています。また、誰もが尊重さ
れ、違いを認め合える企業風土を醸成するため、全従業員を
対象に、さまざまな人権課題についての啓発を行っています。
これらの施策を通し、従業員一人ひとりがポテンシャルを開
花させ、高いエンゲージメントをもって働き続けられる会社づ
くりに全力で取り組んでいきます。

全体最適に向けた基盤の強化
「One Company, One Team」を推進し、グループ全体の
企業価値を向上していくためには、リージョンや個社の垣根
を越えた、全体最適の視点を持つことが非常に重要です。人
的資本戦略においても同様であり、この考え方に基づいて、グ
ループ共通の基盤となる人事施策・制度の整備や、人事シス
テムの共通化などの施策に取り組んでいます。
また、人事施策・制度が有効に機能し、全体最適が実現さ
れている状態を確固たるものとするために、人事面におけるガ
バナンス強化にも取り組んでいます。これらを通して、高度か
つ効率的で整合性の取れた人材マネジメントを実現し、人的
資本の面での「One Company, One Team」のさらなる実
践と浸透に努めていきます。

執行役シニアバイスプレジデント
チーフヒューマンリソースオフィサー（CHRO）

平岡 朋代
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三菱ケミカルグループのPurposeを実現するためには、従
業員がそのポテンシャルを最大限発揮し、意欲ある人材がよ
り活躍できるよう、支援していく必要があります。経営方針
「Forging the future 未来を拓く」のもと、従業員へのエン
パワーメントに向けて、6つの施策を重点的に進めています。

次世代リーダー層の育成
従来の製品重視型組織からマーケット志向型組織への転

換を実現するためには、「自律的に課題を発見し、解決に導け
る人材」の育成が必須です。そのために、変化を先読みして、
正解がない中でも自ら一歩前に踏み出し、アジャイルに意思
決定を行える変革リーダーの育成、およびグループ・グロー
バルでの経営リーダー候補の育成に積極的に取り組んでい
ます。
施策の例として、経営リーダーに求められる人材要件を定

めるとともに、候補人材を継続的に育成するための仕組みと
して、グローバルでの人材育成プログラムを構築・運用してい
ます。個々のポジションについてもその人材要件を個別に定
め、重要ポジションについては後継者計画を継続的に運用す
ることで、人材パイプラインを強化しています。

人材戦略

Executive Leadership Development Program
（ELDP）
ELDPは、変革やビジネス成長をリードする経営幹部人材
育成の最上位プログラムです。このカリキュラムにトップクラ
スのビジネススクールのモジュールを組み込み、当社グルー
プ向けにアップグレードして運用しています。
他地域・他業種の経営リーダーとの交流を通じて、参加者
へ市場における自身の価値・競争力の認識を促し、成長を後
押しするとともに、グローバルに活躍するために必要な知識
やリーダーシップの習得を支援します。

Senior Leadership Development Program（SLDP）
ELDPに次ぐ、経営幹部人材の育成プログラムです。理想
の未来像を構想し、実現する力である「イノベーターシップ」
の習得をコンセプトとして、視座を社会・世界に向けて新しい
未来の実現に挑み、変革とビジネス成長をリードする人材を
育成します。
プログラムでは、当社が今後取り組むべき課題について議
論し、経営層に提言することで、問題解決能力を習得します。

最優秀プロジェクト賞を受賞したチームへのインタビュー

Society

当社が考える経営リーダーの要件定義

・市場洞察力
・戦略思考
・未来志向に基づく変革力
・組織・人材マネジメント力（心理的安全性、多
様性の受容力、ビジョン構築力、レジリエンス）
・結果へのこだわり

・既存事業の枠にとらわれない、社会課題を踏
まえた高い専門性・尖った強み
・社外を含めた多様な経験
・幅広い教養

・人間力（信頼・志・誠実さ・好奇心・胆力）
・Our Way (誠実、尊重、果敢、共創、完遂) の
体現
・協働能力（コラボレーション、ステークホル
ダーリレーション）

経営
コンピテンシー

知識・経験

・中長期視点に基づき果敢な意思決定を通じた
事業実績
・変革を牽引した顕著な実績

結果・実績

基本的資質

従業員への
エンパワーメント

● 次世代リーダー層の育成
● 企業文化の変革と価値創造マインドの醸
成促進

● 人材戦略としてのDE&I（ダイバーシティ・
エクイティ＆インクルージョン）の推進

● 働きやすい環境の整備
● 全体最適実現のためのグローバル一体運
営体制の構築

● グローバルでの人事ガバナンス強化

　日本酸素ホールディングスの欧州事業会社では、
「GOL（Growing Our Leadership）Ⅱ」と冠したプログ
ラムを設け、リーダー育成に継続的に活用しています。
プログラムの参加者はリーダーシップスキルを高める
ためのトレーニングを受けるほか、組織の生産性向
上をめざす実際のプロジェクトに参加し、経営幹部の
支援のもとでプロジェクトを成功に導きます。大きな
成果を上げたプロジェクトを表彰するイベントも開催
し、メンバー間の相互学習・ネットワーク構築につな
げています。

日本酸素ホールディングスでのリーダー育成
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企業文化の変革と価値創造マインドの醸成促進
意欲を持った人材が前向きに成長し続けられる環境を創

るため、従業員一人ひとりの自律的なキャリア開発を支援す
る制度や環境の整備に取り組んでいます。
挑戦の機会を前向きに捉え、行動変容につなげられるよ

う、従業員の意識改革にも取り組んでいます。

自律を促すキャリアイベントの実施
従業員向けのキャリア支援セミナーやイベントを継続的に
実施しています。特にキャリアへの関心が高いミドルキャリ
ア層以降に対しては、スキルや経験の棚卸を行い、今後の
キャリアを描くワークショップや、外部講師による講演などを
通じて、具体的なキャリアプランの構築を支援しています。
今後はさらに対象を広げ、全ての従業員が自らのキャリア

にオーナーシップを持てる状況をめざします。

三菱ケミカルの社内公募制度
個々の部署で欠員や増員の必要性などが発生した際に

はまず社内公募を実施しています。
制度の円滑な運用に向けて、上司と部下が1on1で日

頃からコミュニケーションするほか、年1回のキャリア面談
を行い、キャリアや業務に対する考えを共有しています。

利用状況
制度の導入から２年以上が経過し、マッチング率は上昇

しています。キャリア意識の高まりや、社内公募が異動の
機会として定着してきている結果と考えており、さらなる活
用を進めていきます。

その他の異動施策
社内公募制度以外の異動施策も充実させており、現在

の勤務地での就業を継続できる「勤務地継続」、希望の勤
務地を登録できる「勤務地希望」のほか、若手の従業員に
希望部署の選考を受ける機会をつくる「キャリアチャレンジ
制度」を設け、若年層の積極的な挑戦を支援しています。
引き続き、従業員の主体的なキャリア形成とワーク・ラ

イフ・バランスの実現をめざしていきます。

主体的なキャリア形成を支援するための社内公募制度
三菱ケミカルは、「キャリアのオーナーシップは個人にある」との考えのもと、従業員にキャリアの選択肢を委ねています。
従業員がそれぞれに抱くキャリアへの価値観と会社の戦略をつなげ、さらなる成長を実現する仕組みとして、従来の社内
公募制度を大きく見直し、全ての欠員補充に社内公募を活用するという新たな制度を導入しました。2022年度以降は、
当社グループ全体で導入を拡大しています。

人材戦略
Society

三菱ケミカルの社内公募制度の仕組み

案件数とマッチング率

年度

2021

2022

1,394

1,192

案件数（重複あり）

491

490

確定数

35.2%

41.1%

マッチング率

ワークショップ参加者数

2020

2021

2022

342名／ 15回

357名／ 15回

252名／ 11回

参加者数・回数年度

従業員

希望のポストを
探して応募

社内ポータル上で
マッチング

各部署

人材の補充が
必要なポストを

公募

●対象は全従業員
●応募の際は上司の了承などは不要
●公募する職務は職務記述書を公開

運用ルール
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人材戦略

採用におけるDE&Iへの取り組み
当社グループへの入り口となる「採用活動」においても、多
様性を高めるための取り組みを進めています。
特に、女性の採用を強化するべく、採用時のコミュニケー

ションを重視し、入社後の活躍をしっかりとイメージできるよ
うにすることで、ミスマッチの解消や応募の促進につなげてい
ます。また、募集に際してはその他にも、言語バックグラウンド
に左右されない採用体制の構築などに取り組み、多様な人材
の採用に努めています。

人材戦略としてのDE&Iの推進
果敢な挑戦と多様な共創を実現できる組織風土を醸成す

べく、意欲を持った人材が属性にかかわらず活躍できる環境
の創出・整備に取り組んでいます。多様な人材が触発し合い、
Diversity of Thought（多様な思考）によりイノベーション
が生み出され、また多様性を活かすための能力開発がなされ
る職場をめざしています。
経営人材についても多様化を進め、経営判断にあたって

は、社内外の幅広い経験を有する人材が活発に議論していま
す。（▶P.79）。年功序列の廃止（職務や業績による処遇、年
齢に関係ない職位・ポジション任用）や定年年齢の引き上げ
など、属性を越えて多様な人材が活躍できる制度も導入して
います。

経営層のダイバーシティ
当社では、「経営層のダイバーシティ」をサステナビリティ指
標であるMOS指標に組み入れています（▶Ｐ.59）。従来は、
当社の執行役・執行役員を対象として、国際性、ジェンダー、
マルチキャリアのいずれかの要素を持つ人材の比率を指標と
してきましたが、グローバルでのDE&I推進に向けて、2023
年度に指標の再定義を行いました。
キャリア採用の増加により多様性が一定程度確保できたマ
ルチキャリアは要素から除外し、国際性とジェンダーの2要素
により重きを置いた上で、経営上の重要な意思決定に加わる
従業員層も対象に加えました。意思決定層全体としての多様
性を高め、経営層の多様化に向けた人材層の強化につなげて
います。

若手人材の海外育成プログラム
グローバルでの人材交流と異文化・多様性受容のさらなる
促進、また次世代リーダー候補者の発掘と異文化経験を通じ
た成長機会の提供を目的に、若手人材の海外育成プログラム
を開始しました。
初年度となった2023年度は、日本、ドイツ、タイ、アメリカ

から15件以上の受け入れ要望があり、募集要項を社内ポー
タル上で公開、公募を実施しました。異なる国・文化・領域で
の経験を通じて、従業員の成長、特に若手人材のチャレンジ
への支援と、それを受け入れる職場の多様性促進をめざして
います。

プログラム概要

サステナビリティ指標 ▶P.59

Society

受け入れ先のメリット

プログラムの狙い

応募者のメリット
異文化経験による成長・
視野の広がり・
スキルアップ

DE&Iの実践
経営方針の達成

職場の多様性の高まり・
これまでにない視点の
共有による業務改善

経営層のダイバーシティ

24％

2022年度実績

28％

2023年4月1日実績

40％

2025年度目標

本社採用における女性比率

4事業会社計 21.5%

2020年度

27.6%

2021年度

28.0%

2022年度

応募条件
●MCGグループ在籍者（日本酸素グループは除く）
●他社含む就労経験：3～7年程度
●MCGグループでの就労経験：1年以上
●英語能力：CEFR（Common European Framework of 
Reference for Languages）B2レベル以上

受け入れ先例
日本：研究開発部門 ドイツ：監査部門
タイ：人材開発部門 アメリカ：営業部門

（注）三菱ケミカル、田辺三菱製薬、生命科学インスティテュート、大陽日酸の
合計値
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人材戦略

働きやすい環境の整備
従業員がその能力を最大限発揮していくための土台とし

て、安心して働ける環境の整備に取り組んでいます。
従業員の能力発揮を促進するため、ライフステージに応じ

た両立支援制度やライフプランの構築支援、介護支援のため
のセミナーの開催、従業員の健康増進のための取り組みなど
を実施しています。また、リモートワークの促進、デジタルツー
ルの活用や業務プロセスの改善、オフィスレイアウトの見直し
などを進めることで、自律的でワーク・ライフ・バランスにも配
慮した新たな働き方を実現しています。

職場のメンタルヘルスへの取り組み
職場でのパフォーマンスには、心理的エネルギーの状態が

大きく影響します。そこで2022年7月に「メンタルタフネス」
をテーマとしたオンライン研修を実施しました。変化を新しい
冒険と捉え、変化によるストレスをポジティブな意識に変え、
自らのコンディションを整える手法を学びました。
当社グループは、ストレスチェックの受検を促進するととも

に、高ストレスと診断された従業員に対するサポートプログラ
ムを導入し、メンタル不調の防止・早期改善に取り組んでいま

また、人事業務に関するガバナンスポリシーを定め、リー
ジョン人事とリージョン内各社との対話を促進することで、戦
略・方針の浸透と、一体感の向上を図っています。

す。例えば、高ストレス者の中でも特に慢性的な痛み（腰痛・
肩こり・頭痛等）に悩む従業員に対し、身体的な痛みの緩和か
らメンタル不調予防を行うプログラム（ポケットセラピスト）を
導入しました。痛みの軽減、改善に向けて専門家が寄り添い
ながらサポートする3カ月間のオンラインプログラムで、メン
タル不調の早期改善につなげています。

全体最適実現のための
グローバル一体運営体制の構築
「One Company, One Team」の考え方に基づくスリムで
フラットな組織体制により、効率的かつ全体最適視点でのマ
ネジメントを可能にする体制構築に取り組んでいます。
人事ファンクションの組織運営は、グローバル本社が策定

する全体戦略・方針に基づき、日本、Americas、EMEA、中
国、アジアパシフィックの5つのリージョンが自律的に人事施
策を実行する形態を採っています。同時に、各リージョンの責
任者が集うグローバルミーティングを定期的に行い、グロー
バル一体としての戦略を策定、人事施策などのブラッシュアッ
プを図ることで、グループとしても方向性を合わせています。

Society

ストレスチェック受検率

4事業
会社計 87.8%

受検率

7.9%

高ストレス者
比率 受検率 高ストレス者

比率 受検率 高ストレス者
比率

90.6% 9.3% 92.1%

2020年度 2021年度 2022年度

9.5%

（注）三菱ケミカル、田辺三菱製薬、生命科学インスティテュート、大陽日酸の
合計値。高ストレス者比率はストレスチェック受検者の中で、「高ストレス」
と判定された者の比率を指すが、会社により判定基準が一部異なる。

グローバル人事体制

グループ会社

グループ会社

グループ会社

Japan
CHRO

グループ会社

グループ会社

グループ会社

APAC
CHRO

グループ会社

グループ会社

グループ会社

China
CHRO

グループ会社

グループ会社

グループ会社

EMEA
CHRO

Americas
CHRO

グループ会社

グループ会社

グループ会社

グローバル本社
人事部門

各社における自律的な施策推進

グローバル方針による
整合性の確保

グローバルCHRO

働く女性の健康問題は社会的な課題であり、企業に
とっても重要なテーマとなっています。女性特有の体調
の変化や症状に伴う就業上の影響に悩む人は多く、男
女を問わずそうした実情に対する理解を深めることが、
働きやすい職場づくりへの第一歩です。そこで当社グ
ループでは専門医をお招きした「女性の健康管理セミ
ナー」を定期的に開催しています。　
2023年2月のセミナーでは、「更年期障害」について取
り上げました。女性のみならず、男性の更年期障害につ
いても取り上げ、更年期障害の正しい知識と、その向き
合い方について学ぶ機会となり、多くの従業員が参加
しました。

女性の健康支援セミナー
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人材戦略

グローバルでの人事ガバナンス強化
グループ全体で人的資本を活用し、その価値を最大化する
ため、グループ共通の組織基盤を整備しています。
人事業務におけるテクノロジーの活用や、グループでの人
事管理・人事施策の共通化を進め、人事ガバナンスを強化す
るとともに人材マネジメントの高度化に取り組んでいます。

グローバルでの人事基盤システムの導入
当社グループでは従来、個社それぞれで最適な人事運用

を行うため、異なる人事管理システムを用いてきました。現在
は、人材、組織、ポジションや職務をグローバルに一元化・可
視化し、グローバルでタレントマネジメントを強化するため、
グループ統一の人事基盤システムの構築を進めています。
より高いレベルでのタレントマネジメントを実現し、グルー

プ内での協働を促進することで、イノベーションを加速するほ
か、運用プロセスを標準化することで人事業務・サービスの高
度化・効率化を進め、事業収益の改善や従業員エンゲージ
メントの向上にもつなげていきます。

人権への取り組み
当社グループは、世界人権宣言、国連グローバル・コンパ

クト、国連のビジネスと人権に関する指導原則、および
ISO26000などの国際規範に準拠した人権に対する基本的
な考え方をグループ構成員に示すとともに、具体的な指針と
して「人権の尊重並びに雇用・労働に関するグローバルポリ

シー」を定めています。
また、海外グループ会社においては、各国で適用される法
令や人権に関する最善の慣行の遵守、従業員満足度の向上
に努め、適切なバリューチェーン・マネジメントを構築しなが
ら事業活動を展開しています。

人権の尊重

エンゲージメントサーベイの実施
当社グループでは、従業員が自身の所属する組織の方
針、風土、職場環境、キャリア機会等をどのように考えてい
るかを把握するため、エンゲージメントサーベイをグロー
バルで定期的に実施しています。サーベイ結果はさまざま
な属性より分析して会社施策に反映させるほか、「従業員
エンゲージメント」、「ウェルネス意識」については、サステ
ナビリティ指標であるMOS指標に組み込み、全社的な改
善に取り組んでいます。
2022年度のサーベイでは、「安全性」カテゴリは非常に
高いスコアとなり、「コミュニケーション」や「多様性と個の
尊重」については、課題は残るもののスコアの向上が見ら
れました。他方、「企業理念、ゴール・目標」「リーダーシッ
プ」「イノベーション」「タレントマネジメント」「パフォーマン
スマネジメント」カテゴリのスコアは低下しました。また、具
体的な設問を見ると、特に経営理念の浸透や従業員ポ
テンシャルの最大化の点で課題があることがわかりまし
た。この結果を受け、経営陣が従業員に直接経営の方針
やその背景を伝えるタウンホールミーティング（▶P.54）

や、グローバルのシニアレベルのマネジャーが対面で経営
に関して議論する場を設けて、コミュニケーションのさらな
る強化を図ることを決定しました。また、従業員のポテン
シャル最大化に資するキャリア支援施策の充実を進めてい
ます。これらの取り組みを継続することで、組織力の向上
につなげていきます。

Society

エンゲージメントサーベイ結果※

72
68
59
46
70
52
63
66
80
71
66
66
79
57
56
68
77

強みといえる良好な水準

一般的に大きな問題が無い水準

好意的回答のスコア改善が期待されるエリア

好意的回答が50％未満の要注意エリア

好意的回答70％
好意的回答50％
好意的回答の合計スコア

持続可能なエンゲージメント

企業理念、ゴール・目標

会社イメージ

リーダーシップ

CSV（Creating Shared Value）

イノベーション

生産性・スピード

品質

安全性（Safety）

直属上司

多様性と個の尊重

コミュニケーション

Well-being/Health

タレントマネジメント

パフォーマンスマネジメント

インデックス：MOS指標-従業員意識

インデックス：MOS指標-ウェルネス意識

好意的回答80％

※ サーベイを委託するウイリス・タワーズワトソンのフレームワークに基づく
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2021・2022年度　啓発教育実績

項目

新規採用・
転入者教育

全体会議

概要

対象：本社購買部門の新規採用者、転入者
● 購買方針に準じた各種基礎教育（都度）

対象：購買・物流本部員
● コンプライアンス全般、その他CSRに関連する
情報共有（年2回）

2021・2022年度　CSRアンケート取り組み実績

取り組み 実績

原材料の主要お取引先さま
へのCSRアンケート送付

対象お取引先さまにおける購入金額
実績比率：90%

取り組みレベルの可視化 アンケート回収済お取引先さまの
評価率：100%

アンケート結果のフィード
バックレター送付

アンケート回収済お取引先さまへの
送付率：100%

個別ヒアリングによる取り
組み状況確認

2021年度対象会社への実施率：94%
※ 感染症懸念により一部ヒアリング未実施

CSR調達説明会の開催 2021年度対象会社の参加率：100%
三菱ケミカルにおけるCSR調達

お取引先さまの
上流サプライヤ お取引先さま 三菱ケミカル

購買部門

①CSR調達ガイドラインによる
　規範の共有・理解

②CSRアンケートによるCSR課題の
　理解、 取り組み、 確認

CSRアンケート
の実施

取り組み状況
の確認

フィードバック・
活動に向けた

コミュニケーション

③上流サプライヤ
　に対する以下項
　目へのフォロー

● 法令遵守
● 人権の尊重
● 雇用･労働
● 環境安全
● 紛争鉱物
● 情報管理 取り組みレベル

の可視化

私たちは「三菱ケミカルグループ企業行動憲章」および
「MCG グループ人権の尊重並びに雇用・労働に関するグ
ローバルポリシー」に基づき、グループ全体でお取引先さまと
ともにサプライチェーン全体で人権を含むCSRに配慮した
事業活動を推進しています。

三菱ケミカルにおけるCSR調達推進
三菱ケミカルでは、CSR調達を推進するためのツールとし

て、企業活動の考え方およびお取引先さまへのお願い事項を
まとめた「三菱ケミカルとそのグループ会社 CSR調達ガイド
ライン」を作成しました。本ガイドラインをウェブサイト上に公
開するとともに、お取引先さまへ配布・共有をすることで活動
へご理解をいただけるよう努めています。
また、サプライチェーンにおける人権・労働、環境、公正な

持続可能なサプライチェーンの構築

責任ある鉱物調達対応
世界の紛争地域および高リスク地域において、鉱物採掘や

その取引から得られる利益は、武装勢力や反政府勢力の資金
源となっています。そのような地域の鉱物を使用することは、
紛争や人権侵害、環境破壊の助長につながる可能性がありま
す。三菱ケミカルでは、紛争地域および高リスク地域における
紛争や人権侵害などへの関与が明らかな鉱物を調達しない
ことを基本的な考えとして、「三菱ケミカルとそのグループ会
社 責任ある鉱物調達方針」を策定しました。

従業員への啓発教育の実施
三菱ケミカルでは、CSR調達活動の推進のためには、それ

を実践する人材の育成が重要だと考えています。今後も継続
的に啓発教育に力を入れて取り組んでいきます。

パートナーシップ構築宣言
三菱ケミカルでは、大企業と中小企業の持続可能な関係
構築をめざす「未来を拓くパートナーシップ構築推進会議」の
趣旨に賛同し、2021年4月に「パートナーシップ構築宣言」を
公表しました。サプライチェーンのお取引先さまや価値創造
を図る事業者の皆さまとの連携・共存共栄を進めることで、新
たなパートナーシップの構築をめざします。

下請法の遵守
三菱ケミカルでは、お取引先さまとの健全な関係を維持す

るために、下請代金支払遅延等防止法（下請法）を遵守する
ための体制を明確化するとともに、下請法の適用対象、遵守
事項を具体的に示した「下請法遵守規則」などの社内ルール
を制定しています。
これらの社内ルールに則った取引を徹底するために、社内教
育や関係部門に対する業務監査を定期的に実施しています。

事業慣行、コンプライアンス等に関するお取引先さまの状況
を把握するため、原材料のお取引先さまに対し、CSRアンケー
トへのご協力をお願いしています。アンケート結果は、お取引
先さまへフィードバックを行うとともに、その取り組み状況に
応じて、改善に向けたコミュニケーションを行っています。
今後もこうした活動を通して、お取引先さまとビジネスパー

トナーとして健全な関係を育み、持続可能なサプライチェーン
構築を推進します。

企業行動憲章
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誠 実 Integrity 尊 重 Respect

プロセス
成果をもたらす

価値創造のための協働一歩を踏み出す周囲に対する姿勢個人としての基本的姿勢

果 敢 Bravery 共 創 Collaboration 完 遂 Persistence

- 安全を最優先する
- 正しさを貫く
- 誇れる仕事をする

- 感謝の心を示す
- 互いの違いを認め合う
- 人と社会、地球を思いやる

- 柔軟に発想する
- 決断し、迅速に動く
- 失敗を恐れず、挑戦を楽しむ

- 強みをかけ合わせる
- 信頼を築き上げる
- チームワークを称える

- 自分自身がやりとげる
- ステークホルダーに
  新しい価値を提供する
- 未来に責任を持つ

東京（本社） 各リーダーによるコミットメント発表

各所でのグループ理念セレモニーの様子

米国 ドイツ

従業員主導でのOur Way（大切にすべき心構え）の策定

三菱ケミカルグループがどのような企業か、どうありたいかを
考え、企業理念体系を再定義するリブランディングプロジェ
クトの一環として、2022年9月、グループ全従業員に向けて
「Our Way（大切にすべき心構え）策定プロジェクト」への参
加を呼びかけました。ワークショップや職場での議論などに
計414名の従業員が参加し、Our Wayを自らが共感でき、
会社とともに成長していきたいという意欲につながるものへ
と昇華させていくため、意見交換を重ね、最終化しました。

ありたい姿を共有し、従業員主導で策定
2022年５～６月に実施した従業員アンケート結果（回答
数：18,417件）や、役員・従業員へのヒアリング（全世界から
100名参加）、グループ各社の歴史・DNA・事業戦略等の分
析をもとに、新しい理念体系は、「Purpose、Slogan、Our 
Way」の3つの柱で構成することに決まりました。Our Way
は、Purpose実現に向けて従業員が日々大切にすべき心構え
を表しています。

このOur Way策定にあたっては、下記2種類の議論の場を
設けました。
①従業員ワークショップ
従業員アンケート結果などを踏まえたOur Way案をもと

に、参加者同士で意見交換。オンラインで実施（各回6名程
度、リージョンごとにワークショップを実施。114名の従業員
が参加）。
議論のポイント
● MCGグループの特徴となる価値観、今後期待すべき価値
観が含まれているか

● 日々の仕事を遂行する上で判断の助けになるか
● これらの価値観がグループ全体で体現されたときに、
KAITEKI実現に近づくか

②チーム・職場での議論
身近なメンバーと組んだチームや職場の仲間と議論した内
容をアンケートにて回答、収集。300名の従業員が参加。

こうして集まった各リージョンやチームからの意見をもと
に、今までもそしてこれからも大事にしていきたいこと、今後
強化していきたいことを盛り込む形で最終化し、2023年2月
よりグローバルで共通のOur Wayを展開しています。

新たな企業理念の浸透に向けて
2023年4月、新しいグループ理念について語り合い、理解

を深めるためのセレモニーを本社主催で実施しました。会場・
オンラインのハイブリッド形式にて世界中から約1,000名の
従業員が参加し、新たな理念体系の意義や世界観を共有す
るとともに、CEOをはじめとしたリーダーシップチームのメン
バーは、Purpose達成に向けたコミットメントを発表しました。
今後も企業理念を「One Company, One Team」として

グローバルに浸透・実践していくため、ワークショップやアワー
ドの開催など、さまざまな取り組みを計画・実施していきます。

Our Wayと、そのストーリー
Our Wayは、一人ひとりの誠実な姿勢と他者を尊重する行動を基盤として、果敢な挑戦と多様な共創を通じて、
ステークホルダーとの約束を完遂するというストーリーを、５つの心構えとそれぞれ3つの具体的な行動で示しています。
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ガバナンス・リーガル担当役員メッセージ
Governance

グローバルなガバナンスを強化しながら、
成長に向けた活発な議論を展開していきます

コーポレート機能の一元化によりERM、
グローバル・コンプライアンス推進プログラムをさらに促進
新体制に移行して一年が経ちました。この間、全執行役が
集まりさまざまな課題を議論し、意思決定を行う執行役会議
が定着し、マネジメントレベルのOne Team化は一段と進みま
した。また、DOA（Delegation of Authority：職務権限委譲）
を制定し、各執行役の権限を明確化したため、意思決定プロセ
スの迅速化や効率化が進み、コーポレート機能の一元化も進
展しています。一方で、グループ会社も含めた従業員に、いか
に改革の意義を理解してもらい、浸透を図っていくかは喫緊の
課題です。2022年度に引き続き、社内ポータルサイトやタウン
ホールミーティングなどを活用し、経営陣全員が、自らの言葉
で従業員へメッセージを発信していきます（▶P.54）。
この大組織を運営していくためには、グローバルな規模での

リスク管理体制構築が極めて重要です。そこで当社は、好ましく
ないリスクへの対応だけでなく、好ましい影響を及ぼすであろう
事業機会に内在するリスクにも対応するため、経営の意思決定
に資するERM（エンタープライズ・リスクマネジメント）を導入
しました。これは事業軸に、機能軸、地域軸も加えた立体的な
マトリクス組織によりグループのリスク管理体制を構築するも
ので、経営の健全性と競争力強化に役立てています（▶P.86）。
同時に、コンプライアンス推進活動のグローバルな品質向上
と標準化を図る「グローバル・コンプライアンス推進プログラ

ム」の運用を開始しています（▶P.88）。また、その実効性を高
めるために、啓発活動や研修・教育活動を継続するとともに、
誰もが安心して声を上げられる組織文化を醸成していきます。

モニタリングの強化を通じて取締役会の実効性を高める
2022年度の取締役会の実効性評価（▶P.80）を踏まえ、取
締役会議長として、指名委員会等設置会社における取締役会
の主な役割を議論し、ポートフォリオマネジメントや中長期戦略
の進捗のモニタリング、加えてCEOのパフォーマンスやマネジ
メント層のサクセッション・プランに関する指名委員会の実効性
のさらなる強化を図っていくことなどを確認しました。中でも経
営方針「Forging the future 未来を拓く」は、実行・加速フェー
ズに入るため、その進捗の監督とポートフォリオマネジメントの
議論が重要です。マネジメントのサクセッションに関しては、執
行役や次世代リーダー層と議論の場を設けていく計画です。
取締役会での議論を深化させていくためには、議題に優先
順位をつけるなど適切なアジェンダセッティングが肝要です。
また、正しい意思決定のためには、社外取締役との十全な情
報共有が不可欠です。当社では、社外取締役連絡会を通じて
経営方針や施策への理解促進を図っており、各人がもつ情報
の非対称性の逓減を心掛けています。今後もより重要な課題
の活発な議論を通じてモニタリング機能を強化し、取締役会
の実効性を高め、企業価値の向上に努めていきます。

取締役
執行役エグゼクティブバイスプレジデント
コンプライアンス推進統括執行役　ゼネラルカウンシル

藤原 謙
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業
務
執
行
の
決
定
の
委
任

業
務
執
行
の
監
督

調査

監査

監査

会計監査

指名委員会 報酬委員会

取締役会

株主総会

社外取締役 社内取締役

監査委員会

監査委員会
事務局

会計監査人

執行部門

内部監査

重要事項は
執行役会議で決定

執行役会議
執行役社長

コンプライアンス推進統括執行役

各執行役 内部統制推進部門 担当執行役

内部統制推進部門

監査所管執行役

業務の適正を確保するための体制（概要図）

運用状況の
改善推進

報告

監査部門

各部門
子会社

コーポレートガバナンス強化の変遷

分類

実施内容

成果、中長期的な
ねらい

社外取締役の選任

経営監督機能の強化

2013年6月

外国籍取締役の選任

取締役の多様性の向上

2014年6月

女性取締役の選任
指名委員会等設置会社へ移行

取締役の多様性の向上
経営の透明性・公正性の向上、

経営監督機能の強化

2015年6月

社外取締役の増員

経営監督機能の強化

2016年6月

筆頭独立社外取締役の選定

取締役会の独立性向上および
執行と社外取締役との連携強化

2021年6月

コーポレートガバナンス体制

三菱ケミカルグループ㈱は、「私たちは、革新的なソリュー
ションで、人、社会、そして地球の心地よさが続いていく
KAITEKIの実現をリードしていきます。」をPurposeとして
掲げ、よりよいイノベーションによって（Science）、全てのス
テークホルダーへ価値を提供し（Value）、人々の健康な暮ら
しや社会と地球の持続可能性に貢献して（Life）いくことをめ
ざしています。
　本基本方針のもと、KAITEKIの実現に向けて、経営の健
全性と効率性の双方を高める体制を整備するとともに、適切
な情報開示とステークホルダーの皆さまとの対話を通じて経
営の透明性を向上させ、より良いコーポレートガバナンス体
制の確立に努めています。

経営の健全性と効率性を高める
コーポレートガバナンス体制（2023年6月27日現在）
経営の透明性・公正性の向上、監督機能の強化および意思
決定の迅速化による経営の機動性の向上を図るため、指名委
員会等設置会社の体制を選択しています。これにより、取締
役会並びに指名、監査および報酬の3つの委員会が主に経営
の監督を担う一方、執行役が業務執行の決定および業務執
行を担う体制となっています。 コーポレートガバナンス
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（注） ◆は取締役および執行役兼任者です。
※ ジェネラルスキルは当社取締役に対して普遍的に求めるスキルであり、「グローバルビジネス」と「リスクマネジメント」については取締役全員に求める共通のスキル
としています。スペシャリティスキルは中長期の視点で求めるスキルであり、各取締役が特に強みとする専門的スキルとしています。

●

●

●

企業経営

氏名

●

●

●

●

●

●

●

●

グローバル
ビジネス

●

●

●

●

●

●

●

●

リスク
マネジメント

●

●

法務・コンプラ
イアンス

●

●

ファイナンス

ジェネラルスキル※ スペシャリティスキル※
スキルマトリックス

●

●

●

●

業界・
関連事業

●

●

●

テクノロジー・
サイエンス・
デジタル

ジョンマーク・ギルソン ◆

藤原 謙 ◆

グレン・フレデリクソン

福田 信夫

橋本 孝之

程 近智

菊池 きよみ

山田 辰己

2022年度に取締役会で議論された主な議題
● 新グループ理念
● 中期経営計画、年度予算、投資計画
● 内部統制システムの運用状況
● 政策保有株式の保有意義
● 機関投資家とのエンゲージメント
● 従業員意識調査結果
● 各委員会および各執行役による定例報告

筆頭独立社外取締役
取締役会の独立性向上および執行と社外取締役との連携

強化の観点から、社外取締役の互選により、筆頭独立社外取
締役を選定しています。筆頭独立社外取締役は、社外取締役
の意見を集約し、取締役会議長・執行役社長と協議を行うと
ともに、社外取締役のみで構成される会議体を主宰し、議長
を務めます。

取締役連絡会等
経営上の重要な情報を共有し、経営課題に対して率直な
意見交換をする場として、全取締役をメンバーとする「取締役
連絡会」を開催しています。
また、取締役連絡会とは別に、社外取締役の独立した客観
的な立場に基づく情報交換・認識共有の場として、社外取締
役のみで構成される会議を定期的に開催しています。

2022年度の取締役連絡会の主な議題
● 資本市場の期待とポートフォリオマネジメント
● 成長戦略　　　　  ● 経営戦略案件

コーポレートガバナンス体制

取締役会の役割
取締役会は、中期経営計画、年度予算等の経営の基本方針を決定した上で、その基本方針に基づく業務執行の決定は、法定の
取締役会決議事項を除き、原則として執行役に委任しており、主に執行役の業務執行の監督をしています。

取締役会の構成
当社グループの経営の基本方針を策定し、適切に経営を監督するため、普遍的に求めるスキルとして企業経営、グローバルビジ

ネス、リスクマネジメントの各項目、また、中長期の視点で求めるスキルとして法務・コンプライアンス、ファイナンス、業界・関連事業、
テクノロジー・サイエンス・デジタルの各項目をそれぞれ定義し、多角的な観点で取締役を選任しています。
取締役会の監督機能の強化を図るため、取締役の過半数は執行役を兼任しないこととしています。
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委員会の構成・役割（2023年6月27日現在）

委員長

構成（含む委員長）

目的

社外取締役

社外取締役3名
社内取締役1名

指名委員会

社外取締役

社外取締役2名
社内取締役１名（常勤）

監査委員会

社外取締役

社外取締役3名

報酬委員会

取締役および執行役の候補者の指名
を行います。

執行役および取締役の職務執行の監
査、当社グループの内部統制システ
ムの検証等を行います。

取締役および執行役の報酬制度の
設計、個人別の報酬額の決定を行い
ます。

2022年度

合計で13回開催し、執行役社長を
含めた執行役の個人評価の決定、並
びに執行役候補者の選定、執行役社
長のサクセッション・プランについて
の議論を行いました。また取締役の
スキルマトリックスおよびサクセッ
ション・プランについて議論し、スキル
マトリックスの見直しを決定しました。

合計で15回開催し、ガバナンスおよ
び内部統制システムの整備・運用状
況や経営基盤および事業戦略等に関
する執行状況について、重点的に監
査しました。上記監査にあたっては、
事業環境の変化を踏まえた新たな経
営体制による対応等を注視しました。

合計で11回開催し、役員報酬等に
関する決定方針に基づき、取締役お
よび執行役の適正な報酬制度と水準
を検討して決定しました。中長期的
な企業価値・株主価値向上に対する
コミットメントレベルをこれまで以上
に高めることを目的として、2023年
度より、社外取締役に対して業績に
連動しない譲渡制限付株式報酬を導
入することを決定しました。

CEO評価
指名委員会において、当社グループのPurposeを実現する

ための3つの基軸（MOS、MOT、MOE）に則った指標を用い
た実績評価に加え、360度評価などを実施して、職務継続の
妥当性を多面的に審議します。審議の結果は本人にフィード
バックすることで、さらなる経営の質の向上につなげています。

監査体制（三様監査）
監査委員会では、内部監査部門および会計監査人との間

で相互連携を行い、三様監査（監査委員会監査・会計監査・
内部監査）の深度を深めています。
監査委員会は、監査部門が作成する内部監査計画につい

て事前に協議するとともに、定期的に会合を持ち、意見交換
および監査の実施状況等についての情報提供を受けていま
す。また、会計監査人とも緊密な連携を保ち、監査体制、監査
計画、監査実施状況および監査結果の報告を受けるととも
に、必要な情報交換、意見交換を行っています。

執行役
執行役は、取締役会の定めた経営の基本方針に基づく、業
務執行の決定およびその執行を担っています。当社グループ
の経営における重要事項については、執行役による合議機関
である執行役会議で審議の上でこれを決定し、また、その他
の事項については、各執行役の職務分掌を定めることに加え、
担当執行役の決裁権限を明確にすることで、適正かつ効率的
な意思決定がなされるようにしています。

執行役会議
執行役会議は、全ての執行役により構成され、当社および

当社グループの経営に関する重要事項について審議・決定す
るとともに、中期経営計画、年度予算などに基づき、当社グ
ループ事業のモニタリングを行っています。

政策保有株式
政策保有株式については、中長期的な企業価値向上に資

する場合に取得・保有することとしています。また、その保有
意義について、当社の取締役会で定期的に検証を行い、保有
意義が乏しい株式については、市場への影響等に配慮しつつ
売却を進めることとしています。当社は、2022年11月8日の
取締役会にて、2022年3月末における当社グループの全て
の政策保有株式について、ROICに基づいた経済合理性およ
び事業上の必要性等の観点から保有意義を検証しました。
検証の結果、一部の株式については、保有意義が乏しいこと
を確認しました。今後、市場への影響等に配慮しつつ、当該
株式の売却を進めます。

コーポレートガバナンス体制
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社外役員の独立性に関する基準
社外取締役は、以下の要件に該当せず、一般株主と利益相

反の無い公正かつ中立的な立場で当社経営の監督にあたる
ことができる者を選任します。

1. 当社の関係者
①当社グループの業務執行取締役、執行役、執行役員、支配
人、従業員、理事、パートナー等（以下「業務執行者」という。）
②過去10年間において当社グループの業務執行者となった
ことがある者

2. 主要株主
当社の総議決権数の10％以上を直接若しくは間接に有する
者又は法人の業務執行者

3. 主要な取引先
①当社並びに三菱ケミカル㈱、田辺三菱製薬㈱、㈱生命科学
インスティテュート及び日本酸素ホールディングス㈱（以
下「当社グループの主要子会社」という。）を主要な取引先
とする法人※１の業務執行者
②当社及び当社グループの主要子会社の主要な取引先※２の
業務執行者

4. 会計監査人
当社グループの会計監査人又はその社員等

5. 個人としての取引
当社及び当社グループの主要子会社から年間1,000万円以
上の金銭その他財産上の利益を得ている者

6. 寄付
当社及び当社グループの主要子会社から年間1,000万円以
上の寄付・助成を受けている者又は法人の業務執行者

7. 役員の相互就任
当社グループの役員・従業員を役員に選任している法人の
業務執行者

8. 近親者等
①当社グループの重要な業務執行者の配偶者、二親等以内
の親族又は生計を同一にする者（以下「近親者」という。）
②３から７に該当する者の近親者

※1 当該取引先が直近事業年度における年間連結売上高の２％以上の支払
いを当社及び当社グループの主要子会社から受けた場合、当社を主要な
取引先とする法人とする。

※2 当社及び当社グループの主要子会社が直近事業年度における年間連結
売上高の２％以上の支払いを当該取引先から受けた場合又は当該取引先
が当社グループに対し当社の連結総資産の２％以上の金銭を融資してい
る場合、当該取引先を当社の主要な取引先とする。

※3 ３から７の要件については、過去３年間において、当該要件に該当したこと
がある場合を含むものとする。

取締役候補者の指名方針
指名委員会は、以下の基準を満たす人物を取締役候補者

として指名します。
● 指名委員会等設置会社における取締役の責務を果たすの
に必要な高い見識と洞察力、客観的かつ公平・公正な判断
力を有していること

● 高い倫理観、遵法精神を有していること
● 取締役としての責務を果たすのに十分な健康状態であること
● 社外取締役については、別に定める独立性の基準を満たし、
かつ職務遂行のための十分な時間が確保できる者。加えて、
社外取締役間の多様性が確保できること

取締役のトレーニング
社外取締役に対し、継続的に当社グループの事業内容、組
織等について説明するとともに、定期的に国内外の事業拠点
の視察や経営陣との対話の機会を提供することとしています。
また、社内の取締役に対しては、コンプライアンス、内部統制
の研修に加え、外部団体が主催するセミナー等への積極的な
参画など、取締役にふさわしい資質を磨く機会を提供してい
ます。
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氏名

橋本 孝之

程 近智

活動状況および期待される役割に関して行った職務の概要 出席状況

取締役会では、グローバル経営、ポートフォリオマネジメント等に関する発言を行っています。また、筆頭独立社外取締役として、機関投資家との
対話を実施しています。指名委員会では、取締役会の構成、サクセッション・プラン、取締役、執行役の候補者の指名等を当期の主要議題とし、指
名委員長として公正で透明性の高い決定に主導的な役割を果たすなど、その職責を果たしています。報酬委員会では、執行役の業績報酬や社外取
締役の報酬制度の検討等を当期の主要議題とし、同委員として適宜発言を行うなど、その職責を果たしています。

取締役会では、グローバル経営、ポートフォリオマネジメント、ESG視点からの企業価値向上等に関する発言を行っています。また、指名委員会で
は、取締役会の構成、サクセッション・プラン、取締役、執行役の候補者の指名等を当期の主要議題とし、同委員として適宜発言を行うなど、その職
責を果たしています。報酬委員会では、執行役の業績報酬や社外取締役の報酬制度の検討等を当期の主要議題とし、報酬委員長として公正で透
明性の高い決定に主導的な役割を担うなど、その職責を果たしています。

取締役会では、弁護士としての経験と高い見識を活かし、取締役会の役割や責務、法的リスク評価、グローバル・ガバナンス等に関する発言を行っ
ています。また、指名委員会では、取締役会の構成、サクセッション・プラン、取締役、執行役の候補者の指名等を当期の主要議題とし、同委員とし
て適宜発言を行うなど、その職責を果たしています。監査委員会では、監査計画に基づき、内部統制システムの整備・運用状況や経営方針
「Forging the future 未来を拓く」（以下「経営方針」といいます。）における経営基盤の強化および事業戦略の進捗等の執行の状況等を当期の重
点監査項目とする中、社外監査委員としての職責を適切に果たしています。

91％10回／11回報酬委員会

100％7回／7回取締役会

100％13回／13回指名委員会

100％7回／7回取締役会

100％13回／13回指名委員会

100％11回／11回報酬委員会

菊池 きよみ

取締役会では、公認会計士、国際会計の専門家としての豊富な経験と高い見識を活かし、財務・会計、開示のあり方、市場評価等に関する発言を行っ
ています。また、監査委員会では、監査計画に基づき、内部統制システムの整備・運用状況や「経営方針」に関する経営基盤の強化および事業戦略の進
捗等の執行の状況等を当期の重点監査項目とする中、監査委員長として監査の透明性・公正性の確保に主導的役割を果たすなど、その職責を果たし
ています。報酬委員会では、執行役の業績報酬や社外取締役の報酬制度の検討等を当期の主要議題とし、同委員として適宜発言を行うなど、その職責
を果たしています。

山田 辰己

100％7回／7回取締役会

100％13回／13回指名委員会

100％15回／15回監査委員会

100％7回／7回取締役会

100％15回／15回監査委員会

100％11回／11回報酬委員会

取締役会では、金融・経済情勢の分析や金融政策の運営に関する豊富な経験と高い見識を活かし、ファイナンスや市場リスクマネジメントの観点か
ら発言を行っています。また、指名委員会では、取締役会の構成、サクセッション・プラン、取締役、執行役の候補者の指名等を当期の主要議題とし、
同委員として適宜発言を行うなど、その職責を果たしています。監査委員会では、監査計画に基づき、内部統制システムの整備・運用状況や「経営
方針」における経営基盤の強化および事業戦略等の進捗に関する執行の状況等を当期の重点監査項目とする中、社外監査委員としての職責を適
切に果たしています。

政井 貴子

100％7回／7回取締役会

100％13回／13回指名委員会

100％15回／15回監査委員会

コーポレートガバナンス体制

社外役員の主な活動状況並びに取締役会および各委員会への出席状況（2022年度）
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第三者機関による評価 評価結果 実効性向上に向けた取り組み

実効性評価

2022年度取締役会実効性評価
2023年3月から4月にかけて、第三者機関による取締役会の実効性評価を実施しました。その結果に基づいて取締役会で議論し、今後の実効性向上に向けた取り組みを決定しました。三菱ケミカ

ルグループは、今回の取締役会の実効性評価結果および各取締役からのさまざまな提言を踏まえ、引き続き取締役会の実効性向上に取り組んでいきます。

2023年３～４月　㈱ボードアドバイザーズによる評価
 ● 全取締役を対象とした以下の項目によるアンケート調査（各
項目を５段階（一部を除く）で評価するほか、コメントを記載
する形式）
 ・ 全体評価
 ・ 取締役会の構成
 ・ 取締役会の事前準備
 ・ 取締役会の運営
 ・ 取締役会での討議
 ・ 各委員会のあり方
 ・ 執行の監督態勢
 ・ 議案の重要度と議論量のギャップ分析
 （議案の重要度、議論量を各々 10段階で評価の上、その
ギャップを分析）

 ● 取締役１人当たり約１時間のインタビュー
 ● 第三者機関の専門的知見に基づく評価

当社取締役会は、経営改革を進める中、指名委員会等設置
会社として、執行への権限移譲を適切に進めつつ、取締役
会の実効性を着実に高めつつあることが確認された。
 ● 昨年度の実効性評価での指摘事項のうち、以下につき一
定の改善が確認された
 ・ モニタリングボードとしての役割認識の共有
 ・ 取締役間のコミュニケーション機会の充実
 ・ 組織監査体制の確立に向けた監査委員会機能の強化
 ● 大胆な構造改革と成長戦略を実現するために外部から招
聘した現CEOが就任３年目を迎える中、企業価値向上と
持続的な成長を果たすために、取締役会は、以下の重点
課題への対応が望まれる
 ・ モニタリングの強化
 ・ 戦略議論の充実
 ・ 指名委員会の実効性向上

前年度の実効性評価を踏まえた取り組み
2021年度の実効性評価結果および各取締役からの指摘を踏まえ、以下の取り組みを実施しました
 ● 取締役会の監督機能の一層の明確化およびそれを具現化するアジェンダの設定。同機能を踏まえたスキルマトリックス・取締役の属性等の議論の継続
 ・ 執行役の業務執行状況の取締役会への報告を拡充しました
 ・ 指名委員会において、取締役会の構成について中長期の視点も踏まえ議論し、2022年6月に取締役のスキルマトリックスを改定しました
 ● 社外取締役の当社グループに対する理解を深化させるための執行役とのコミュニケーションの促進と相互の信頼感の醸成
 ・ 社外取締役による事業所および研究所の視察を再開し、製造・研究に携わる従業員との対話等を実施しました
 ・ 取締役連絡会や社外取締役連絡会において、執行役にプレゼンテーションする場を設け、取締役と直接議論する機会を増やしました
 ● 取締役会と各委員会とのさらなる連携の強化（例：取締役会への報告の拡充等）
 ・ 各委員会による報告を定例議題とし、取締役会での情報共有および議論の機会を増やしました
 ● 当社グループの内部監査部門の当社への一元化および監査委員会事務局機能の拡充を踏まえた適正かつより効率的な組織監査の実施
 ・ 内部監査部門と連携した組織監査体制が定着しつつある中、監査委員による執行部門へのヒアリングも継続する等、監査機能の強化を図りました
 ・ 適正かつ効率的な組織監査の観点から、監査委員会の運営を一部見直しました

取締役会における議論の成熟度の向上に伴い、実効性に対する各取締役の期待値も上昇
する中、評価結果およびそれを受けての取締役会における議論も踏まえ、以下の内容に取
り組むこととした。また、取り組み状況について期中に、取締役会において進捗を確認する。
 ● モニタリングの強化
 ・ 事業ポートフォリオに関する議論および中期経営計画進捗のモニタリングの充実
 ・ 個別重要案件の早期段階での議論およびその進捗の確認
 ・ 取締役間の情報の非対称性の逓減
 ● 戦略議論の充実
 ・ 重要な審議テーマの決定および審議スケジュールの明確化
 ・ オフサイトミーティング等を活用した審議時間の確保
 ● 指名委員会の実効性向上
 ・ CEOの年度目標の設定およびパフォーマンスレビューとその審議の充実
 ・ 取締役会の多様性の確保および社外取締役の員数の適正化に向けた議論
 ・ CEOのサクセッション・プランの策定およびその他の執行役のサクセッション・プランの検討
 ・ 取締役会との情報共有の深化
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報酬の種類

固定

変動

短期・
現金

基本報酬

年次賞与

パフォー
マンス・
シェア・
ユニット
（PSU）

譲渡制限
付株式
（RS）

長期・
株式

概要

・職務の遂行に対する基礎的な報酬
・各執行役の役割や責任の大きさに
応じて設定

・毎期、全社業績評価（Purpose実現
に向けた３つの基軸に対する評価）
および個人評価（中期経営計画にお
ける取り組み目標の達成状況やリー
ダーシップ発揮状況等）に応じて金
銭を支給

・3年間の当社株価成長率等（TSR※）
に基づいて株式を交付
※ インデックス（JPX日経400）およびピア
グループ（グローバルに事業を展開する
国内外の化学・ヘルスケア企業）と比較

・毎期、役位別に定める基準額相当の
譲渡制限付株式を交付し、退任時に
譲渡制限を解除

（注）外国籍の役員については、上記のほか、出身地・居住地等に鑑みて想定さ
れる人材市場における報酬水準・報酬慣行等を考慮し、適切な範囲でフ
リンジ・ベネフィットやセベランス・ペイ等を支給する場合がある。

役員報酬

■取締役の報酬等の決定に関する基本方針

・ 独立かつ客観的な立場から当社の経営を監督・監査すると
いう役割に鑑みて、基本報酬（固定報酬）を主たる報酬とす
る。企業価値・株主価値の向上に向けて、株主・投資家視点
からの経営の監督・助言を期待する社外取締役に対しては、
基本報酬に加えて、業績に連動しない株式報酬を支給する。
・ 指名委員会等設置会社における取締役の責務を果たすに
ふさわしい人材を確保するため、報酬水準は他社動向や期
待する役割・機能並びに職務遂行に係る時間等を勘案して
決定する。

■執行役の報酬等の決定に関する基本方針

・ 当社グループのPurposeを実現するための３つの基軸
（MOS・MOT・MOE）の一体的実践を意識付ける報酬制
度とする。
・ 短期および中長期の業績と、サステナブルな企業価値・株
主価値の向上を促進するインセンティブとして有効に機能
する報酬制度とする。
・ 当社グループの持続的な成長を牽引する優秀な経営人材
の保持・獲得につながる競争力のある報酬水準とする。
・ 株主、顧客、従業員をはじめとする全てのステークホルダー
への説明責任を果たすことのできる公正かつ合理的な報酬
決定プロセスをもって運用する。

■外部から採用する役員の報酬等の決定に関する基本方針

・ 外部から採用する役員の報酬等については、上記基本方針
のもとで、出身地・居住地等に鑑みて想定される人材市場
における報酬水準・報酬慣行等を考慮し、個別に決定する。

報酬体系 
■取締役

社内取締役の報酬は、基本報酬（固定報酬）のみとする。執
行役を兼任する場合は、執行役の報酬体系を適用する。
社外取締役の報酬は、基本報酬（固定報酬）および株式報

酬（譲渡制限付株式）で構成する。

■執行役

執行役の報酬は、以下の構成とする。

役員報酬等の決定に関する方針

役員報酬等の決定方針の決定方法
三菱ケミカルグループ（株）の役員の個人別の報酬等の決
定方針は、報酬委員会において、毎期、その妥当性を審議し
た上で、報酬委員会にて決定しています。報酬委員会の審議
においては、経営環境の変化や株主・投資家の皆さまからの
ご意見等を踏まえるとともに、グローバルに豊富な経験・知見
を有する外部の報酬コンサルタントであるWTW（ウイリス・タ
ワーズワトソン）より審議に必要な情報等を得ています。

役員報酬等の決定方針に係る2023年度からの変更点
サステナブルな企業価値・株主価値の向上をより一層促進

するため、2023年度より社外取締役に対して譲渡制限付株
式（RS）を付与することとしました。追加的に付与するRSの
額は、社外取締役の期待役割や他社動向を勘案して決定し
ます（2023年度RSは基本報酬の額の10％程度以下）。その
他、2023年度の役員報酬等の決定方針に関し、特に重要な
変更はありません。

報酬原則
取締役と執行役の報酬は別体系とし、以下の考え方に基づ

き、報酬委員会が決定しています。
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Purpose
実現の３基軸

各基軸における主要な経営指標＝
全社業績評価指標

MOS

MOT

MOE

評価
割合

休業災害・保安事故の防止等、GHG排
出量削減、従業員エンゲージメント向上
に関わるものとして定めた指標

経営計画の実現に向けた研究開発、知
財活動、DX等の取り組みに関わる指標

コア営業利益、ROE、ROIC、フリー・
キャッシュ・フロー等に関わる指標

20％

10％

70％

（短期）現金
57.1％

（長期）株式
42.9％

執行役社長

変動
71.4％ 基本報酬

28.6％

賞与
28.6％

PSU※2
21.4％

PSU
10ｰ11％

RS※1
21.4％

2023年度 執行役の標準報酬の構成割合（イメージ）

RS
19ｰ21％

基本報酬
47ｰ53％

賞与
19ｰ21％

その他執行役

変動
47ｰ53％

（短期）現金
68ｰ72％

（長期）株式
28ｰ32％

※1 譲渡制限付株式
※2 パフォーマンス・シェア・ユニット

（注）2023年度の［基本報酬：賞与：株式報酬］の比率は、執行役社長は
［1：1：1.5］とし、その他の執行役は［1：0.35～0.45：0.53～0.68］の範
囲で、上位の階層ほど変動報酬の比率が高くなるように設定しています。

年次賞与
執行役の個人別の賞与の額は、全社業績評価（当社グルー

プのPurposeを達成するための３つの基軸における、年度ご
との目標達成状況）および個人評価（個人別に設定する中期
経営計画における取り組み目標の達成状況やリーダーシップ
発揮状況等）に応じて決定します。

■全社業績評価

当社グループのPurpose実現に向けた3つの基軸（MOS・
MOT・MOE）それぞれにおける経営指標を直接賞与の評価
指標として用いることとしています。具体的な評価指標は、毎
期、以下を中心に選定します。

報酬水準・報酬構成割合の設定方法
■取締役

取締役の報酬水準は、日本の売上高や時価総額等が同規
模の他企業における非業務執行取締役又は社外取締役の報
酬水準、各取締役に期待する役割・機能（筆頭独立社外取締
役、指名・報酬又は監査委員会の委員若しくは委員長）、職務
遂行に係る時間（常勤／非常勤等の区分）等を勘案して決定
する。
社外取締役に対する株式報酬の割合は、社外取締役の役

割や他社動向を勘案して設定する。2023年度の株式報酬の
割合については、基本報酬に対して10％以下程度とする。

■執行役

執行役の報酬等については、日本（ただし、外国籍役員につ
いては出身地・居住地等、人材獲得上考慮すべき地域）の売
上高や時価総額等が同規模の他企業と報酬水準・業績連動
性の比較検証を行い、競争力のある報酬水準および適切な報
酬構成割合に設定する。

役員報酬

個人別賞与支給額＝
役位別基準額 × ［全社業績評価＋個人評価］ × 最終調整評価
 （０％～200％） （80～120％）
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［交付株式数の算定方法］
個人別交付株式数＝役位別の基準株式数×相対TSR評価

（0%～200%）

相対
TSR
評価

0％
50％
100％
150％
200％

0％ 50％ 100％ 150％ 200％

0％
50％
100％
150％
200％

0％ile 25％ile 50％ile 75％ile 100％ile

当社TSR÷JPX日経400成長率
＋

当社TSRの順位（パーセンタイルランク、ピアグループ比較）

評
価
係
数

（
相
対
T
S
R
評
価
の
50
％
）

評
価
係
数

（
相
対
T
S
R
評
価
の
50
％
）

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

2023年度
PSU

2024年度
PSU

2025年度
PSU

株式交付

株式交付

株式交付TSR評価期間

TSR評価期間

TSR評価期間

評価区分 評価方法

インデックス
成長率比較

ピアグループ
TSR比較

評価割合

JPX日経インデックス400（配当込）
の成長率に対する当社TSRの優劣
に基づき評価係数を決定

ピアグループ（当社と売上高や時価
総額等が同規模の国内外の化学、
ヘルスケア企業）における当社TSR
の順位に基づき評価係数を決定

50％

50％

役員報酬

■TSR評価期間

2023年度プランは2023年度～2025年度を評価対象期
間とします。

■TSR評価区分

当社TSRはインデックスの成長率およびピアグループの
TSRと比較評価します。 譲渡制限付株式報酬（RS）

毎年、当社から取締役又は執行役に対して、譲渡制限付株
式報酬に関する株式交付規則に基づき、職位又は役位別に
決定された基準額相当の当社普通株式を交付します。株主
価値の共有および株価の上昇を中長期にわたり実現するた
め、譲渡制限期間は、株式交付日から当社取締役又は執行役
等を退任する日までの期間とします。

報酬の返還その他重要事項
当社は、報酬委員会において個別に審議を行った上で、必
要に応じて、その他の臨時的な報酬やベネフィットを活用する
場合があります。また、当社は、取締役又は執行役等に重大
な不正・違反行為等が発生した場合、報酬委員会の審議を経
て、当該取締役、執行役等に対し、報酬受益権の没収（マルス）
又は報酬の返還（クローバック）を請求する場合があります。

■個人評価

執行役社長の目標は、年度開始時点において、執行役社長
が宣言する目標について報酬委員会および指名委員会で審
議の上決定します。評価については、年度終了時点において、
執行役社長の自己評価を踏まえて報酬委員会および指名委
員会で審議の上決定します。
執行役社長以外の執行役の目標および評価は、執行役社
長と各執行役の面談を経て決定し、報酬委員会で審議・承認
することとしています。報酬委員会は指名委員会と連携し、各
執行役の目標および評価について、その公正性や合理性を確
認することとしています。

■最終調整評価

年度開始時点において予期できなかった特筆すべき成果
をもたらした、あるいは重大な損失を発生させた等がある場
合にのみ、報酬委員会および指名委員会でその内容および考
慮する必要性を審議の上、最終評価に当該事項に対する加
減を反映することとしています。

パフォーマンス・シェア・ユニット（PSU）
当社は2021年度より、BIP信託を活用した株式報酬制度

を廃止し、PSUを導入しています。当社PSUは、サステナブ
ルな企業価値・株主価値の向上を意識づけるため、原則とし
て毎年、3年間の当社株価成長率等（TSR：株主総利回り）に
応じて算定された数の当社普通株式を交付するものです。当
社PSUにおける、個人別の交付株式数の算定方法は右表の
通りです。
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102
（99）

91

603
（603）

795
（792）

基本報酬等
役員区分

－

－

383
（324）

383
（324）

－

－

153
（110）

153
（110）

－

－

313
（313）

313
（313）

年次賞与

業績連動報酬

株式報酬

譲渡制限
付株式

102
（99）

91

1,451
（1,349）

1,643
（1,539）

合計

連結報酬等の総額（百万円）

5

5

13

23

役員の員数
（人）

（注）
1. 上記の報酬等の総額は連結報酬等（当社および当社子会社が支払った又は支払う予定のもしくは負担した費用等の合計額）として記載しています。取締役（社内）
および執行役については、括弧内の金額が、当社が負担する報酬等の総額となります。取締役（社外）については、連結報酬等の総額の全額が当社が負担する報酬
等の総額となります。

2. 当社は、取締役を兼任する執行役に対しては、執行役としての報酬等を支払っています。
3. 上記の基本報酬等および年次賞与の額は、2022年度に支払った報酬等の合計額（全額金銭報酬）です。
4. 執行役の基本報酬等に、外国籍の執行役のフリンジ・ベネフィット（一時帰国費用、子女教育費用、フリンジ・ベネフィットのグロスアップ等）の金額が含まれていま
す。また、外国籍の執行役については、上記報酬のほかに、非金銭報酬であるフリンジ・ベネフィットとして住宅手当、医療保険等の費用36百万円を当社が負担し
ています。

5. 執行役の年次賞与の額には、2022年3月末に退任した執行役に対して2022年6月に支払った額が含まれています。他方で、取締役を兼務する執行役が2022
年3月末に執行役を退任した後、取締役を退任する2022年6月までの間に支払われた基本報酬の額については、取締役（社内）の報酬等として区分しています。

6. 上記の株式報酬の額は、2022年度に費用計上した金額の合計額（2021年度から導入したPSU（▶P.83）に係る費用および当社子会社でのBIP信託を活用した
株式報酬に係る費用）です。

7. 上記の譲渡制限付株式の額は、2022年度に費用計上した金額の合計額（役位別に定める基準額相当の譲渡制限付株式を交付し、退任時に譲渡制限を解除する
もの、並びに、執行役社長に対するサインオン・ボーナスとして交付した譲渡制限付株式の合計額）です。

取締役（社内）

取締役（社外）

執行役

合計

2022年度の役員の報酬等の総額

役員報酬

会社役員の報酬等の総額
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安全に関する指標

環境インパクトの削減に関する指標

従業員エンゲージメントに関する指標

新製品・サービス貢献度

特許競争力

デジタル成熟度

コア営業利益

ROE

ROIC

主要な指標 選定理由

20％

2021年度 KAITEKI価値評価結果（支給率）　Ｓ（150%）

10％

70％

評価割合

MOS

MOT

MOE

従業員をはじめとするステークホルダーの安全確保のため

カーボンニュートラルの実現のため

多様な人材がいきいきと活力高く働ける社会・職場づくりを推進するため

イノベーションによる事業創出力を測るため

技術の優位性を測るため

デジタルトランスフォーメーション（DX）を推進するため

本業による稼ぐ力を高めるため

企業価値の持続的向上をめざすため

投下資本に対する本業利益の向上をめざし効率性を上げるため

（注）KAITEKI価値評価は標準をA評価（100％）とし、大幅に目標を上回る場合はSS（200％）、目標を上回る場合はS（150％）、目標を下回る場合はB（50％）、大幅
に目標を下回る場合はC（0％）の5段階で評価するものです（括弧内は支給率）。

役員報酬

2022年度に支払った業績連動報酬の算定方法と評価結果
2022年度に各執行役に支払った年次賞与の額は、KAITEKI価値評価（当社グループが重視する3つの基軸（サステナビリティ

（Management of Sustainability：MOS）、イノベーション（Management of Technology：MOT）、経済効率性（Management 
of Economics：MOE））における、年度ごとの目標達成状況）および個人評価（個人別に設定する中期経営計画における取り組み
目標の達成状況やリーダーシップ発揮状況等）の結果に応じて決定し、基準額に対して137.5％～ 150％の範囲内での支給となり
ました。

2021年度のKAITEKI価値評価に係る主要な指標、選定理由、評価結果等は以下の通りです。

個人別
賞与支給額 役位別基準額 ［KAITEKI価値評価

＋個人評価］ 最終調整評価

（０％～200％） （80～120％）

＝ × ×
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ERM推進プロセス（2023年4月時点）

業態･事業特性などの内部環境や、各国の政治的・社会的
状況などの外部環境を踏まえて、懸念されるリスクカテゴ
リーを選定し、それぞれのリスクカテゴリーにおいて想定し
うる個別リスクを特定します。各リスクについて、リスク主
管役員のもとリスク主管部門を設置し、個別リスクを選定、
リスクシナリオを作成します。

リスク特定、リスクシナリオ作成

リスク主管部門は作成したリスクシナリオを踏まえ、個別リ
スクを評価します。当社グループとして共通のリスク評価
指標に基づき、影響度と発生可能性から評価を行います。
影響度については、財務的要素だけではなく、人命、レピュ
テーション、経営計画・事業目標／計画・人的資本および
社会的な影響などの非財務的な要素も考慮します。

リスク評価

MCGグループERM委員会が、リスク評価に基づき作成さ
れたリスク管理マトリックスを勘案の上、次年度対応すべき
MCGグループ 重大リスクを決定します。

MCGグループ 重大リスクの決定

ERM部門管理者が、リスク主管役員（リスク主管部門）が
策定したリスク対応策を踏まえ、次年度に自組織で実施す
るアクションプラン（RMプラン）を策定し、ERM部門責任
者に報告します。

リスク対応策立案・検討／実行

1

2

3

4

リスク主管部門が、各組織におけるリスク対応策の実行状況
をRMプランの進捗を踏まえてモニタリングし、ERM委員会
に報告するとともに、必要に応じて追加対策を指示します。

リスク対策実施モニタリング5

リスク管理

リスク管理体制
当社グループでは、「One Company, One Team」の管
理ラインを重視した組織運営体制をベースとしたリスク管理
体制を構築しています。
「ERM基本規程」に基づいて、ERM統括責任者となる当社
執行役社長を委員長とし、担当するリスクカテゴリー領域を
主管するリスク主管役員（各VP）から構成されるMCGグルー
プERM委員会を設置しています。グループ全体に影響を及
ぼす重大リスクの管理状況やリスク管理の方針については、
ERM委員会で審議決定し、その内容について、随時、取締役
会に報告します。ERM委員会は、原則として年2回開催する
ほか、必要に応じて臨時に開催しています。
ERM委員会に紐付く各組織では、ビジネスグループ、

ファンクションごとにERM部門責任者、ERM部門管理者、
ERM部門担当者を配置してERM推進にあたっています。

重大リスクへの取り組み
MCGグループERM委員会において、グループとして重点
的に対応すべきリスクを年度ごとに定め、対応を進めていま
す。2023年度は、「地政学リスク」を中心に、サプライチェーン
リスク、情報セキュリティリスクなど9つのリスクを重大リスク
としました。
これらのリスクは相互に関連することから、各リスク主管役
員（リスク主管部門）が連携して対応し、その対応状況につい
てERM委員会に報告します。
ERM委員会は、定期的にそれらリスク対応策の有効性を評
価し、必要に応じて追加対策の指示を行います。

委員長：MCG執行役社長
（ERM統括責任者）

MCGグループ ERM委員会

監督報告

MCG 取締役会

事務局（ERM部）

ビジネスグループ コーポレート機能

ERM推進体制概念図（2023年4月時点）

近年、企業を取り巻く環境は大きく変化しています。新たな
感染症が発生したり、国際紛争が激化したり、異常気象が繰
り返し発生したりと、数年の間に社会・環境の大きな変化がた
びたび見られ、将来に向けて取るべき選択肢が増加していま
す。選択肢の増加に伴い、リスクは多様化・複雑化しており、
目標達成に向けたリスクマネジメントの高度化が求められて
います。
こうした中、三菱ケミカルグループは、将来を見すえた新た
なリスクマネジメントが必要であるとの考えから、2022年度
よりERM（Enterprise Risk Management：統合的リスク
管理）を導入しました。ERM導入により、当社グループを取り
巻くさまざまなリスクを俯瞰・可視化し、経営者の健全なリス
クテイク、リスク対応の全社最適化を図ることにより、企業価
値の最大化に資する活動を推進しています。

リスク主管役員：各バイスプレジデント（VP）

ERM部門責任者

ERM部門担当者

ERM部門管理者

ERM部門責任者

ERM部門担当者

ERM部門管理者
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今後拡がるリスクへの対応
当社グループは、今後拡がることが予想される以下のリス

クについても、中長期的な戦略を立てて取り組んでいます。

気候変動に関するリスク
化学産業はGHGを多く排出する産業である一方、その製

品を通して、GHG排出量削減に貢献できる産業でもありま
す。製品に対する環境基準や省エネ効果を重視する顧客から
のGHG排出量削減要請に沿うことができない場合には、将来
の収益に影響を及ぼすリスクがあります。そのため当社グルー
プでは、「サステナビリティ関連製品（特に気候変動・サーキュ
ラーエコノミー・食糧供給などに貢献する製品）の売上収益」
という定量目標を掲げ、それらに貢献する製品の開発を進め
ています。

市場ニーズの変化によるリスク
化学を軸とする当社グループは、特にスペシャリティマテリ

アルズの製品において、品質・性能面で絶えず高度化が求め
られており、市場ニーズに合致した製品を適時に開発・提供
する必要があります。昨今ではこれに加え、例えば廃棄プラス
チックが海洋環境に影響を及ぼす懸念から、プラスチック代
替製品へのシフトが推奨されるなど、企業の対応が求められ
ています。
このような市場ニーズの変化に対して、プラスチック製品の
使用方法の規制動向の把握や、それに基づく顧客要求の変
化を注視していますが、予想を超えて大きく変化した場合は、
当社グループの競争力に悪影響を及ぼす可能性があります。
そのため、サーキュラーエコノミーを重要な戦略と位置付け、

プラスチックのリサイクルや生分解性プラスチックなどのキー
テクノロジーを軸に、環境負荷削減という市場ニーズに合致し
た製品を適時に開発・提供すべく、グリーン・トランスフォー
メーションを推し進めています。また、CLOMA※1、AEPW※2

などの国内外関連イニシアチブに参画し、プラスチック廃棄物
問題の解決に対し、包括的な取り組みを実施しています。

国際情勢の変化に伴うリスク
当社グループは、製品の輸出および現地生産等、幅広く海
外に事業展開しています。ロシア・ウクライナ情勢については
長期化の様相を呈しており、その影響がほかの地域・事業に
波及するだけでなく、原燃料の価格不安定化および輸送コス
トの上昇などによって経済活動にも影響を及ぼしており、さら
にその影響が広がる可能性があります。
また、経済安全保障をめぐる国際情勢の変化によるサプラ
イチェーンの分断などの可能性も存在します。当社グループ
の業績に影響を及ぼす可能性のある重要度の高いリスクと捉
え、全社的、横断的な対応組織を構築し、サプライチェーンの
強靭化を図ります。

人材採用環境の変化によるリスク
■人材確保

ミレニアル世代の台頭をはじめ、価値観が多様化する中で、
当社グループで働くことの価値を明確に提示できない場合、
適切な人材を確保できず、経営戦略の実現や経営計画の進

捗に遅れが生ずるリスクがあります。
採用競争力の向上とリテンションの強化につなげるべく、タ

レントマネジメントの強化や、従業員に対するキャリア開発支
援、成長環境の創出、職場環境の整備や採用ブランディング
の強化などの施策を進め、当社グループで働くことの価値や
従業員エンゲージメントを高めていきます。

■DE&I（Diversity Equity & Inclusion：ダイバーシティ・エクイ
ティ＆インクルージョン）

企業としての成長にはイノベーションが不可欠である中、
その源泉となる多様性が欠如することで企業としての成長が
阻害されたり、レジリエンスが低下する恐れがあります。
多様性を受け入れ、活かすための組織風土を醸成するべ

く、従業員に対する継続的な啓発活動や多様性を活かすため
の理念（Purpose, Slogan, Our Way）の浸透、属性に基づ
く人事管理の廃止やセグメントごとの状況に応じた施策を進
めることで、多様性を維持・向上していきます。

デジタル技術に関するリスク
AIやIoTといったデジタル技術が著しく発展する中、DXの

推進やビジネスプロセス変革の遅れにより、当社グループの
競争力が低下し、業績へ悪影響を及ぼすリスクがあります。
これに対応するため、デジタル戦略推進体制を継続的に強
化し、新たなデジタル技術の活用やプロジェクト推進体制の
拡充を通じて、ビジネス変革による生産性向上、事業競争力
の維持・獲得をめざすとともに、従業員のデジタルリテラシー
向上、各ビジネスグループやファンクション内でのDX化（市
民開発）の推進などにも取り組んでいます。

リスク管理

人材戦略としてのDE＆Iの推進 ▶P.69

デジタル戦略 ▶P.49

人材戦略 ▶P.67

カーボンニュートラル／サーキュラーエコノミーの推進 ▶P.64

※1 Japan Clean Ocean Material Alliance（海洋プラスチックごみ問題の
解決に向けて設立されたアライアンス）

※2 Alliance to End Plastic Waste（廃棄プラスチックを無くす国際アライ
アンス）
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リージョン・コンプライアンス推進会議

コンプライアンス推進会議 コンプライアンス推進統括執行役（CCO）

コンプライアンス推進責任者

コンプライアンス推進リーダー

コンプライアンス推進担当者

MCGグループ構成員

コンプライアンス推進体制

指導・監督報告

指導・監督報告

指導・監督報告

提言・勧告

参加・報告

主宰

これらコンプライアンス推進活動の内容や進捗状況につい
ては、各地域で開催されるリージョン・コンプライアンス推進
会議を経て、執行役が参画するコンプライアンス推進会議に
て審議・報告されています。

グローバル・コンプライアンス推進体制
当社の取締役会が選任したコンプライアンス推進統括執行
役（CCO）が推進の責任者となり、内部統制推進本部がコン
プライアンス推進担当部署としてCCOを補佐しています。
2022年度には、コンプライアンス推進をグローバル一体

で運営するための新しい規程（グローバル・コンプライアンス
推進規程）を制定しました。また、日韓、Americas、EMEA、

アジアパシフィックおよび中国、各地域におけるコンプライ
アンス推進活動の標準化と質の向上をめざし、「グローバル・
コンプライアンス推進プログラム」を策定しました。このプロ
グラムに基づいて、各地域で、研修や意識調査等の共通施策
を実施するほか、各地域の文化・特性に合わせた活動を推進
します。実施した活動については、都度内容を検証、改善し、
コンプライアンス推進のPDCAサイクルを強化します。

コンプライアンス

三菱ケミカルグループは「コンプライアンス」という言葉を、
“法令遵守”にとどまらず、企業倫理や社会の一般的ルール
の遵守までを含めたより広い意味で捉え、コンプライアンス
文化の醸成のために、さまざまな取り組みを行っています。

グループ理念・企業行動憲章
当社ではコンプライアンスを経営上の最重要課題の一つと
位置付けており、グループ理念（Purpose、Slogan、Our 
Way）にもその実現に向けた姿勢が示されています。また、「三
菱ケミカルグループ企業行動憲章」では、企業活動のあらゆ
る局面において高い倫理観と社会的良識を持って行動するこ
とを明確に宣言し、社会とともに持続的に発展していくための
基本的な行動原則や、KAITEKI 実現に貢献する上での主要
な課題に対する姿勢などをうたっています。

企業行動憲章
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グローバル・コンプライアンス推進プログラム

High-level 
Commitment

Open Lines of 
Communication

Policies & 
Procedures

Training & 
Education

Enforcing 
Disciplinary 
Standards

Monitoring & 
Auditing

Responding 
to Deficiencies 
and Incidents

Appropriate 
Internal 
Control 

Environment

● CCOやEVPによるコンプライアンス・
  メッセージ
● CEOメッセージ

トップの姿勢／トップのメッセージ
Tone from the Top 1

● 内部通報制度
  （コンプライアンス・ホットライン）

積極的傾聴、状況把握、報告

Listen, Understand, 
Report2

Teach4

Monitoring5

● コンプライアンス研修　ほか

コンプライアンス教育

7 Correct

● 違反事案の公表

警告、懲戒、処分

Remediate6
● 個別の違反事案
  への適切な対処

是正措置

● コンプライアンス意識調査
  ほか

調査・モニタリング

Guide3
● 基本規程
  グローバル・コンプライアンス推進規程
  リージョン・コンプライアンス推進規程
● ガイドブック

全社指針・ガイドライン

これらコンプライアンス推進活動の内容や進捗状況につい
ては、各地域で開催されるリージョン・コンプライアンス推進
会議を経て、執行役が参画するコンプライアンス推進会議に
て審議・報告されています。

グローバル・コンプライアンス推進体制
当社の取締役会が選任したコンプライアンス推進統括執行
役（CCO）が推進の責任者となり、内部統制推進本部がコン
プライアンス推進担当部署としてCCOを補佐しています。
2022年度には、コンプライアンス推進をグローバル一体

で運営するための新しい規程（グローバル・コンプライアンス
推進規程）を制定しました。また、日韓、Americas、EMEA、

アジアパシフィックおよび中国、各地域におけるコンプライ
アンス推進活動の標準化と質の向上をめざし、「グローバル・
コンプライアンス推進プログラム」を策定しました。このプロ
グラムに基づいて、各地域で、研修や意識調査等の共通施策
を実施するほか、各地域の文化・特性に合わせた活動を推進
します。実施した活動については、都度内容を検証、改善し、
コンプライアンス推進のPDCAサイクルを強化します。

ホットライン・システム
日韓・Americas・EMEA・アジアパシフィックおよび中国に
おいて、それぞれコンプライアンス推進担当部署または社外
の弁護士・専門機関を窓口とするホットライン・システムが設
置されています。これらのシステムから得た情報については、
コンプライアンス推進担当部署が対応し、問題を確認した場
合はCCOへ報告の上、専門知識を有するほかの部署とも連
携して、早期の対応と是正を図っています。

2022年度の取り組み状況
2022年度については、グローバル・コンプライアンス推進

プログラムに基づき、トップ層からのコンプライアンス・メッ
セージの発信、未整備地域へのホットラインの設置、グロー
バルかつ網羅的な報告体制の整備を行ったほか、全地域共
通のオンライン研修を導入しました。
また、コンプライアンスに関する従業員の意識を把握するた
め、コンプライアンス意識調査を毎年実施しています。2022
年度からはAmericas・EMEAも対象に含めることとし、グ
ローバル全体（約7万人）に対して調査を実施しました。
これらの取り組みについては、それぞれ効果や結果を検証
し、次年度以降の各種活動の内容の改善と質の向上につなげ
ていきます。

コンプライアンス
Governance

　当社はコンプライアンスについて、自社のリスクマ
ネジメントの根幹の一つであるという考え方のもと、
マテリアリティにおける「経営の存立に関わる重要課
題」と位置付けています。さらに、2022年度から導入
されたERM （Enterprise Risk Management：統
合的リスク管理）と連携する形で、新たに「優先コンプ
ライアンスリスク」を設定することとしました。
　優先コンプライアンスリスクは当社におけるコンプ
ライアンス上の課題や、リスクが顕在化した際に経営
に及ぼすインパクト等を勘案し、社外専門家の意見
も取り入れて、コンプライアンス推進会議で決定しま
す。優先コンプライアンスリスクに指定されたリスク
については、所管部署が計画・実行する対策をコンプ
ライアンス推進会議等で定期的にモニタリングする
ほか、研修などの各種活動においても、優先的に織り
込んでいきます。
　執行役が、コンプライアンス推進会議の場において、
全社的な視点で優先コンプライアンスリスクを審議・
決定・モニタリングすることにより、リスク低減に向け
たマネジメント体制のさらなる強化を図っています。

ERMとの連携（優先コンプライアンスリスク）
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取締役一覧（2023年7月1日現在）

（後列）福田 信夫、グレン・フレデリクソン、程 近智、菊池 きよみ、山田 辰己
（前列）藤原 謙、ジョンマーク・ギルソン、橋本 孝之

❹
❸

❷ ❶ ❺

❽❻ ❼
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取締役一覧（2023年7月1日現在）

社外取締役

山田 辰己

1976年 4月 住友商事㈱入社（1993年6月まで）
1980年 3月 公認会計士登録
1993年 7月 中央監査法人（2001年3月まで）
2001年 4月 国際会計基準審議会理事（2011年6月まで）
2011年 9月 有限責任 あずさ監査法人（2018年6月まで）
2012年 1月 同監査法人理事（2015年6月まで）
2014年 2月 国際統合報告評議会（現バリューレポーティング財団）
  アンバサダー（2022年6月まで）
 10月 国際評価基準審議会評議員（2020年10月まで）
2015年 9月 中央大学商学部特任教授（現）
2016年 4月 金融庁公認会計士・監査審査会委員（2022年3月まで）
2020年 6月 当社社外取締役（現）

1978年 4月 日本アイ・ビー・エム㈱
  入社
2000年 4月 同社取締役
2003年 4月 同社常務執行役員
2007年 1月 同社専務執行役員
2008年 4月 同社取締役専務執行役員
2009年 1月 同社取締役社長
2012年 5月 同社取締役会長
2014年 4月 同社会長
2015年 1月 同社副会長
2016年 6月 当社社外取締役（現）
2017年 5月 日本アイ・ビー・エム㈱
  名誉相談役（現）

1982年 9月 アクセンチュア㈱入社
2005年 9月 同社代表取締役
2006年 4月 同社代表取締役社長
2015年 9月 同社取締役会長
2017年 9月 同社取締役相談役
2018年 7月 同社相談役（2021年8月まで）
2019年 6月 当社社外取締役（現）

社外取締役

橋本 孝之
指名委員長

筆頭独立社外取締役

報酬委員 報酬委員

監査委員長

独立役員

監査委員

社外取締役

程 近智
報酬委員長

指名委員

独立役員

社外取締役

菊池 きよみ 監査委員

指名委員

独立役員

取締役
代表執行役社長

ジョンマーク・ギルソン
1989年 8月 Dow Corning社 入社
2005年 6月 同社 Corporate Vice President & General Manager of Specialty 

Chemicals Business, President Asian Area（2009年6月まで） 
東レ・ダウコーニング㈱Shareholder Representative Director（2009年6月
まで）

2009年 6月 同社 Executive Vice President & General Manager of Specialty 
Chemicals Business（2010年12月まで）

2011年 2月 Avantor Performance Materials社 Chief Executive Officer（2011年12
月まで）

2012年 2月 NuSil Technology社 Vice Chairman & Chief Operating Officer（2014
年6月まで）

2014年 9月 Roquette社 Chief Executive Officer（2020年12月まで）
2021年 2月 当社エグゼクティブアドバイザー
 4月 当社執行役社長
 6月 当社取締役兼代表執行役社長（現）

取締役
執行役エグゼクティブバイスプレジデント

藤原 謙
1984年 4月 三菱化成工業㈱入社
2015年 4月 当社執行役員
2017年 4月 三菱ケミカル㈱執行役員
  （2018年3月まで）
2018年 4月 当社執行役常務
 6月 当社取締役兼執行役常務
2020年 6月 田辺三菱製薬㈱取締役（現）
2022年 4月 当社取締役兼執行役
  エグゼクティブ
  バイスプレジデント（現）
  三菱ケミカル㈱取締役（現）

指名委員

取締役

グレン・フレデリクソン
1990年 1月 カリフォルニア大学
  サンタバーバラ校（UCSB）
  化学工学・材料部准教授
1991年 7月 UCSB
  化学工学・材料部教授（現）
1998年 5月 UCSB
  化学工学部長
  （2001年7月まで）
2001年 3月 三菱化学（現三菱ケミカル）
  先端材料研究センター
  （UCSB内）
  センター長（現）
2014年 4月 当社常務執行役員
 6月 当社取締役兼常務執行役員
2015年 6月 当社取締役兼執行役常務
2017年 4月 当社取締役（現）

取締役

福田 信夫
1981年 4月 三菱化成工業㈱入社
2019年 4月 三菱ケミカル㈱代表取締役

兼常務執行役員
2022年 4月 当社代表執行役エグゼクティ

ブバイスプレジデント（2023
年3月まで）
三菱ケミカル㈱代表取締役
（2023年6月まで）

2023年 6月 当社取締役（現）
三菱ケミカル㈱取締役（現）

1986年 4月 ㈱第一勧業銀行（現㈱みずほ
銀行）入社（1990年12月まで）

1999年 4月 弁護士登録
  あさひ法律事務所
2002年 9月 アレン・アンド・オーヴェリー
  法律事務所（ロンドン）
2003年 5月 ニューヨーク州弁護士資格
  取得
 10月 あさひ法律事務所
2004年 9月 太陽法律事務所（現ポールヘ

イスティングス法律事務所・
外国法共同事業）

2006年 9月 JPモルガン証券㈱
2008年 4月 TMI総合法律事務所（現）
2019年 6月 当社社外取締役（現）

❶

❺ ❻ ❼ ❽

❷ ❸ ❹
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す。ただ、非常勤の独立社外取締役という立場では、執行側
と比べて情報の非対称性があるので、その難しさも感じてい
ます。この2年間は事業環境の変化が激しく、スピーディな経
営改革が求められた中で、全てをモニタリングしきれなかった
面があったと思います。その反省も含めて現在、当社は極め
て重要な局面を迎えていますので、より厳しく監視・監督する
のが私たちの役目だと考えています。
山田　監査委員会の委員長としては、監査の過程で得られる
情報がかなり多いので、ここで得た情報をできるだけ取締役
会と共有することによって、もう一段高いレベルで会社のあり
方についての議論に努めたいと考えています。
程　外部環境は、この１～２年で随分変わりました。その状
況を踏まえて、モニタリングとしては、現実的な競合関係や経
済的な環境などを考慮し、「それが答えだ！」という解を導き出
すというよりは、現実的なチューニングが重要になると感じて
います。
　また、描いたビジョンの実現性は、執行役の力に掛かってい
ます。執行力がどういった形で具体策となり、それがサステナ
ブルで再現性があるケイパビリティに結び付いているか、監
査委員会も含めて、いろいろな角度から見ていく必要があると
思います。そこで、取締役会にも責任を持っている方々に参
加してもらい、さまざまな議論を行う必要があるのではないで
しょうか。
橋本　執行力は、とても重要なポイントですね。そこで今考え
ているのは、取締役会や取締役連絡会にも、できるだけ執行
役に参加してもらうことです。直接話を聞くことで、人物評価
も含めて何をしているのか理解する機会を増やそうと思って
います。やはり、間接的に聞いたレポートだけでは、わからな

社外取締役座談会

真のグローバル企業へ飛躍するために、
監督機能のさらなる強化に努めます

モニタリング機能を発揮し
世界トップレベルの企業へと進化させていく

経営方針「Forging the future 未来を拓く」の発表から３年目。真のグローバル企業に成長するための基盤整備から
実行フェーズに移るにあたり、取締役会が果たすべき役割について、独立社外取締役が率直な意見交換を行いました。

橋本　指名委員会で選任したジョンマークの就任後を振り返
ると、1年目は現状の可視化に取り組み、新経営方針として
「Forging the future 未来を拓く」を発表。2年目は、「One 

Company, One Team」として、経営方針を実行するために
グローバルのマネージメントプラットフォームをつくることに
注力。そして3年目の2023年度は、今後の成長に向けた実
行フェーズの最初の年という位置付けにあり、これからはモニ
タリングが一層重要になると考えています。
菊池　私も、モニタリングを強化する必要性を強く感じていま

立つと、経営幹部候補としてどのような人材がいて、現状とし
てどのようなケイパビリティがあり、今後に向けてどのような
育成プランが必要なのか。私は、こうした可視化が進み始め
たと感じています。具体的な取り組みとしては、ジョブ・アサ
インメントや教育プログラムの確立などです。これは、CEOを
はじめとするCXO全てに当てはまる話です。
程　リーダーシップ育成やサクセッションは今、上場企業で
真剣な取り組みが始まっています。大きく変わってきているの
は、属人的だったものを公平なものにするための明確な仕組
みを構築し、しかも最強のチームをつくるという前提で体制の
整備が進んでいることです。ただ、多くの会社では、未だに属
人的なところが残っているように見受けられます。それに比べ
ると当社は、目標に掲げた公平な仕組みが現実レベルで動い
ており、世界に誇れる体制が実現していると思います。
　重要なのは、CEOをはじめとする幹部候補を、次期から数
年先まで見すえた幅広い層で充実させ、育成に取り組むこと
です。橋本さんや私が在籍した企業をはじめ、多くのグロー

バル企業では、30代ぐらいから将来の社長候補をモニタリン
グして育成に取り組んでいます。当社も、次々世代まで見す
えた人材育成が行える仕組みになりつつあるように感じてい
ます。
菊池　この会社に関わるようになり、執行役や従業員の方々
と接して感じるのは、地頭が良くて、優秀な方々を採用してい
るということです。ただ、これまでは、グループ全体としてそう
した人材を活かすシステムがなかったように思います。現在、
CEOのサクセッションを含む人材戦略の策定に取り組んでい
ますが、これからは若いうちから教育する制度をつくり、次期
CEOやCXOを育成することが必要ではないでしょうか。当社
はグローバルな会社ですから、若手には早め早めに外の世界
を経験させて能力を高め、再度会社に戻って貢献してもらうこ
とも有効だと思います。
橋本　確かにこれまでは、菊池さんがおっしゃった通りだと思
います。そうした経緯を人事に聞いてみると、次期幹部の候
補者が見つかっても、事業部が人材を囲い込むといった状況
が昔はあったようです。それが今は、企業の未来を担う人材
育成への理解度が全社レベルで高まったことで、事業部の考
えも変わってきたそうです。次期幹部候補になった人がいれ
ば、事業を変える、あるいは海外へ行かせる、といった対応も
増えているようなので、今後の進展に期待したいですね。
山田　当社は、「One Company, One Team」のもと、グルー
プ会社が一体となって動き出しました。今後さらなるグロー
バル企業をめざすには、海外拠点への注力も必要でしょう。
例えば、生産拠点は海外含めグローバルに展開しています
が、開発拠点は日本に集中しています。こうした状況における
企業のトップが、どういう役割ないしは知識を持っている人が

いいのかを考えると、外資系などのグローバル企業とは求め
る内容が異なると思いますが、橋本さんはいかがお考えでしょ
うか。
橋本　おっしゃるように、グローバル企業といっても現状は日
本が中心です。海外拠点も、多くは買収した企業です。こうし
た環境の中で、常にグローバルを視野に入れて迅速に意思決
定して実行できるトップが、一足飛びに誕生するのは難しいと
思います。ただ、真のグローバル企業をめざす中で、あるべき
トップの姿を追求して育てていくべきだと思います。
　例えば、一気にグローバルのトップになるのは難しいとして
も、リージョナルヘッドクオーターのトップに就任して経験を
積むことは、将来に向けての大切なステップになると思いま
す。人材育成は、目線を高く、視野を広く保って取り組むべき
ものだと思っていますので、こうした育成制度によって次代の
CXOを確実に育成し、真のグローバル企業への飛躍を支援
していきたいと思います。

いところがありますからね。
　コロナも明けたので、海外現地法人を訪れて話を聞くのも、
一つの手段だと思っています。海外の人たちはストレートに話
をしてくれますので、その内容もモニタリングには有効ではな
いでしょうか。会議室の中で配られるレポートだけでは、理解
するのがなかなか難しいところがあるので、そこに一歩踏み
込んでいきたいと思っています。
山田　執行力に加えて、従業員一人ひとりの腹落ち感も重要
だと私は感じています。これから経営方針が実行フェーズへ
入ったときに、全ての従業員がこの改革が必要であることをき
ちんと理解し、挑戦することに腹落ち感があって初めて、モチ
ベーション高く取り組むことができると思うのです。CEOは
今、定期的にタウンホールミーティングを実施していますが、
その効果をより浸透させるには、今後も継続して従業員との
コミュニケーションを図ることが必要ではないかという感覚を
持っています。
菊池　従業員が腹落ちするためにも、現状の戦略をはじめと

する大きな方向性を、具体的な施策に落とし込んでいくこと
が重要ではないでしょうか。モニタリング・ボードとしては、高
い緊張感と強い危機意識を持ってモニタリングすることの必
要性を感じています。
　また、女性の取締役は現在私一人なので、ダイバーシティ
の面から2023年度は女性管理職の方 と々お話しする機会
を、より多くつくっていきたいと考えています。
橋本　モニタリングの指標としては、ジョンマークの2023年
の年度目標として指名委員会がお願いした4点が参考になる
と思います。
　第一は、株主目線の経営です。これは報酬制度とも連動し
ており、長期的なインセンティブに株価を考慮する内容が入っ
ています。単年度においても、株価を意識する評価システムに
なっています。第二がグローバルマネジメントの最適化です。
コスト削減によって利益を生む、あるいは利益が出ない事業
は切り離す。第三が成長戦略の実現で、スペシャリティマテリ
アルへシフトするポートフォリオマネジメントと研究開発をも
とにした将来に対するイノベーション。そして第四が、グ
リーン・トランスフォーメーション、カーボンニュートラルに
フォーカスして、世界中から注目されるロールモデルの一つに
なることです。例えばDJSIなど、知名度の高いベンチマークと
の比較で三菱ケミカルグループの立ち位置を明確にすると
いったもので、その推進に向けた組織体制の整備とインベス
トメントを、毎年どういう形で行うのかといったことについて
フォーカスしています。この点については、かなり踏み込んだ
KPIを設定しています。
　基本的には、今申し上げた内容に基づき、取締役会でモニ
タリングしていきたいと思います。

山田　これからはサステナビリティの開示についてもモニタ
リングが必要だと感じています。欧州ではCSRD※1により、サ
ステナビリティの開示が強化されます。ISSB※2でもS1の「サ
ステナビリティ全般に関する基準」と、S2の「気候変動に関す
る基準」が2023年6月に公表されました。サステナビリティ
の要請に対して、企業がどのように対応しているのか、その開
示が世界中で求められています。こうした要求にも当社が的
確に対応できるよう、支援していきたいと思います。

橋本　皆さんは、将来に向けて重要な取り組みとなるサク
セッション・プランについて、どのように捉えられていますか。
もし、今CEOに不測の事態が発生したら、誰が代行を務める
のか。あるいは3年後、5年後といった中期から長期の視点に

社外取締役
報酬委員長
程 近智

社外取締役
菊池 きよみ

筆頭独立社外取締役
指名委員長
橋本 孝之

社外取締役
監査委員長
山田 辰己
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す。ただ、非常勤の独立社外取締役という立場では、執行側
と比べて情報の非対称性があるので、その難しさも感じてい
ます。この2年間は事業環境の変化が激しく、スピーディな経
営改革が求められた中で、全てをモニタリングしきれなかった
面があったと思います。その反省も含めて現在、当社は極め
て重要な局面を迎えていますので、より厳しく監視・監督する
のが私たちの役目だと考えています。
山田　監査委員会の委員長としては、監査の過程で得られる
情報がかなり多いので、ここで得た情報をできるだけ取締役
会と共有することによって、もう一段高いレベルで会社のあり
方についての議論に努めたいと考えています。
程　外部環境は、この１～２年で随分変わりました。その状
況を踏まえて、モニタリングとしては、現実的な競合関係や経
済的な環境などを考慮し、「それが答えだ！」という解を導き出
すというよりは、現実的なチューニングが重要になると感じて
います。
　また、描いたビジョンの実現性は、執行役の力に掛かってい
ます。執行力がどういった形で具体策となり、それがサステナ
ブルで再現性があるケイパビリティに結び付いているか、監
査委員会も含めて、いろいろな角度から見ていく必要があると
思います。そこで、取締役会にも責任を持っている方々に参
加してもらい、さまざまな議論を行う必要があるのではないで
しょうか。
橋本　執行力は、とても重要なポイントですね。そこで今考え
ているのは、取締役会や取締役連絡会にも、できるだけ執行
役に参加してもらうことです。直接話を聞くことで、人物評価
も含めて何をしているのか理解する機会を増やそうと思って
います。やはり、間接的に聞いたレポートだけでは、わからな

社外取締役座談会

橋本　指名委員会で選任したジョンマークの就任後を振り返
ると、1年目は現状の可視化に取り組み、新経営方針として
「Forging the future 未来を拓く」を発表。2年目は、「One 

Company, One Team」として、経営方針を実行するために
グローバルのマネージメントプラットフォームをつくることに
注力。そして3年目の2023年度は、今後の成長に向けた実
行フェーズの最初の年という位置付けにあり、これからはモニ
タリングが一層重要になると考えています。
菊池　私も、モニタリングを強化する必要性を強く感じていま

立つと、経営幹部候補としてどのような人材がいて、現状とし
てどのようなケイパビリティがあり、今後に向けてどのような
育成プランが必要なのか。私は、こうした可視化が進み始め
たと感じています。具体的な取り組みとしては、ジョブ・アサ
インメントや教育プログラムの確立などです。これは、CEOを
はじめとするCXO全てに当てはまる話です。
程　リーダーシップ育成やサクセッションは今、上場企業で
真剣な取り組みが始まっています。大きく変わってきているの
は、属人的だったものを公平なものにするための明確な仕組
みを構築し、しかも最強のチームをつくるという前提で体制の
整備が進んでいることです。ただ、多くの会社では、未だに属
人的なところが残っているように見受けられます。それに比べ
ると当社は、目標に掲げた公平な仕組みが現実レベルで動い
ており、世界に誇れる体制が実現していると思います。
　重要なのは、CEOをはじめとする幹部候補を、次期から数
年先まで見すえた幅広い層で充実させ、育成に取り組むこと
です。橋本さんや私が在籍した企業をはじめ、多くのグロー

バル企業では、30代ぐらいから将来の社長候補をモニタリン
グして育成に取り組んでいます。当社も、次々世代まで見す
えた人材育成が行える仕組みになりつつあるように感じてい
ます。
菊池　この会社に関わるようになり、執行役や従業員の方々
と接して感じるのは、地頭が良くて、優秀な方々を採用してい
るということです。ただ、これまでは、グループ全体としてそう
した人材を活かすシステムがなかったように思います。現在、
CEOのサクセッションを含む人材戦略の策定に取り組んでい
ますが、これからは若いうちから教育する制度をつくり、次期
CEOやCXOを育成することが必要ではないでしょうか。当社
はグローバルな会社ですから、若手には早め早めに外の世界
を経験させて能力を高め、再度会社に戻って貢献してもらうこ
とも有効だと思います。
橋本　確かにこれまでは、菊池さんがおっしゃった通りだと思
います。そうした経緯を人事に聞いてみると、次期幹部の候
補者が見つかっても、事業部が人材を囲い込むといった状況
が昔はあったようです。それが今は、企業の未来を担う人材
育成への理解度が全社レベルで高まったことで、事業部の考
えも変わってきたそうです。次期幹部候補になった人がいれ
ば、事業を変える、あるいは海外へ行かせる、といった対応も
増えているようなので、今後の進展に期待したいですね。
山田　当社は、「One Company, One Team」のもと、グルー
プ会社が一体となって動き出しました。今後さらなるグロー
バル企業をめざすには、海外拠点への注力も必要でしょう。
例えば、生産拠点は海外含めグローバルに展開しています
が、開発拠点は日本に集中しています。こうした状況における
企業のトップが、どういう役割ないしは知識を持っている人が

いいのかを考えると、外資系などのグローバル企業とは求め
る内容が異なると思いますが、橋本さんはいかがお考えでしょ
うか。
橋本　おっしゃるように、グローバル企業といっても現状は日
本が中心です。海外拠点も、多くは買収した企業です。こうし
た環境の中で、常にグローバルを視野に入れて迅速に意思決
定して実行できるトップが、一足飛びに誕生するのは難しいと
思います。ただ、真のグローバル企業をめざす中で、あるべき
トップの姿を追求して育てていくべきだと思います。
　例えば、一気にグローバルのトップになるのは難しいとして
も、リージョナルヘッドクオーターのトップに就任して経験を
積むことは、将来に向けての大切なステップになると思いま
す。人材育成は、目線を高く、視野を広く保って取り組むべき
ものだと思っていますので、こうした育成制度によって次代の
CXOを確実に育成し、真のグローバル企業への飛躍を支援
していきたいと思います。

いところがありますからね。
　コロナも明けたので、海外現地法人を訪れて話を聞くのも、
一つの手段だと思っています。海外の人たちはストレートに話
をしてくれますので、その内容もモニタリングには有効ではな
いでしょうか。会議室の中で配られるレポートだけでは、理解
するのがなかなか難しいところがあるので、そこに一歩踏み
込んでいきたいと思っています。
山田　執行力に加えて、従業員一人ひとりの腹落ち感も重要
だと私は感じています。これから経営方針が実行フェーズへ
入ったときに、全ての従業員がこの改革が必要であることをき
ちんと理解し、挑戦することに腹落ち感があって初めて、モチ
ベーション高く取り組むことができると思うのです。CEOは
今、定期的にタウンホールミーティングを実施していますが、
その効果をより浸透させるには、今後も継続して従業員との
コミュニケーションを図ることが必要ではないかという感覚を
持っています。
菊池　従業員が腹落ちするためにも、現状の戦略をはじめと

する大きな方向性を、具体的な施策に落とし込んでいくこと
が重要ではないでしょうか。モニタリング・ボードとしては、高
い緊張感と強い危機意識を持ってモニタリングすることの必
要性を感じています。
　また、女性の取締役は現在私一人なので、ダイバーシティ
の面から2023年度は女性管理職の方 と々お話しする機会
を、より多くつくっていきたいと考えています。
橋本　モニタリングの指標としては、ジョンマークの2023年
の年度目標として指名委員会がお願いした4点が参考になる
と思います。
　第一は、株主目線の経営です。これは報酬制度とも連動し
ており、長期的なインセンティブに株価を考慮する内容が入っ
ています。単年度においても、株価を意識する評価システムに
なっています。第二がグローバルマネジメントの最適化です。
コスト削減によって利益を生む、あるいは利益が出ない事業
は切り離す。第三が成長戦略の実現で、スペシャリティマテリ
アルへシフトするポートフォリオマネジメントと研究開発をも
とにした将来に対するイノベーション。そして第四が、グ
リーン・トランスフォーメーション、カーボンニュートラルに
フォーカスして、世界中から注目されるロールモデルの一つに
なることです。例えばDJSIなど、知名度の高いベンチマークと
の比較で三菱ケミカルグループの立ち位置を明確にすると
いったもので、その推進に向けた組織体制の整備とインベス
トメントを、毎年どういう形で行うのかといったことについて
フォーカスしています。この点については、かなり踏み込んだ
KPIを設定しています。
　基本的には、今申し上げた内容に基づき、取締役会でモニ
タリングしていきたいと思います。

山田　これからはサステナビリティの開示についてもモニタ
リングが必要だと感じています。欧州ではCSRD※1により、サ
ステナビリティの開示が強化されます。ISSB※2でもS1の「サ
ステナビリティ全般に関する基準」と、S2の「気候変動に関す
る基準」が2023年6月に公表されました。サステナビリティ
の要請に対して、企業がどのように対応しているのか、その開
示が世界中で求められています。こうした要求にも当社が的
確に対応できるよう、支援していきたいと思います。

橋本　皆さんは、将来に向けて重要な取り組みとなるサク
セッション・プランについて、どのように捉えられていますか。
もし、今CEOに不測の事態が発生したら、誰が代行を務める
のか。あるいは3年後、5年後といった中期から長期の視点に

日本固有の事情も踏まえつつグローバル企業とし
てのサクセッション・プランを確立

※1 企業持続可能性報告指令
※2 国際サステナビリティ基準審議会
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す。ただ、非常勤の独立社外取締役という立場では、執行側
と比べて情報の非対称性があるので、その難しさも感じてい
ます。この2年間は事業環境の変化が激しく、スピーディな経
営改革が求められた中で、全てをモニタリングしきれなかった
面があったと思います。その反省も含めて現在、当社は極め
て重要な局面を迎えていますので、より厳しく監視・監督する
のが私たちの役目だと考えています。
山田　監査委員会の委員長としては、監査の過程で得られる
情報がかなり多いので、ここで得た情報をできるだけ取締役
会と共有することによって、もう一段高いレベルで会社のあり
方についての議論に努めたいと考えています。
程　外部環境は、この１～２年で随分変わりました。その状
況を踏まえて、モニタリングとしては、現実的な競合関係や経
済的な環境などを考慮し、「それが答えだ！」という解を導き出
すというよりは、現実的なチューニングが重要になると感じて
います。
　また、描いたビジョンの実現性は、執行役の力に掛かってい
ます。執行力がどういった形で具体策となり、それがサステナ
ブルで再現性があるケイパビリティに結び付いているか、監
査委員会も含めて、いろいろな角度から見ていく必要があると
思います。そこで、取締役会にも責任を持っている方々に参
加してもらい、さまざまな議論を行う必要があるのではないで
しょうか。
橋本　執行力は、とても重要なポイントですね。そこで今考え
ているのは、取締役会や取締役連絡会にも、できるだけ執行
役に参加してもらうことです。直接話を聞くことで、人物評価
も含めて何をしているのか理解する機会を増やそうと思って
います。やはり、間接的に聞いたレポートだけでは、わからな
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橋本　指名委員会で選任したジョンマークの就任後を振り返
ると、1年目は現状の可視化に取り組み、新経営方針として
「Forging the future 未来を拓く」を発表。2年目は、「One 

Company, One Team」として、経営方針を実行するために
グローバルのマネージメントプラットフォームをつくることに
注力。そして3年目の2023年度は、今後の成長に向けた実
行フェーズの最初の年という位置付けにあり、これからはモニ
タリングが一層重要になると考えています。
菊池　私も、モニタリングを強化する必要性を強く感じていま

立つと、経営幹部候補としてどのような人材がいて、現状とし
てどのようなケイパビリティがあり、今後に向けてどのような
育成プランが必要なのか。私は、こうした可視化が進み始め
たと感じています。具体的な取り組みとしては、ジョブ・アサ
インメントや教育プログラムの確立などです。これは、CEOを
はじめとするCXO全てに当てはまる話です。
程　リーダーシップ育成やサクセッションは今、上場企業で
真剣な取り組みが始まっています。大きく変わってきているの
は、属人的だったものを公平なものにするための明確な仕組
みを構築し、しかも最強のチームをつくるという前提で体制の
整備が進んでいることです。ただ、多くの会社では、未だに属
人的なところが残っているように見受けられます。それに比べ
ると当社は、目標に掲げた公平な仕組みが現実レベルで動い
ており、世界に誇れる体制が実現していると思います。
　重要なのは、CEOをはじめとする幹部候補を、次期から数
年先まで見すえた幅広い層で充実させ、育成に取り組むこと
です。橋本さんや私が在籍した企業をはじめ、多くのグロー

バル企業では、30代ぐらいから将来の社長候補をモニタリン
グして育成に取り組んでいます。当社も、次々世代まで見す
えた人材育成が行える仕組みになりつつあるように感じてい
ます。
菊池　この会社に関わるようになり、執行役や従業員の方々
と接して感じるのは、地頭が良くて、優秀な方々を採用してい
るということです。ただ、これまでは、グループ全体としてそう
した人材を活かすシステムがなかったように思います。現在、
CEOのサクセッションを含む人材戦略の策定に取り組んでい
ますが、これからは若いうちから教育する制度をつくり、次期
CEOやCXOを育成することが必要ではないでしょうか。当社
はグローバルな会社ですから、若手には早め早めに外の世界
を経験させて能力を高め、再度会社に戻って貢献してもらうこ
とも有効だと思います。
橋本　確かにこれまでは、菊池さんがおっしゃった通りだと思
います。そうした経緯を人事に聞いてみると、次期幹部の候
補者が見つかっても、事業部が人材を囲い込むといった状況
が昔はあったようです。それが今は、企業の未来を担う人材
育成への理解度が全社レベルで高まったことで、事業部の考
えも変わってきたそうです。次期幹部候補になった人がいれ
ば、事業を変える、あるいは海外へ行かせる、といった対応も
増えているようなので、今後の進展に期待したいですね。
山田　当社は、「One Company, One Team」のもと、グルー
プ会社が一体となって動き出しました。今後さらなるグロー
バル企業をめざすには、海外拠点への注力も必要でしょう。
例えば、生産拠点は海外含めグローバルに展開しています
が、開発拠点は日本に集中しています。こうした状況における
企業のトップが、どういう役割ないしは知識を持っている人が

いいのかを考えると、外資系などのグローバル企業とは求め
る内容が異なると思いますが、橋本さんはいかがお考えでしょ
うか。
橋本　おっしゃるように、グローバル企業といっても現状は日
本が中心です。海外拠点も、多くは買収した企業です。こうし
た環境の中で、常にグローバルを視野に入れて迅速に意思決
定して実行できるトップが、一足飛びに誕生するのは難しいと
思います。ただ、真のグローバル企業をめざす中で、あるべき
トップの姿を追求して育てていくべきだと思います。
　例えば、一気にグローバルのトップになるのは難しいとして
も、リージョナルヘッドクオーターのトップに就任して経験を
積むことは、将来に向けての大切なステップになると思いま
す。人材育成は、目線を高く、視野を広く保って取り組むべき
ものだと思っていますので、こうした育成制度によって次代の
CXOを確実に育成し、真のグローバル企業への飛躍を支援
していきたいと思います。

いところがありますからね。
　コロナも明けたので、海外現地法人を訪れて話を聞くのも、
一つの手段だと思っています。海外の人たちはストレートに話
をしてくれますので、その内容もモニタリングには有効ではな
いでしょうか。会議室の中で配られるレポートだけでは、理解
するのがなかなか難しいところがあるので、そこに一歩踏み
込んでいきたいと思っています。
山田　執行力に加えて、従業員一人ひとりの腹落ち感も重要
だと私は感じています。これから経営方針が実行フェーズへ
入ったときに、全ての従業員がこの改革が必要であることをき
ちんと理解し、挑戦することに腹落ち感があって初めて、モチ
ベーション高く取り組むことができると思うのです。CEOは
今、定期的にタウンホールミーティングを実施していますが、
その効果をより浸透させるには、今後も継続して従業員との
コミュニケーションを図ることが必要ではないかという感覚を
持っています。
菊池　従業員が腹落ちするためにも、現状の戦略をはじめと

する大きな方向性を、具体的な施策に落とし込んでいくこと
が重要ではないでしょうか。モニタリング・ボードとしては、高
い緊張感と強い危機意識を持ってモニタリングすることの必
要性を感じています。
　また、女性の取締役は現在私一人なので、ダイバーシティ
の面から2023年度は女性管理職の方 と々お話しする機会
を、より多くつくっていきたいと考えています。
橋本　モニタリングの指標としては、ジョンマークの2023年
の年度目標として指名委員会がお願いした4点が参考になる
と思います。
　第一は、株主目線の経営です。これは報酬制度とも連動し
ており、長期的なインセンティブに株価を考慮する内容が入っ
ています。単年度においても、株価を意識する評価システムに
なっています。第二がグローバルマネジメントの最適化です。
コスト削減によって利益を生む、あるいは利益が出ない事業
は切り離す。第三が成長戦略の実現で、スペシャリティマテリ
アルへシフトするポートフォリオマネジメントと研究開発をも
とにした将来に対するイノベーション。そして第四が、グ
リーン・トランスフォーメーション、カーボンニュートラルに
フォーカスして、世界中から注目されるロールモデルの一つに
なることです。例えばDJSIなど、知名度の高いベンチマークと
の比較で三菱ケミカルグループの立ち位置を明確にすると
いったもので、その推進に向けた組織体制の整備とインベス
トメントを、毎年どういう形で行うのかといったことについて
フォーカスしています。この点については、かなり踏み込んだ
KPIを設定しています。
　基本的には、今申し上げた内容に基づき、取締役会でモニ
タリングしていきたいと思います。

山田　これからはサステナビリティの開示についてもモニタ
リングが必要だと感じています。欧州ではCSRD※1により、サ
ステナビリティの開示が強化されます。ISSB※2でもS1の「サ
ステナビリティ全般に関する基準」と、S2の「気候変動に関す
る基準」が2023年6月に公表されました。サステナビリティ
の要請に対して、企業がどのように対応しているのか、その開
示が世界中で求められています。こうした要求にも当社が的
確に対応できるよう、支援していきたいと思います。

橋本　皆さんは、将来に向けて重要な取り組みとなるサク
セッション・プランについて、どのように捉えられていますか。
もし、今CEOに不測の事態が発生したら、誰が代行を務める
のか。あるいは3年後、5年後といった中期から長期の視点に
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2012 2013 2014

年間
売上高
営業利益
税金等調整前当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益
包括利益
設備投資
減価償却費
研究開発費
営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー

期末現在
総資産額
有形固定資産
有利子負債
純資産額

1株当たり金額
1株当たり当期純利益
1株当たり純資産額
1株当たり配当額

主要指標
総資産利益率（ROA）（%）
自己資本利益率（ROE）（%）
自己資本比率（%）

3,088,577

90,241

82,900

18,596

94,900

132,221

129,549

134,723

206,504
（169,758）
（26,250）

3,307,758

1,061,551

1,198,799

1,203,316

12.61

553.54

12

2.6

2.3

24.6

3,498,834

110,460

116,594

32,248

134,016

133,339

131,571

134,260

177,027
（159,789）
（8,307）

3,479,359

1,118,050

1,258,186

1,314,870

21.89

611.95

12

3.4

3.7

25.8

3,656,278

165,681

165,621

60,859

173,692

165,057

151,253

132,217

329,776
（277,223）
（2,061）

4,323,038

1,498,146

1,603,595

1,588,601

41.40

669.77

13

4.2

6.4

22.6

3,823,098

280,026

198,248

46,444

7,695

176,508

180,374

138,364

388,663
（202,796）
（156,957）

4,061,572

1,390,727

1,465,752

1,554,528

31.70

636.43

15

4.7

4.8

22.9

単位：百万円

2015 2015※ 2016※ 2017 2018※ 2019※

年間
売上収益
コア営業利益
税引前利益
親会社の所有者に帰属する当期利益
包括利益
設備投資
減価償却費および償却費
研究開発費
営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー

期末現在
資産合計
有形固定資産
有利子負債
親会社の所有者に帰属する持分

1株当たり金額
基本的1株当たり当期利益
1株当たり親会社所有者帰属持分
1株当たり配当額

主要指標
資産合計税引前利益率（ROA）（%）
親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE）（%）
売上収益コア営業利益率（ROS）（％）
ROIC（％）
ネットD/Eレシオ（倍）
PER （倍） 
PBR （倍） 

3,543,352

300,410

252,791

51,358

34,302

213,134

182,656

126,782

299,612
（234,078）
（40,945）

4,223,774

1,403,437

1,579,575

972,197

35.06

663.71

15

5.9

5.2

8.5
̶

1.17

16.8

0.9

3,376,057

307,522

258,343

156,259

226,493

206,482

174,040

126,290

396,643
（289,056）

1,411

4,463,547

1,431,681

1,693,742

1,091,398

106.73

758.30

20

5.9

15.1

9.1
̶

1.06

8.1

1.1

3,724,406

380,489

344,077

211,788

297,476

225,189

178,895

138,833

397,940
（335,933）
（150,592）

4,701,415

1,433,509

1,606,123

1,285,750

147.14

893.26

32

7.5

17.8

10.2
̶

0.89

7.0

1.2

3,840,341

314,104

284,846

169,530

205,898

231,742

199,332

142,822

415,575
（895,068）
519,062

5,572,508

1,683,354

2,246,751

1,377,947

119.22

970.46

40

5.5

12.7

8.2

5.9

1.26

6.5

0.8

3,580,510

194,820

122,003

54,077

475

240,390

239,824

133,368

452,003
（87,563）
（450,523）

5,132,149

1,742,216

2,388,060

1,170,222

38.08

824.07

32

2.3

4.2

5.4

3.5

1.79

16.9

0.8

2022

4,634,532
325,558
167,964
96,066

210,493
282,173
269,616
149,467
355,189
（247,632）
（60,783）

5,773,903
1,907,898
2,375,827
1,564,366

67.57
1,100.04

30

3.0
6.4
7.0
5.7

1.33
11.6
0.7

2020

3,257,535

174,710

32,908
（7,557）
160,551

263,715

243,793

126,073

467,133
（217,010）
（142,773）

5,287,228

1,813,838

2,482,422

1,236,339

（5.32）
870.40

24

0.6
（0.6）
5.4

3.3

1.73
̶
1.0

2021

3,976,948

272,342

290,370

177,162

332,834

254,589

251,469

156,584

346,871
（128,781）
（336,283）

5,573,871

1,899,695

2,289,869

1,458,077

124.68

1,026.03

30

5.3

13.2

6.8

4.9

1.40

6.6

0.8

単位：円

日本基準（2012－2015年度） 指定国際会計基準（IFRS 2015－2022年度）

11年財務サマリー

2016年度より指定国際会計基準（IFRS）を適用しています。「コア営業利益」とは、IFRSの営業利益に含まれる非経常的な要因により発生し
た損益（非経常項目）を除いた損益で、日本基準の営業利益との比較可能性も加味した、当社独自の段階損益として開示しています。
なお、多発性硬化症治療剤「ジレニア」のロイヤリティに係る仲裁判断の結果を受け、2022年度の第４四半期連結会計期間に売上収益1,259
億円を認識しています。

※ 非継続事業に係わる数値を控除しております
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利益とROS、ROE
コア営業利益 　　親会社の所有者に帰属する当期利益（左軸）

売上収益と海外売上収益比率

ROE　　　　 ROS（右軸）

海外地域別売上収益

（%）

20

15

10

5

0

-2.5

（億円）

4,000

3,000

2,000

1,000

0

-500

（年度）2020 20212019※22018※2 2022

アジア　　北米　　欧州　　その他

（億円）

24,000

18,000

12,000

6,000

0

（年度）2020 20212019※2018※ 2022

（%）

80

60

40

20

0

（億円）

50,000

37,500

25,000

12,500

0

（年度）2020 20212019※22018※2 2022

35,80535,805
39,76939,769

32,57532,575

18,60618,606

46.846.8
42.942.943.343.3 45.045.0 50.0※150.0※1

38,40338,403

売上収益（左軸）　　　海外売上収益比率（右軸）

13.213.2

4.24.2

12.712.7

-0.6-0.6

6.4※16.4※16.86.85.45.4

8.28.2

5.45.4
7.0※17.0※1

1,9481,948

2,7232,723

1,7471,747

3,256※13,256※13,256※13,256※13,256※1
3,1413,141

541541

1,7721,772

-76-76

961961961961961

1,6951,695

14,64914,64915,34415,344
16,64616,646

46,345※146,345※146,345※146,345※146,345※1

23,15323,15323,15323,15323,153

財務／非財務ハイライト①

※1 ジレニア仲裁判断の結果を控除して算定した2022年度のコア営業利益は1,997億円、ROEは0.4％、ROSは4.4％です。
※2 非継続事業に係わる数値を控除しています。

※1 ジレニア仲裁判断の結果を控除して算定した2022年度の売上収益は45,086億円、
海外売上収益比率は48.6％です。

※2 非継続事業に係わる数値を控除しています。

※ 非継続事業に係わる数値を控除しています。
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資産合計（左軸）　　　ROA（右軸） ROIC

資産合計とROA ROIC フリー・キャッシュ・フロー（FCF）

（%）

8

6

4

2

0

（億円）

60,000

45,000

30,000

15,000

0

（年度）2020 20212019※2018※ 2022

51,32151,321
55,73955,739

52,87252,872
57,73957,73957,73957,73957,739

5.35.3

2.32.3

5.55.5

0.60.6

3.03.0

55,72555,725

（億円）

4,000

2,000

0

-5,000

（年度）2020 20212019※2018※ 2022

2,1812,181
2,5012,501

1,0761,0761,0761,0761,076

-4,795-4,795

（%）

8

6

4

2

0
（年度）2020 20212019※22018※2 2022

4.94.9

3.53.5

5.95.9

3.33.3

5.7※15.7※1

ネット有利子負債とネットD/Eレシオ
ネット有利子負債（左軸）　　　ネットD/Eレシオ（右軸）

基本的1株当たり当期利益と1株当たり配当金 設備投資と減価償却費

（倍）

2.0

1.5

1.0

0.5

0

（億円）

24,000

18,000

12,000

6,000

0

（年度）2020 20212019※2018※ 2022

20,89920,899

20,44120,441

21,32821,328

20,78620,78620,78620,78620,786

1.401.40

1.791.79

1.261.26

1.731.73

1.331.33

17,36217,362

（円）

（年度）2020 20212019※2018※ 2022

124.68124.68

-5.32-5.32

119.22119.22

2424
4040

基本的1株当たり当期利益　　  1株当たり配当金

（億円）

3,000

2,250

1,500

750

0

（年度）2020 20212019※2018※ 2022

2,5462,546

2,5142,5142,3982,398

1,9931,993

2,4382,438

2,6962,696
2,3172,317

設備投資　　　減価償却費

3,6443,644

160

120

80

40

0

-40

3232
38.0838.08 30303030303030

67.5767.5767.5767.5767.57

2,6372,637
2,4042,404

2,8222,8222,8222,8222,822

※ 非継続事業に係わる数値を控除しています。 ※1 ジレニア仲裁判断の結果を控除して算定した2022年度のROICは3.6％です。
※2 非継続事業に係わる数値を控除しています。

※ 非継続事業に係わる数値を控除しています。

財務／非財務ハイライト②

※ 非継続事業に係わる数値を控除しています。 ※ 非継続事業に係わる数値を控除しています。 ※ 非継続事業に係わる数値を控除しています。
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研究開発費（左軸）　　　売上収益研究開発比率（右軸）

研究開発費と売上収益研究開発比率 エネルギー消費量※
国内　　海外

（GWh）

50,000

37,500

25,000

12,500

0

（年度）2020 202120192018 2022

13,79713,79713,79713,79713,797

29,39329,39329,39329,39329,393

（%）

12

9

6

3

0

（億円）

2,800

2,100

1,400

700

0

（年度）2020 20212019※2018※ 2022

1,3341,334
1,5661,566

1,2611,261
1,4951,4951,4951,4951,495

3.93.93.73.73.73.7 3.93.9

3.23.2

1,4281,428

取水量（海水含まず）

Scope1＋2排出量※

（t-CO2e/億円）

600

450

300

150

0

国内　　海外（左軸）　　　原単位（売上収益当たり）（右軸）

（千t-CO2e）

20,000

15,000

10,000

5,000

0

（年度）2020 202120192018 2022

5,1235,1235,1235,1235,123

9,2469,2469,2469,2469,246

310310

国内　　海外

（百万m3）

250

200

150

100

50

0

（年度）2020 202120192018 2022

5252525252

159159159159159

MCGグループ地域別納税額※1の推移税務に対する取り組み
単位：億円

年度※2 2018 2019 2020 20212017

日本

アジア

北米

欧州

その他

合計

403

97

-37

52

2

517

780

150

43

76

1

1,050

436

162

25

107

1

731

240

76

15

94

0

425

202

95

4

95

1

397

財務／非財務ハイライト③

※ 非継続事業に係わる数値を控除しています。 ※ 2019年度データ以降は中長期経営戦略KV30の活動範囲に合わせ見直したバウンダリ
に基づき集計しています。グラフに表示している2018年度のデータは見直したバウン
ダリのもとで再集計しています。2019年度以降は見直し後のバウンダリに基づき集計
した値を対象に第三者保証を受けています（▶P.112）。

※ 2019年度データ以降は中長期経営戦略KV30の活動範囲に合わせ見直したバウンダリ
に基づき集計しています。グラフに表示している2018年度のデータは見直したバウン
ダリのもとで再集計しています。2019年度以降は見直し後のバウンダリに基づき集計
した値を対象に第三者保証を受けています（▶P.112）。

三菱ケミカルグループは、法令遵守および適時
適切な納税と、これらを確実に実行するための
適切かつ透明性の高い税務運営を行うことを通
じ、さまざまなステークホルダーからの信頼に応
えることを税務における目標としています。この
目標を達成するために、グローバル・タックス・ポ
リシーを策定し、当該ポリシーに則り各国で適切
な納税を行っています。

MCGグループ・グローバル・タックス・ポリシー
※1 所得に対する国税および地方税の合計額
※2 本邦の税務当局へ提出している国別報告書に基づいた地域別納税額の推移
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44

55

33

44

55

33

44

55

33

取締役人数・社外取締役人数
研究員人数（左軸）　　　研究員1人当たりの研究開発費（右軸）

研究員人数・研究員1人当たりの研究開発費

有給休暇取得率

休業度数率

女性従業員比率・女性管理職比率（係長級以上）

国内　　　グローバル

女性従業員比率　　　女性管理職比率（係長級以上）
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1.20

0.80
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0
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33.233.2

27.927.928.928.9
26.526.5

32.332.3

4,9614,961

（%）
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25
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（年度）2020 202120192018 2022

73.873.870.870.871.171.1 71.071.0
77.377.3

1.231.23
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0.890.89

（%）

19

16

13

10

7

（年度）2020 202120192018 2022

10.210.2

8.98.9

8.68.6
9.39.3

10.610.6

16.716.7
15.915.915.815.8 16.116.1

16.916.9

取締役（執行）　　取締役（非執行）　　独立（社外）取締役

（名）

16

12

8

4

0

（年度）2021 202220202019 2023

44444

22222
22222

2018

44

55

33
22

55

22

財務／非財務ハイライト④
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0
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2020

コア営業利益／コア営業利益率
コア営業利益（左軸）　　　コア営業利益率（右軸）

202120192018 2022

（億円）
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7,000

0
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2021 2022202020192018
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コア営業利益／コア営業利益率
コア営業利益（左軸）　　　コア営業利益率（右軸）

売上収益

2020

コア営業利益／コア営業利益率
コア営業利益（左軸）　　　コア営業利益率（右軸）

202120192018

626626
787787

613613686686 515515515515515
6.96.95.85.85.95.9 5.95.9 4.14.1

（%）
20

15

10

5

0
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（年度）2020 202120192018 2022

1,1831,183
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993993

1,9441,944
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5.95.9
5.05.0

（%）
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3.33.3
3.93.9

-1.7-1.7
3.53.5

10.410.4
4.64.6
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資産合計／ROA
資産合計（左軸）　　　ROA（右軸）

資産合計／ROA
資産合計（左軸）　　　ROA（右軸）

146146
-70-70
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（%）
20.0

15.0
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資産合計／ROA
資産合計（左軸）　　　ROA（右軸）

（年度）

（億円）
28,000

21,000

14,000

7,000

0

16,70016,700

22,38022,380
20,03520,035

26,08126,081

2021 2022202020192018

売上収益

（年度）

（億円）
28,000

21,000

14,000

7,000

0

3,9063,906 4,0364,0364,1314,1315,4575,457 5,471※5,471※

2021 2022202020192018

13.4※13.4※

2022 2020 2021202120192018 2022

分野別事業概況｜サマリー①

素材分野

ヘルスケア
分野

機能商品
分野

※ ジレニア仲裁判断の結果を控除して算定した2022年度のROAは1.5％です。※ ジレニア仲裁判断の結果を控除して算定した2022年度のコア営業利益は
159億円、コア営業利益率は3.8％です。

※ ジレニア仲裁判断の結果を控除して算定した2022年度の売上収益は4,213
億円です。

（注）1. 過年度（2021年度以前）の業績数値は発表当時のものを使用しています。
　　2. ROA＝コア営業利益÷資産合計（期中平均）

分野別決算数値
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分野別事業概況｜サマリー②

素材分野

ヘルスケア
分野

機能商品
分野

※ ジレニア仲裁判断の結果を控除して算定した2022年度の売上収益研究開
発費率は21.5％です。

※ ジレニア仲裁判断の結果を控除して算定した2022年度のROICは2.3％で
す。

分野別決算数値

（注）過年度（2021年度以前）の業績数値は発表当時のものを使用しています。
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20222021 売買差 数量差 コスト削減 その他差※ （年度）

（億円）
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0

-449

35

-271

413

787

515

機能商品 コア営業利益増減要因

※ その他差には、在庫評価損益・持分法投資損益差などの金額が含まれています

機能商品分野

12,527億円

4.4%

売上収益

ROIC27.0%
分野別売上比率

素材分野

売上収益

ROIC

26,081億円

3.7%
56.3%
分野別売上比率

※ その他差には、在庫評価損益・持分法投資損益差などの金額が含まれています
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600

300

0 20222021 売買差 数量差 コスト削減 （年度）

（億円）ケミカルズ コア営業利益増減要因

61

-456

-227

1,022

9292
-308
その他差※

分野別事業概況｜セグメント別実績①

機能商品セグメント
　売上収益は1兆2,527億円（対前期1,164億円増）となり、コア
営業利益は515億円（同272億円減）となりました。
　ポリマーズ＆コンパウンズサブセグメントの売上収益は、自動車用
途を中心に販売数量が減少したものの、原料価格上昇に伴い販売
価格への転嫁を推し進めたことや為替の影響等により増加しました。
　フィルムズ＆モールディングマテリアルズサブセグメントの売
上収益は、前期にアルミナ繊維事業を譲渡したことに加えディス
プレイ用途の急激な需要減退による減少があるものの、原料価格

上昇に伴う販売価格の是正や為替の影響等により増加しました。
　アドバンストソリューションズサブセグメントの売上収益は、ディ
スプレイ用途を中心に販売数量が減少したものの、原料価格上昇
に伴う販売価格の是正および為替の影響等により、増加しました。
　当セグメントのコア営業利益は、原料価格上昇の影響等がある
中で価格転嫁を推し進めたものの、ディスプレイ用途をはじめとし
て総じて需要が減退したことやインフレを背景とした費用の増加
等により減少しました。

ケミカルズセグメント
売上収益は1兆4,302億円(対前期1,423億円増)となり、コ

ア営業利益は92億円（同930億円減）となりました。

MMAサブセグメントの売上収益は、為替の影響等による増加
はあるものの、需要の減退に伴う販売数量の減少やMMAモノ
マー等の販売価格下落により減少しました。
石化サブセグメントの売上収益は、需要の減退やエチレン

センターの定期修理の影響拡大等により販売数量が減少した
ものの、原燃料価格の上昇等に伴う販売価格上昇により増加し
ました。
炭素サブセグメントの売上収益は、需要の減退により販売数

量が減少したものの、原燃料価格の上昇等に伴うコークスの販
売価格上昇により増加しました。
当セグメントのコア営業利益は、需要の減退等により販売数

コーティング材「アクリキング」

ポリマーズ＆コンパウンズ
さまざまな素材の付加価値を向上し、
高機能材料を世界に供給しています。
● 機能性樹脂　● ポリカーボネート　
● コーティング材 ほか

半導体関連材料

アドバンストソリューションズ
先端的な製品・技術、ビジネスモデル、
アイデアで、社会が求める価値に
新しい答えを提供しています。
● アクアソリューション　● ライフソリューション
● 半導体・エレクトロニクス　● 電池材料 ほか

共押出多層フィルム
「ダイアミロン」

フィルムズ＆
モールディングマテリアルズ 
多様な成形加工技術を駆使し、
用途に適した製品を提供しています。
● パッケージング（食品包装材）、工業フィルム
● ポリエステルフィルム
● 高機能エンジニアリングプラスチック
● 炭素繊維・複合材料 ほか

量が減少したことに加え、総じて原料と製品の価格差が縮小し
たことや、在庫評価益が縮小したことに等より減少しました。
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20222021 売買差 数量差 コスト削減 その他差 （年度）
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0

-352

269
78226

989
1,2101,210

（年度）

ヘルスケア コア営業利益増減要因

20222021 売買差 数量差 数量差
（ジレニア）

コスト削減 その他差

（億円）

1,600

1,200

800

400

0
-200

171171

-70-70 -75-75

売上収益

ROIC

5,471億円

19.2%

11.8%
分野別売上比率

7474 59591,2591,259 1,4181,418

（億円）産業ガス コア営業利益増減要因

分野別事業概況｜セグメント別実績②

2022年６月に発売した筋萎縮性側索硬化症（ALS）治療薬「ラジ
カヴァ ORS」の販売が順調に推移したことに加え、Novartis 
Pharma AGに導出した多発性硬化症治療剤「ジレニア」のロイヤ
リティ収入※等により、増加しました。

ヘルスケアセグメント
　売上収益は5,471億円（対前期1,435億円増）となり、コア営業
利益は1,418億円（同1,488億円増）となりました。
　当セグメントの売上収益並びにコア営業利益は、国内医療用医
薬品で薬価改定等の影響を受けたものの、国内重点品や米国で

※2019年２月に仲裁手続きに入ったため、ロイヤリティ収入の一部について
IFRS第15号に従い売上収益の認識を行っていませんでしたが、2023年２
月に仲裁廷より本件契約の規定は全部有効であるとの判断がなされた結
果、売上収益1,259億円を当連結会計年度の第４四半期連結会計期間に
認識しました。

産業ガスセグメント
売上収益は1兆1,779億円（対前期2,278億円増）となり、

コア営業利益は1,210億円（同221億円増）となりました。
当セグメントの売上収益並びにコア営業利益は、国内外の
需要が堅調に推移したことによる数量増加に加え、燃料価格
の上昇に伴う販売価格の上昇や為替の影響等により、増加し
ました。

バイオ医薬品

アンメット・メディカル・ニーズが
残る領域でプレシジョンメディシンと
アラウンドピルソリューションを
展開しています。
● 中枢神経　● 免疫炎症　
● 糖尿病・腎　● がん　

ファーマ

PMMAアクリル樹脂板

MMA
MMAの主要3製法を有し、
MMAとその誘導品の
アクリル樹脂をグローバルに
供給しています。
● MMA　● PMMA

コークス

炭素
優れた原料炭配合技術と
品質管理技術をもとに、
国内外へ
安定供給しています。
● コークス　● カーボンブラック
● 炭素材　● 合成ゴム　

エチレンプラント

石化
国内にエチレンプラントを有し、
石化原料の安定供給、
並びに高機能な
ポリオレフィンを提供しています。
● 石化原料・基礎化学品　
● ポリオレフィン

産業ガス事業

産業ガス
国内トップシェアを有し、
日米欧亜のグローバルな
供給体制を
構築しています。
● 産業ガス　● 産業ガス関連機器・装置

ヘルスケア分野
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36.7％
金融機関

25.6％
個人・その他※

0.0％
政府・地方公共団体

31.2％
外国法人等 3.5％

証券会社

3.0％
その他の法人

株主情報

2023年6月27日に第18回定時株主総会
を開催しました。また、会場にお越しにな
れない株主の皆さまにもご覧いただけるよ
うインターネットによるライブ配信を行いま
した。

株式情報（2023年3月31日現在） 所有者別株式所有の分布（2023年3月31日現在）

証券コード

単元株式数

会社が発行する株式の総数

発行済株式総数

株主総数

4188（東証プライム市場）

100株

6,000,000,000株

1,506,288,107株

283,641名

（注）1. 上記のほか、当社が自己株式として81,777千株を保有していますが、当該株式については、会社法第308条第2項の規定により議決
権を有していません。

 2. 出資比率は、自己株式（81,777千株）を控除して計算しています。

※ 「個人・その他」には、当社の自己株式としての保有分（5.4%）が含まれています。株主名

日本マスタートラスト信託銀行株式会社信託口

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT

株式会社日本カストディ銀行信託口

明治安田生命保険相互会社

日本生命保険相互会社

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234

株式会社日本カストディ銀行信託口4

太陽生命保険株式会社

JP MORGAN CHASE BANK 385781

農林中央金庫

224,331

148,370

94,350

64,389

42,509

22,631

21,671

18,838

17,034

13,497

持株数
（千株）

15.7

10.4

6.6

4.5

3.0

1.6

1.5

1.3

1.2

0.9

出資比率
（%）

大株主 上位10社

株主総会
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連結財務諸表

売上収益

　売上原価

売上総利益

　販売費及び一般管理費

　その他の営業収益

　その他の営業費用

　持分法による投資利益

営業利益

　金融収益

　金融費用

税引前利益

　法人所得税

当期利益

当期利益の帰属

　親会社の所有者

　非支配持分

１株当たり当期利益

　基本的１株当たり当期利益（円）

　希薄化後１株当たり当期利益（円）

3,976,948

△2,862,224

1,114,724

△854,455

81,692

△59,961

21,194

303,194

9,368

△22,192

290,370

△80,965

209,405

177,162

32,243

124.68

115.03

4,634,532

△3,395,045

1,239,487

△922,650

31,893

△177,755

11,743

182,718

16,636

△31,390

167,964

△32,814

135,150

96,066

39,084

67.57

64.72

（単位：百万円）
連結損益計算書

前連結会計年度
（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

当連結会計年度
（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

4
章
　
財
務
・
非
財
務
情
報

3
章
　
E
S
G
の
強
化

2
章
　
持
続
的
な
成
長
戦
略

1
章
　
M
C
G
グ
ル
ー
プ
が
め
ざ
す
姿

目次

直前に見ていたページに戻る

3

22

56

95

96

97

101

103

105

106

1 12

１章　MCGグループがめざす姿

２章　持続的な成長戦略

３章　ESGの強化

４章　財務・非財務情報
  11年財務サマリー

  財務／非財務ハイライト

  分野別事業概況｜サマリー

  分野別事業概況｜セグメント別実績

  株主情報

  連結財務諸表

  非財務情報
  ● 環境性データ／社会性データ
  ● 独立した第三者保証報告書

三菱ケミカルグループ KAITEKI REPORT 2023 106



連結財務諸表
連結包括利益計算書

当期利益

その他の包括利益

　純損益に振り替えられることのない項目

　　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

　　確定給付制度の再測定

　　持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分

　　純損益に振り替えられることのない項目合計

　純損益に振り替えられる可能性のある項目

　　在外営業活動体の換算差額

　　キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の純変動の有効部分

　　持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分

　　純損益に振り替えられる可能性のある項目合計

　税引後その他の包括利益合計

当期包括利益

当期包括利益の帰属

　親会社の所有者

　非支配持分

209,405

4,471

7,328

△6

11,793

104,596

2,384

4,656

111,636

123,429

332,834

268,003

64,831

135,150

△9,923

△3,018

426

△12,515

78,926

1,528

7,404

87,858

75,343

210,493

150,984

59,509

前連結会計年度
（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

当連結会計年度
（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

（単位：百万円）
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連結財務諸表
連結財政状態計算書

資産
　流動資産
　　現金及び現金同等物
　　営業債権
　　棚卸資産
　　その他の金融資産
　　その他の流動資産
　　　　　　　　　小計
　　売却目的で保有する資産
　　流動資産合計
　非流動資産
　　有形固定資産
　　のれん
　　無形資産
　　持分法で会計処理されている投資
　　その他の金融資産
　　その他の非流動資産
　　繰延税金資産
　　非流動資産合計
　資産合計

 

245,789
825,996
745,248

51,085
106,556

1,974,674
11,442

1,986,116

1,899,695
705,412
448,805
174,791
233,533

60,923
64,596

3,587,755
5,573,871

 

297,224
808,787
797,877

74,469
141,020

2,119,377
30,241

2,149,618

1,907,898
727,655
459,213
170,736
203,270

61,425
94,088

3,624,285
5,773,903

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当連結会計年度
（2023年３月31日）

（単位：百万円）

負債及び資本
負債
　流動負債
　　営業債務
　　社債及び借入金
　　未払法人所得税
　　その他の金融負債
　　引当金
　　その他の流動負債
　　　　　　　　　小計
　　売却目的で保有する資産に直接関連する負債
　　流動負債合計
　非流動負債
　　社債及び借入金
　　その他の金融負債
　　退職給付に係る負債
　　引当金
　　その他の非流動負債
　　繰延税金負債
　　非流動負債合計
　負債合計
資本
　資本金
　資本剰余金
　自己株式
　利益剰余金
　その他の資本の構成要素
　親会社の所有者に帰属する持分合計
　非支配持分
　資本合計
負債及び資本合計

 

486,874
411,213

34,875
291,237

15,601
178,613

1,418,413
880

1,419,293

1,748,756
112,554
103,941

22,673
147,212
175,123

2,310,259
3,729,552

50,000
170,600
△62,870

1,213,677
86,670

1,458,077
386,242

1,844,319
5,573,871

 

476,311
601,443

29,127
316,379

47,274
184,272

1,654,806
9,024

1,663,830

1,642,325
118,527
102,292

39,476
39,936

179,380
2,121,936
3,785,766

50,000
167,917
△62,231

1,270,245
138,435

1,564,366
423,771

1,988,137
5,773,903

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当連結会計年度
（2023年３月31日）

（単位：百万円）
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連結財務諸表

前連結会計年度（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）
連結持分変動計算書

（単位：百万円）

2021年４月１日残高

　当期利益

　その他の包括利益

当期包括利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分

　配当

　株式報酬取引

　新株予約権の失効

　支配継続子会社に対する持分変動

　企業結合または事業分離

　連結範囲の変動

　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替

所有者との取引額等合計

2022年３月31日残高

1,236,339

177,162

90,841

268,003

△31

2

△38,367

533

△283

△8,140

－

21

－

△46,265

1,458,077

9,798

－

90,841

90,841

－

－

－

－

－

－

－

－

△13,969

△13,969

86,670

168

－

2,228

2,228

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

2,396

△47,077

－

80,395

80,395

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

33,318

－

－

7,155

7,155

－

－

－

－

－

－

－

－

△7,155

△7,155

－

56,707

－

1,063

1,063

－

－

－

－

－

－

－

－

△6,814

△6,814

50,956

1,060,069

177,162

－

177,162

－

－

△38,367

－

823

－

－

21

13,969

△23,554

1,213,677

△63,244

－

－

－

△31

405

－

－

－

－

－

－

－

374

△62,870

179,716

－

－

－

－

△403

－

533

△1,106

△8,140

－

－

－

△9,116

170,600

50,000

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

50,000

334,809

32,243

32,588

64,831

－

－

△15,963

－

－

2,553

△9

21

－

△13,398

386,242

1,571,148

209,405

123,429

332,834

△31

2

△54,330

533

△283

△5,587

△9

42

－

△59,663

1,844,319

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の
包括利益を
通じて

公正価値で
測定する
金融資産

確定給付
制度の
再測定

在外営業
活動体の
換算差額

キャッシュ・
フロー・
ヘッジの
公正価値の
純変動の
有効部分

合計

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素
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連結財務諸表
連結持分変動計算書
当連結会計年度（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日） （単位：百万円）

2022年４月１日残高

　当期利益

　その他の包括利益

当期包括利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分

　配当

　株式報酬取引

　支配継続子会社に対する持分変動

　企業結合または事業分離

　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替

所有者との取引額等合計

2023年３月31日残高

1,458,077

96,066

54,918

150,984

△21

9

△42,651

463

△2,495

－

－

△44,695

1,564,366

86,670

－

54,918

54,918

－

－

－

－

－

－

△3,153

△3,153

138,435

2,396

－

1,860

1,860

－

－

－

－

－

－

－

－

4,256

33,318

－

66,570

66,570

－

－

－

－

－

－

－

－

99,888

－

－

△3,459

△3,459

－

－

－

－

－

－

3,459

3,459

－

50,956

－

△10,053

△10,053

－

－

－

－

－

－

△6,612

△6,612

34,291

1,213,677

96,066

－

96,066

－

－

△42,651

－

－

－

3,153

△39,498

1,270,245

△62,870

－

－

－

△21

660

－

－

－

－

－

639

△62,231

170,600

－

－

－

－

△651

－

463

△2,495

－

－

△2,683

167,917

50,000

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

50,000

386,242

39,084

20,425

59,509

－

－

△19,216

－

△3,153

389

－

△21,980

423,771

1,844,319

135,150

75,343

210,493

△21

9

△61,867

463

△5,648

389

－

△66,675

1,988,137

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の
包括利益を
通じて

公正価値で
測定する
金融資産

確定給付
制度の
再測定

在外営業
活動体の
換算差額

キャッシュ・
フロー・
ヘッジの
公正価値の
純変動の
有効部分

合計

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素
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連結財務諸表
連結キャッシュ・フロー計算書

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前利益
　減価償却費及び償却費
　持分法による投資損益（△は益）
　減損損失
　工場閉鎖関連損失引当金繰入額
　固定資産除売却損
　事業整理損失引当金繰入額
　訴訟損失引当金繰入額
　固定資産売却益
　関係会社株式売却益
　環境対策費戻入益
　事業譲渡益
　受取利息及び受取配当金
　支払利息
　営業債権の増減額（△は増加）
　棚卸資産の増減額（△は増加）
　営業債務の増減額（△は減少）
　退職給付に係る資産及び負債の増減額
　その他
　　　　　　　　　　小計
　利息の受取額
　配当金の受取額
　利息の支払額
　法人所得税の支払額又は還付額（△は支払）
　営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出
　有形固定資産の売却による収入
　無形資産の取得による支出
　投資の取得による支出
　投資の売却及び償還による収入
　子会社の取得による支出
　子会社の売却による収入
　事業譲受による支出
　事業譲渡による収入
　定期預金の純増減額（△は増加）
　その他
　投資活動によるキャッシュ・フロー

290,370
251,469
△21,194

26,047
－

14,407
－

615
△9,121
△1,888

－
△60,838
△5,875
20,985

△88,721
△152,599

86,511
9,222

45,221
404,611

1,134
14,204

△20,250
△52,828
346,871

△244,851
24,707
△12,814
△4,070
38,988
△6,501

0
△700

81,901
476

△5,917
△128,781

167,964
269,616
△11,743

96,782
26,726
10,979

5,666
3,550

△8,792
△3,316
△3,149

－
△14,616

29,800
20,438

△45,166
△14,611

4,184
△66,344
467,968

2,039
26,338

△25,335
△115,821

355,189

△259,026
5,793

△21,969
△5,184
26,944
△122
9,832
－

1,934
△636
△5,198

△247,632

前連結会計年度
（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

当連結会計年度
（自 2022年4月1日
至 2023年３月31日）

（単位：百万円）

財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少）
　コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少）
　長期借入れによる収入
　長期借入金の返済による支出
　社債の発行による収入
　社債の償還による支出
　リース負債の返済による支出
　自己株式の純増減額（△は増加）
　配当金の支払額
　非支配持分への配当金の支払額
　非支配持分への払戻による支出
　その他
　財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る為替変動による影響
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
売却目的で保有する資産への振替に伴う
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物
の増減額（△は減少）
合併に伴う現金及び現金同等物の増加額
現金及び現金同等物の期末残高

△89,129
△60,000

66,162
△130,246

94,636
△125,000
△32,349

△27
△38,367
△15,810
△5,600
△553

△336,283
14,276

△103,917
349,577

△137

266

－
245,789

△9,167
69,000
81,270

△128,728
44,776
△20,000
△34,099

△21
△42,651
△19,113

－
△2,050
△60,783

6,425
53,199

245,789

△1,868

－

104
297,224

前連結会計年度
（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

当連結会計年度
（自 2022年4月1日
至 2023年３月31日）

（単位：百万円）
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集計対象範囲

エネルギー消費・GHG排出量※1

このアイコンのある指標は、2022年度を対象として、KPMGあずさサステナビリティ株式会社による保証を受けています。

4事業会社（三菱ケミカル、田辺三菱製薬、生命科学インスティテュート、日本酸素ホールディングス）と
これらの国内および海外のグループ会社を対象としています。

Scope1＋2排出量（千t-CO2e）※2

Scope1

Scope2

Scope3※4

エネルギー消費量（GWh）※3

2020年度

15,325

7,786

7,540

51,930

47,335

2019年度

16,629

8,455

8,174

51,820

49,110

※1 GHGプロトコルに基づき、他社へ販売した電力や蒸気を生産するためのエネルギー量
およびCO2排出量は控除していません。国内のジョイント・オペレーションのエネルギー
消費量およびGHG排出量の1/2を含んでいます。

※2 国内の排出量は地球温暖化対策推進法の基礎排出係数を基本とし、供給会社固有の
排出係数が不明の場合は代替値を用いて算定しています。同法での報告対象外の
GHG排出量については化学反応バランスなどをもとにした算定ルールを個別に定めて
算定しています。海外の排出量については、Scope1排出量は地球温暖化対策推進法
を用いて、Scope2排出量は供給会社固有の排出係数もしくはIEA公表の国別排出係
数を使用して算定しています。

※3 燃料の単位発熱量は省エネルギー法を使用して、高位発熱量で表記しています。

※4 Scope3の算定方法は三菱ケミカルグループ㈱ウェブサイトに掲載している非財務
データ集のP3をご覧ください。

※5 COD、全窒素排出量、全りん排出量：河川・湖沼・海域への排出量の合計。下水道およ
び社外排水処理場への排出量は含んでいません。環境影響

NOx排出量（千t）

SOx排出量（千t）

COD（千t）※5

全窒素排出量（千t）※5

全りん排出量（千t）※5

2020年度

7.94

3.23

1.68

4.87

0.10

2019年度

8.28

3.39

1.80

5.67

0.11

水使用

取水量（百万m3）（海水含まず）

2020年度

216

2019年度

204

2021年度

16,079

7,829

8,250

53,637

48,425

2021年度

7.91

3.08

1.70

4.85

0.09

2021年度

222

2022年度

14,369

6,685

7,685

48,976

43,190

2022年度

6.81

2.31

1.48

4.40

0.04

2022年度

212

非財務情報

環境性データ
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集計対象範囲

集計期間

三菱ケミカル、田辺三菱製薬、生命科学インスティテュート、大陽日酸の4事業会社に原籍を有する従業員
（出向者を含み、出向受け入れ者および有期雇用労働者を除く）としています。

各年度の4月1日～3月31日、または3月31日時点

従業員構成（三菱ケミカルグループ）

連結従業員数（名）

地域別従業員数（名） 日本

 日本以外

2019年度

69,609

40,732

28,877

2021年度

69,784

40,289

29,495

ダイバーシティ／ワーク・ライフ・バランス／労働安全

 従業員数（名）

 男女別従業員数（名） 男性

 女性

 女性従業員比率（%）

 女性管理職比率（%） 係長級以上

 女性管理職比率（%） 課長級以上

 男女間賃金格差（正社員）（％）

 育児休業取得率（％）※6 男性

 女性

 有給休暇取得率（%）※7

 休業度数率※8 ※9

2019年度

23,116

19,444

3,672

15.9

8.9

ー

ー

ー

ー

70.8

1.09

2021年度 2022年度

22,739

18,934

3,805

16.7

10.2

5.4

77.4

45.0

100.0

73.8

1.23

2020年度

69,607

40,774

28,833

2020年度

23,147

19,429

3,718

16.1

9.3

ー

ー

ー

ー

71.0

1.18

2022年度

68,639

39,297

29,342

22,325

18,545

3,780

16.9

10.6

5.6

77.4

65.0

100.0

77.3

0.89

※6 育児休業取得率は、「育児休業開始者数÷出産者数（配偶者出産者数）×100」の算式
で計算しています。

 （育児休業開始者数は休業開始日、出産者数（配偶者出産者数）は出産日を基準として
人数を計上しているため、育児休業取得率が100%を上回ることがあります）

※7 報告年度における新規付与日数を分母、取得日数を分子として算定しています。分母
は前年度からの繰り越し日数を含みません。

※8 集計対象範囲：4事業会社グループの国内および海外の現業部門を有する会社を対象
としています。2020年度からは田辺三菱製薬の国内に所在する本社・支店・営業所に
所属する人員を、休業度数率算定の対象に加えています。

※9 休業度数率：100万のべ労働時間当たりの休業災害による死傷病者数

このアイコンのある指標は、2022年度を対象として、KPMGあずさサステナビリティ株式会社による保証を受けています。
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独立した第三者保証報告書 
2023 年 9 月 26 日 

三菱ケミカルグループ株式会社 
代表執行役社長 ジョンマーク・ギルソン 殿 

KPMG あずさサステナビリティ株式会社
東京都千代田区大手町一丁目 9 番 7 号

代表取締役 斎藤 和彦 ㊞ 

当社は、三菱ケミカルグループ株式会社（以下、「会社」という。）からの委嘱に基づき、会社が作

成した KAITEKI REPORT 2023（以下、「KAITEKI レポート」という。）に記載されている 2022 年 4 月

1 日から 2023 年 3 月 31 日までを対象とした マークの付されている環境・社会パフォーマンス指標

（以下、「指標」という。）に対して限定的保証業務を実施した。 

会会社社のの責責任任 
会社が定めた指標の算定・報告規準（以下、「会社の定める規準」という。KAITEKI レポートに記

載。）に従って指標を算定し、表示する責任は会社にある。 

当当社社のの責責任任 
当社の責任は、限定的保証業務を実施し、実施した手続に基づいて結論を表明することにある。

当社は、国際監査・保証基準審議会の国際保証業務基準（ISAE）3000「過去財務情報の監査又は

レビュー以外の保証業務」及び ISAE3410「温室効果ガス情報に対する保証業務」に準拠して限定

的保証業務を実施した。 
本保証業務は限定的保証業務であり、主として KAITEKI レポート上の開示情報の作成に責任を

有するもの等に対する質問、分析的手続等の保証手続を通じて実施され、合理的保証業務におけ

る手続と比べて、その種類は異なり、実施の程度は狭く、合理的保証業務ほどには高い水準の保証

を与えるものではない。当社の実施した保証手続には以下の手続が含まれる。 
 KAITEKI レポートの作成・開示方針についての質問及び会社の定める規準の検討 
 指標に関する算定方法並びに内部統制の整備状況に関する質問 
 集計データに対する分析的手続の実施 
 会社の定める規準に従って指標が把握、集計、開示されているかについて、試査により入手し

た証拠との照合並びに再計算の実施 
 リスク分析に基づき選定した三菱ケミカル株式会社 九州事業所（熊本地区）及び Matheson 

Tri-Gas, Inc.の Lemont 2 プラントにおける現地往査 
 指標の表示の妥当性に関する検討 

結結論論 
上述の保証手続の結果、KAITEKI レポートに記載されている指標が、すべての重要な点におい

て、会社の定める規準に従って算定され、表示されていないと認められる事項は発見されなかった。 
  

当当社社のの独独立立性性とと品品質質ママネネジジメメンントト 
当社は、誠実性、客観性、職業的専門家としての能力及び正当な注意、守秘義務及び職業的専

門家としての行動に関する基本原則に基づく独立性並びにその他の要件を含む、国際会計士倫理

基準審議会の公表した「職業会計士の倫理規程」を遵守した。 
当社は、国際品質マネジメント基準第 1 号に準拠して、倫理要件、職業的専門家としての基準並

びに適用される法令及び規則の要件の遵守に関する方針又は手続を含む、品質マネジメントシス

テムをデザイン、適用及び運用している。 
以 上 

 

 

 

 
上記は保証報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社及び KPMG あずさサステナビリティ

株式会社がそれぞれ別途保管しています。 
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〒100-8251 東京都千代田区丸の内1-1-1 パレスビル
https://www.mcgc.com

免責事項
本レポートにおける見通しは、現時点で入手可能な情報により当社が判断したも
のです。実際の業績はさまざまなリスク要因や不確実な要素により、業績予想と
大きく異なる可能性があります。当社グループは各種機能商品、MMA、石化製品、
炭素製品、産業ガス、医薬品など、非常に多岐にわたる事業を行っており、その業
績は国内外の需要、為替、ナフサ・原油などの原燃料価格や調達数量、製品市況
の動向、技術革新のスピード、薬価改定、製造物責任、訴訟、法規制などによって
影響を受ける可能性があります。ただし、業績に影響を及ぼす要素はこれらに限
定されるものではありません。

「Science. Value. Life.」。2023年2月に新たに策定した
グループ理念体系におけるSloganですが、中でも「Value.」
すなわち「価値」の創造は、社会にインパクトを与えることへ
の私たちのゆるぎないコミットメントを表しています。
本レポートでは、新グループ理念に込めた思い、ポートフォ

リオ改革を始めとする成長戦略、成長の礎となるイノベー
ションやサステナビリティへの取り組みを取り上げ、価値創
造のプロセスが目に見えるようにお示ししました。本レポー
トが、皆さまとの建設的な対話の一助となれば幸いです。

KAITEKIレポート2023　編集メンバー

三菱ケミカルグループ株式会社
コーポレートコミュニケーション本部長
清水 治

編集後記

https://www.mcgc.com



